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三柴 早速ですが始めさせていただきます。すでにお送りした開催要項にしたがって進めさせていただ

きます。まずは、新任の委員の先生のご紹介から始めたいと思います。最初に浅田先生ですが、元々は安

衛研の監事や労働局長など行政ご出身の先生で、現在は社会保険労務士をなさっています。安全衛生に

関して大変な関心、そして知識と情報をお持ちです。今回特に、安全関係の特別規則についてご解説をい

ただく予定でご参加いただくことになりました。では、浅田先生、ひと言お願いいたします。 
 
浅田 ただ今ご紹介いただきました浅田でございます。今回の参加は、畠中先生を通じて代表者の三柴

先生にご紹介いただいたことがきっかけです。三柴先生からは本プロジェクトが目指すものとして、一

つには労働安全衛生法のしっかりした体系書を取りまとめて、現在分断されている法律と現場実務の架

け橋を作ること、二つ目には労働安全衛生法の発展のために人的ネットワークを構築すること、と伺っ

ております。その大変高邁な理想に感銘を受けまして、何らかのお役にたてればと参加を決意した次第

でございます。三柴先生は以前から存じ上げていましたが、労働安全衛生研究の第一人者で、幅広く論文

等を執筆されています。ぜひ一度ご一緒させていただきたいと思っておりました。私自身は、先ほどご紹

介いただきましたように、行政官として労働安全衛生法の施行に携わっておりましたが、厚生労働省で

は安全衛生部に勤務しておりました。平成１７年の労働安全衛生法の改正作業にも取り組んだことがあ

ります。現在は、特定社労士や労働衛生コンサルタントをつとめております。皆さまと比べて、遅い時期

からの参加となりますので、おそらく追いついていくのに精一杯で、どれほどお役にたてるのか一抹の

不安は感じますが、できる限りの努力はしていきたいと思いますので、皆さまのご指導をお願いする次

第でございます。 
 
三柴 ありがとうございます。続きまして、高木元也先生です。現在は安衛研で建設安全研究グループの

部長等をおつとめで、このプロジェクトでは主に中小企業の建設安全についてご解説いただく予定です。

高木先生、ひと言よろしくお願いします。 
（通信障害のためか、音声が届かず） 

音声が聞こえませんので、大変恐縮ですが高木先生のご挨拶は後にさせていただくこととして、長谷川

先生のご紹介をさせていただきます。長谷川先生は私と同じく労働法学者で、現在専修大学におつとめ

です。特に障害者雇用の問題に力を入れて調査研究に取り組んでこられた経緯がありまして、本プロジ

ェクトでは化学物質の管理に関する条文の逐条解説をお願いする予定です。長谷川先生、ひと言お願い

いたします。 
 
長谷川 ただ今三柴先生からご紹介いただきました専修大学の長谷川と申します。前回の会合からお誘

いをいただいておりましたが、所用のため欠席させていただいて失礼いたしました。今私が取り組んで

いるテーマについては、三柴先生からお話しいただいたとおりで、労働法、特に障害者の問題について研

究に取り組んでまいりました。今回勉強させていただく安衛法やその中の化学物質の問題は、私も素人

でございます。本プロジェクトに何か貢献するというよりも、おそらく先生方に様々な教えをいただい

たり、勉強させていただくことの方が多くなろうかと思いますが、なるべくこれまでの先生方の研究の

流れを追ったうえで、何がしかしの貢献をさせていただければと思います。どうかよろしくお願いいた

します。 
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三柴 ありがとうございます。それでは次に、新任の先生方もご参加ですので、逐条解説の分担を再確認

させていただきます。すでにＭＬで配信させていただきましたが、開催要項の分担案にしたがって逐条

解説の作業を進めていただきたいということです。新たにご確認いただきたいのは、分担者は黄色い帯

で示していますが、黄緑色で示しているのが新しい情報です。まず逐条解説に当たって、行政実務ご経験

の先生から現場の運用実態についての情報を得ていただきたいということです。本プロジェクトの逐条

解説の項目立てでいうと、【適用の実際】という呼び方をしている箇所です。これに関する情報は、監督

行政実務、特に安全衛生に詳しい先生方にご参加いただいているので、重ねて申し上げますが、そうした

先生方から情報を入手してください。 
第４章については、当初の予定よりも分担者を分割して細分化しておりますので、あらためてご確認

お願いします。第５章の第２節は長谷川先生にお願いすることになっております。安衛法の条文では第

５５条から第５８条の部分です。化学物質の規制ですが、上手く規制して被害を防ぐのがなかなか難し

いところがあります。本質的には製造や流通段階で規制する方が災害を減らしやすいので、そこに手を

入れるような規制・・・化学物質対策の中でもかなり本質的な規制を企図するものです。安全衛生規制の

特徴の一つは、現場の労使だけに任せていたのでは上手くいかない場合が多いということです。危険な

化学物質から生じる災害を防ぐには、“上流”つまり製造段階あるいはこれを流通させる段階で規制する

方が上策で、この点は環境や公害規制と類似しています。このような規制について調査し、具体的な解説

に務めていただければと思います。 
第７章は、当初石﨑先生に単独でお願いする予定でしたが、阿部未央先生に加わっていただき、その一

部を分担していただくことになりました。第８章については、今回ご欠席ですが行政学専門の大藪先生

に分担をお願いしています。ただ、危険有害業務に従事する人に資格を求めるという趣旨の規制なので、

安全衛生免許関係に詳しい方から情報を入手していただくのがいいと思われるため、大藪先生ご自身の

人脈からそういう人に当たっていただくことにしています。第１０章の「監督等」については、鎌田先生

と田中先生の共著という形で分担報告書を送っていただきました。これから私が確認した上で、修正の

お願を差し上げる予定です。第１１章の「雑則」については、大藪先生と山本先生にお願いしています。

そのうち山本先生にお願いする分担箇所は、健康譲歩の取扱いに関するところで、そこは労働法学者に

よる法解釈論的な解説が必要となる問題ということで、山本圭子先生にお願いすることにしました（山

本先生からチャットにて「１１章につき了解いたしました」とのメッセージあり）。以上が分担案の再確

認です。 
次の議題に移りますが、今年度の調査研究方針の再確認です。逐条解説を分担される先生方には各自

の分担箇所の作業に取り組んでいただくこと、また今年度は新たに・・・森先生には昨年度から取り組ん

でいただいてますが、それ以外の先生には横断的課題について分担研究をしていただきたいということ

です。横断的課題とは、開催要項「６ 横断的検討課題と担当者の選定」に列挙したもので、それぞれ担

当者も決まっていて、森先生以外の方には今年度から取り組んでいただくようお願いいたします。逐条

解説が縦割りだとすると、横断的課題というのはそこに横串をさすように、複数の条文にまたがるよう

な課題ということになります。現在および今後の安全衛生規制と実態に鑑みて重要と思われるものを、

先生方のご意見を踏まえてピックアップさせていただいた次第です。これらの調査研究の成果について、

逐条解説を担当される先生方におかれましては、逐条解説とは別個の分担報告書を作成してください。
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横断的課題用の分担報告書は、分冊として別立てにする予定です。すなわち、逐条解説用の冊子と横断的

課題用の冊子と、別々の冊子にする予定なので、それぞれの分担報告書を別個に作成していただくよう

お願いいたします。先ほども申し上げましたが、逐条解説ご担当の先生方は、各条文がどう使われている

という【適用の実際】を調査する際に、せっかく本プロジェクトに行政監督実務の経験者の先生がご参加

ですので、積極的にその知見をうかがってほしいということです。今後、個々の先生方による個々のイン

タビューとは別に、このプロジェクトとして監督官や元監督官の方に量的・質的な調査を実施たいと思

っていますが、個々の条文の詳細を拾うまではいかないと思います。それぞれの担当条文に関する詳し

い現場情報を各担当者が得ていただくようお願いします。プロジェクトとしての質的・量的調査につい

ては、藤森先生らのご助力をいただいて進める予定です。 
初年度に、日本の安全衛生実務者向けの社会調査を実施しました。たとえば、経営者が安全衛生を重視

しているのか、重視しているとすれば、あるいはしていないとすればその理由は何か、などといったこと

を調べましたが、イギリスでも同様の社会調査を行う予定です。イギリスでそのような調査を実施する

うえで、こういうことも質問してほしい、などといったご要望があれば私宛ないしＭＬにお寄せいただ

き、メンバーで共有を図ってください。いずれにしてもこのプロジェクトは、安衛法に関する適切な体系

書をつくるという狙いを持っていますので、分担研究者の先生方全員が同じ質量の情報を共有したうえ

で、それぞれの調査研究に当たっていただきたいと思っていますので、ＭＬ等を活用して情報の共有に

務めてください。 
また、初年度と方針を変えた点があります。全メンバーが、自分自身が保有している知識・経験を披歴

していただくという方針に変更しました。それぞれの方が有益な知識・経験をお持ちなので、本日もそう

であるようにそれを会合で披露してください。もし会合を欠席された場合は、必ずＺｏｏｍの録画また

はペーパー化された議事録をご確認いただいて、全メンバーが進捗状況をフォローし、同じレベルで調

査研究を進めていただくよう改めてお願いいたします。 
分担報告書の執筆要領に話を進めますが、今今年年度度のの分分担担報報告告書書のの提提出出期期限限はは早早めめでで恐恐縮縮でですすがが、、今今年年

のの１１００月月末末厳厳守守ででおお願願いいししまますす。締切日を早めたのは、分担研究者の人数が多く、私が全員分の報告書を

チェックして必要な修正箇所について各担当者とやり取りをしなければならないからです。２０数名ご

参加ですので、それを全部チェックさせていただいたうえで、修正のためのやり取りをしなければなり

ませんので、どうしてもこの時期までに提出していただくことになります。ただ、必ずしも各分担箇所の

完成原稿を仕上げるという意味ではありません。分担報告書は“現在ここまで進みました”という経過を

示していただき、来年の３月頃までに完成原稿を仕上げていただくことになります。まだ完成に至って

いない部分については「未了」と書いていただければけっこうです。分担報告書の体裁・様式は私の分担

報告書にならってください。初めて執筆される先生方におかれましては、項目立ては私の分担報告書を

コピペして、ご自身の報告書向けにアレンジしていただくのが便利ではないかと思います。初年度に分

担報告書を提出していただいた方には、私がコメントをつけてお返ししています。そのコメントへのご

対応がまだ済んでいない方もおられますので、あらためてご参照したうえで２年目の分担報告書の作成

に当たってください。また、何度か申し上げたところですが、今までよりも多くの人に安衛法を知っても

らうことがこのプロジェクトの目的のひとつです。要するに、技術屋による技術屋向けの法律という性

格の濃かった安衛法は、メンタル問題など現在社会的な側面を広げています。なので、これを事務系・文

系の人たちにも理解していただく必要があるわけです。また安全衛生自体がリスク管理という本質を有
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していますが、リスク管理の手法というのは機械安全や建設安全のような伝統的な安全衛生における知

恵の集積を、健康や衛生に活かせる側面もあるわけで、両者を同じやり方では通用しないことも多々あ

るものの、リスク管理という意味では共通しています。そういう意味で、技術屋が構築してきたルールの

体系を文系・事務系も知ってゆくことが必要です。なので、ページ数を気にすることなく図や表をとにか

く多用していただきたいと思います。この点についても私の分担報告書をご覧いただければ一目瞭然で、

鎌田先生ご提出の報告書も、私の方からお願いして図表を多用していただいています。法学者の方は、法

解釈が上手くいけばそれでよし、あとは遵守しない人が悪い、といったスタンスで済ませてきましたが、

それ以外にそのルールがどういう使われ方をしているのかといった点まで責任もって検討していただき

たいわけで、そうしないと安全衛生を保つことはできません。極論すれば、安全衛生というのはルールを

遵守しなくても結果的に労災を減らせばいいという面もあるくらいの現場論なので、各ルールの現場で

の使われ方について、せっかく生き字引のような先生方がお揃いなわけですから、ぜひ活用してくださ

い。インタビューなどを積極的に行っていただきたいということをあらためて申し上げます。最近注目

されている安衛法第６９条のような健康関連の条文は、監督官にとってどのような条文で、安全衛生に

関して意識の高い監督官がどういう指導を行い、逆にあまり意識の高くない監督官であればどういう使

い方になっているのか、場合によっては衛生関係はチェックリストを作って、指導票のように事業場に

交付しただけで終わりなどといった話も耳にします。ルールが現場でどのように使われているかは、や

はり現場の人に聴かないと知り得ない情報がたくさんありますので、そういう点をきちんと捕捉してい

ただきたいということです。なお、昨年度の報告書を改訂して今年度の報告書を作成される先生方にお

かれては、チェックの必要がありますので、下線を引く等の方法で加筆修正を施した箇所が分かり易く

なるようにお願いいたします。削除した箇所はコメントをつけて、削除した旨を明記してください。 
では、いよいよ本日のメインイベントである研究経過報告に移らせていただきます。まずは高木先生

から中小企業の建設安全の研究経過報告をお願いしたいと思います。あらためて高木先生の方から自己

紹介をいただけないでしょうか。 
 
高木 初めまして。共有画面に映りました通り、労働安全衛生総合研究所において労働者の安全と健康

を確保するための研究に取り組んでいるところでございます。本日は通信環境が非常に悪く、私の声も

途切れ途切れになるかもしれませんが、何卒ご容赦ください。私自身は土木屋なのですが、この研究所の

中では中小企業の安全というものが大きなテーマとされてきました。主なフィールドは建設業ですが、

そのほか陸上貨物や運送業、港湾貨物、製造業、最近では小売業、飲食業、漁業など広範囲なフィールド

をみながら、現場の実態を明らかにして課題を出して、解決策を見いだしていきます。そして、その解決

策を労働安全衛生行政に反映させるといったストーリーで研究を重ねてきました。そして、((・・・・・・通通信信

障障害害・・・・・・)) これまでの研究成果で中小企業の安全確保をどう進めてゆくのかについてお話ししたいと思

います。 
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高木 まず、「中小規模事業場の労働災害が多い」ということは皆さんご承知かと思われますが、左側の

図 1 をご覧ください。これは全産業の事業場規模別死傷災害発生状況（Ｈ２９）のデータです。５０人未

満の中小規模の事業場が６２％を占め最も多いということですが、ただひとつ留意しなければならない

のは、この人数は労働災害が発生したときに死傷病報告に記載される人数なので、必ずしも中小企業に

限られるわけではないということです。たとえばゼネコンの清水建設や鹿島建設のような２兆円近い大

きな企業であっても、たまたまその現場が着工間もないとき、あるいは竣工間際で現場に人が少ないと

きは「中小規模事業場」に該当してしまうということで、この点留意が必要です。その下に、「建設業の

中小規模事業場における中小企業の死亡災害発生割合は、８割近く（Ｈ１８、Ｈ１９）を占める」((・・・・・・

通通信信障障害害・・・・・・))２割くらい多いだろう、逆に大規模の事業場でも中小企業があるということに留意なが

らも、だいたい８割近くになり、建設業においても中小企業が多くを占めているということです。右側上

の図は、事業場規模別にみた「千人率」、つまり労働者１０００人当たりの災害発生率ととらえてくださ

い。図２のグラフにあるように、１～９人、１０～２９人、３０～４９人の事業場は発生率が３～４人、

一方３００人以上では１.０９人ですから、これにくらべると中小規模の事業場の発生率は高いことを示

しています。本日中災防の方もお見えになっていますが、現在の私の問題意識として、災防団体の会員以

外の方の災害が非常に多いということです。図３は平成２５年の建設業の労働災害防止団体である建災

防会員・非会員別死亡災害発生割合のデータですが、非会員の死亡災害が約８割を占めており、今後こう

いった点が課題になるということを示すグラフです。 
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高木 グラフは過去５０年の建設業の死亡災害を示したものですが、建設業全体をみると５０年という

長期間のうちに９割減っています。９割も減った理由は、グラフの下に書いたように、①労働安全衛生法

が昭和４７年に制定された直後の４年間に一挙に４割も減りました。これは明らかに法規制の効果であ

ると思われます。しかし、建設業においては５０年代から冬の時代となり、労働災害が全く減らない時代

となりました。しかし平成８年に１００１人、これが１０００人台を記録した最後の年になりましたが、

それ以降雪崩のように減っています。これをどう解釈するかということですが、②元請業者主導の自主

的な安全活動が推進・定着しているのではないかということです。ちょうど、自主的な安全活動というも

のは、政策としても平成((・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・))厚労研とみても言えるのではないか、こういう安全の施

工サイクルや現場のルールを設けてそれを実践するようになったとか、安全教育がしっかりしたなどと

いった面があります。さらに、機械に着目すると、安全性能が向上した機械、設備、工具などが普及して

災害が減ってきたという事情もあります。この５０年をみていると、以上のような流れになります。 
 
三柴 高木先生、先ほどの資料でいう②の部分が通信障害で聴き取れず、重要なお話だったので今一度

ご説明お願いします。 
 
高木 申し訳ありません。元請業者主導の実施も、平成７年くらいでしょうか。私はその時に建設業関係

の財団に在籍していましたが、建設省、国土交通省、厚労省を交え、もっと規制をかけていくべきか、あ

るいは事業者の自主的な安全衛生活動を促進させるべきか、といった議論があり、世界に目を転じてみ

ると労働安全衛生マネジメントシステムのような自主的な安全活動を促進する法制が出ていました。そ

れならばということで舵取りをして、ゆくゆくは平成１８年のリスクアセスメントの努力義務化につな
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がっていると思います。その当時から現場では、規制を遵守するのは当然として、同時に規制を遵守する

ための前提として安全の施工サイクルや現場のルールを定めたり、効果的な安全教育をするようになり

ました。安全教育でいえば、雇入れ時教育という法定の教育があります。しかし、それ以外にも月例の教

育や危険予知トレーニングなどを積み重ねていったのが、((・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・))建設工事が減ったから

という意見もありますが、それは５０年の長期スパンで見るとまったく当てはまらないという理解をし

ています。そして③が安全性能が向上した機械、設備、工具が普及してきたということですが、たとえば

クレーンではリミッターという一定以上の物を吊ると、それ以上は吊れなくなる過負荷防止装置を取り

付けるなど、安全水準が向上した機械を使うようになりました。このような要因もあると思います。 

 

高木 そして、最近の死亡災害の傾向です。今日の安衛法規対象の事業場の特徴をざっくり言えば、①大

がかりなもの、そして②危険有害作業です。①の例としては、５０人以上の事業場には統括責任者を配置

しなければならないとか、高さ１０ｍ超の足場では計画届を提出せよなどで、②の危険有害作業にも規

制がかかっています。最近は墜落防止や足場の組立については、法定特別教育を受けなければ作業に従

事できないとか((・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・))、特別教育を受けなければ足場が組めないといった効果がありま

す。林業でいえば昨年の８月１日ですが、改正労働安全衛生規則が施行されました。主な内容としては、

木を伐るときに、「受口」・・・つまり木は一方向からスパッと切るわけではなく、向かい側に受口を切る

わけです。その受口を作る必要のある立木の最少直径を４０ｃｍから２０ｃｍへと、もっと小さな木に

も規制を及ぼしました。もう一つは、伐木時の退避距離については木の高さの２倍以上という内容を規

則の中に定めて規制をかけました。ただ、林災防が出している令和２年６月８日現在、つまり規制をかけ
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て１０か月を経た時点での死亡者数はあまり変わっていないというのが現状です。ただ、長い目で見る

と、規制をかけたあと、林野庁などの発注者が規制を踏まえた積算、すなわち４０ｃｍの径から２０ｃｍ

の径へと事業者に負担を強いるわけです。もっと時間かけて((・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・))その下の「最近の死

亡災害の傾向」は、これらの規制が遵守されていないこと、たとえば墜落災害は墜落制止用器具が使われ

ていない状況を示しています。さらにもう一つ、規制の対象ではないものですが、これは大きな問題で

す。たとえば、浅い溝掘削の土砂崩壊とか、あるいは高さ１ｍもないトラックの荷台や、９０ｃｍ程度の

脚立からの墜落です。これらは規制の対象外ですが、やたらと多くみられます。相対的にみて、規制対象

となる労働災害が減っている一方、今まで規制の対象外として手つかずだったところがまだ残っている

わけです。こうした災害が大きな問題のひとつとして挙げられます。右側のグラフは、平成２７年の林業

における事業者規模別労働災害発生状況ですが、他の産業よりも５０人以下の事業場における災害発生

件数が一層高くなっています。 

 

高木 次は、中小企業の安全確保に関する先行研究（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））いろいろな論文をみている

と３つに分けられます。すなわち①外部支援の充実、②中小企業に適した安全活動促進、③経営者クラス

の安全意識向上、です。これらをまとめて言うと、中小企業に適した安全活動の促進や経営者クラスの安

全意識の向上は自助努力では難しいので、外部支援の充実に尽きるのではないかという構造になってい

ると思います。その下ですが、ではこういう問題をどうやって解決するのかという「解決すべき問題の構

造」を示しました。最初にお話したように、中小建設業者の労働災害発生割合が高い、その原因としては、

安全管理水準が低いということです。しかし、では安全管理水準が高まるかといえば、それが高まらない
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ことを前提に、外部からの支援が必要となるわけです。そして、対価を伴う支援を受けるのに必要なお金

を出す余裕がない、そうなると公的支援・指導が必要なわけですが、それがうまく行われていない（（・・・・・・

通通信信障障害害・・・・・・））公的支援・指導がうまく行われていないのはなぜかといえば、図の下の方にあるように、

効果的な支援・指導ができていないというのは当然の理由です。もう一つ、左側にあるように、支援・指

導すべき中小建設業者を見つけられない、つまり指導する側が見つけられていないということです。こ

れは非常に大きな問題です。ともあれ、その２つに分けられます。左側にある「その他」ですが、建設工

事の場合、安全管理水準が低かったら、逆に安全管理水準が低い事業者でも安全にできるような事業場

を、公共工事の場合に発注者側が提供するというのが解決すべき構造のひとつにあるのではないかと思

います。 

 
高木 建設業の「労働安全行政施策」についてですが、根拠となる行政通達としては、平成１９年の局長

通達である「建設業における総合的労働災害防止対策の推進について」が現在もメインになっています。

指導の基本方針のひとつに（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））労働安全行政は小規模に分けて指導していきなさい、

特に中小は元請による安全教育の推進や、基本的な労働安全衛生は事業場単位ですが、小規模なところ

では事業場単位では困難なので、施工業者単位での指導をしなさい、といった内容が定められています。 
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高木 そういう背景をもとに、中小建設業者の公的支援・指導に関する研究を行いました。先ほども言い

ましたが、対象としては小規模、発注者、公共工事、関係業界団体、専門工事業団体について図６にある

ように建設工事を規模別に分け、小規模の中でも公共工事を対象として調査しました。

 

高木 研究には１２～１３年かかっていますが、アンケート調査を５種類実施しました。また、海外の文

献調査、さらには労働安全行政の経験者にヒアリング調査、また国内文献調査も実施しています。これを
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論文にまとめたものを章立てで示したのが「論文の構成」ですが、限られた時間の中で各章の内容を簡潔

に説明させていただきます。 

 
高木 まず第２章ですが、労働安全行政施策に基づいて事業者が講ずべき措置の基本事項として「安全

衛生教育の推進」が考えられます。特に小規模です。その中で、管工事業者の安全教育の実態調査を行い

ました。これは全国菅工事業協同組合連合会会員対象のアンケート調査です。２０１４年に実施しまし

たが回答が１１７１人から寄せられました。下の表２には所属業者の規模別の回答者数を記載しました

が、３０人以下の小規模の事業者が多いです。表３が職区分別で管理者・技術者の割合が最も多くなって

います。表４は所属業者区分別ですが、主に元請業者が６６１人で、それ以外は主に１次請負業者、主に

２次以下の請負業者、一人親方を捕捉しています。このような構成で分析を行っています。 
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高木 アンケート結果の例として、安全教育の受講頻度がありますが、図７をご覧ください。実際に安全

教育をどのくらいの頻度で受けていますかという質問に対する回答です。元請と１次、２次で差があり、

さらには一人親方になりますと、「ほとんどない」が２５.７％になります。このような実態が明らかにな

りました。これを従業員規模別でみるとどうなるかといえば、図８をご覧ください。ご想像の通りかと思

いますが、月１回以上の頻度で受けているという回答は、３０１人以上と比べると５人以下が極めて低

い結果になっています。 
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高木 次に、東京水道局受注業者を対象としたアンケートです。これは、建設事務所開催の講習会（（・・・・・・

通通信信障障害害・・・・・・））建設事務所の規模は大小様々ですが、規模に関わらず建設事務所と理解してください。

その中で受講者は従業員数５１人以上で８５.９％、支所は５０人未満で７５％です。これはどのような

質問かというと、「あなたの会社の安全管理水準はどうですか」というものです。左側の図９ですが、作

業手順書を作成しているか否かを問われると、建設事務所はほとんどが作成しているのに対し、支所は

６割程度の状況です。図１０では、元請として協力会社に対して現場に来る前に一定の教育を実施して

いるか否かの質問ですが、建設事務所は９割近く実施していますが、支所になると４割にも満たないと

いったように、大きな差があります。この２つの図を見ると、支所の安全管理水準の低さがよく分かりま

す。 
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高木 しかし、次のドラグショベル災害撲滅への自信、ドラグショベルとは右側の写真のような（（・・・・・・

通通信信障障害害・・・・・・））災害撲滅の自信については、支所の割合の方が高いという結果が出ています。心理学の

話で、一定の教育をけないと過信に満ちた行動をとるようですが、それが当てはまるような話で、このよ

うに自信というより過信につながってしまうのではないか、そんな実態が明らかになりました。最後に

第２章のまとめとして、４つの課題を示しています。 
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高木 次に労働安全行政における中小企業の指導に係る実態と課題です。労働安全行政における小規模

建設工事に対しては、中小建設業の特性を踏まえた効果的・効率的な指導、事業者の自主的な安全活動を

促進させるための指導、技術的な指導が求められています。中でも、技術的な指導が重要かと思われま

す。「労働基準監督署による監督指導」というのは、「監督業務運営要領」（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））計画

的な個別指導、集団指導を行ってウロウロして、その管轄を・・・というよりも、計画的に動いていく…

というと逆に言いえば自主的な取り組みは制限されているということです。また、技官の採用が制限さ

れ、法律を専門とする監督官が増加しています。これも、労働災害防止計画をみていると、昭和４７年に

労働安全衛生法が施行された直後の災防計画には、法令遵守のために技官を大量に、ということが書か

れています。しかし行財政改革が始まって今日まで、技官ではなく法律を専門とする監督官がといった

ように、この２０～３０年でも大きく変わってきています。 
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高木 監督署の小規模建設工事の指導上の課題ですが、ひと言でいうとどこでどのような工事が行われ

るのか分からないということです。これは、監督署への届出というものは、先ほども言いました大がかり

なものや、危険有害な作業などで設置届等が必要となりますが、そういうものが必要のない（（・・・・・・通通信信

障障害害・・・・・・））中小の建設業者が見つけられないということに直結するのではないかと思います。次に、労

働局のアンケート調査を実施しました。各労働局にて２０１４年に実施しましたが、中小企業の指導に

必要なものとして、現状のものよりもさらにもっときめ細やかな災害分析結果が欲しい、現状の公表デ

ータでは不十分などといった声がきこえてきました。ということで、第３章では４つの課題が出てきま

したが、このうちの「課題７：施工業者単位の体制整備の指導を行うことは難しい」について、先ほども

言いましたように、小規模工事は安衛法の特徴である事業場単位の指導ではなく、施工業者単位の指導

にせよと通達で定められています。しかし、施工業者単位というのは、中小の実態を調べたところ、菅工

事業であれば、たとえば施工業者単位となると２次の下請や従業員５人以下であったり、そうなるとそ

の会社への指導は事業場単位と同じような指導の難しさが出てくるわけです。（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・）） 

 
高木 次に第４章は、欧米諸国と比較したわが国の労働安全行政における中小企業施策の課題の抽出で

す。これは事例調査をＷｅｂや文献等で実施しました。ヨーロッパでは、欧州労働安全衛生機関報告書

「中小企業の労働安全衛生の改善―効果的支援の実例―」の中にいくつか事例があったのですが、日本

が参考とすべき比較的ＧＤＰの高い国の計１１事例を対象としています。一方アメリカは、ＯＳＨＡ、Ｎ

ＩＯＳＨの中小企業支援事例６事例を対象としました。そして、欧米の調査を行ったうえで、それをその

まま日本に持ち込めるわけではないので、日本に適用する際には労働安全行政経験者にヒアリング調査

をし、事例ひとつひとつを検討して仕分けをしながらまとめていったものです。 
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高木 欧州の中小企業の労働災害発生についてですが、中小企業（従業員数２５０人未満）は全企業の約

９９％を占め、労働者の約６６％が中小企業に雇用されています。そして Eurostat の調査によると、致

命的な労働災害（死亡災害等）は、零細企業（１０人未満）で最も多く発生していました。衝撃的だった

のは、建設業、卸売業、修理業等々の労働災害は中小企業が９９％を占めるということですが、日本はこ

れほど多くはありません。しかし日本でも中小がほとんどを占めます。これら業種の課題として、労働災

害リスクや関係法規に関する知識不足、あるいは行政との接点がないといった点が挙げられます。また

ＥＵは２００７年から２０１２年の間に労働安全衛生戦略を出して、労働災害２５％削減の目標設定を

しました。その達成には中小企業、下請企業対策が重要であるという一文がありますが、これを第１３次

災防計画と比較すると、ヨーロッパの方が中小企業を重視しているといえます。 
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高木 これは、第１３次災防計画との比較になりますが（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））第１３次防の具体的取

組みが２つの「・」で示されています。一つ目には４Ｓや「危険の見える化」などいろいろ書かれていま

すが、労働災害防止団体を通じた支援の充実を図るという取組みです。先ほど冒頭でお話しし、また図３

のグラフにもあるように、災防団体の非会員の災害の方がはるかに多い状況です。こういう実態を少し

でも改善していかないと、労働災害の防止は難しいのではないかということが、ここで課題として挙げ

られます。 
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高木 欧米の調査結果の考察ですが、ヒアリング調査に基づき、今後のわが国の労働安全行政施策に参

考となる事例を抽出し、それらを基に、労働安全行政施策の新たな視点を見出したものと位置付けまし

た。まず、フィンランドやオランダの事例で、経営リスク全般を対象とした総合的な支援をする。これは、

安全だけの指導ではなく、人事や資産の問題についても関連し、要するに安全というものを経営リスク

のひとつとして位置づけ、経営リスク全般を対象に総合支援をするというものです。 

 
高木 また、中小企業の経営支援を所管する行政との連携を図る。日本では、少し前に鉄鋼連盟と中災防

が連携したという例がありますが、向こうでは中小企業が連携しています。これがＯＳＨＡの例のひと

つですが、ＯＳＨＡと製造業技術センターとの連携を行います。ＯＳＨＡはアメリカの労働安全衛生庁

です。そしてＮＰＯ法人と連携して、そこの会員・・・彼らは安全衛生を目的として加入しているわけで

はなく、製造業の業界団体で主として製品開発など自社の売上向上に参考となる情報を集めるために加

入しているわけですが、そういう団体と連携してその会員に（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））安全の協力をして

いく。イギリスでは、大企業保有のノウハウを中小企業に習得させる仕組みづくり、あるいは「新ガイド

ライン“労働安全衛生を簡単に”」という中小企業における労働安全衛生法規の理解不足の解消につなが

るような政策をうつ。何かともかく難しい法規をもっと簡単にみせ、それで理解を促進させるような施

策とか、あるいはアメリカの「現場コンサルテーションプログラム」、「有害性評価プログラム」のように、

今まではトップダウンであったものが、現在は企業や団体からの個別依頼に応じた行政支援をしていく

ものです。 
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高木 これがどのようなものかというと、「現場コンサルテーションプログラム」はＯＳＨＡが実施主体

ですが、あるコンクリート製品の製造会社の事例で、この会社は業界団体への加入を機に労働局にプロ

グラムを申請して、派遣されたコンサルタントが事業場を視察して改善してゆくといったものです。こ

のように、“個別企業からの依頼に応じた”というのが日本では（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））イギリスの行

政による財政支援に基づくものとか、あるいは最後のデンマークの例ですが、中小企業への新たな規制

をかけて、安全活動団体への加入を義務づけ、これによって労働安全を推進していくというものです。具
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体的には、ＯＨＳという労働衛生サービスセンターが実施主体ですが、デンマークで１９９８年施行の

職場環境法では、特定のセクター、とくに有害で危険性の高い業務に属する企業はＯＨＳへの加入が法

的に義務づけられます。これによって安全衛生を推進していきます。こうした新たな規制も参考になる

と思います。 
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高木 次が第５章で、公共工事発注者の労働災害防止に関する取り組みの実態と課題です。先ほども言

いましたように、労働安全行政は発注者に対し、連携して災害を減らしていこうということですが、これ

は昭和３０年代に（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））長年続いているものですが、発注者に対して計画段階および

施工時の安全衛生の確保への配慮、あるいはマネジメントシステムの導入等自主的な安全衛生活動の取

組みを評価する仕組みです。こういったことの導入推進を要請しています。その実態を調べるために、公

共工事発注者を対象にアンケートを実施しました。全地方自治体で２０１１年に実施しましたが、当時

は１８３５の自治体がありましたところ、７１３の自治体から回答を得ました。ここで発注者の法的責

任を整理すると、安衛法第３条第３項の注文者、第３１条の３もそうです。ほかに刑法第２１１条、民法

第７１６条、それとともに国交省が定めている請負契約約款第２６条に「臨機の措置」に関する規定があ

ります。いわく、「監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、請負者に

対して臨機の措置を採ることを請求することができる」とされています。昔、松戸川の河川で発注者が出

すべき退避命令が遅れたことによって何人も亡くなったことが、ここでいう臨機の措置が適切に講じら

れていないことが原因だったとして、国家賠償がらみの紛争に至りましたが、その際の根拠規定として

援用されています。 
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高木 このアンケート調査ですが、発注者と行政が連携して安全を推進していこうといっても、やはり

規模の小さな事業者では内部にエンジニアもいません。たとえば図１６「安全パトロール参加状況」です

が、政令市や都道府県では発注者自らパトロールを実施している割合が多い一方で（※赤い棒グラフ）、

村や町ではその割合が低くなっています。また、図１７「工事成績評定」ですが、これは事故を起こした

ときの減点措置です。政令市、都道府県、国交省問わず一見どこでもやっているような制度かと思いまし

たが、村や町になるとさほど実施されていません。 
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高木 これは（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））後で発注者に安全対策の役割を求めたいのですが、実際にアンケ

ートを取ると、自分のところで発生した労働災害データを持っているかいないかが決め手となることは、

図１８が示しています。赤い棒グラフが「データがない」です。ご覧の通り、村から特別区までほとんど

データを持っていません。たとえば、世田谷区で発生した労働災害について、世田谷区の担当者が知らな

いという状況です。また、青い棒グラフは「分析している」割合です。災害が発生したらそれを分析して、

自分たちの事故防止に活かすわけですが、それを実施しているのは都道府県でさえ４割、政令市でも２

割程度です。図１９は「入札参加資格審査における安全評価」ですが、これは厚生労働省が事業者の自主

的な安全活動を促進させるために、事故を起こしたことで減点するのではなく、安全衛生に一生懸命頑

張っている事業者を加点方式で評価しようということで、ここに書いてあるように災防団体加入や（（・・・・・・

通通信信障障害害・・・・・・））こういう促進策を少し前に講じたのですが、実際にはこの当時でさえ加点対象となる事

業者が少ない実態も明らかになりました。これは、厚生労働省として経営者の安全意識を高めるツール

として適したものなのですが、一方で労働災害防止のマネジメントシステムを取得しているところがほ

んの少しに過ぎないので、これを制度として盛り込めない発注者としての事情もあります。こういった

入札業者の安全面での評価があまり行われていないということが明らかになりました。 
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高木 そういったところで、発注者の課題としては、課題９から課題１２が挙げられます。すなわち、規

模の小さな地方自治体では労災防止に関する取り組みが低調である、労働災害データの活用が進んでい

ない、請負業者への指導力が不足している、そして最後に入札時の問題です。 
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高木 次に第６章になりますが、関係業団体としての専門工事業団体の問題です。専門工事業団体と行

政は一体となってやっていきましょうとは言っても（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））その団体に加盟している事

業者ｇどれくらいあるかというのがこの表です。たとえば多いところでは表の上から３つめの「とび・土

工・コンクリート工事業」をみると、建設産業団体に所属する建設業者数が１１９２５、事業所数が１７

２４９で、７０％近くが加盟しています。他方、大工工事業は１.６％、舗装工事業は３.３％にとどまっ

ています。ともかく業界団体と連携していこうと思っても、業界団体未加入が多すぎる業種があるとい

うことで、これも大きな課題ではないかと思います。 

 
高木 実際に専門工事業団体を対象にアンケートを実施しましたが、図２０は安全問題に関する検討組

織を持っているかという質問に対する回答です。ご覧のように、「特にない」という回答が約４分の１ほ

どありました。「４分の１“も”ある」という見方もできます。しかし、他の調査で自動車部品製造業や

化学工業などと比較すると、（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））そういうこともまた別の問題としてあるわけです。

建設業でいうと、特にないという回答が２４.１％です。この調査を行ったときは、ちょうどリスクアセ

スメントを導入した平成１８年の２年後だったのですが、２年経っても３分の１くらい（３１％）は会員

の支援を何もやっていないというものでした。そのような課題もあります。団体による支援の課題は、何

はともあれ小さな会社によって構成される団体は、お金がないということです。何かやりたくても財政

的な問題にぶつかるということを常に挙げています。言い訳のような面もあるかもしれないにせよ、実

態としてはそうです。 
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高木 第６章の課題としては、加盟率の低い業種や安全活動支援を行っていない団体がある、そして専

門工事業団体には財政的支援が求められる。 
以上のとおり、実態調査から１４におよぶ課題を見つけました。それを課題相互の関連として示した

のが図２２です。 

－1470－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（前半） 
 

105 
 

 
高木 これは、一番上が最初に（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））労働災害発生割合が高いという実態調査からＡ

－１からＡ－４までの課題が出てきました。ではその原因は公的支援・指導が上手く行われていないと

いうのは仮説です。紫色のＢ－１で「支援・指導すべき中小建設業者を見つけられない」、具体的には小

規模工事の実態が把握できていないという現状があったり、あるいは専門工事業団体に加盟していない

業者がある、また安全活動を行っていない団体がある、といった課題のほか、右側の水色の部分ですが、

Ｂ－２「効果的な支援・指導ができていない」要因として、支援・指導側の人材・体制が不足している、

支援・指導ツールが不足している、財政面の問題がある、また支援・指導を受ける側の取組意識を高める

方策、先ほどの入札の際の制度のようなものがなかなかできずに高まらない、そして現状の労働安全行

政施策の方向が十分とはいえない、どちらかというと小規模なところだと施工業者単位で（（・・・・・・通通信信障障

害害・・・・・・））出すのが難しいから、Ｂ－２－５までの課題を先ほどの欧米調査結果とリンクをつけたのが図

２３です。 
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高木 Ｂ－１「支援・指導すべき中小建設業者を見つけられない」という課題に対し、右側ｂ）の中小企

業の経営支援を所管する行政と連携することによって、たとえば商工会議所と連携して（とはいえ商工

会議所と連携しようとしてもなかなか上手くいっていないという実態をよく耳にしますが）、これまで安

全とは無縁だった会員を見つけてそこを指導していく、あるいはｇ）中小企業への新たな規制による労

働安全推進、デンマークの事例のように入会を義務付けしてそこで指導していくとか、そのような施策

が挙げられます。Ｂ－２「効果的な支援・指導ができていない」という課題に対しては、先ほどの欧米の

事例を上手く活用しながら新たな施策として考えられるのではないか（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・）） 
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高木 中小企業でも安全な事業場を提供してゆく、これは大きな問題で、安全管理水準を彼らが自ら高

めなくても、事業場リスクが少なければそれでいいわけです。そうなると、発注者、設計者の安全責任・・・

これは法律でも定められていて、当方の研究でも詳細に調査していますが、このようにしてリスクの小

さな事業場を提供していくための法整備が必要かと思われます。次に、中小企業に適した自主的な安全

活動推進です。やはり、現行法所定のリスクアセスメントは実施が難しいです。労働安全衛生総合研究所

のＨＰ（https://www.jniosh.johas.go.jp/）をご覧いただくと、化学物質などいろいろな簡易的リスクアセ

スメントについて掲載されていますが、簡単な方法を提示したうえでイギリスのように罰則付きで法令

上義務化して推進させる方途もあるのではないかと思います。また、一人親方対策も重要です。今回お話

が出てこなかったのですが、安全教育を全く受けていない、やはり（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））保護すると

ともに規制の対象に含めることが大切ではないか、これを適切に行うことによって、現在全国のシルバ

ーサービス人材センターで就労している高齢者（東京だけで８万人います）・・・全員が業務請負契約の

主体である一人親方ですが、木から落ちる、駐輪場の自転車の転倒で負傷するなどといった災害に何ら

の手当もなされていない状況を改善できるのではないかと思います。現在、欧米を調査して一人親方の

制度化を検討しているところです。次に、労働安全行政が指導すべき中小企業を見つける施策ですが、こ

れはやはり今まで効果的な支援・指導と言ってはいるのですが、指導の枠の中に入るための施策が求め

られるということです。あとは、労働安全行政の中小企業への指導の充実ということで（（・・・・・・通通信信障障

害害・・・・・・））発生数も多いし発生率も高く、建設業者のうち９９.４％を中小企業が占めるので、もっと重

点的に位置づけていけるのではないかと思います。あとは技術的指導の拡充です。現在、監督署の技術系

の監督官がどんどん少なくなっていますが、その流れを止められない以上、それを補完するような仕組

みを作る、あるいは指導メニューの拡充、すなわち集団指導や個別指導だけではなく、アメリカの現場コ
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ンサルテーションのように個別企業からの依頼に応じた対応が求められます。そのようなメニューの拡

充が必要になるのではないかと思います。最後の「その他」ですが、日本の特徴としては労働災害防止団

体法に基づく労働災害防止団体の存在です。 

 

 
高木 １９６７年にこの法律が制定されて活動し、今まで大きな（（・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・））会員と非会員

の死亡災害の割合を見ると、非会員の割合が高い。この法律の第３６条から第５０条の中に、業種別労働
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災害防止協会の規定があり、基本的には会員でなければいけません。厚労大臣から要請があった場合に

は、会員以外にも適用されることはありますが、このような災防団体が今までやってきたことを、非会員

に対しても培ってきた指導力を提供することによって、労働災害の発生を低減させていくことができる

のではないかと思います。 
長くなりましたが私の報告は以上です。 

 
三柴 ありがとうございました。ところどころ音声が消えてしまう箇所がありましたが、非常に有意義

で価値の高い情報をていねいに語っていただいたので、ご報告の趣旨がよく伝わってきました。では、早

速先生方からご意見・ご質問いただきたいところですが、まず私の方からひと言口火を切らせていただ

きます。高木先生は中小企業の安全対策のために様々な提言を出されましたが、キーワードとして一つ

は上流へのアプローチです。建設安全に関しても“どこを掘れば温泉が出るか”ということで、発注者で

あったり、あるいは「場の管理」よりもむしろ業者の中で安全衛生へ影響力を持つ可能性の高いところに

規制をかけるなどのアプローチを図った方がいいということも示唆されたと思います。また、災防団体

やニアリーイコールの団体に加入していない業者が多いため、そういう業者は強制加入とは言わないま

でも、加入率を上げていくという努力も必要です。実際に規制を作っていくとなると、根本的に日本は資

本主義の国で契約の自由が重視され、誰とどのような契約を結ぼうが自由とされているから、契約の締

結自体を強制するとか、契約の内容について社会規制や技術規制を強めることに対しては抵抗がありま

す。ドイツやフランスのように必要な規制だから作ってしまえ、というようにはいきません。イギリスは

安全衛生で痛い目をみた歴史があって、安全衛生に関しては厳しくラジカルな規制を施していますが、

実態としては日本と比べてどちらが厳しい規制か判別しがたい面もあります。そういう中で、規制とい

う手法でいくべきか、それ以外の自主管理の取組み促進でいくのか、といった点もよく考えなければい

けません。また、中小企業対策では、それこそ現場で苦労されている安全コンサルタントや社労士の方が

よく指摘していますが、事業者に耳を貸してもらえるいくつかの原則というものがあって、よく言われ

るのが今困っている課題に応える、儲かる、分かり易い、罰則付きの規制に引っ掛かるなど怖い目にあ

う、親切なアプローチ、またその会社の経営者の思想に適合することです。経営者の数だけ考え方がある

ので、そこにフィットする必要性も指摘されています。今の高木先生のお話とも大分共通する点があっ

たと思うのですが、いろいろとお話になった中で特に実行可能性、現に実現できるだろうというところ

も踏まえて優先順位をつけるとすると、高木先生としてはどの辺りから着手すべきとお考えでしょうか。 
 
高木 今の労働安全行政の大きな流れをみると、発注者・設計者の安全衛生責任を推進してゆくべきと

思いますし、非常にプラスになると思います。また、一番実施しなければならないのは、一人親方の問題

です。一人親方はものすごい数にのぼりますが、いったいどれくらいいるのか正確には把握できません。

建設業の場合、たとえばある下請け業者に所属していても、実際はそこで請負契約を結んでいて、存在を

知られていない一人親方、つまり「隠れ一人親方」といった人もかなりの数います。かつて平成一けた台

には、労働者が４００万程度しかいない中、一人親方は８０万ないし９０万がいたと言われています。今

そこにはほとんど手が打たれていませんが、そこに手を打つ必要があるのではないかと思います。現在

経産省と厚労省が連携する形で、少し前は中災防と鉄鋼連盟が連携して進めていましたが、大手が上手

くいけば中小に波及してゆくと思います。監督官の声を拾ってみると、商工会議所へ行っても「何言って
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るんですか」といった感じでなかなか上手くいかない。監督署が指導すべき業者を見つけたいと思って

も見つからない、それに対してはこういう連携する政策をうつことによって広げていくべきかと思いま

す。優先順位はなかなかつけられないのですが、今までは成功事例((・・・・・・通通信信障障害害・・・・・・))一方でたとえ

ば構造規格を改訂したり、新しい設備や用具が出たことにより、技術的なバックアップで災害が減って

いくものもあります。しかし、先ほども申し上げたように災防団体の非会員で災害発生が多いのは、新た

な政策を打って対策を講じていかなければならないのではないかと思います。災防団体と連携して実施

したことは成功しているのですが、結果的に災防団体の会員以外の災害をどういうアプローチで減らし

ていくべきかを検討していかなければならないのではないかと考えます。 
 
三柴 ありがとうございます。一点追加でコメントさせていただくと、安衛研の先生方の職務ないし特

徴として（決して失礼な意味ではなく）、自らの研究成果を規制に活かしてほしいという流れを感じます。

それをわれわれ文系の制度論者からみたときに、原理原則論としてはそれが正解ではあるのですが、や

はり歴史や制度を踏まえないとなかなか思うようにいかないところもあります。災防団体に問題を絞る

と、日本が災防団体法を作るときにモデルにしたドイツやフランスでは、労災保険（補償）と予防活動は

一体で実施され、予防も強制加入になっています。つまり独仏の場合は災防団体に強制的に入らないと

いけないことになってるわけです。保険金を拠出するのがいやであれば、災防団体自身が予防に尽力す

るという、圧力がかかる仕組みになっています。日本の場合、災防団体を作るときに予防と補償は一体化

しないまま、補償は厚労省、予防は半民間団体に任せ、業界団体と密接な関係を構築し、労災防止規定に

も強制力を付与しませんでした。結果として、災防団体は“研修屋さん”などと揶揄されるようなことに

もなってしまったという経過があります。では、あらためて独仏型に変革してゆくべきなのか、それとも

日本は日本的にもう少しソフトなやり方で、秩序の中で安全衛生が保たれるように誘導していく方向が

いいのか、という問題もあるかと思います。この点いつも悩むところです。 
先生方、何かご意見・ご質問はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 
では高木先生からのご報告は以上とさせていただきますが、非常に重厚な研究を積み重ねてこられ、

大変有意義な情報を提供していただきました。ぜひ体系書をつくるときに欲しい情報だと思いました。

お忙しい中恐縮ですが、体系書の執筆についてはまず分担報告書という形式から始めていただくようお

願いします。こういうテーマで脈絡を持って研究に取り組んでこられたことに敬意を表します。 
 
高木 ありがとうございました。 
 
三柴 では、次いで藤森先生による横断的検討課題「産業用ロボットへの接触に関する規制」の経過報告

をいただきたいと思いますが、その前にいったん休憩を入れさせていただきます。 
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三柴 それでは再開させていただきます。次は藤森先生による、「産業用ロボットの特別規制について」

と題する横断的検討課題についての研究経過報告をいただきたいと思います。 
 
藤森 藤森でございます。前回の第１１回の会合で骨子を報告させていただきましたが、その骨子に基

づいて少々膨らませたものを報告させていただきます。私の場合、研究報告というよりも、ロボットに対

する規制・規定に関する法律上の体系がどうなっているのかといった点を中心にお話したいと思います。 
共有画面に映っている資料「産業用ロボットの特別規制について」（※「藤森資料」とする）の７行目

になりますが、「本稿では、この産業用ロボットに係る法令・通達等を一つの例として、労働安全衛生法

令の体系・構造について以下の観点から横断的にとらえることとする」というアプローチをとることに

します。ここに書いてあるように、４つの切り口がありまして、 
(1) 法令改正の背景・必要性 
(2) 法令における定義及び適用の範囲（※一般的な定義とは異なる法令上の定義や適用範囲とはいっ

たいどのようなものか、ということです） 
(3) 法令における規制の具体化－適用関係（※法令の体系、すなわち法律から始まって規則、場合に

よっては指針、通達による具体化、適用関係など、同じ法の中でもロボットの場合は特別適用というもの

があるので、それを例としてお話します） 
(4) 法令・通達等によるこれからの安全管理（※今回の報告では未完ながら、私自身も問題意識を持

っていまして、皆さまにいろいろとご教授いただきたいところです） 
藤森資料１頁の「１ 法令改正の背景・必要性について」に入りますが、一つの災害がきっかけとなり、

現在は機能の安全という流れにまで至っています。ここではそれについての問題や課題について説明で

きればと思います。ここに書いた通り、産業用ロボットは昭和５０年代に入って自動車工場等に急速に

普及してきたという経緯があります。そのような中、昭和５６年に被災者の名前にちなんで「ウラダケー

ス」と呼ばれる事故が発生し広く知られるようになりました。兵庫県で発生したこの事故は、産業用ロボ

ットの周辺機器を点検、整備作業中に、産業用ロボットのマニプレータ(人間の「腕」に当たる部分)に背

中を押さえつけられ内臓破裂により死亡したというものです。安衛法は、制定前のいくつかの事故から

得られる貴重な教訓を前提として制定されており、特に安衛則を中心として様々な規定が設けられてい

ます。中でも機械というものは大きなエネルギーを持っていまして、その仕組みも一般的に複雑である

ということから、第二編の冒頭である第一章に「機械による危険の防止」と題して広範な規定が置かれて

います。機械については安衛法や安衛則の制定後も、機械設備に関する条文が追加され、安衛則も当初は

６７８条であったのが現在では千を超える状況になっています。藤森資料１頁の下の方になりますが、

機械といってもその範囲は広く使われており、それに伴って労働安全衛生規則においても工作機械はじ

め幅広く規制がなされています。前回も申し上げましたが、私が興味を持ったのは、ウラダケースの際に

関与した監督署は統合され他の監督署になっていますが、その辺りの資料ももう少し詳しく集めること

ができれば、その後の法改正などに関する対応の詳細も検証できるのではないかと思います。 
藤森資料「２ 法令における定義・適用の範囲について」に移りますが、ロボットという言葉はここに

も書いてありますように、ちょうど１００年前の１９２０年の戯曲において作り出されたという経緯が

あります。そして、産業用ロボットは一般的にどのような定義がなされているかといえば、ウラダケース

の２年後である昭和５８年に安衛則が改正されましたが、その当時の広辞苑（第３版）では、「人間の上
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肢に似た機構をもち、プログラムあるいは計算機からの指令によって多様な作業をすることのできる機

械。視覚を備え、また移動できるものもある。物体の移動、工作機械の操作、組立・塗装・溶接などに用

いる。」とされています。近年の広辞苑（第７版）でもほぼ同じ内容となっています。これに対して法令

における「産業用ロボット」とは、条文をそのままみてみると、「マニプレータ及び記憶装置(・・（略)・・）

を有し、記憶装置の情報に基づきマニプレータの伸縮、屈伸、上下移動、左右移動若しくは旋回の動作又

はこれらの複合動作を自動的に行うことのできる機械(研究開発中のものその他厚生労働大臣が定めるも

のを除く。)」と定義されています(安衛則第３６条第３１号)。法律上の定義というものは、定義をズラズ

ラと書くよりも関連した箇所から引用し、たとえばロボットでいえば安衛則の第３６条第３１号・・・こ

れは機械の中でも相対的に危険なものということで、これに関連する業務に従事する労働者については

事業者は特別教育を行わなければならないとされています。定義にあたっては、特別教育の必要性がま

ず先にあり、そこで産業用ロボットの定義がなされているわけです。後ほど説明しますが、災害事故の後

に設けられた産業用ロボットの安全規制は、条文でいうともっと後の箇所に規定されていますが、定義

規定はこのように前の位置の特別教育のところに規定されています。「マニプレータ」とは、「人間の上肢

に類似した機能を有し、「腕」に相当するもの(アーム)、記憶装置とは、マニプレータの動作の順序、位

置、速度等の情報を記憶する装置」とされていますが、この辺りは法律を受けて通達で定義されていま

す。 
その下に行きまして、「労働安全衛生法令は、事業者に対して職場における労働者の安全と健康を確保

することを目的とし(第 1 条)、この目的を達成するために危害防止基準を確立し、事業者に一定の措置を

講じることを要求している刑罰法規であり、規制・措置の対象としての観点から罪刑法定主義に則り定

義や適用の範囲が定められて」います。ここは重要なポイントで、定義における相対性と関連して、危険

というものも相対的なものです。この会合でも何回か議論された、労働者に「危険を及ぼすおそれ」、「危

険が生じるおそれ」などといったものと関連することですが、ここでいう危険も相対的な一面がありま

す。産業用ロボットの問題においても、そのような相対的な性質が見受けられるところです。 
その下に移りますが、「産業用ロボットは、予測しがたいマニプレータの動き、ノイズ等によるマニプ

レータの誤作動等、これまでの機械には見られなかった産業用ロボットに特有の危険性が存在し」・・・

先ほど出たウラダケースの場合もそうでしたが、停止していた状態の産業用ロボットに、被災者が背中

を向けて作業をしていたところ、突然ロボットが作動を始めてマニプレータに背中を押さえつけられる

といった、特有の危険性があります。そのため、「それまでの労働安全衛生規則の「機械」に対する措置

のみでは対応できないこととなった。」ということで、先ほど述べた産業用ロボットという観点から定義

や規制をしたわけです。そして、「このような観点からすれば、上記により産業用ロボットの定義に該当

するとしても」・・・たとえばあまり出力の大きくないものは「労働者に危険が生ずるおそれのないもの」

として産業用ロボットの定義から除外されるといったように、あくまで相対的なものということです。

有機溶剤についても有機溶剤中毒予防規則の対象は４４種の有機溶剤ですが、一般的な有機溶剤は４０

０種類以上あります。その中で規制対象を４４種に限定しているのが特徴です。なので、「定格出力 80 ワ

ット以下の駆動用原動機を有する機械、機械が小さくて接触しても災害に結びつく危険性が極めて少な

いもの、マニプレータが 1 つの動作の単調な繰り返しのみを行うため、動作が容易に予測できるもの、

マニプレータの可動範囲が狭く当該マニプレータに挟まれる危険が少ないもの等は、いずれも労働者に

危険が生ずるおそれのないものとして、告示により産業用ロボットから除外されて」います。このよう
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に、定義や適用範囲については、法令上特有のものがありますので、この点はしっかり押さえておかなけ

ればなりません。産業用ロボットはこの点に関する一つの例であって、他の安衛法令にも同様のことが

言えます。その上で、適用除外や特例を設ける仕組みになっています。濃度、曝露する時間、機械の能力

の大小、といった点から個別的に危険を及ぼすおそれが有るか無いかの線引きをするわけです。 
藤森資料２頁、「３ 産業用ロボットにおける規制の具体化について－適用関係」ですが、以上のよう

な性格を持つ産業用ロボット関連の規定は、具体的には労働安全衛生規則第１５０条の３、つまりリス

クアセスメントの規定と同じく挿入条文としての枝番号が付されている規定ですが、同条以下に定めら

れています。産業用ロボットについては、先ほどの特別教育の規定を除くと、４か条の条文によって規定

されています。これらの条文に基づいて告示や通達が規制内容を具体化するという仕組みになっていま

す。藤森資料３頁３行に書いてありますように、「産業用ロボットは、上記の定義で定められるように、

一定の動作を自動的に行うことのできる機械であり、かつその用途について汎用性が認められる機械で

ある」というところに特徴があります。産業用ロボットも機械の一種ですから、労働安全衛生規則第二

編・第一章・第一節の「一般基準」の規定が一部を除き適用されます。たとえば合図の規定(第１０４条)
について、産業用ロボットの適用の場面があるが、特別規定にはないので、一般規定である同条の適用を

受けることとなる」ということが通達でも確認されています。また、改正により新たに追加された特別規

定として第９節「産業用ロボット」の規定(第１５０条の３から第１５１条までの４か条まで)が適用され

ます。 
産業用ロボットのもう一つの特徴として汎用性、すなわち様々な用途に用いることができますから、旧

来の一般規定や各種機械に関する規定が適用されます。ロボットは、腕から先の手の部分を付け替えた

りして使用する場面があるので、そういう意味でロボットは「半完成品」ないし「中間完成品」などとい

われることもあります。あるいは周辺の関連機器とともに使われるという特徴もあります。そういうこ

とから、様々な使い方があり、工作機械として使われるのであれば工作機械の規定、木材加工用機械とし

てであれば木材加工用機械に関する規定、食品加工用機械であればその関連規定といったように、それ

ぞれの該当規定が適用されることになります。 
藤森資料３頁「３ 産業用ロボットにおける規制の具体化について－適用関係」の(1)で指摘した「第

1 節一般基準」である第 101 条から第 111 条までの規定が、その一部を除いて(下記（3）)、適用される。」

という部分の「その一部を除いて」ですが、「(3) 産業用ロボットによる労働災害を見てみると、産業用

ロボットの作動における異常、関連機器との連動に不都合が生じたりした場合に・・・」と書きました。

ウラダケースがそうでしたが、異常が発生してその確認の際に被災した事情があったわけです。もとも

とは一般規定である安衛則第１０７条があり、これは掃除や給油、調整などに際して運転を停止しなけ

ればならないとする規定ですが、機械を停止しないことによって非常に多く発生する災害を想定してい

ます。産業用ロボットについては、類似の規定である安衛則第１５０条の５が新たに設けられ、本質的な

構造は第１０７条と同じですが、両者は一般規定と特別規定との関係になり、競合する場合には第１５

０条の５が特別規定として優先適用されることになります。 
藤森資料３頁「４ 産業用ロボットに対するこれからの安全管理について」は、今後報告すべき課題とさ

せていただきますが、まずは「隔離から協働」という流れです。すなわち、機械と人との隔離から、共に

働くという協働の場面にシフトする動きの典型的な例が産業用ロボットであるといえます。まずは、４

の冒頭に書いてある通り、「産業用ロボット運転中に、労働者がその可動範囲内に立ち入ることがあれば、

－1479－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（後半） 
 

114 
 

接触による労働災害が発生するおそれが生じることとなることから、次のように定められている。」「事

業者は、産業用ロボットを運転する場合(教示等のために産業用ロボットを運転する場合及び産業用ロボ

ットの運転中に次条に規定する作業を行わなわなければならない場合において産業用ロボットを運転す

るときを除く。)において、産業用ロボットに接触することにより労働者に危険が生じるおそれのあると

きは、さく又は囲いを設ける等当該危険を防止するために必要な措置を講じなければならない」(安衛則

第 150 条の 4)。ここでいう「さく又は囲いを設ける等」とは、藤森資料４頁の枠内にあるように、産業

用ロボットの「運転中」＝「危険が生じるおそれがあるとき」ととらえ、この場合に「危険を防止するた

め必要な措置」として（根拠条文は安衛法第２条第１号）、「接触防止措置」ということでさく、囲いの設

置等を講じることとされています。まず第一に、要は「隔離」として、立入禁止としての（※文言上“立

入禁止”という語句は用いられていない）柵や囲いの設置が義務づけられているということです。「産業

用ロボットは、可動範囲、すなわちマニプレータその他の産業用ロボットの各部の動くことができる最

大可動範囲内に労働者が立ち入るとすれば、接触による危険が生じることとなるので、事業者に、「さく

又は囲い」を設けることによる立入禁止措置を義務づけている。」これが基本としての隔離のための措置

です。そして、この条文や他の条文にもしばしば見受けられ、安衛法の現場での難しさにつながります

が、「さく又は囲いを設ける等」の“等”です。ここは通常、法令の委任に基づいて通達等で具体化され

る場合があります。ここでは、「さく又は囲い」に限定せず、「産業用ロボットに接触することにより労働

者に危険が生じるおそれ」のない場合になるものとして、通達(（昭和 58．6．28 基発 339）により以下

のように具体化されています。 
①光線式安全装置、超音波センサー等を利用した安全装置、安全マット等 
②「ロープ、鎖等の設置」＋「運転中立入禁止」の表示＋「労働者への周知徹底」 
③監視人の配置による立入禁止措置 
④監視装置(モニターTV)の設置 ＋ 接近時運転停止措置 

以上が「さく又は囲い」等として、通達で書かれているわけです。 
最後になりますが、藤森資料４頁（３）で、人とロボットの隔離から協働への動きについて書きました。

ロボットの目的の一つは省力化ということもあるのですが、 技術の進歩に伴って、通達の改正(平成 25
年 12 月 24 日基発第 1224 第２号により、人と産業用ロボットの協働作業が可能となる基準が示されてお

り、大きく分けて２つの点からなります。一つはリスクアセスメントで、ロボットに特化したリスクアセ

ンスメントです。ここにも書いたように、危険性による「負傷の重篤度」及び「発生の可能性」という２

つの度合いによって見積りますが、その際にはロボットの特殊性から、次の点に留意しなければならない

とされています。すなわち、マニプレータ等の力及び運動エネルギー、マニプレータ等と周辺構造物に拘

束される可能性つまり距離や力の問題です。さらには、マニプレータ等の形状や作業の状況といったこと

が、通常のリスクアセスメントに加えて留意されなければなりません。もう一つは、国際標準化機構(ISO)
の産業用ロボットの規格により設計、製造及び設置された産業用ロボットを、その条件に基づき適切に使

用すること。以上の要件のもとで、隔離から人とロボットの協働作業という流れになっています。さらに

これと関連して、機械安全や機能安全ということが近時一般的にいわれていますが、特にロボットにおい

ては技術の進歩が激しい電子や電気関連の技術を用いて機械等の安全確保を講じる措置が規定されてい

ます。これは指針ベースで行われています。この辺りの問題は今後もっと膨らませて研究していきたいと

思いますが、冒頭で申しましたように、ロボットは省力化等の目的のためには非常に便利であり、人間の
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作業の代替が目指す目的のひとつであり、機械安全や機能安全を今後どのように確保していくべきか、そ

の辺りの兼ね合いを検証する際には、技術的な専門家の先生方にご教示いただくなどして今後の研究を詰

めていければと思います。 
以上でございます。 

 
三柴 ありがとうございました。では、ご質問・ご意見ありましたらお願いいたします。というより、例

によって私が口火を切らせていただきますが、先端の規制に関する有益な情報をいただきましてありがと

うございます。お話の流れとしては、産業用ロボットという規制対象が近年あらわれてきたところ、もと

もと機械については伝統的な規制があったけれども、産業用ロボットについて、労働者の視点で見た場合

の動作の不確実性や複雑さに伴うリスクに対応するための規制を設けてきた、しかし労働者が機械と仲良

く付き合ってゆく必要があるので、法令による規制の範囲はある程度絞り込んで規制の網をかけない部分

も明らかにする、簡潔にまとめるとそのようなお話の筋をうかがうことができました。 
あらためてお伺いしたいのは、以上のような流れがあるとすれば、技官など技術に詳しい人が製造の中

枢にいて、必要とあれば法令の改正もして通達や規則を作ったりしてやりやすいところからルールの整備

をしてゆくという、現在のルール整備の形でこのような問題も網羅できているということなのか、つまり

安衛研等研究所の方々も再発防止策を研究し、それをルールに反映するという、今のルール作りの仕組み

の中で十分網羅されているということなのか、あるいはそれでは間に合わなくて、免れるリスクというも

のが産業用ロボットにも出てきてしまうので、そういうところには新たな規制の方法論をもって対応して

いかなければいけないのか、藤森先生としてはその辺どのようにお考えでしょうか。 
 
藤森 三柴先生が最初に仰った、“規制の網をかけない”ということの意味ですが、規制をかけていない

ということではないということは自明の理です。私の報告の中でも申しました通り、産業用ロボットは大

変便利で省力化にも資するというメリットはありますが、もともと人間の代わりに仕事をさせて省力化を

図るという意図に加えて、当初典型的であった有機溶剤の吹付用ロボット、あるいは２８００か所にも及

ぶ自動車のスポット溶接用のロボットなどのように、省力化というだけではなく有害物への曝露防止とい

った安全衛生にも資する機能や目的がありました。やはり安全の担保がしっかりしていなければならんと

いう考えが根本のところにあり、旧来の手法である囲いなどのほか、工学的管理などを活用して安全の担

保を図ることが今後の課題であると考えています。 
 
三柴 ありがとうございます。規制の体系としては、そもそも機械安全の確保については法第２１条に定

められているし、何よりも努力義務であるもののリスクアセスメントによってリスク全般に網をかけると

いう形にはなっているわけです。危ないものに関してはきちんと調査して対応しなければならないという

体系はすでに整備されているわけですが、現に災害が生じて再発防止策も明確になっている部分について

は基準を設けたうえで、できれば罰則も設けて厳しく取り締まってゆくべきかと思います。しかし、技術

的にも経済的にも規制によって縛りすぎると新しいものができなくなってしまうし、極論すると危ないも

のは作るな・使うなということになってしまうので、常にさじ加減というものが技術的な知見も踏まえな

がら調整する必要が出てきます。藤森先生ほか技術系の先生方にお尋ねしたいのですが、産業用ロボット

の現行の規制について過不足がなく、さじ加減はちょうどいいという理解でよろしいでしょうか。 
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藤森 私としては先ほど申しました通りですが、私も技術系の先生方にご意見をうかがえればと思ってお

ります。唐沢先生、よろしいでしょうか。 
 
唐沢 貴重なご説明ありがとうございました。私は昭和５８年当時安全衛生部におりましたが、私の同僚

が産業用ロボットに関する規則を改訂するための担当者でしたが、昭和５８年当時の規則の内容と現在の

規則の内容は、本質的にはほとんど変わっていません。いわゆるマニプレータがあるものが中心になって

います。その後、産業用ロボットによる災害事例がどの程度あるのか、安全関係の資料を当たってみたの

ですが、産業用ロボットによる死亡事故については収録されていないので、三柴先生が仰ったように、現

行の規則で十分なのかどうかといえば、ある程度は十分なのかもしれません。ただ産業用ロボットは発達

や進化のスピードが速いものですから、いろいろな産業用ロボットが開発されているので、リスクアセス

メントに関する努力義務というものが法で定められていますから、ロボットの製造者や使用者はある程度

の対応を取っているかもしれません。私としては、現行の産業用ロボットに関する規定で十分網羅されて

いるか否かについては、未だ検討の余地があるものと考えます。 
 
三柴 唐沢先生が系統的に調べている災害データの取り方、重篤度をきちんと捕捉できているかとか、ヒ

ヤリハットなども捕捉できているか、そうしたデータをどのように集めて分析しているのか、そういった

ところにも問題が関わってくると思うのですが、少なくとも現状データとして産業用ロボットに関する規

制の改正を促すような情報はあまりあがってきてはいないということですね。 
このほか、技術系の先生でご意見等いただける方はいませんでしょうか。 

 
井村 確認というか、一点ご教示いただきたいのですが、産業用ロボットにはいろいろなタイプがあると

思うのですが、構造的な点での規制は現在のところ行なわれていないという理解でよろしいのでしょうか。

どのように作動するか、たとえばどのような製品をどのように作るかといった構造です。ボイラーやクレ

ーンなど私が担当している分野においては、特定機械の扱いについての規制が行われていますが、その辺

について産業用ロボットでは動作上の危険性に対して安全対策をするという形で規制が行われていると

いう理解でよろしいでしょうか。 
 
藤森 先ほどの報告で説明不足だったかもしれません。藤森資料２頁で、法律の定義自体が相対的なもの

である旨お話しましたが、法律上は「マニプレータ及び記憶装置(・・（略)・・）を有し、記憶装置の情報

に基づきマニプレータの伸縮、屈伸、上下移動、左右移動若しくは旋回の動作又はこれらの複合動作を自

動的に行うことのできる機械(研究開発中のものその他厚生労働大臣が定めるものを除く。)」と定義され

ています。それとともに、２頁の下の方に書きましたが、機械の能力や大きさなど構造的な面が問題にな

ります。すなわち、「定格出力 80 ワット以下の駆動用原動機を有する機械」、あるいは「マニプレータが

1 つの動作の単調な繰り返しのみを行うため、動作が容易に予測できるもの」、「マニプレータの可動範囲

が狭く当該マニプレータに挟まれる危険が少ないもの」などです。井村先生が仰った構造的な問題であれ

ば、たとえば告示で定められている「定格出力 80 ワット以下の駆動用原動機を有する機械」などがそれ

に含まれるのではないかと思います。特に構造規格による枠組みは設けられてはいません。 
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唐沢 補足させていただいてよろしいでしょうか。 
 
三柴 お願いします。 
 
唐沢 今藤森先生が仰ったとおりなのですが、産業用ロボのような非常に進歩が激しい機械設備について、

構造規格で一定の要件を義務づけるのは難しい面があります。そういう問題があるので、産業用ロボット

は第４２条の対象たる機械には含まれず、また昭和５８年当時の段階ではそのような規制もできなかった

わけです。 
 
玉泉 構造規格の問題ではないのですが、昭和５８年９月１日に産業用ロボットの安全基準と技術上の指

針が出されています（※昭５８・９・１ 技術上の指針公示第１３号）。産業用ロボットを製造する大きな

メーカーは、概ねこの指針をベースに製造していると思います。現場を見ても、ロボットの技術上の指針

を参考にして、たとえば安衛則では囲いになっているところ、技術上の指針では安全プラグを抜かないと

立入できないといったことが書かれていますので、第４２条の構造規格の問題ではないのですが、メーカ

ーではこれに基づいて産業用ロボットを製造していると思われます。 
 
三柴 ＩＳＯの規格に言及されていたので、ＪＩＳでも一応対応する規格はあるわけですね。 
 
藤森 唐沢先生も仰っていましたが、藤森資料４頁でもＪＩＳでの対応について記載しました。 

 
玉泉 技術上の指針は安衛則第２８条だったと思いますが、これに基づいて技術上の指針が多く出されて

いますので、労働安全衛生法の立場からいうとこれが一応のメルクマールになるのではないかと思います。 
  
藤森 先ほどお尋ねの産業用ロボット自体の構造というのは難しいのですが、今のお話の指針とは安全装

置等であって、ご質問は産業用ロボットの構造そのものの問題であると理解していたもので、それについ

ては先ほど唐沢先生が仰ったように一つの構造規格を作ることは難しいと思います。玉泉先生のお話に出

た安全プラグのルールなどは、構造規格の周辺の安全装置等の問題であると思います。ご質問の内容は、

クレーンやボイラーと同様機械そのもので第４２条の対象となるものであって、産業用ロボットに関して

は、そのような規制はないのではないかとお答えしたつもりです。指針の件については、お陰様でよく分

かりました。 
 
三柴 新任の法学系の先生のために少々コメントしておきますと、要は安全対策をするときに「３ステッ

プアプローチ」という考え方があります。まず機械の場合であれば構造自体を安全に設計するところから

始まります。しかしそれだけではリスクが残り、対応が難しいという場合には、安全装置や防護柵を付け

るといった二次的な方法をとり、それでもなお残留リスクがあるにもかかわらずその機械を使用しなけれ

ばならないという場合には、人の教育を行う、あるいは管理体制を整えるというやり方で、順繰りに対応

していくというやり方です。先ほどの井村先生のご質問は、本質的に安全な設計をさせるようなルールは
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存在しないのかというものであり、これに対して安衛法上そのようなルールはないものの、二次的な対策

に関しては指針が出ているのではないかというお話です。他方で、法令ではないがＩＳＯの国際規格やそ

れを拾っているＪＩＳ（日本工業規格）においては、そもそも設計や構造の段階で一定の規格化が図られ

ているというお話です。産業用ロボットに関してはこの辺りで区切らせていただきます。 
最後に角田先生からお話しいただきたいと思います。内容は、安全コンサルタントをおつとめなので、

現場的な視点からみた安全衛生コンサルタント制度とはどのようなものなのか、また、企業の労働安全衛

生の実際をあくまで現場的な視点から説いていただくということです。 
（※共有画面に「労働安全コンサルタントとしての現場活動の紹介と所感」（角田資料）） 
 
角田 角田です。これまで発言させていただく機会がなかったのですが、今回このような形でお話させて

いただきまして、ありがとうございます。私は労働安全コンサルタントなので、現場での活動とそこで感

じた企業に関する一コンサルタントとしての所見ということでお話させていただければと思います。私は

平成２７年（２０１５年）に労働安全コンサルタントになりましたので、コンサルタント歴は５年ほどで

す。そういう意味ではまだ駆け出しですので、私がコンサルタントの代表などとはおこがましくて言えま

せんが、一個人の意見としてお聴きいただければと思います。また、コンサルタント業務とあわせて企業

にも勤めておりますので、企業勤務のコンサルタントという立場です。 
今回、一つには労働安全コンサルタントの活動状況について、私自身の活動と、現在日本労働安全衛生

コンサルタント協会兵庫県支部の役員に任じておりますが、その中で同県内の他のコンサルタントの活動

がみえてくるところがありますので、それらも踏まえたうえでどのような活動がなされているのか、など

といったことをお話しできればと思います。 
そして二つ目として、メインのテーマと位置付けておりますが、法令の中に様々な用語が出てきますが、

実際にどのような使われ方をしているのか、現物の機械はどのようなものなのか、分かりづらくイメージ

しづらいところがあると思いますので、私が撮った写真をご覧いただこうかと思っています。そして、安

衛法第２８条の２に規定されているリスクアセスメントがありますが、実際にどのようなことをしている

のか、訪問先の企業に許可を得たうえで実例をご紹介します。そして、私は建設現場のパトロールを実施

することが多いのですが、その中で感じた安全活動・意識、先ほど高木先生のご報告は非常に納得感のあ

るものでしたが、それを補強できる現場の実例として説明できるかと思います。 
まず、労働安全コンサルタントとしての業務の説明に入りますが、単発業務とは依頼を受けた場合の仕

事です。私はコンサルタントとしてブログを開設・執筆しておりますが、これが営業活動となっていて、

ブログ経由で依頼を受けることがあります。その際の依頼のほとんどは、研修と安全パトロール・安全診

断がメインになっています。また、顧問先企業と契約をした場合、パトロールや研修に加えて年間の安全

衛生計画や設備等のリスクアセスメントを実施したりしています。仮に労働災害が発生した場合にはそれ

らへの対応や、監督署への届出のサポート等をしております。労働安全コンサルタントの試験には専門区

分があり、土木、建築、機械、電気、化学などに分かれています。これらの区分に従って受験するわけで

すが、実際にコンサルタントになってからは専門区分に限定されることはありません。業務依頼を受ける

か受けないかは本人の判断次第です。私は土木が専門ですが、建築現場でのパトロールや診断を行うこと

も多いです。ただし、あまりにも専門が異なる場合、たとえば化学プラントの診断を依頼されてもできま

せんので、その場合には他のコンサルタントの方にお任せすることも多いです。ただ、土木専門であって
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も化学や電気に詳しく対応可能というのであれば、他分野の依頼を受ける場合もあり、最終的には個人の

判断に委ねることになります。コンサルタントは労働安全と労働衛生に分かれておりますが、この区分に

関しては専門での区分に比べ、明確に棲み分けされていると思います。衛生の仕事に関しては、安全の専

門家は受けることはありません。この後、パトロールについては写真をお見せしながらお話しますが、研

修のお話をしますと、事業者から特別教育の依頼を受けることが多いです。あるいは、職長や安全衛生責

任者教育など法定教育があります。個人で受けることはできませんが、技能講習の講師をしたり、それ以

外ではオーダーメイドの研修をすることが多いです。たとえば、先日私がお受けした研修は、建設現場で

よく行われますが、「危険予知活動」（ＫＹ活動）について作業員の人たちに教育を行ってほしいとの依頼

でした。先ほど安全と衛生とで区分が明確である旨説明しましたが、特別教育などに関して言うと、いず

れも限定・区分なしに実施することが多いです。例を挙げると、安全コンサルタントが酸欠のような衛生

に関わる特別教育を行う、あるいは衛生コンサルタントが足場の組立て等の特別教育を行うといったこと

は珍しくないと思います。ただ、知識不足を補うために中災防でインストラクター研修が行なわれていま

して、私もいくつか受講しております。また、職長教育では中災防でＲＳＴ研修を実施していて、これを

修了している人も多いです。これは個人としての活動ですが、仕事の依頼としては事業者・会社から依頼

を受けることが多いです。事業者の依頼のチャンネルというか受け方ですが、一つにはコンサルタントの

方はもともと年齢層の高い人が多く、平均すると５０くらいでしょうか。私は４０代ですがまだ若手の方

で、兵庫県においては私の次に若い安全コンサルタントの方は６０歳です。なので、あるコンサルタント

がリタイアされたタイミングで活動を始める人が多いので、もともと一の事業者と契約したり顧問先にな

ったりすることが多いです。それと、コンサルタント会や災防団体から紹介される仕事を受けたり、業務

委託を受けたり、あるいは頑張れる人は自力で営業したりとか、などしています。私に関しては、ブログ

が勝手に営業活動をしてくれていまして、さほど積極的に営業活動はしていないのですが、それなりにコ

ンサルタントとしての仕事をいただいております。 
事業者が依頼をするきっかけは、私が知る限りではほとんどの場合労災が発生したことが契機になって

います。労災とまでは言えなくても労働者が怪我をしたなどがきっかけで、各種団体に相談したり、コン

サルタント会のホームページを見つけたうえで相談して依頼してきたというケースが多いです。ただ、推

測ですが、全体の活動状況としては、アクティブに活動されている方はさほど多くはないという印象です。

兵庫県の中でもそう感じます。その中の指標となるものが、生涯学習制度と思われますので、紹介させて

いただきます。これは、活動に対して単位を付与して単位数が一定を超えると生涯学習認定の称号が与え

られます。労働安全コンサルタントの称号はＣＳＰ、衛生コンサルタントで保健衛生の場合はＣＯＨ、衛

生コンサルタントで衛生工学の場合はＣＩＨとなっています。これらは２５０単位、活動の時間や活動内

容によって異なるのですが、一定水準をクリアして相応の活動をしないと得られないようになっています。

これらの実態をみると、角田資料２頁掲載の表になるのですが・・・コンサルタント会の正会員のデータ

なので実際に資格を持っている人を全てフォローしているわけではないことをご了承ください・・・正会

員数２５８４人のうち認定者・称号使用許可者が２６５人で約１０％になります。これは労働安全コンサ

ルタント会の機関誌から引用させていただいたデータですが、称号使用許可者が正会員のうちの１０％ほ

どですので、実態としてアクティブに活動している割合もこの程度ではないかと推測されるところです。

私が所属する兵庫県およびその周辺である近畿地方の他府県でのお話を漏れ聞いたりするなかでも、やは

りメインで活動されている方というのは名前がいつも出てくる方が多いです。あらためて兵庫県を調べて
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みると、やはりよく活動されている方は頻繁に名前が出てくる１０％ほどの方ではないかと思います。も

ちろん、名前を出さずに活動されている方もたくさんいるので、ひとつの指標でしかないのですが、おお

むね実感として兵庫県では正会員の１０％程度の方がアクティブに活動され、全国的に見ても近い数字で

はないかと思います。以上はあくまで推測ですので、根拠に乏しいものであるということはご了承くださ

い。 
 
三柴 よろしいでしょうか、角田資料２頁掲載の表は、兵庫県のデータでしょうか。 
 
角田 いえ、全国のデータです。 
 
三柴 次のデータも全国でしょうか。 
 
角田 その通りです。これは、上の表を円グラフにしたものです。 
 
三柴 了解です。それと、円グラフ中の「非許可者」とはどういう意味でしょうか。 
 
角田 これは、生涯学習制度は登録をしなければならないのですが、登録して一定の単位を取得すると称

号を得られます。しかし、まだそこまでの段階に到達していない人が２９％の非許可者ということになり

ます。 
 
三柴 ありがとうございます。 
 
角田 続けさせていただきます。私自身の周辺をみても、アクティブに活動されている人の方が少ないと

いうのが実感です。角田資料２～３頁になりますが、その理由として考えられるのは、まず安全以外のと

ころで活動を主とされている人が多いと思われます。たとえば、産業医、技術士、または社労士など、コ

ンサルタント以外の活動を主としている人です。それから、私もそうですが、企業に所属している人です。

コンサルタント業務は所属企業の業務の合間に行うため、メインではなくなります。そして、何よりも「仕

事数が少ない」と思われます。コンサルタント会から紹介される仕事は少ないですし、もしくは厚生労働

省からの委託業務などもありますが、せいぜい年に１件あればいいほうです。仕事の絶対数が少ないわけ

です。また、仕事を得るための営業活動を自発的に行っている人が少なく、非常に稀です。コンサルタン

ト会の兵庫支部にも毎年何人か加入されますが、だいたい仕事まわしてもらえることを期待して加入され

る方が多いと思います。ですから自分から活動するということが少ないかと思います。次もまた大きな理

由で、高齢化です。安全に関しては年齢層が高いので、登録はしているけれどもさほど積極的ではないと

いう方が多くいるような印象を受けます。さらには、私もやっていて思うのですが、労働安全・衛生コン

サルタントの知名度が低く、安全衛生に関わっている事業者は知っていますが、そうでない人にはまった

く知られていません。労災事故が発生したときにはじめて、そんな制度や人材があったのかと気付き、ア

ドバイスを求めるという人が多いものと思われます。以上のような理由で、アクティブに活動する労働安

全コンサルタントが少ないようです。 
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では、メインのお話になりますが、私は建設現場のパトロールに出向くことが多いので、パトロールを

先に紹介します。事業者の方から依頼を受け、日時を決めて現地集合もしくは事業者の事務所に集まって

一緒に連れて行っていただくこともあります。その際に店社パトロールの方と同行することもありますし、

現場の責任者、つまり統括安全衛生責任者であったり、あるいは現場工事の所長と一緒にまわることが多

いです。店社パトロールは、安全衛生の専門部署を持っているそこそこ大きな会社ですので、多くの場合

総務の担当者の方が多いという印象です。そして、現地に行って現場の内容説明を受け、パトロールを行

います。パトロール上で講評し、場合によっては作業員の方に講習をしたり、講話をしたりすることもあ

ります。最後に報告書を提出するというのが一般的なパトロールの流れです。 
写真をご覧いただきたいと思います。私は兵庫県に住んでいますが、ブログを通じてご縁があって仙台

の会社とコンサルタントとして契約をしており、毎月のように宮城県に出向いてパトロールをしておりま

す。その中で、最近行っているパトロールの現場を紹介させていただきます。ちなみに、お見せする写真

は研修等の資料の中でのみ使用する許可を得ておりますので、その点ご了承ください（※本議事録にも不

掲載とさせていただきます・・・原）。 
これは宮城県の女川町のトンネルの復興工事の写真です。外部は貫通して周りのコンクリートをつけて

いる工事です。次いで、東松島市の建築現場ですが足場が組まれているのがわかると思います。自然学校

の建てをつくっている様子です。ご覧のようにわりとゴチャゴチャしている感じですが、内部は塗装の作

業をしているところです。ちなみにここは熱中症対策の建屋で、この中でかき氷を作れるという工夫をし

ている事業者もいます。このほか、宮城県での安全パトロールの様子を紹介したいと思います。これは仙

台市の荒浜小学校というところで、津波の被害を受けたのですが、震災遺構として保存のための耐震補強

工事を行っている様子です。内部には当時の在校生のメッセージが残されたままになっていて、これを見

ることができるようになっています。次いで石巻市の防潮堤工事です。海岸沿いに高さ１０ｍ以上の防潮

堤が作られています。そして、これは気仙沼市の三陸道工事です。橋の工事を行っていますが、防潮堤工

事とあわせて行っている様子です。ここからは、車両系建設機械の紹介になりますが、先ほどの高木先生

のスライドにもありましたが、条文上はドラグショベルなどと称されるものです。現場ではバックホウと

呼ばれることが一般的です。中にはユンボ、あるいは油圧ショベルと呼ばれることもありますが、土木建

築の現場で用いられる掘削機械です。そしてこれはロングアームと呼ばれるものですが、このブームの部

分が非常に長いため、遠くまで伸びて深く掘ることができる機械です。次いで、これは締固めの機械で振

動ローラーというものです。この部分が鉄輪になっていますが、ここが細かく振動して地盤を締め固める

機械です。これは正面からの写真がなかったので後ろからの撮影になりますが、名前を耳にしたことがあ

ると思います。ブル・ドーザーです。地面をならしたり、履帯の部分、クローラの部分で踏み固めて締め

固めるという役割があります。これは地盤改良機、アースオーガという種類になりますが、このドリルの

部分を地面に突き刺して、コンクリートを内部に注入して地盤を固めるものです。建物の基礎工事に使わ

れることが多いです。そしてこれもいい写真ではないのですが、赤い車がコンクリートポンプ車です。ブ

ームが伸びていて先端部分が写っていませんが、ミキサー車からコンクリートを受けて圧送します。この

建物は５階か６階くらいの高さだったと思うのですが、コンクリートを打ち込むところまで運ぶことがで

きる機械です。そしてこの機械が不整地運搬車で条文にも出てきたと思います。足の部分が履帯すなわち

クローラになっているので、このように砂地の部分でも走ることができる機械です。これはクレーンの中

でラフタークレーンと呼ばれる種類のものです。タイヤとナンバープレートがついているので、自走して
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現場に来ることができます。写真のクレーンは２５トン吊りです。この工事はポンプの排水機場の設備を

運んでいるものです。そしてもっと大きな機械になると、クローラークレーン、すなわち足下がクローラ

（履帯）になっているのがわかると思います。これくらいになるともはや自走することができませんので、

バラバラに現場に運び入れて組み立てて使用することになります。そしてこれも土木の現場で使われます

が、移動式クレーン機能付きドラグ・ショベル、つまりバックホウです。この先端にフックがあり、これ

で吊ることができます。写真は鉄板を吊っているところですが、このようなものも現場では使われていま

す。これは高所作業車で、垂直降下式とブーム式です。 
ここからは工事の様子をいくつか見ていただこうかと思います。これは防潮堤工事ですが、場所は石巻

の海岸で、石巻湾付近です。下部と上部が重なってくると、最終的にこのような形になってきます。この

コンクリートの部分も実は下部から打ち増しした部分で、そこからの高さでいうと、１０ｍくらいの高さ

の防潮堤になります。次の写真は、建築構造物の地下の部分を作っている様子です。鉄筋が組まれている

のが分かるかと思います。そしてこれも安衛則の条文に出ていると思いますが、土止め支保工の一例です。

もっと大規模なものもあるかと思いますが、掘削した場所に矢板を打ち込んで、腹起しで補強して地盤が

ずれないようにするというのが土止め支保工です。次の写真も土止め支保工の例です。川の掘削のときに

左右に矢板を打ち込んで腹起しをしている様子です。次の写真は橋梁工事で橋の上の部分です。鋼材で鉄

橋を組んでウィンチでどんどん先に送り出すことで橋をつくっていく様子です。全体が見えにくい写真で

すが、橋梁工事の上部工の部分です。下部工が次の写真で、橋脚の工事です。これはだいたい仕上がって

いるのですが、ここに先ほどの写真の橋梁が乗っかる形になります。次の写真は道路造設、カルバートと

いいますが、中の空間の部分が車道と歩道が通るようになっています。石巻での工事の様子です。次にト

ンネル工事です。トンネル工事を見る機会はなかなかないと思いますが、写真を何枚か準備しました。ト

ンネル工事は内部でダイナマイトで発破した後、掘削して土砂を運び出し、周りをコンクリートで固めて

いくというのが一般的な流れです。この写真は発破後の掘削の状況です。そして、掘削したところで周囲

にコンクリートを吹き付けていきます。末端の部分を切羽といいますが、切羽にコンクリートを吹き付け

ています。そしてコンクリートが外れてこないように、内部にアンカーを打ち込んでいます。この写真が

舗装前の様子です。天井、地盤、路肩の部分も出来上がって、あとは舗装するだけの状態になっています。

それから、これはシールドマシン、推進工法、つまり発破を伴わずに機械でどんどん掘り込んでいくもの

で、大型の機械を見る機会がありましたので紹介します。ここの歯の部分で穴をくりぬいていく機械です。

次の写真は海上での掘削作業です。次も言葉ではなかなかイメージしづらいと思って写真を追加しました

が、安衛則第５３９条の２から第５３９条の９まで、ロープ高所作業に関する規定があります。その一例

として、この写真のような斜面に上からロープを吊り下げて作業を行うというのがロープ高所作業です。

これ以外にもビルの窓掃除などにおいても、ロープ高所作業が行われています。次の写真は建築工事（学

校新築）の現場です。右の写真の内部の様子ですが、以下にゴチャゴチャしているかがお分かりいただけ

ると思います。つまずいたり、頭を打ったりする危険な状況がたくさんあるというのが見て取れるのでは

ないかと思います。次の写真は分かりづらいかと思いますが、安衛則の条文に出てくる型枠支保工の様子

です。写真の上の方に天井、スラブと言いますが、スラブを打つ時には垂直ではなく水平に打つので、下

から支えてやらなければいけません。そこに、サポートというたくさんの鉄パイプをつけている様子です。

これは解体中の状況ですが、このようにたくさんのサポートがついていることは見て取れると思います。

次の写真は足場の様子です。足場には大きく２種類あり、枠組み足場と単管足場で、写真は枠組み足場で
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す。枠組み足場というものは、この部分の枠を上に向かって積み重ねていくことによって組まれていく足

場です。この部分が手すりで、こちらが条文に出てきますが「筋交い」というものです。この写真は橋脚

工事の枠組み足場ですが、手すりとしては先行手摺があるほか、様々な種類の手すりがあります。次の写

真は単管足場ですが、単管足場の代表は鉄パイプで組んでいくのがメインです。しかし、今は見かけるこ

とが少ないです。こちらの写真のように、鉄パイプを「クランプ」という機材で固定して組んでいくのが

単管足場です。単管足場は、最近はこちらの写真のクサビ緊結式が多いです。クサビ緊結式は、写真のこ

の辺りを見ていただきたいんですが、縦の支柱のところにポケットなどがついていて、そこに水平材を打

ち込んでいきます。水平材を差し入れてハンマーでたたいて固定していきます。このように、クサビ緊結

式で足場が組まれていることが多いです。枠組み足場よりもこちらの方が多いという印象です。次の写真

はダメな足場（安衛則第５１８条違反）です。足場にもならないのですが、手すりもありません。次の写

真も最近見かけたもので、一見足場が組まれているように見えますが違反状態の足場（安衛則第５１８条、

第５１９条違反）の例です。手すりはあるのですが、中さんという中間部分の支柱がありません。また、

幅木という落下物を防ぐものもありません。このように違反状態のダメな例ですが、パトロールにおいて

はこういう足場をみかけることも決して珍しくはありません。この写真も現場で見かける悪い例ですが、

機械の覆いが外された状態（安衛則第１２３条違反）です。これは丸鋸という機械で木材を切るものです

が、本来であればこの部分に覆い、すなわちカバーがあります。よく見るとここで固定されているのがわ

かると思います。すでに刃がむき出しの状態で違反状態なのですが、非常に少なくなってきましたが時折

このようにカバーが外された機械を見かけることがあります。次の写真はグラインダー、いわゆるベビー

サンダー、重研削砥石です。これも本来カバーがあるのですが、取り外して径の大きな刃をつけたりとか

しています。グラインダーのカバーを取り外した違反状態は、丸鋸よりもよく見かけると思います。こう

いった足場や機械の違反状態を工事現場で見かけることは、まだまだ少なくはありません。 
次にリスクアセスメントの事例です。角田資料５頁は、実際にこういう機械が使われていて、このよう

なところに危険性を見いだしたりしているという一つの例として見ていただければと思います。この機械

は設置されてからすでに３０～４０年経過していますが、たとえば台座の大きなところがあり足を踏み外

すところがある、あるいは機械の中にも隙間があって、そこに手を突っ込むと怪我をする要素があるので、

リスクアセスメントではこういったところに注目して、作業方法などの改善を提案します。 
いま言ったようなパトロールの経験をふまえ、現場の安全意識について感じるところをお話します。ま

ず建設業ですが、元請と専門業者が混在作業をしているため、元請が統括管理をしています。主な安全衛

生活動としては、安全施工サイクルに従って行われますが、安全施工サイクルとは下図のようなものです。

すなわち、朝礼があってミーティングを経て、危険予知活動（ＫＹ）をして、作業後には後片付けと終業

時の確認となっていますが、どの時間に何をするかという流れを安全施工サイクルといい、これに従って

行われることが多いです。日常的にもしくは月間で連絡調整が行われています。現場では安全活動の中心

は危険予知活動（ＫＹ）と、車両系建設機械や移動式クレーンの作業計画書を作成しなければなりません

が、これらがメインになっています。先ほどの高木先生のご報告の中で、元請が主体となった自主的な活

動が労働災害防止に寄与したと仰っていました。確かにその通りですが、ただ最近ではそれがただの儀式

になっている面も見受けられます。書類を作成するとか、記録するとか、あるいは第三者に検査の際にみ

られるから作成しているという趣旨で行われているということも見受けられます。小規模な工事になると、

安全活動はほとんどなされていませんで、現場にふらっとやって来て、仕事だけしてふらっと帰っていく
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ということもあります。中でも建設業法上で、毎月４時間以上の安全衛生教育が義務付けられていること

が多いのですが、正直にそれをやっているケースはさほど多くないようです。中小規模の工事では、実際

にはやらずに書類だけ書いてサインしているというケースも少なくないというのが実感です。理由として

は、やり方を知らない、あるいはやるべき内容がない、といったものです。

 
 

もう一つは、建設業でのリスクアセスメントですが、実施率自体は高いと思われます。ただ、大体は作

業手順書とセットとなっていることが多いですけれども、そこに書かれている内容は管理的な対策や保護

具程度かと思います。本質的対策や工学的対策を現場レベルで実施することはなかなか難しいので、ＫＹ

に付随してリスクアセスメントを実施していることが多く、建設業の現場や手順書においては、ＫＹに毛

が生えた程度のようです。そういう意味ではリスクアセスメントのやり方や考え方自体が上手く伝わって

いない、あるいは上手く適用されていないという印象を受けます。 
コンプライアンスや安全意識の温度差については、先ほど高木先生が仰っていたとおりで、大企業にな

ると非常に高いですが、専門業者や一人親方、あるいは数名程度の業者になってくると、非常に低いです。

工事の形態でみると、公共工事の方が意識が高く、民間になるほど安全意識が乏しいような印象です。安

全意識としては、公共工事や大企業つまりゼネコン等は高く、大手のハウスメーカーもそれに準じて高い

レベルの安全意識を持っています。規模が小さくなればなるほど安全意識は小さくなり、実際に現場で作

業をするのは専門業者が多いのですが、事故を起こして被害を受けるのも専門業者が多いので、その辺り

にギャップがあります。すなわち、管理側の意識と実行部隊の意識とに温度差があると感じます。 
そして、安全衛生に関する情報の広がりについて現場で感じたことを紹介させていただきます。一次、

二次とありますが、高次になればなるほど情報を得る機会は少ないです。たとえば自発的に厚労省のＨＰ

を見るなどといったこともほぼないので、情報を得る機会は少ないようです。得るとすれば元請から話と
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して聴く、もしくは元請主催の安全研修会などで聴くといったことが多いです。情報も少なく、またどの

ようにやればよいのか方法論もわからないので、元請などから資料の提供を受け、それを真似て自社に適

用していくといったことが多いかと思います。そういう意味では角田資料にイラストをつけましたが、ハ

ンカチの中央をもって上に引っ張り上げると、末端が上がっていくように、元請が主導して情報を得て発

信することによって、それに関連する協力会社や下請会社にも情報が伝わっていくような印象があります。

情報を得る機会としては、元請が主催した安全衛生協議会を持っていることがあり、その元請から頻繁に

仕事を受けている協力会社は協議会に所属しています。これらの協議会で情報が発信されることによって

その情報を取得するということが多いです。ただ、情報を知っていても現場で実行するとなると、やはり

難しい、あるいはやらなかったり、あるいは情報を知っていながら、例えば保護具を購入するのが金銭的

に厳しいので、墜落制止用器具などを買い換えないといったケースもみられます。なので、金銭的な面で

もサポートがないと難しい感じを受けたりもします。 
少々長くなってしまいましたが、現場での活動と工事現場での安全活動、安全意識の現状等についての

報告でございました。以上です。 
 
三柴 ありがとうございます。今の角田先生のご報告について、ご意見・ご質問があればお願いいたしま

す。 
 
畠中 角田先生、ご報告ありがとうございました。おかげさまで現場のことがよく分かりました。ご報告

の中で、安全衛生コンサルタントの仕事が少ないというのが一つの問題点として挙げられていました。労

働安全衛生法は、安全衛生改善計画作成の指示制度、そして作成の指示をした場合に労働安全衛生コンサ

ルタントの利用勧奨をするといった仕組みを、制度として親切に作っているわけです。なぜ労働安全衛生

コンサルタントの利用勧奨制度が上手くいっていないのか、です。これが上手く回っていればそれなりの

ボリュームの仕事があると思うのですが、その辺り教えていただければと思います。 
 
角田 制度自体の認知度があまり高くないという印象を受けます。正直言うと、私自身もそういえばそん

な制度があったかなという印象です。他のコンサルタントや事業者の方から、そういう制度があるという

お話を耳にすることがないので、認知度が低いことが原因ではないかと思います。 
 
畠中 特安や特衛の関係で、こういうお話は出てきませんか。 
 
角田 兵庫県の例でいうと、毎年指定業者があると思うのですが、誰が受けているかが支部としてはまっ

たくわかりません。おそらく受けた方が個人的に対応されているものと思われます。以前に法改正がなさ

れ、どの事業者が指定されたか公開されていなかったと思うのですが、私は公開されていないときからコ

ンサルタントを営んでおりますので、制度自体分からない面があります。支部の中でも全く情報が回って

来ていないというのが実情です。どなたがやっているのか、またそこからどのような広がりが生じている

のか、などなど見えていないというのが正直なところです。 
 
畠中 ありがとうございました。 

－1491－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（後半） 
 

126 
 

 
三柴 去年、安全衛生コンサルタント会に南先生、石崎先生含め３人でインタビューに出向き、後藤先生

にお話を聴きました。以前はコンサルタント会のコンサルタントのリストを作り、特安・特衛の指定を受

けた事業者に見せて、どのコンサルタントに依頼すべきかについても多少相談にのるような運用をしてい

たようです。現在は、個人情報保護法の施行も一つのインパクトとなって、そのような扱いはしていませ

ん。聞けば答えてくれるのでしょうが、コンサルタント会の方でも積極的に推薦をしてくれるのかどうか、

活動も不透明になってきています。というようなお話がありました。 
 
角田 コンサル会が関与して特安の仕事をふったというお話はここ数年はきいていないです。私が兵庫支

部に入ってから４年になりますが、今までに聞いたことはありません。 
 
三柴 さらに言えば、監督官がこの制度を運用しているのか否かという問題も、そもそも論としてあるの

かもしれません。この辺詳しい先生いらっしゃいますか。篠原先生、いかがでしょうか。 
 
篠原 監督署で安全衛生の仕事に携わっていたときには、特安・特衛の説明の際にコンサルタント会から

担当の方をお呼びして説明をいただいていましたが、今はどうなってるのかわかりません。 
 
三柴 篠原先生は安全衛生の意識が高い人ですが、他の監督官、すなわち同僚や前後の期の方については

どのような印象でしょうか。 
 
篠原 安全衛生については総じて高いです。しかし、コンサルタントの活動とは接点がないんです。現場

の監督官と、コンサルタント会のコンサルタントの方との接点ですね。これがありません。以前、安衛関

係の仕事をしていたときは、建災防の方と交流があっていろいろと情報交換ができましたが、コンサルタ

ント会の方とは情報交流を経験したことはありません。 
 
三柴 監督官の方からすると、感覚的には災防団体の方がコンサルタント会より近い感じでしょうか。も

う少し言えば、災防団体の安全管理士や衛生管理士など法令上の資格者に対する認識はいかがでしょうか。 
 
篠原 災防団体とのつながりと言えば、よく合同パトロールを監督署で実施しました。かつてはその後で

懇親を深める催しがあり、そこで様々な情報交換を行い、そこには当然民間の建設業の方も会員として参

加していますので、普段は監督指導等で会話するに過ぎない間柄同士、いい意味での情報交換が行われ、

これらは企業の方からの申出もあれば、私どもの方からの申出で行われることもありました。このような

話はコンサルタント会となると、少々話が変わってくると思います。 
 
三柴 年齢的には元監督官としては、北岡先生が一番お若いでしょうか。北岡先生、いかがでしょうか。 
 
北岡 私は１９９５年から２０００年まで在職していただけの立場なんですが、おそらく私の感覚でいう

と、特安・特衛指定をした事業所があると、そこから各種計画を出していただくわけですが、その内容の
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水準があまりに低い場合は、おそらく担当監督官が安全衛生コンサルタント制度を教え、いろいろなアド

バイスを受けられるからぜひ活用してくださいといったような推奨は、私が在職していた時期には行われ

ていた記憶があります。ただ、現在それがどの程度活用されているかについてはよく分からないところが

あり、特安・特衛指定事業所が相応のものを出しているのか、あるいは計画を出す前から角田先生のよう

な優秀なコンサルタントを自身で発掘したためにコンサルタント会には直接コンタクトを取っていない

のか、その辺りの感覚は分かりません。 
 
角田 先ほど篠原先生が仰っていましたが、コンサルタントの方で監督署でアルバイトされている方も多

く、石綿関係の届出の審査や受理の業務に従事している人もいて、そのような方に安特の仕事がふられた

りするという話を聞いたことがあります。そういう意味では、監督署・監督官との距離感ですが、こうい

う状況であれば特安・特衛の仕事が回ってきやすいという面はあると思います。 
 
三柴 以前、角田先生から安全コンサルタントとしての年収は１００万円程度だというお話をうかがった

と記憶しているのですが・・・ 
 
角田 そのお話はあまりオープンにしないでいただきたいのですが（笑）、私個人ではなく、以前に登録

時研修というのがあり、その中で言われたことが印象に残っていまして、コンサルタント業務としての年

収が１００万円に達していない人が大半であるとのことでした。コンサルタント業務専門で食べていける

人は、それこそ２０％もいないのではないでしょうか。ということなので、それなりに活動している人と

そうでない人との格差は非常に大きいと思います。 
 
三柴 逆に、コンサルタントだけで食べていけるレベルの先生はどのようなタイプでしょうか。企業内で

雇用されて働いているとか、あるいは独立していても食べていくだけの収入があるとすれば、どのような

スタイルで活動されているとか。 
 
角田 たとえば産業医と兼業をしている人、あるいはＩＳＯの審査員をメインにしている人などは省くと

して、労働安全衛生コンサルタントだけの人であれば、私が知る限りではもともと企業で安全衛生を担当

していたときに顧客を大勢持っていて、独立した際にその顧客をそのまま連れてきたという人が多いです。

要するに顧問先をたくさん持っている人が安定した収入を得ています。顧問料は一概には言えませんが、

数万円から１０万円程度でしょうか。もちろん事業規模にもよりますし、東京が一番高く地方に行くほど

月間の顧問料が安くなっていきます。いずれにせよ、顧問先を多く持っている人ほど相応の収入を得てい

て、先ほど話に出た登録時研修の際に聞いた話だと、年収２０００万円以上の人が数人いるというお話で

したので、相応数の顧客を持っている人はいるのではないかと思います。 
 
三柴 ありがとうございます。他に何かご意見・ご質問は。 
 
北岡 ご報告ありがとうございました。問題のある足場、丸鋸、グラインダーなどなど、１９９５年から

２０００年まで労基署に勤務していた頃によく見かける機会がありまして、使用停止命令を出したことな
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ども思い出しました。角田先生にお伺いしたいのは、高木先生のご報告とも関連するのですが、最近の中

小規模の建設会社の状況がだいぶ変容しているのではないかという問題意識を私も間接的に抱いており

まして、具体的に言えば一人親方が急増しているのではないかということです。ご報告のパワーポイント

資料でも、一つのモデルとして元方が協力会社等に対して様々な指導をして安全衛生水準を高めてい

く・・・私もこれについては全く同感です。しかし、その前提条件が現在崩れつつあるのではないかと、

私自身実感ベースで感じております。というのも、協力会社自身が次々に一人親方化させてしまった結果、

従業員が実質存在せず、一人親方を束ねている状態に陥っていないかと感じておりました。この点、角田

先生からご覧になっていかがでしょうか。 
 
角田 典型例でいうと、左官業の会社でしょうか。範囲自体は非常に少ないのですが、実際に作業してい

る人たちは一人親方を集めてきた形になっています。工事現場などでは作業員名簿ほか作業員に関する

様々な情報を出さなければいけないのですが、先ほど高木先生が仰っていたように、隠ぺいされた一人親

方も多数見かけます。現場ではハッキリわかっているのですが、書類上では各会社の社員ということにな

っているという実情もみられます。ただ、現在は建設工事に入るためには社会保険への加入が義務づけら

れますので、そのようなルールがある種抑止力になりつつ、同時にまた隠ぺいを促してしまっているよう

な一面があると思います。 
 
北岡 社会保険の適用拡大が、むしろ一人親方化をある意味加速化していないかという点について、今懸

念しているところですが、その点いかがでしょうか。 
 
角田 加速化しているかどうかはわかりませんが、見えにくくしているという印象は受けます。元請がし

っかりしている場合、正直に一人親方の保険手続を行っていることもありますが、そうでない工事現場や

会社もあると思います。安全パトロールを依頼してくる企業は、そういう正直できちんとした会社ですの

で、そうでない会社の実情を目の当たりにする機会は少ないのですが、増加している印象は受けます。 
 
北岡 一人親方が増えてしまうことによって、協力会社が安全衛生活動に支障をきたすのか否か、その点

はいかがでしょうか。 
 
角田 意思統一というか、指示命令系統に混乱が出ています。たとえば、立入禁止の指示を出し切れなか

ったりします。私見ですが、一人親方は年配の方が多いので、そういう人に命令するのをつい控えてしま

ったりとか、あるいは命令しても従わないとか、齟齬が生じているのが少々見受けられます。 
 
北岡 ありがとうございました。 
 
玉泉 私は建設会社の顧問をつとめておりますが、一人親方についての社会保険と雇用保険の加入義務の

インパクトが大きく、私の知っている某ハウスメーカーの子会社でも２０人のうち半分が労働者でもう半

分が一人親方にしている例があります。雇用保険料の額はしれていますが、社会保険料はかなり高くなり

ます。そういう危機感があって、国土交通省が一人親方についての仕様を少々変更するような話もきいて
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おりますが、そういう実態への対処かと思われます。もう一つは、今までゼネンコンの安全教育に、下請、

一次下請、二次下請の労働者に参加させていたわけですが、一人親方になった関係で参加しなくなりまし

た。そうなると、安全教育が非常におろそかになります。今まで安全教育をやっていた人たちが参加させ

なくなる、一人親方は事業者ですから必要ないというわけです。そういう事情で、特別教育にも参加しな

くなってきました。などということも現実にあります。 
 
三柴 ありがとうございます。もうお一人くらいご意見・ご質問ございませんか。分担研究者の先生方、

厚労科研の制度上「研究協力者」に該当する先生も含め、研究を分担していただいている先生方に、現在

の経過について一言ずつご報告をいただければと思います。まず北岡先生からお願いします。 
 
北岡 私は罪刑法定主義と安全衛生の確保の関係というテーマをお任せいただいています。これから着手

させていただこうと思っています。鎌田先生・田中先生のコンメンタールの記載などは私の分担と関わり

が深いと思いますので、その内容もよく拝読した上で検討していきたいと考えております。ご指導の程よ

ろしくお願いいたします。 
 
三柴 以前にメールで情報をお伝えさせていただきましたが、玉泉先生はよくご案内ですが、もともと検

察官で安衛法の罪刑法定主義について詳しく調査された方がおられますので、ご参照いただければと思い

ます。次に淀川先生、いかがでしょうか。 
 
淀川 現在、第３３条と第３４条の文献収集中でございます。三柴先生らの報告書を参考に今後検討を進

めていこうと思っております。 
 
三柴 承知しました。井村先生、お願いします。 
 
井村 大学の用事が立て込んでいまして、なかなか進捗しておりませんが、一応逐条解説の方は進めてお

ります。横断的課題の方はまだ着手しておりませんので、今後は時間が取れると思いますので、なんとか

形を取っていきたいと思います。 
 
三柴 ありがとうございます。阿部先生、お願いします。 
 
阿部 私も４月以降、本務校の業務に追われてなかなか進んでおりませんでしたので、８月・９月にかけ

て逐条解説の方を進めていこうというのが一つ、もう一つは今年度から横断的課題が割り当てられ、作業

関連疾患の予防というテーマをいただいていますので、他の先生と協力させていただきながら進めていき

たいと思っています。 
 
三柴 ありがとうございます。山本先生、お願いします。 
 
山本 文献収集中でこれから着手いたします。 
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三柴 承知しました。石﨑先生はいかがでしょうか。 
 
石崎 この間、停滞しておりましたが、8 月中には作業に戻れる予定です。 
 
三柴 承知しました。長谷川先生はご参加いただいたばかりなので、これからということかと思います。

平岡先生、お願いします。 
 
平岡 私は土砂崩壊系の法令の成り立ちや生い立ちを調べておりますが、緊急事態宣言が出ていると非常

に進捗するのですが、現在は緊急事態宣言の際に書き溜めた状態で止まっています。また進めていきたい

と思います。 
 
三柴 承知しました。佐々木先生、お願いします。 
 
佐々木 私は前回の会合の際にご指摘いただいた事項を踏まえ、各政省令の調査を進めております。また、

適用の関係についてはいくつか使えそうな文献を見つけたので、それを参照しながら進めています。それ

と、角田先生のメールを拝見しまして、私が引用した調査の講評をまとめていただいてありがとうござい

ます。参考にさせていただきます。 
 
三柴 ありがとうございます。佐々木先生が担当されている条文では、衛生規則についても解説で触れる

必要があるということになるのですが、別途実務的な観点で藤森先生が衛生規則の趣旨と概要をまとめて

くださることになりまして、その点はできる限り情報を共有し合いながら、それぞれ別の観点でまとめて

いただければと思っています。安全規則については、本日からご参加いただいた浅田先生にまとめていた

だくことになります。佐々木先生は、安全規則には踏み込まなかったでしょうか。 
 
佐々木 はい、衛生規則のみです。 
 
三柴 であれば、浅田先生が単独で安全関係の特別規則について、趣旨と概要をまとめていただくという

ことでお願いいたします。次回、浅田先生にはまとめの途中経過についてご報告いただければと思います。

それから、原先生、お願いします。 
 
原 私は第２０条および第２１条を担当しておりますが、三柴先生に個人的にメールでお送りしました

「危険のおそれ」という文言を用いている安衛則の条文一覧ですが、藤森先生が作成された資料をもとに

拡張させていただきました。藤森先生からは資料の改訂・加筆のお許しをいただきました。安衛則には「危

険」という用語は全部で６１０か所、「おそれ」は三百数カ所、それをとりあえず一覧にまとめて、横断的

検討課題の土台作りをして、また藤森先生がピックアップして下さった逐条解説の条文の大半に「危険の

おそれ」という文言が用いられております。なので、横断的課題と並行した形で逐条解説を進めていく予

定でございます。 
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三柴 ありがとうございます。南先生、お願いします。 
 
南 私自身、あまり進んでいないというのが正直なところですが、本務校の夏休みがなくなりましたので、

８月下旬まで授業があり、９月中旬の少し前から授業開始となります。夏休みはないのですが、なんとか

逐条解説だけはすべて終わらせたいと思っています。まだ日本安全衛生コンサルタント会に関する箇所に

ついては、ほとんど手つかずの状態になっていますので、少し深掘りをしていきたいと思っています。で

きれば分担報告書の締切までには、昨年度執筆した歴史的経緯の部分を踏まえて書いていきたいと思って

いますが、少なくとも９月までには各条文の逐条解説は終わらせようと思いますので、よろしくお願いし

ます。本日角田先生から労働安全コンサルタントの詳しい業務内容について教えていただいて、本当に勉

強になりました。他方、労働安全コンサルタント会はどのような組織なのかについて少し深掘りすべきか

と思いました。調べてみると、もともと労働安全コンサルタントというのは、コンサルタントの教育研修

やレベルアップのためにあるのですが、現状を見る限りはそれ以上のものを求められていると感じたので、

その点も少し勉強させていただきたいと思っています。 
 
三柴 ありがとうございます。内藤先生、先ほどチャットでいただいた件はご指摘の通りで、私の間違い

でした。第１０６条から第１０８条は予定通りご担当いただくところです。申し訳ありません、資料の記

載が間違っておりました。 
 
内藤 ありがとうございます。第１０６条から第１０８条については資料収集などを始めております。た

だ、７月３日の会合の際も分担案の中に入っておりませんでしたので、私の方から申し上げればよかった

のですが、私も見落としておりました。 
 
三柴 いえ、それは私のミスです。申し訳ありませんでした。では、そのまま進めてください。田中先生

はいかがでしょうか。 
（※通信障害のためか音声不明瞭） 

田中先生、お声がほとんど聞こえませんので、報告書も提出していただいていますので、次回でも大丈

夫なので次回あらためて報告していただくということでお願いします。そうしますと、あらためて横断的

検討課題についてご自身の担当をご確認いただきたいということ、そして追加として先ほども申し上げた

ように、安衛法上の特別規則について趣旨と概要を、衛生関係については藤森先生、安全関係については

浅田先生にそれぞれまとめていただくということ、それから機械の本質的安全化について書いていただい

た方がいいのではないかというご提案を畠中先生からいただきましたが、浅田先生にお願いしましたでし

ょうか。 
 
浅田 いえ、まだ伺っていません。三柴先生がご検討されると仰ったように思いますが・・・ 
 
三柴 そうでした、了解です。では、これは今一度私が引き取らせていただきます。 

これで一応、本日の議題はすべて終了しまして、次回の予定ですが、９月１０日の同じ時間になります。
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一応、厚労省に会議室をおさえておいていただいていますが、また Zoom 会議になる可能性が高いです。

次回は今のところ藤森先生から衛生関係特別規則の解説を、浅田先生からは安全関係特別規則の解説をい

ただくこととし、それ以外にもご報告をいただく予定です。その後は、１１月２１日と１２月２４日を予

定しておりますので、ご参加をお願いいたします。 
では、最後に何かメッセージをいただける先生がいらしたらお願いできますでしょうか。せっかくなの

で、畠中先生、ひと言いただけますか。 
 
畠中 パソコンが不得手なものですから、過去２回ばかり会合を欠席させていただきましたが、今回は何

とか教わって楽しく参加させていただきました。証文の出し遅れのようで恐縮ですが、冒頭の高木先生の

ご報告は大変興味深く拝聴させていただきましたが、今までの厚生労働省とその前身の労働省における中

小企業対策、特に中小企業の安全衛生対策は検証というものが要らないのだろうかと思いました。要する

に中小企業団体をつかまえて、団体の活動としてやっていくということを主体としてやってきたように思

いますが、本当にそういうやり方がよかったのかどうか、検証を踏まえたうえでの将来展望が必要である

と思いながら聴いておりました。どうもありがとうございました。 
 
三柴 ありがとうございました。では、本日はここまでとさせていただきます。いつもながら、長時間に

わたってありがとうございました。非常に有意義なディスカッションをしていただいたと思います。お疲

れさまでした。 
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三柴 本日もお忙しい中ご参集いただきありがとうございます。先にＭＬで配布させていただいた第１

３回会議開催要項にそって議事を進めさせていただきます。まず一番目は横断的検討課題の担当者の再

調整です。要項でも最後の方で示していますが、これまでに何度もお伝えしました通り、逐条ごとの縦割

りの解説とは別に、複数の条文や法令をまたぐ横断的検討課題を設定して論考していただくという企画

です。今後の安全衛生法を論じるうえで重要と思われるテーマをピックアップしてきたわけですが、ま

ず作業関連疾患の予防については、阿部理香先生の方から担当が難しいというご連絡をいただいていま

すので、私が担当しようかと考えています。もう一点阿部未央先生から発注者の責任に関して担当が難

しいということでした。確かに法学者のほとんどがそうであるように、阿部未央先生はこれまで安衛法

の研究にあまり親しんでこられなかったのですが、発注者の責任の問題は安衛法に詳しい方にとっては

いかに重要な課題かということはご承知と思います。しかし安衛法にこれまで接点の少ない方がいきな

り取り組むのはなかなか難しい問題です。なので、どなたか適任者がおられれば執筆していただこうか

と思います。法学者の方にお任せした方がよろしいかと思うのですが、他方で法学者は安衛法にはあま

り詳しくありません。現場の課題であるとともに学際的課題ということもあり、普通の法学的方法論で

は捉えきれない面もありますので、法学の世界には安衛法に詳し方はほとんどいないのが現状です。し

かし発注者の責任を法学的に探究することも必要だと思いますので、本来なら法学者に担当していただ

くのが望ましいのですが、法学者以外の方、たとえば元監督官や技官の方に安衛法政策上あるいは現場

論的に問題点を執筆していただくという選択肢もありかと思っています。発注者の責任について執筆し

て下さる方、どなたか思い浮かびませんか。たとえば建設安全の発注者責任、機械安全であれば機械の本

質的安全化、電気であればそもそも回路の組み方、最近であればフリーランスが安全衛生だけではなく

労働政策全般の重要課題となっていますが、現在街中で頻繁にみかけるＵｂｅｒ Ｅａｔｓのような言わ

ば疑似労働者についても、発注者やどういう仕事を誰に割り振るかといった業務のシステムを組む業務

管理者のような人の責任についても、本プロジェクトで論じるべきでしょう。そういう課題を的確に調

べて書いていただける方ということで、どなたか思い浮かばないでしょうか。会合終了後に思い浮かべ

た方がいらしたら、できれば明日までに私宛にメールか電話でご連絡いただければと思います。 
次の課題に移ります。あらためて今年度の調査研究方針の再確認をせていただきます。法学者を中心

に逐条解説をお願いしている先生には、その作業を継続していただきたいということです。特に去年私

がコメントを差し上げた先生においては、そのコメントの内容を踏まえて、加筆・修正・削除をしてくだ

さい。横断的課題については、去年は森先生のみにお願いしたところですが、本年度は横断的検討課題の

担当者には確実に着手していただく必要があります。また、先日藤森先生と個別に相談させていただい

たところですが、安全衛生法令の中で特に重要な条文については現場でどういう使われ方をされている

か、どういう災害でどういう法令が使われたか、アンケート調査と直にお会いしてのインタビュー調査

を予定しています。そこで判明した内容は逐条解説を担当している先生方にフィードバックをする予定

です。これまでの安衛法の解説書は、日本語で関係法令を羅列し条文の趣旨くらいは書かれていますが、

法令が現場でどう使われているか、どういう災害に適用されているかがみえてきませんでした。ですか

ら、本プロジェクトではリアリズムを追求したいということ、そしてそのことを通じて事務系・文系の人

にも安衛法を理解していただくことを狙いとしています。元監督官で安衛法に関心のある方を対象とし

て、アンケート調査と必要な限りでインタビュー調査を実施したいと思います。どの法令が現場ではど

のように用いられているのかなどといった情報がまとまったら、先生方に示して解説の中に盛り込んで
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いただくということを考えています。この作業においては、藤森・玉泉両先生を含め、行政実務経験者の

先生方にご助力いただこうと思っています。 
昨年度日本で、企業等の安全衛生関係者を対象に社会調査を実施しました。たとえば経営者で安全衛生

に関心を持っているというのであれば、それはなぜか、また具体的にどのような取組みをやっているか、

逆に関心がないというのであれば、それはなぜか、といった質問への回答をデータ化したという経緯が

あります。実はイギリスでも社会調査の業者が存在するということが分かりましたので、イギリスで同

様の調査を実施して、日本と比較したいと思います。 
すでにこれまでの経過からご承知かと思いますが、本年度は基本的には全メンバーがそれぞれお持ち

の知見を披歴していただくことを予定しています。いずれにせよチームで一冊の本を書き上げる狙いで

進めていますので、チームワークが非常に重要となります。なので、各自自分の担当の範囲をただ書けば

いいというものではなく、情報共有を図り、チームで一冊の体系書を仕上げるという作業を意識してく

ださい。したがって、この会議が非常に重要になるため、もし欠席をされたとしても後日必ずＺｏｏｍの

録画記録または議事録のいずれかを確認してフォローしてくださるよう、あらためてお願いいたします。

以上が開催要項２の内容です。 
次は開催要項３の議事に移ります。分担報告書の執筆要領ですが、毎回ご案内していますように提出

期限は早めですが１０月末日で、厳守をお願いいたします。現在本プロジェクトには２０数名のメンバ

ーが参加していて、全員の原稿に私が目を通したうえでやり取りをしなければなりませんので、どうし

ても都合上前倒しが必要になってくるということです。またそのやり取りの中で、私がコメントを差し

上げますので、それを踏まえて修正をしてください。すでにお届けしていますが分担報告書にはフォー

マットがありますので、これに従ってご執筆をお願いします。細かい項目立てについては、初年度の私の

分担研究報告書に準拠してください。特に逐条解説についてはそうしてほしいので、逐条解説の担当者

の方は私の初年度の分担報告書の項目立てをそのままコピペして、アレンジして使っていただくのが便

利ではないかと思います。これもまた再三申し上げているところですが、安衛法を知らない、あるいはあ

まり馴染みのない文系・事務系の人に読んでもらえるもので、なおかつ深みと広がりのあるものを目指

していますので、用語の解説や図表を多用してください。用語の解説については、技術系の人たちにとっ

ては日頃使っている当たり前のもの、たとえば「土止め支保工」の意味とか、そのようなところまできち

っとしつこいくらいにまで書いてください。要するに素人がみてもわかり、なおかつ深みも広さもある

本を作りたいわけです。せっかく様々な専門分野の先生が集っていますので、人的資源をフルに活用し

て、分からないことがあれば技術系の先生方に貪欲に質問してください。このプロジェクトのメンバー

以外の方に対してもインタビューを実施してくださってけっこうです。その際には、メンバーの先生方

に紹介をお願いするのもいい方法かと思います。昨年度に分担研究報告書を提出していただいて、今年

度に加筆修正する場合は、細かいところはいいのですが、内容的に変更・追加する箇所については下線を

引いてください。逆に、内容が変わるくらいゴッソリと削除する場合には、当該箇所にコメントをつけて

ください。私がチェックをさせていただく際に、そのようなマーキングがないと、効率が悪くなってしま

いますので、お手数ですがこれらの点ご協力お願いいたします。 
事務的な連絡として最後に、横断的検討課題については逐条解説とは報告書を別途あらためて作成し

てください。逐条解説の報告書と横断的検討課題の報告書と、第一分冊・第二分冊と報告書を分けますの

で、必ず別々の分担報告書をご提出いただきたいということです。 
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事務連絡は以上です。それでは、いよいよ研究経過報告に移ります。本日は最初に、畠中先生からご講

話をいただきます。ご承知のように畠中先生は、現行安衛法の立法作業に関わられた先生で、そのお立場

で今の安衛法がなぜ労働災害を減らせたのかその要因を、そして安衛法制定・施行から５０年ほど経過

しましたが、今直面する課題と新たな有効策についてお話しいただきたいと思います。畠中先生からお

送りいただいたレジュメ（※「「現行安衛法はなぜ労災を減らせたのか」、「今後に向けた新たな課題」」、

以下「畠中資料」とする）を画面共有します。では畠中先生、よろしくお願いいたします。 
 
畠中 どうぞよろしくお願いいたします。畠中資料のタイトルですが、「現行安衛法はなぜ労災を減らせ

たのか」、「今後に向けた新たな課題」。これは三柴先生からメールにて、この２点について講話をお願い

したいというご依頼をいただいたのですが、それをそのままタイトルとさせていただいた次第です。 
まず、「〔Ⅰ〕「現行安衛法はなぜ労災を減らせたのか」」から始めたいと思います。「１ はじめに」と

ありますが、先ほど三柴先生からもお話がありましたように、１９７２年（昭和４７年）に労働安全衛生

法が公布・施行されてから４８年が経過しています。この年の６月８日に安衛法が公布され、同じ年の１

０月１日に施行されています。（注）にありますように、「天の時、地の利、人の和」を得た絶妙のタイミ

ングで成立したということですが、これは安衛法制定当時、労働省の安全衛生部長であられた北川俊夫

氏が、後日安全衛生法を語るときにいつも使われていた言葉です。よくよく考えてみますと、昭和４７年

の翌年である昭和４８年は第一次オイルショックの年で、日本経済だけでなく世界経済がメチャクチャ

になりました。当時、私もボーナスを年に２回どころか、３～４回ももらった記憶がありますが、それく

らい物価も急上昇していました。そのような状況で、このような法律をつくっていたとしたら、とても通

ったとは考えられません。そういう意味においても、「天の時、地の利、人の和」を得た絶妙のタイミン

グであったという言葉をしみじみと使っておられた北川元部長の気持ちは、十分理解できるところです。

次の（注）に「労働安全衛生法立法の理念」と書きましたが、これは労働安全衛生法施行のための労働事

務次官通達（昭和 47・9・18 発基 91 号通達）の「趣旨」の末尾に書かれている内容です。安衛法のよう

な大きな法律になると、その施行のための通達も局長通達だけではなく、事務次官通達も出されます。こ

の事務次官通達には基本的なことが書かれます。私のうろ覚えの記憶ですが、確かこれを部長のところ

に決裁に持っていたときに、この部分は北川部長が書き足した言葉だったと思います・・・「１９７０年

代に入り、従来の経済成長のあり方に反省が加えられ、国の施策の重点は国民福祉の向上へ向けられつ

つある。このような情勢のもとに、今後における労働災害防止対策は、人命尊重の基本的理念に立ち、こ

の法律を軸として、より強力、より的確に推進されなければならない。」という部分です。この辺りに北

川部長の思いが込められているのではないかと思います。 
安衛法をつくろうという機運が最初にかき立てられた出来事といえば、３つ目の（注）に書きました

が、昭和３８年１１月９日の東西の２つの大事故（※国鉄鶴見駅事故・死者１６１人および三井三池炭鉱

炭塵爆発事故・死者４５８人）だったのではないかと思います。同日に起きたこの２つの事故が、「生産

中心の社会」から「人命尊重」が社会的な底流として定着していく契機となったと言われています。翌年

（１９６４年・昭和３９年）には、労働災害防止団体等に関する法律、いわゆる災防法が成立しています。

この災防法によって労働災害防止計画が法律上の根拠を持つ計画となり、なおかつ建設業や造船業に対

する請負規制が設けられ、さらには労働災害防止団体による自主的な災防活動の基礎がつくられました。

そして、昭和４１年の旧労働安全衛生規則の改正により、１００人以上の事業場について、安全委員会、
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衛生委員会の設置が義務化されました。それまでは、安全委員会や衛生委員会の規定はあったのですが、

義務規定ではありませんでしたが、この改正によって義務化されました。ほぼ現在の安全衛生委員会制

度の基本的な形がこの中に入っております。例えば、過半数組合あるいは過半数労働者代表による議長

以外の委員の半数の推薦に関する規定などがそうです。そして、昭和４２年８月１日には労働省に安全

衛生局が設置されています。しかし翌年の６月１５日には、佐藤内閣による一省一局削減政策によって

廃止され、当時は“安全衛生局の嬰児殺し”などということも言われましたが、本当に残念なことでした。 
私は１９６８年（昭和４３年）に労働省に採用され、当時の安全衛生局の法規係に配属されました。私

が入省した当時、安全衛生局ではそれこそ安全衛生法をつくるんだというムードでいっぱいでした。安

全衛生局という局もできたことだし、次は法律をつくるんだ、というムードでした。しかしお話したよう

に、安全衛生局は、私の入省直後に廃止になってしまいました。そのとき、大野さんという人が局長だっ

たのですが、大野局長の退任挨拶の中で非常に印象に残る言葉がありました。要するに、安全衛生行政と

いうものは、“ＡＢＣ行政”から脱皮を図らなければならないというものでした。ＡＢＣ行政というのは、

頭文字をとってアセチレン（acetylene）、ボイラー（boiler）、クレーン（crane）の検査検定業務だけで

手一杯だったということです。ボイラーやクレーンなどの設置がどんどん増えている一方、安全衛生行

政を担う人手が追いつきませんので、あっぷあっぷの状況だったんです。まずはそこから脱皮を図らな

ければいけないということを主張されていました。 
そして、１９７０年（昭和４５年）には、労働基準法研究会の中に安全衛生小委員会が設けられ、そこ

で安全衛生法の具体的な中身が検討され、翌年の昭和４６年７月１３日に同小委員会の報告があり、そ

れを受けて中央労働基準審議会における審議が始まり、昭和４７年の２月４日に中央労働基準審議会の

答申がなされ、同月１６日に労働安全衛生法案として国会に提出されたという流れになっています。以

上は畠中資料の「１ はじめに」の部分であり、いわば序曲ということになります。 
次に、「２ 労働安全衛生法の制定経過」を簡単に説明いたします。「（1）労働安全衛生法の立案過程に

おける労使の対応」はどうだったかということですが、経営側はもちろん・・・と言ってはなんですが猛

反対でしたが、一方で「労働安全衛生懇話会」というものがつくられまして、昭和４６年９月に第１回会

合が開かれました。ここでは日経連代表常務理事の桜田武氏、経団連会長の植村甲午郎氏、経済同友会代

表幹事の木川田一隆氏といった錚々たる業界のトップが集まり、労働大臣も出席して、３回にわたって

懇談会がもたれました。その席における印象的な言葉を一つご紹介しますと、日経連代表常務理事の桜

田武氏の言葉ですが、「大正１５（１９２６）年に会社（日清紡）に入ったが、当時の宮嶋清治郎社長は、

『人に幸福をもたらさない会社なら潰した方がよい。』と言っていた。４０年以上も、この言葉が脳裡に

焼き付いている。安全衛生は、職場を預かる者のモラルとしてやらなければいけない。」という発言でし

た。まさに経営者の良心と誠実さを感じさせる言葉ではないかと思います。出席者一同はこれに大変な

感銘を受けたようです。そして、昭和４６年１２月１５日、同懇話会は「労働安全衛生法の制定を要望す

る。」旨の決議を労働大臣あてに提出したのですが、それ以降、業界からのクレームはぴたりと止んでし

まったと、前述の北川部長は書いておられます。 
「労働者側の反対」ということですが、なぜ労働側が反対したかというと、労働条件のひとつである安

全衛生が労働基準法から分離されることによって、労働基準法の労働憲章が適用されなくなるのではな

いかという懸念によるものです。その点については、中央労働基準審議会の審議段階において、労働基準

法には第５章（安全及び衛生）という章名はそのまま残し、その第４２条において、「労働者の安全及び
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衛生に関しては、労働安全衛生法の定めるところによる。」という文言を規定し、安衛法第１条冒頭に、

「労働基準法と相まって」という文言を規定することとされました。当時われわれは、これらを「ドッキ

ング条項」と言い慣わしていました。ということで、労基法と安衛法は一体のものであるということが明

らかにされたわけです。そういうところから、労働基準法の労働憲章的部分、特に第１条第２項の労働条

件維持向上努力義務や第２条第１項の労働条件労使対等決定原則など、これらは当然、安衛法の施行に

当たってもその基本とされなければならない、と事務次官通達に書かれています。「また、労働時間、休

日などの一般的労働条件の状態は、労働災害の発生に密接な関連を有することにかんがみ、労働安全衛

生法と労働基準法とは、一体的な運用が図られなければならない」ということも、事務次官通達に明らか

にされています。 
「（２）国会審議経過」ですが、ずいぶんとていねいな審議がなされまして、衆議院社会労働委員会に

おける審議が６回、参議院社会労働委員会における審議が４回、それこそ朝から晩までみっちりと行わ

れました。われわれ事務方は、前日は先生方からの質問をとって回り、それを国会答弁問答としてとりま

とめ、局長までの決裁をとり、取りそろえる作業等々、国会審議の前などは徹夜の作業となりました。そ

して法規担当の係長は法案審議のときは、大臣の真後ろに座って朝から晩まで必要に応じてメモを差し

入れる役割を担っていましたので、前の晩などは完全に徹夜で、次の日は朝から晩までそんな仕事をし

ていたわけです。ということで、６月２日に可決成立し、６月８日に官報公布されましたわけですが、私

が国会審議を後ろで聴いていて、最も印象に残っている言葉は、須原昭二委員（社会党）の質問です。「労

働者は労災で死んでしまえば生き返ってこないのですよ。したがって、労働者にとっては、安全衛生対策

は妥協とか条件のつく交渉ではあり得ない。こういうふうに厳密にとらえなければいけないと私は思う。」

ということを仰ったのですが、本当にその通りであると思いながら聴いておりました。 
「※」ですが、衆議院社会労働委員会において法案が６項目にわたって修正されています。そのうち大

きなポイントはこの２点かと思います。まず、①労働災害の定義（第２条第１号）が明確にされました。

すなわち、「労働者の就業に係る建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等により、又は」に続く部

分が、政府原案では「作業行動によって」であったところ、修正後は「作業行動その他業務に起因して」

となりました。法案審議の中で、脳心臓疾患つまり過労死が労災か否かについて議論されましたが、労災

に含まれるのであるならばきちんと法文の中に示すべきだということで、「その他業務に起因して」とい

う文言が入ったわけです。政府原案そのものは昭和３９年の旧災防法にあった定義を持ってきたもので、

そこに安衛法の審議の中で前述の文言が追加されました。もうひとつは、第３条第１項の修正ですが、②

事業者の安全衛生上の責務規定です。「事業者は、単にこの法律で定める労働災害防止のための最低基準

を守るだけでなく、」という文言の後に、政府原案では「進んで快適な作業環境の実現のために創意工夫

をこらすとともに、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない。」

とされていました。これが修正後には、政府原案の上記下線部分について「快適な作業環境の実現と労働

条件の改善を通じて、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事

業者は」と変更さました。事業者の国に対する協力義務が別文章にされたわけです。メインは前段の、事

業者は「職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」の部分ですが、第１条

の目的規定とまったく同じ文言とされたわけですが、事業者の責務というものは安衛法が目的とする範

囲とイコールとなり、非常に広範な責務を負っていることが明らかにされているということです。（※以

上につき下記の畠中資料参照） 
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〔畠中資料３頁より〕

① 労働災害の定義の明確化

「安衛法 条 号（労働災害の定義） 労働者の就業に係る建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等により、又

は（（政府原案：作業行動によって→→修正後：作業行動その他業務に起因して））、労働者が負傷し、疾病にかかり、又は死

亡することをいう。」

② 事業者の安全衛生上の責務を規定

「安衛法 条（事業者等の責務）①項 事業者は、単にこの法律で定める労働災害防止のための最低基準を守るだけで

なく、（（政府原案：進んで快適な作業環境の実現のために創意工夫をこらすとともに→→修正後：快適な作業環境の実現と

労働条件の改善を通じて、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は））、

国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない。」

次は、「（３）法施行準備過程」ですが、法律は各省折衝や労使団体との折衝が必要となりますので、ま

とめ上げるのは非常に大変です。国会を通すのももちろん大変です。同時に、国会を通過した後の施行準

備も大変です。安衛法は昭和４７年６月２日に成立し、６月８日に公布されていますが、施行日が公布の

日から起算して６か月以内で政令で定める日とされていました。したがって、施行日は１２月１日頃か

と思っていましたら、１０月１日という話になりまして、そうなると本当に時間がないんです。まず、大

蔵省の印刷局に持ち込むのが１か月前でなければなりません。しかも、１頁や２頁ではなく、３００頁

弱・・・確か２８０頁ほどだったと思いますが、官報に２８０頁を掲載するなどという事態は、官報の歴

史からみても稀なケースだったと思います。それこそ一冊の本と言っても過言ではありません。これを

１か月前までに持っていかなければならないと言われました。畠中資料３頁下の方にも書きましたが、

そうなると８月３１日が省令、告示の官報原稿大蔵省印刷局持ち込みリミットですから、公付日である

６月８から２か月半しかありませんでした。この２か月半で、労働基準法に基づいて出されているもの

と同じく、安衛法のための新たな政省令・告示をつくる必要があったわけです。政令をつくる際にも、法

案段階で各省との約束事等がありますので、各省折衝のやり直しをしなければならない必要もあります。

政令をつくらないと、省令・告示も最終的に固まらないので、まずは政令をつくる必要があります。それ

と並行して、何千カ条もの数に及ぶ省令・告示をつくらなければなりません。それこそ、土日休みもなし

で毎日毎日仕事終わって帰宅できるのが午前２時、３時という状況でした。さらには、施行通達も書かな

ければなりませんでしたが、なんとか施行日には間に合わせることができました。 
「３ 労働安全衛生法制定・施行の効果とその背景」ですが、労働災害による死亡者数の推移を拙著

「労働安全衛生法のはなし」（令和元年、中央労働災害防止協会刊、中災防ブックス第１版）の９頁に掲

載しました。高度経済成長期を通じて毎年６千人前後の方が亡くなっていたわけですが、それが安全衛

生法の制定施行の前後に急激な減少がみられ、３千人台にまで減少するのにわずか５年しかかかってい

ません。畠中資料４頁・３－(１)に各年ごとの減少傾向を掲載しましたが、昭和４６年から４７年にかけ

て若干増加していますが、それ以降の昭和４８年のデータをみると３６２人減り、その次の１年間には

９３９人つまり約１千人も減っています。データを書き出してみて、私自身も驚いたほどです。 
では（2）の「産業界に impact を与えた点」とはどういうものだったかについてですが、このことに

ついては、安全衛生部を離れた後も何十年にわたって考え続けてきましたが、簡単に言ってしまえば、結

局は畠中資料４頁に書いた数行の内容ではないかと思います（下記参照）。 
（ ）産業界に を与えた点
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主たる義務主体の「使用者」から「事業者」への変更（注 ）、請負規制やその他の規制の強化

（注 ）（注 ）などを内容とする労働安全衛生に関する独立法の制定という動きを踏まえた、産業

界をはじめとする世間の労働安全衛生に対する認識の変化と関心の高まり

・・・これだったのではないかということです。これは数値化して立証するのは不可能ですが、世の中の

労働安全衛生や労働者の命や健康を守ろうという思いに、大きな変化があったのではないかということ

です。要するに世間の「空気」の変化です。結局何十年も考えてきた結論は以上の通りなのですが、この

空気の変化について畠中資料４頁に掲載した二人の安全衛生担当者が分かりやすく語ってくれています。

安衛法制定・施行 10 周年を記念して中央労働災害防止協会で行われた座談会の場における、安衛法制定・

施行当時の企業（製造業）の安全衛生担当者の述懐をみると、「安全管理体制の形を整えるにしても、そ

の責任者は総括安全衛生管理者ということで、会社のトップでなければならないことになった。したが

って、安全への取組みは人道上の問題だけではなく法制面から明確になったので、社内の責任体制も、も

う一度見直さなければならないという、大きな転換点になったと思います。」と製造業の方です。また、

建設業の安全衛生担当者の言葉ですが、「（高度成長期を振り返って---）その中で安全はどうかというと、

率直に言って、施工第一、安全第二という部分があったといえましょう。」と述べた後、「建設業界では、

安衛法の概要を拝見して、うむ、これはいよいよ国も本腰を入れて厳しくやってくるな、という印象を受

けました。」と、そのように言っています。これらをみると、まさに世間の空気の変化というものが、大

きな変化をもたらしたのではないかと思います。 
畠中資料５頁・（注１）に「主たる義務主体の、「使用者」から「事業者」への変更」とありますが、こ

れは基準法研究会報告の中にこういう言葉があり、結論として書かれているところです。すなわち、「安

全衛生の確保は、近代的企業経営の前提であり、企業経営者の社会的責任であることを明確にするとと

もに、企業経営者に、安全衛生の責任ある自主的実践活動を行わせる。」、まさに“企業経営者の社会的責

任であることを明確にする”ということです。要するにその下の（注）にも記載したように、労働基準法

では、「労基法 10 条の定義に該当する限りは、時には、末端の係長でも、法律上の義務主体である「使

用者」とされる。」ということです。たとえば入善町役場事件（昭和 47 年 2 月 10 日最高裁第 2 小法廷決

定）をみると、町営じん芥焼却場の転落防止措置を怠った結果女性従業員が転落死した事件において、町

役場の民生課の衛生係長が、「使用者」であると判断されています。使用者であると決めつけられたこの

衛生係長が、私の上には衛生課長もいるし部長も助役も町長もいるというのに、なぜ私が使用者として

の責任を負わされるのかと考えられたのだと思いますが、最高裁まで争ったわけです。しかし最高裁は

結論として、この係長氏を法律上の義務主体である使用者と認めています。国会の質疑応答をみると、な

ぜ義務主体を使用者から事業者に変えたのかについて何度も審議されているところです。田辺誠委員（社

会党）の質問に対する渡邊政府委員（労働省労働基準局長）の答弁が非常に分かりやすいので、畠中資料

５頁にも掲載しました。前半の内容は、前述の入善町役場事件を念頭に置いて読むと分かりやすいので

すが、「労働関係に関与するいわゆる使用者側の立場にある従業員も使用者の中に入ってくるわけでござ

います」。そして、「従来ややもいたしますと、最高責任が事業の経営者にあるということがぼける、使用

者の範囲が非常に広くて、実際の衝に当たる行為者まで含みますために、最高の責任が経営者にあるの

だということがややぼけるきらいもございましたので、今度の労働安全衛生法におきましては、義務を

課します対象を事業者といたしまして、---経営者そのものに義務を課しまして、経営者が労働安全衛生

につきましては最高の責任を持っておるということを明確にいたしておるところでございます」。このよ
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うに明言しています。さらになお書きで、それでは経営者だけが責任を負うのかというと、そうではな

く、実際に行為に当たる者も罰則の対象になるのだということを指摘しています。この点の説明につい

て次官通達では、「事業経営の利益の帰属主体そのものを義務主体としてとらえ、その安全衛生上の責任

を明確にしたもの」であるとされています。 
それから、「（注 2）請負規制の強化」（畠中資料６頁）ということですが、これも労働基準法研究会の

結論をみると、「建設業、造船業等構内に多くの下請け企業が混在する産業にあっては、親企業が下請け

企業の労働者についても安全衛生管理の責任を有することを明確にする。」ということです。具体的な内

容としては、①ジョイント・ベンチャー方式により建設工事が行われる場合の安衛法の適用関係を明確

化しています。これは建設業だけです。そして、②一の場所において、請負関係下にある数事業者が混在

して事業を行うことから生ずる労働災害を防止するための統轄安全衛生管理体制の確立を求めたという

ことです。旧災防法でも請負規制はメインの一つであり、統括管理者の選任が元方に義務づけられてい

ましたが、旧災防法に基づく統括管理者の選任は、元方事業者が当該場所において講ずべき危害防止措

置の一部という位置づけでした。安全衛生法では「統括安全衛生責任者」と名称が変わりまして、これを

頂点とした統轄安全衛生管理体制を各現場ごとに構築する仕組みに切り替えたところに違いがあります。

統括安全衛生責任者になる人というのは、その場所のトップの人、つまり「その事業の実施を統括管理す

る者」をもって当てることとされました。旧災防法における統括管理者には、そのような要件は課されて

いませんでした。それ以外の請負業者は、安全衛生責任者を選任しなければなりません。③元方事業者の

指導・指示義務の新設についてですが、造船業や建設業に限らず全産業を対象とするものです。指導・指

示義務の内容は、請負関係下にある数事業者が混在して事業を行うことから生ずる労働災害の防止だけ

ではありません。安全衛生法令全般に及んできます。安衛法第２９条第１項では、「元方事業者は、関係

請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反しな

いよう必要な指導を行わなければならない」、第２項では違反を認めた場合は「是正のため必要な指示を

行わなければならない」と規定されているように、安全衛生一般に関わる指導義務と違反を認めた場合

の指示義務です。そういう意味で、第２９条も非常に重要なものだと思います。安衛法第２９条は、場所

ごとに労働基準監督官を貼りつけるような意味を持っているのではないかと思います。余談かもしれま

せんが、この条文と趣旨を同じくする規定が、外国人技能実習法の第４０条第３項・第４項に置かれてい

ます。すなわち、団体管理型技能実習制度において、監理団体「監理責任者」に技能実習実施者に対する

労基法、安衛法、最賃法など労働関係法令全般に違反しないよう指導する義務、違反した場合には是正を

指示する義務を課しています。 
「（注 3）その他の規制の強化」ですが、拙稿「労働安全衛生法の形成とその効果」（日本労働研究雑誌

475 号 14 頁）に書きましたが、安衛法制定に伴って従来の省令事項が数多く法律事項へ格上げとなって

います。たとえば作業環境測定義務は、労基法時代は同法第４２条、第４３条を根拠として省令に書かれ

ていたことですが、安衛法の制定に際して第６５条に規定され法律事項に格上げとなったわけです。こ

れが翌年、昭和４８年の作業環境測定法制定の際に幸いしました。安衛法上事業者に測定義務があり、そ

の実効性を確保するために作業環境測定法を制定するのだという理屈が立つからです。なお、畠中資料

７頁の（注）にあるように、これも書いておくべきかと思って記載しておきましたが、就業資格関係に関

して旧労基法では第４９条に基づいて５種類もありました。未経験者の就業禁止、技能選考指名、技能講

習、講習免許、試験免許です。安衛法では、特別の教育（法５９条３項）、技能講習（法６１条１項）、免
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許（法６１条１項）の３種類に分かりやすく整理されています。 
以上、「〔Ⅰ〕「現行安衛法はなぜ労災を減らせたのか」」について幅広な説明をいたしました。安全衛生

法のそもそも論から始めましたので、時間が超過して恐縮です。次の「〔Ⅱ〕「今後に向けた新たな課題」」

（畠中資料８頁）について簡潔に説明したいと思います。「今後に向けた新たな課題」としては多々あり

ますが、ここでは、三柴先生が提案されておられる「横断的検討課題」の中に取り上げられていない・・・

とはいっても最初の機械の包括安全基準については前回報告がなされておりますので「取り上げられて

いない」と言ったら語弊がありますが、次の２つの項目について取り上げることとします。 
まず一番目は「１ 機械の包括的な安全基準に関する指針（平成 19・7・31 基発 0731001 号）の実効

性の確保」です。安衛法はすでに制定当時から※印にあるように、機械等に係る製造・流通規制の思想を

体現した立派な条文を設けています。この思想をいかにして具体化するかということが、４８年間に及

ぶ安衛法の課題であったと思っています。「（1） 背景と機械災害の実態」ということですが、皆さん

ご存知のことばかりかと思いますので簡潔にお話しますが、ＥＵは１９９５年以降、機械指令により、機

械については、ＣＥマーキングを付したものでなければ域内で流通できないこととなったわけです。日

本においても、６年後の２００１年には「機械の包括的な安全基準に関する指針（平成 13・6・1 基発 501
号）」が出され、それが平成１９年に全文改正されたものが現在適用されています。そして、２００４年

（平成１６年）に「今後の労働安全衛生対策のあり方に係る検討会報告」が出されています。この報告を

踏まえて翌年の平成１７年に労働安全衛生法の大改正がなされ、リスクアセスメントの規定などが創設

されています。そのベースとなった検討会報告の結論は畠中資料８頁に書いてある通りです。いわく、

「・・・そのために、すでにグローバルスタンダード化している ISO12100 の考え方に則った「機械の包

括的な安全基準」の実効性を高めるための仕組みを導入することが必要である。」結論にはそう書いてあ

るのですが、しかしその後具体化されないまま現在に至っています。厚生労働省が２０１５年（平成２７

年）に出したリーフレット「機械安全規格を活用して労働災害を防ぎましょう」によると、機械に起因す

る災害は、休業４日以上の労働災害全体の４分の１、死亡災害の約３分の１を占めており、その原因の８

割は機械の安全対策が不十分であったことにより生じているとのことです。そうなると、畠中資料９頁

の問題です。「（Q）2019（平成 31、令和元）年の死亡災害 845 人を念頭に置いて、機械包括安全指針を

実効性あるものとした場合、期待される効果はどのようなものであろうか？」考えてみて下さい。 
「（2）実効性を高めるための仕組みの導入」、これは単なるユーザー規制で実施するとすれば、安衛法

第２０条に基づく危害防止基準として、省令を１カ条追加すればいいだけの話です。しかし、機械の包括

安全基準についてはユーザー規制だけでは不十分で、やはりメーカー規制も必要になると思います。（参

考）のところですが、ユーザー規制だけで実質的に製造流通規制を実施した前例が旧労基法時代にあり

ます。防爆構造電気機械器具の検定制度ですが、旧労基法第４２条の使用者規制だけで行っています。 
次に別の問題ですが、「２ 「労働安全衛生法施行規則」の新設（現行労働安全衛生規則の整理）によ

る分かりやすさの向上」です。要するに、現行の労働安全衛生規則を施行規則とそれ以外の規則の２つに

分割するということです。私は労働基準法は、初等教育を終えた日本国民が、その気になって読めば理解

できるものでなければならないと思っています。それと同じく、労働安全衛生関係法令は、現場において

作業中の労働者を直接指導または監督する職長クラスの人が、その気になって読めば理解できるもので

なければならないと思います。しかし現実には、労基法の労働時間に関する規定など読んですぐに分か

る人がいたら教えてほしいくらいですし、安衛法も現実には読めば分かるようになっていません。読め
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て理解できれば、実行に移すことができる、あるいは実行に移す気が起きてくる、しかし読んでも分から

なければ、どうすればいいのか分からない、そういう話なのです。 
「（1）現行労働安全衛生規則の性格のあいまいさ」ですが、現在の安衛法には、他の法律には通常存在

する「施行規則」が存在しません。その理由を問われると少々返答に困るのですが、一応は“歴史的沿革

から”というふうに説明されています。旧労基法時代は、労基法の中に含められていまして、労基法が施

行規則を持っていました。労基法第５章の安全衛生関係については、他の規定と異なって２か月遅れて

施行されています。本体部分は昭和２２年９月１日に施行され、安全衛生関係の部分は１１月１日に一

本のまとまった規則として施行されております。というような経緯で、安全委衛生関係は戦後、施行規則

なしでスタートしました。そして、昭和４７年の労働安全衛生法に基づく規則をつくる際にも、結局は慣

れ親しんだ安全衛生規則に依拠することになりました。なにせ時間に追われていまして、安全衛生部の

面々は誰もがあの数か月を死にもの狂いで過ごしていましたから、新しいことをする余裕もなかったの

でしょう。ということで、安衛法には、危害防止基準を定める規則としては、クレーン則などの特別安全

規則が３本と石綿則などの特別衛生規則が１１本とで合計１４本、これらのほかに危害防止基準を定め

るものとして「労働安全衛生規則」がある。しかし労働安全衛生規則は、前記１４本の特別安全・衛生規

則に規定されている事項以外の事項に係る危害防止基準を定めるとともに、①安全衛生管理体制、②健

康の保持増進のための措置、③快適な職場環境の形成、そして④同法の第８章以下の同法施行に係る部

分に関する分野で構成されています。そういう意味で、現行労働安全衛生規則は２面性を持っていまし

て、危害防止基準のほか、本来なら独立の施行規則に書かれるべき内容も盛り込まれているわけです。そ

ういうところから、現在の安衛則は、施行規則的要素と、危害防止基準的要素が混在しており、それらは、

一応は、第１編「通則」、第２編「安全基準」、第３編「衛生基準」、第４編「特別規制」と編別されては

いるものの、２つの要素が同一の規則の中にまとめられているがゆえの分かりにくさも生み出されてい

る状況にあります。例えば、安衛則の中の危害防止基準を、一つのまとまりとして見ることのできる各規

制事項、たとえば「車両系建設機械」、「フォークリフト」、「発破」などは、“発破安全規則”、“フォーク

リフト安全規則”、“車両系建設機械安全規則”などと銘打って、いずれも一つの独立の規則にしようと思

えばできるようなまとまりがあります。そのような各規制事項を取り出して、特別安全・衛生規則の書き

方と対比させてみると、お互いの規定の仕方が違っており、安衛則の方は相当に分かりにくくなってい

ることが見てとれます。畠中資料１０頁に「（具体例）次の質問に対して、各規則の該当条文を示してお

答え下さい。」ということで、予めお時間がありましたら頭のトレーニングをしてくださいとお願いして

おいたところです。 
（Q1－1）安衛則第 2 編（安全基準）第 2 章（建設機械等）第 1 節（車両系建設機械）で規制されて

いる「車両系建設機械」とはどのようなものでしょうか？（その定義はどこにあるでしょうか？） 
みなさん、いかがでしょうか。これに対して、 
（Q1－2）ゴンドラ安全規則で規制されている「ゴンドラ」とはどのようなものでしょうか？（その定

義はどこにあるでしょうか？） 
という質問ですが、ゴンドラの定義はゴンドラ則第１条にあります。ゴンドラとは何かを知りたけれ

ば、「ゴンドラ安全規則」という“ゴンドラ”を題名にした規則をひもとけばいいわけです。これに対し

て、車両系建設機械つまり車両のついた建設用機械ですが、ある機材が安衛則の車両系建設機械に該当

するのかどうか知りたい、該当するのであれば法違反がないようにしたい、そう考えて安衛則の車両系
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建設機械の該当規定（安衛則第１５１条の１７５以下）をひもといても、定義規定がありません。ではど

こにあるかというと、安衛則の第９４条の２第２号です。労働基準監督署長による工事計画の事前審査

の中に、車両系建設機械云々という規定があり、そこで定義されているわけです。つまり、「車両系建設

機械（令別表第七に掲げる建設機械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものをいう。以下

同じ。）」とされていますが、この「以下」が第１５１条の１７５まで及んでいます。普通に読んでいたら

この定義は見つからないのではないかと思います。実は私もこの定義を見つけることができず、本日ご

出席の浅田先生にご教示いただきました。 
次は畠中資料１１頁に移りますが、フォークリフトの話です。たとえばある会社がフォークリフトの

導入を決定したとして、安全衛生規則をひもとくと、確かに「第二編 安全基準」の目次の中にフォーク

リフトの項目があるのでそこをひもときました。しかしそこには、特別教育、技能講習、免許など就業資

格に関する規定が見当たりません。ということは、無資格者でもフォークリフトを運転していいのでし

ょうか、というように思ってしまう可能性もあります。そこで畠中資料１１頁の（Q2－1）です。 
（Q2－1）安衛則第 2 編（安全基準）第 1 章の 2（荷役運搬機械等）第 1 節（車両系荷役運搬機械等）

第 1 款（総則）および第 2 款（フォークリフト）にはフォークリフトに係る危害防止基準が規定され

ておりますが、そこには「特別の教育」や「技能講習」に関する規定が見当たりません。ということは、

「フォークリフトの運転の業務」に関しては、最大荷重の多寡にかかわらず、「特別の教育」や「技能

講習」修了という資格は必要がなく、誰でも運転ができるということなのでしょうか？ 
また、移動式クレーンはどうでしょうか。 
（Q2－2）「移動式クレーンの運転の業務」に労働者をつかせるときは、何か資格が必要でしょうか？ 
ある会社でユニック車を導入する場合、移動式クレーンということになりますので、クレーン則第３章

の移動式クレーンに関する規定をみればいいわけです。そうすると、そこには特別の教育、技能講習や免

許が必要である旨を規定する条文があります。何の問題もなく、パッと分かるようになっています。 
次に「（2）現行労働安全衛生規則の整理と「労働安全衛生法施行規則」の新設」という箇所の説明です

が、現行安衛則の２面性がもたらしている同規則の分かりにくさを解消するため、現行労働安全衛生規

則を２分割し、一つは他の１４本の特別規則と同様のものとしての、危害防止基準だけの労働安全衛生

規則に整理し、もう一つは施行規則として整理するというものです。その場合、１４本の特別安全・衛生

規則が、その題名を見てそれをひもとけば、当該事項についての規制事項が全て分かるようになってい

るわけです。たとえば、先ほど例に挙げたユニック車（移動式クレーン）については、クレーン則という

題名を見て、なおかつ目次をみて移動式クレーンの項目を開けば、その規制事項が全て分かるようにな

っています。このように、整理後の危害防止基準だけの労働安全衛生規則においても、まとまりのある各

規制事項ごと（例：「車両系建設機械」、「フォークリフト」、「発破」など）に、整理後の労働安全衛生規

則の目次を見てその箇所をひもとけば、当該事項に係る規制事項が全て分かるようになっているような

規定の仕方をする。車両系建設機械であれば、「車両系建設機械」の項目に定義もあり、特別教育や技能

講習など就業資格の規定もあるなど、全ての関連規定がそこにおかれているようにするということです。

※印の箇所ですが、整理後の労働安全衛生規則は、現行の１４本の特別安全・衛生規則と同列のものとな

ります。要するに１５番目の特別安全・衛生規則になるということです。ただ、中身にゴチャゴチャと

色々なものが入っていますので、クレーン則や石綿則などといった特定の題名を付すことはできず、一

般的な「労働安全衛生規則」としか付けようがないと思います。そういう意味では、整理後の安衛則は、
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目次が他の１４本の特別安全・衛生規則の題名と同じ重要なインデックス機能を果たすということにな

ります。現行の安衛則もそうなのですが、目次が非常に重要になります。目次を一覧して、たとえば車両

系建設機械の項目を見つけ、そこを開けば車両系建設機械に関わる危害防止基準が全て書かれているよ

うにしたらどうかということです。労働安全衛生法施行規則については、１４本の特別安全・衛生規則と

整理後の労働安全衛生規則の計１５本の危害防止基準全体に共通する事項、例として作業主任者、就業

制限、特別の教育などについては、極力、一覧性を確保するように配慮して規定するものとするというこ

とです。そのほか、労働安全衛生法施行規則および１５本の危害防止基準に係る規則全体に通ずる一般

論として、次のような「２度書き」や「条文の引用」や「説明書き」や「念のため規定」の方法を活用す

れば、各規則は、大いに読みやすくなってくるのではないかと思います。たとえば「２度書き」ですが、

これは法条文とそれに基づく政・省令によって規制内容が確定するような場合であっても、さらに各規

則の中で同様の事項を、言わば２度書きするということです。先ほどから例に挙げているところの、フォ

ークリフトについて配慮が望まれる例（安衛則第１５１条の１６）です。特別の教育でいうと、安衛法第

５９条第３項とそれに基づく安衛則第３６条ですが、両者によって意味内容が確定します。要するにフ

ォークリフトは特別の教育を受けた者でなければ就かせてはならないという意味は確定してしまうので

す。だから、安衛則のフォークリフトの項目を見ても、そこには書かれていないのです。だから、法的に

は正しいことをしていることになります。それに対して、クレーン則の第６７条や第６８条を見ると、い

ったん確定しているにもかかわらず、ここでもう一回書いています。このように、大いに２度書きをし

て、分かりやすく規定してほしいところです。「条文の引用」は、前回藤森委員による産業用ロボットの

報告があったところですが、安衛則第３６条第３１号の定義規定を第１５０条の３に「本規則３６条３

１号に定める産業用ロボット」といった形で引用すれば、非常にクリアで分かりやすくなります。関係の

条文の引用がないことにより、探り当てることに困難を感じている例として、数回前の会合で議論にな

ったところですが、安衛則第５１８条、第５１９条の手すりの高さです。墜落による危険防止を狙ったこ

れらの条文は、非常に重要なものだと思いますが、肝心の手すりの高さに関する定めがないのは不親切

です。 
（Q）安衛則 518 条、519 条の作業床や手すりの高さは何㎝なければいけないでしょうか？ 
この辺りは、条文にきちんと定めて分かりやすくするべきでしょう。 
「念のため規定」ですが、これは「～のほか」という念のための規定を条文の頭に付けるということで

す。好事例として労基則第２１条、割増賃金の算定基礎から除外される賃金の一覧です。 
労働基準法 
第３７条 ⑤ 第一項及び

前項の割増賃金の基礎とな

る賃金には、家族手当、通勤

手当その他厚生労働省令で

定める賃金は算入しない。 

労働基準法施行規則 
第２１条 法第三十七条第五項の規定によつて、家族手当及び通勤手当

のほか、次に掲げる賃金は、同条第一項及び第四項の割増賃金の基礎と

なる賃金には算入しない。 
一 別居手当 
二 子女教育手当 
三 住宅手当 
四 臨時に支払われた賃金 
五 一箇月を超える期間ごとに支払われる賃金 

労基法第３７条第５項には、「家族手当、通勤手当その他厚生労働省令で定める賃金」と書かれていま
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すが、法律で既に除外されている家族手当と通勤手当について、厚生労働省令である労基則においても

あらためて書いてくれています。なので、第２１条を読めば算定基礎から除外される賃金がすべて分か

るようになっていて、非常に親切な書き方をしています。このような「念のため規定」の活用があれば誤

解を避けることができたであろう例として、以下の設問をご覧ください。少々引っ掛け問題になってし

まいましたが、いかがでしょうか。 
（Q）安衛法 28 条の 2 の規定に基づく一般のリスクアセスメントを行うべき業種は、安衛則 24 条の

11②項において次のように規定されておりますが、製造業は、リスクアセスメントの対象からは除外

されていると考えてまちがいありませんか？ 
「安衛則 条の （危険性又は有害性等の調査）

②項 法第 条の 第 項ただし書きの厚生労働省令で定める業種（注：一般のリスクアセスメントを行うべき業種）

は、令第 条第 号に掲げる業種及び同条第 号に掲げる業種（製造業を除く。）とする。」

この規定の下線部分を読んで、うかつな人は、「製造業ではリスクアセスメントをやらなくてもいいの

か！」と勘違いしてしまいます。しかし、安衛法第２８条の２の中で「製造業その他厚生労働省令で定め

る業種」と明記されています。法律でいったん書いたからということで、規則で除外しているわけなので

すが、これはちょっとどうでしょう（苦笑）。まさに法制局の好きな書き方のようです。 
そして「（3）安衛法制定・施行 50 周年事業の一環として」です。この「２」の「分かりやすさ」の件

については、予想される反論として「今やるべきことなのか？」、「今まで４８年間、特段の問題なくやっ

てきたのではないか？」、「もっと緊急に対応すべき問題が別にあるのではないか？」というような不要

不急論が出てくることは想像に難くありません。しかし、この問題については、前「１」の機械の包括安

全基準のような即効性という面はないとしても、長い目で見ると、安衛法の実効確保という面でボデー

ブローのように効いてくるという面を有しており、そういう意味では、できるだけ早い時点で、上記のよ

うな整理に踏み切るべきものであろうと思います。タイミング的に言うと、２０２２年には安衛法制定・

施行５０周年を迎えることを考えると、その記念事業の一環として、それから先の５０年、１００年を見

据えて、この作業に取り組むことも意義のあることではないだろうか、という結論です。 
いただいたお時間を大幅に超過してしまいましたが、ご質問等ございましたらよろしくお願いいたし

ます。 
 
三柴 ありがとうございました。ご意見、ご質問等ございましたらよろしくお願いいたします。 
 
浅田 大変貴重なご提言ありがとうございました。畠中先生はただ今のご報告の中で二つのご提言をな

さいました。そのうちの一つは施行規則の新設ですが、施行される立場にある者が規則の内容を正確に

理解して実施するという意味では、大変大きな効果が期待できると思います。それとともに、従来安衛則

というものは、安衛法や政令のどの条文の意味を受けたものか、必ずしも明確になっていないものもあ

りますので、通常の施行規則のように、委任を受けた法律・政令の根拠条文を明確化するという機能を持

たせてはいかがでしょうか。具体的に言うと、現行安衛則第６条第１項には安全管理者の巡視義務が規

定されています。しかし法令上、安全管理者に関する条文は、「事業者は、安全管理者に対し、安全に関

する措置をなし得る権限を与えなければならない」などといったように、あくまで事業者を名宛人とし

ています。したがって、第６条第１項のような条文は、義務主体を事業者に変えるなどといったようにす
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れば、根拠条文がより明確になるという効果もあるのではないかと思います。また、二点目の機械の包括

的な安全基準に関するお話しですが（畠中資料８頁）、法改正をせずに仕組みを導入するという意味では

一考に値するご提言であると思いますが、本来は危険源の創出者が責任を負うべきだという観点から、

製造流通規制を導入しないとその効果が得られないのではないかと思われます。たとえば、こういう形

で導入すると、製造者が虚偽の事実に基づいてマーキングを付して、それを知らずにユーザーが使って

しまった場合、メーカーに対して刑事責任を追及する根拠規定がなく、一番悪い奴を処罰することがで

きなくなるという問題も生じると思いますので、その点気になったところです。 
 
畠中 ありがとうございます。 
 
三柴 ありがとうございます。他の先生方からご質問・ご意見などございませんでしょうか。 
 
原 些末な問題で恐縮ですが、一点よろしいでしょうか。畠中資料１２頁に「（Q）安衛則 518 条、519
条の作業床や手すりの高さは何㎝なければいけないでしょうか？」という問いがあります。先ほどの畠

中先生のご報告にもありましたように、昨年の第３回会合にて、私が担当している安衛則第５１８条・第

５１９条の試作品を報告させていただいた際に、玉泉先生からご指摘をいただきました。当日、お恥ずか

しながら私は該当条文に関連のない図式を引用してしまいましたので記憶に残っているのですが、玉泉

先生のお話によると、第５１９条の手すりの高さに関する明確な根拠規定がないということです。この

ため私が、「手すりの高さに関する決まりがないということは、事業者や事業場によってまちまちという

ことなんでしょうか。各事業場の裁量に委ねるというところでしょうか。」という質問をいたしました。

これに対して玉泉先生が一応現場では７５ｃｍで指導している旨のご教示をいただきました。もしかす

ると私が失念しているだけなのかもしれませんが、この根拠規定について今一度ご教示いただいてよろ

しいでしょうか。 
 
三柴 玉泉先生または安衛研の先生方でご存知の方いらしたらお願いいたします。 
 
玉泉 これは通達にあったかもしれませんが・・・明文規定はないんです。判例では、７５ｃｍのチェー

ンが垂れているのが不十分か否かが争点となった事案で、結論として違反になるとした裁判例があった

と思います。その事案の中で７５ｃｍという数値が出てきたのではないかと思います。 
 
三柴 判例が７５センチという具体的な数値を法創造的に設定するというのは考えにくいので、おそら

く参考資料になるものがあったのではないかと思います。 
 
玉泉 高さ７５ｃｍくらいのチェーンが垂れていて・・・ 
 
三柴 ・・・なるほど、具体例に即した判断がなされたということでしょうか。 
 
玉泉 そうです。そういう事案だったと思います。今すぐには見つからないのですが、昔から７５ｃｍだ
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ったと思いますが、根拠規定を調べてみましょう。 
 
原 ありがとうございます。お手数おかけします。 
 
三柴 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 
 
北岡 畠中先生、ご報告ありがとうございました。以前からお伺いしたい点がございまして、現職時代か

ら感じておりましたが、安衛法第２９条の元方規制について罰則規定が設けられていません。これは一

体なぜなのでしょうか。建設業については、発注者に対して非常に厳しい罰則規定がある一方で、第２９

条には罰則がありません。監督官として現場指導している際に、必ず参照していた記憶があるのですが、

この点立法当時の議論状況をお伺いできればと思います。よろしくお願いします。 
 
畠中 安衛法第２９条を読むとお分かりになるかと思いますが、やはり構成要件が広すぎてハッキリし

ないところがあります。そういう意味で罰則のつけようがないんです。 
 
三柴 やはり直接の使用者でないという点が問題だったということでしょうか。 
 
畠中 その点については議論の中ではあまり問題にならなかったように思います。要するに構成要件が

明確でないというのが一番の問題でした。 
 
三柴 逆に言うと、たとえばリスクアセスメントの化学物質のように、今からでも対象を明確にして構

成要件を具体化すれば、罰則をつけることも可能でしょうか。 
 
畠中 そうですね。やり方としては例えば、労働基準監督署長の措置命令権を条文の後ろにつけて、命令

違反に対して罰則をつけることは可能だと思います。 
 
三柴 そうなると、具体化のプロセスさえ規定しておけば、罰則規定をつけられる可能性もあるという

ことですね。 
 
畠中 その通りです。とはいえ、もし罰則がついたら大変な規定になりますが（笑）。 
 
三柴 確かにそうですね。運用も大変そうですね。 
 
北岡 ただ、工場法を振り返ると、もともと構成はそうなっているんですよね。というのも、工場法では

当時の内務省が事業者に対して命令権限を持ち、事業者がこれに従わなかった場合に罰則を適用すると

いう構造になっていました。それが労基法制定の際に、具体的に構成要件を定めていこうということに

なったので、安衛法第２９条についても、もしかするとそういう発展の仕方を経ているのかと、今のお話

をうかがっていて思いました。もう少し大きな話として、罰則規定を設けるか設けないかについて、立法
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過程で何か議論があったのでしょうか。その点ご教示いただければと思います。 
 
畠中 罰則に関しては特段議論はなく、すんなりと通った記憶があります。 
 
北岡 第２９条に限らず、各条文ごとでは議論の様子はいかがでしたでしょうか。 
 
畠中 それほど議論なしに通りました。最終的には法務省との協議も経ていますが、そこでもすんなり

と通りまして・・・ 
 
北岡 基本的には危害防止基準については旧労基法の中でも罰則が設けられていましたので、安全衛生

法施行規則においても、そのような問題はなかったのでしょうか。 
 
畠中 全く問題ありませんでした。少なくとも第２０条から第２７条の危害防止基準には、罰則は当然

つくものだと考えられていました。 
 
北岡 新設された第２９条については、かなり包括的な規定だったので、罰則規定には二の足を踏んだ

ということでしょうか。 
 
畠中 そういうことです。 
 
北岡 ありがとうございました。 
 
畠中 もう一点、監督官としての実務経験のある北岡さんにお尋ねしたいのですが、安全衛生法の施行

規則は有用かつ必要でしょうか。 
 
北岡 そうですね、やはり昭和４７年に比べて活用される規定はだいぶ変わってきていると思います。

フォークリフトについては、昭和４７年当時に比べると現在多くの事業場で使われていますので、そう

いう意味では重要な規定は安衛法とは別立てで明確に規定することは非常に有益なことであると感じま

した。 
 
畠中 ありがとうございます。 
 
三柴 今の畠中先生のご質問は、特別規則の通則みたいなもの、それと新しく出てきたリスク要因に対

する特別規則の追加のようなものと、両方のお話だったと思いますが、その両方について北岡さんのご

意見はどうでしょうか。特に前者の問いについてはいかがでしょうか。 
 
北岡 もう一つ、安全衛生施行令があり、これと規則とが宙ぶらりんになっているところがあると思い

ます。立法技術的には労働安全衛生法に「施行令に委ねる」旨書いてある部分は施行令に書かれ、それ以
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外のものは施行規則に、というようになっていると思います。確かに監督官も事業者も使い勝手が悪い

ことは事実だと思います。その意味では、両者の間に通則的なものがあれば一定の有用性はあるのでは

ないでしょうか。 
 
三柴 先ほどの浅田先生のご指摘にもからみますが、施行令は定義規定のようなもので、規則全体にま

たがるような通則を定めたものがあって、あとはリスク要因に応じて特別規則が整備されている状況で

あれば分かりやすいですね。しかし、制定するときのいろいろな事情もあって、なかなかそのようにすっ

きりとした整理ができなかったというのも理解できます。 
他にどなたか、ご意見、ご質問などよろしいでしょうか。 
 
吉川 先ほどの原さんのご質問ですが、私も調べてみました。安衛則に架設通路の規定がありますが、第

５５２条第１項第４号に「墜落の危険のある箇所には、次に掲げる設備・・・を設けること」とされ、同

号イに「高さ八十五センチメートル以上の手すり又はこれと同等以上の機能を有する設備（以下「手すり

等」という。）」という文言があります。ここに高さの規定があるかと思われますが、いかがでしょうか。

私も安衛則や手すりに関する規定の全容が把握できていないので、正解か否か分からないのですが。 
 
原 ありがとうございます。 
 
三柴 この規定がある以上、危害防止基準とみていいのでしょうね。具体的にこのようにするべきと定

めているという理解でいいのでしょう。 
 
原 そうですね。この規定にいう「墜落の危険のある箇所」とは、足場に限らずおよそ墜落の危険がある

場所はすべて、という意味ですね。 
 
吉川 架設通路において、です。 
 
玉泉 この条文は先般改訂されまして、従前は７５ｃｍでした。足場の規定である第５６３条との関連

で、ここで８５ｃｍと定めたものです。もともとは７５ｃｍでした。第５１８条、第５１９条は作業床に

関する規定なのに対し、第５５２条は通路なので趣旨は少々異なりますが、以前は確かに７５センチで

し た 。 こ れ が 、 平 成 ２ １ 年 に 第 ５ ６ ３ 条 等 の 足 場 の 基 準 が 変 わ り

（https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei26/dl/01.pdf）、それとあわせて変更されたもの

で、結果７５㎝から８５㎝に変わりました。本当は９０㎝に定めたかったようです。安全衛生研究所によ

るシミュレーションと実験では、９０㎝が最も妥当という結論で、改訂の際にも９０㎝にしたかったよ

うですが、すでに市場に出回っている手すりが８５㎝だったために、基準を９０㎝に定めてしまうと日

本中の足場を全て交換しなければならなくなります。そういう事情もあって、８５㎝に定めたというよ

うにうかがっております。 
 
原 ８５㎝と９０㎝、その５センチの差は、許容すべきリスクということでしょうか。 
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玉泉 昭和５０年代の初めころに、手すりの高さについて、７５㎝、８０㎝、８５㎝、９０㎝、９５㎝そ

れぞれの高さで、人が当たって乗り越えるリスクが調査されましたが、９０㎝であれば９５％の人が乗

り越える危険はないという趣旨の報告書が安研から出されています。それが念頭にあったのではないか

と思います。 
 
三柴 素人っぽい質問になりますが、私の理解では、手すりをより安全にするためには、本数を増やすと

いうのが基本で、あとはどこに設置するかという高さ調整の話になると思うのですが、高さといった場

合には高ければいいというものではないし、さりとて低ければいいというものでもありません。 
 
玉泉 そのために改正によって、「中さん」が必要になったわけです。従前は、８５㎝であれ９０㎝であ

れ、中さんの規定がありませんでした。７５㎝の場合は、しゃがんだりしない限り大丈夫だったのです

が、８５㎝にすると手すりの下の部分から墜落する可能性があるので、中さんの設置を義務づけること

になりました。 
 
三柴 法律家の頭では、労基法や安衛法においては、最低基準を定めたうえで、それよりも条件のいい基

準を実施するのであれば各事業者がぜひやってくれという構造になっています。手すりの問題について

は、基準が８５㎝に設定されているとすると、それより条件のいい高さの手すりとなると、どのように理

解すべきでしょうか。 
 
玉泉 高さについては、８５㎝よりも高い方がいいと言われていますが、１ｍや１ｍ２０ｃｍになると

隙間が空きます。下の部分からの転落についても考慮しなければならないので、高さがどこまで許され、

また高さの最低基準が何センチであるかなどとは、何とも言えません。建築基準法では、高さが１ｍ１０

㎝で、縦にスリットを入れて子供の頭が通らない程度の１１㎝だったと思いますが、隙間の幅をそれ以

下にしなければいけないなどと細かい規則があったと思います。労働安全衛生法では、足場などについ

てはさほど細かく規制はできませんので、若干アバウトになっているわけです。８５㎝から９０㎝程度

で大体やっているのではないかと思います。今の規格は、概ね８５㎝でやっていますので、それを超えて

９０㎝や１ｍの手すりを設置することは、現実問題としてあまり見受けられないと思います。高い方が

いいというのは確かですが、そうなると下からすり抜けて転落する危険がありますので、その点を考え

なければならないでしょう。 
 
三柴 ありがとうございます。それでは少々休憩を入れさせていただきます。 
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三柴 再開させていただきます。後半の冒頭では開催要項には記載しませんでしたが、森先生が化学物

質管理について横断的な報告書をご執筆のところ、だいぶ出来てきたということでこれについて簡潔に

ご報告いただきたいと思います。ざっと拝見したところ、専門家内外に対して頭の整理にもなり新しい

知見も踏まえられていて、非常に示唆的な内容とお見受けしております。森先生、早速ですがよろしくお

願いいたします。 
 
森 まだ執筆途中ですが書き進めていると５４頁にもなってしまい、さらに頁数が増えそうなので、こ

の辺りでいったん簡潔に概要を報告させていただくということで、お付き合いいただければと思います。 
今回、化学物質の中で特に健康障害に特化し、その規制の現状や労働衛生上の知見などをまとめると

いう流れになっています。「労働安全衛生法令に基づく化学物質による健康障害防止対策の現状と課題」

（以下「森資料」とする）の冒頭に「Ⅰ 化学物質による健康障害の発生と管理の原則」という形で、い

わゆる三管理を基盤に説明をし、そのうえで、化学物質には非常に多くの種類があるのでそれらがどの

ように管理されているのかについて、法令上の一般規定のあとに規制対象物質の分類という形で記載し

ています。その中に「裾切り値」の話が出ていますが、これは対象物質の話ではありませんが、混合物質

について含有率がどの程度であれば当該物質として規制対象とするかという話で、これも森資料Ⅱ・２・

５ で解説しています。それに次いで「３．化学物質管理のための体制」ということで、指針レベルの話

も含め記述しました。さらに、化学物質による健康障害防止をどのように進めていくのかということを

森資料Ⅲに書き、「１．化学物質の健康障害防止戦略の前提」とありますが、要はリスクアセスメントを

前提としています。リスクアセスメントは有害性の評価と曝露評価を行い、モニタリングしたものを許

容濃度等の指標と比較してリスクを見積もっていく流れを書いています。そしてリスクを許容できない

場合の化学物質のリスクコントロールの流れを書き、最後に労働者への周知や労働者の知る権利などの

話にも触れ、労働安全衛生マネジメントシステムで管理していくべきである旨書いてます。最後に付け

足しになりますが、特別規則による管理ということで、有害物に関しては４つの特別規則について大体

どのような規制内容になっているか、他の箇所と重複するかもしれませんが記述しておきました。以上

のような骨格になっています。

森資料の「はじめに」は割愛しまして、「Ⅰ 化学物質による健康障害の発生と管理の原則」というこ

とですが、基本として「図 化学物質による健康障害の発生と対策」（森資料４頁）を掲載しました。要

は有害物発生源から実際に健康への影響が生じるまでのプロセスです。曝露の前までが作業環境管理で、

その後のプロセスにおいては作業管理と健康管理が続きます。それぞれどこを中心にモニタリングする

のかということですが、作業環境測定があり、個人曝露測定があり、生物学的モニタリングがあり、さら

にそれぞれの測定結果を比較する指標として、管理濃度、許容濃度、生物学的曝露指標というものがあり

ます。さらに図の下にはコントロール手法として根源から断つという原則が重要である旨を、本文とあ

わせて記載しました。ＩＳＯ４５００１でもこれが求められる形になっています。

こういう全体像のもとに、具体的にどのような規制があるのかということについて書いたのが、「Ⅱ・

１．事業者の講ずべき措置等の一般規定」で、安衛法第２２条によって事業者に課せられた原材料、ガス、

蒸気、粉じん等による健康障害防止のための措置および特別規則の概要について書いています。次に規

制対象物質とはどのような物質かということですが、まず全体像を示すために「（１） の危険有害性

を利用した化学物質等安全性データシート（ ）交付対象物質」について記述し、その上で安衛法第５
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７条の２および安衛則第２４条の１５にて、危険有害性のある化学物質全体が努力義務とはいえ規制対

象になっているという広がりがあり、これだけ多くの化学物質がある中でどのようにして具体的内容に

関する規制がなされているかという話を次に示しています。「（２）法令、特別規則による規制物質」では、

製造等禁止物質から始まり、それ以外の物質についても説明しています。最近しばしば議論の対象とな

るのは、「（３）主に発がん性に着目した分類」で、安衛法第２８条第３項に基づいて公表された「がん原

性指針」に列挙された物質を記載しました。このような物質を指針や通達レベルで規制するほか、「（４）

新規化学物質」、つまり新しく出てきた化学物質についてどのような対応をしているか、法令の根拠条文

や流れ図をここに書いています。化学物質、特に有機溶剤の多くは混合剤なので、法的規制を施す場合の

基準が必要になってきます。ＳＤＳの中では「裾切値」（当該物質の含有量 重量 がその値以上の場合に

はそれぞれの規制対象となる）という形で、ここに記載した数値が定められています。同じような規定が

特化則や有機則にもあります。さらに、特化則での規制対象は毎年のように見直しがなされていまして、

最近特に頻繁に行われていますが、その手続きについて「化学物質のリスク評価に係る企画検討会」以下

様々な検討会が手続を踏んで、実際にリスクアセスメントを行い、規制対象を決定しています。最近特化

則の規制対象となった物質は森資料１４頁に掲載しています。

以上、規制対象となる物質について整理したわけですが、このような物質を現場ではどのような体制で

管理し、どのような人材がいるのかということを書いたのが、「３．化学物質管理のための体制」（森資料

１４頁）です。衛生管理者、産業医、作業主任者、また化学物質のリスクアセスメントの指針では「化学

物質管理者」に関する規定もあるので、これらを幅広く整理して記載しました。現状においては、欧米で

はインダストリアルハイジニストやオキュペイショナルハイジニストと呼ばれる有害要因管理にかかる

専門家がいるのに対し、日本では日本産業環境測定士協会が認定オキュペイショナルハイジニストの育

成を行っていますが、人数的に未だ少なく自主管理の展開の大きな課題となっているという内容です。

次に「Ⅲ 化学物質による健康障害防止の戦略」ですが、まず「１．化学物質の健康障害防止戦略の前提」

ということで、まず労働者が曝露するレベルを許容レベル以下にするという基本があります。しかし、リ

スク低減が許容レベルにまで図られたとしても、リスクアセスメントでは見逃した曝露があったり、た

とえば妊娠中の女性のように特別な健康状態の人もいるので、そのような人たちには別個に特別な対応

を行い、全体として健康障害を防止しようとするものです。まず最初に着手するのが化学物質のリスク

アセスメントということで、リスクアセスメントの義務化の話から始まり、化学物質以外のリスクアセ

スメントについても安衛則上努力義務規定があり、その具体的な方法は、「化学物質等による危険性又は

有害性等の調査等に関する指針」に規定されている旨説明しています（※「２．化学物質のリスクアセス

メント」、「（１）リスクアセスメントの義務化」（森資料１９頁））。指針の内容は、通常行われる定期的な

リスクアセスメントではなく、変更の際の管理を求めているものですが、問題点として化学物質のリス

クアセスメントが義務化された際に、法令上は変更の管理のみを求めているので既存の化学物質につい

ては実施しなくてもいい旨の指導がなされ、実際に網羅的なリスクアセスメントを実施しなかった事業

者が存在していたという事案があったという話にも触れています。リスクアセスメントの実施に際して

は、有害性情報がなければなりません。「（２）有害性情報」（森資料２１頁）では冒頭部分と重複になり

ますが、ＧＨＳの話を書いています。ＧＨＳは現行法にも反映されているので十分留意する必要があり

ます。次に、化学物質の関しては労働者の曝露を推定しなければなりませんが、曝露推定の方法は、個人

のリスクアセスメントでは本来は個人曝露測定と許容濃度等の比較が基本になります。許容濃度等に関
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しては、アメリカのＡＣＧＩＨやドイツのＤＦＧほか、アメリカの場合ＯＳＨＡがＰＥＬを出していま

す。実際に許容濃度がどのように決められているのかについても、簡潔に説明しました。作業環境測定の

場合は管理濃度が問題となりますが、管理濃度は定期的に見なおしがなされているもので、最近ではど

のような見直しがなされているかについても記述しています。生物学的モニタリングの場合には、生物

学的曝露指標が対象になるので、説明を加えておきました。日本の場合、法令上生物学的モニタリングで

尿中代謝物の測定をするときに、一部の物質について「分布１～３」の値が設定されていますが、この場

合尿中代謝物はＢＥＩではクレアチニン補正が基本になっています。しかし日本ではクレアチニン補正

ではなく、下がリットルになっていることに注意が必要であることも記載しています。さらに、法定の基

準に基づいて曝露値を測る作業環境測定について、森資料２５頁以下で法令の規定内容を詳しく書いて

います。ここでは、最近法改正がなされた個人サンプラーについても触れています。

次が個人曝露測定に関する記述です（森資料２７頁）。日本産業衛生学会産業衛生技術部会のガイドラ

インがありますので、これを中心にそれ以外の情報もあわせて簡潔に記載しました。生物学的モニタリ

ング（森資料２８頁）については、法令で規制されている物質、特に特化則では二次健診の中の医師が認

める項目がありますので、これを一覧表にまとめました。こうした曝露推定値と化学物質の有害性に基

づいてリスクの見積りを行うことになりますが、３１頁でどうやってその見積りを行うかについての指

針を掲載しました。実際に測定する場合には、有害性のレベルをＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｓに分類し、曝露

の程度を許容濃度と比較して推定することになります。ただ、実際に測定してリスクアセスメントを実

施するのは難しいので、「コントロール・バンディング法」のような簡易な方法も開発されているという

話も書いています。

「３．化学物質のリスクコントロール」（森資料３７頁）では、対応すべき措置として「１除去するこ

と」から「５ 個人保護具」までの優先順位を示し、「（１）発散の抑制」、「（２）個人用保護具」「（３）

特殊健康診断・健康管理手帳」の各項目では、各論を書く予定です。「（４）特別な健康状態（母性保護規

定を中心に）」として、母性保護規定を中心に特別の健康状態にある人には化学物質曝露からの法的保護

があり、それ以外の健康状態の人についても何らかの個別的対応をしなければならないことになってい

ます。森資料３８頁の女性労働基準規則第二条は、女性を就労させてはいけない業務に関する規定です。

さらに、「（５）労働者への周知および知る権利」ということで、どのような化学物質を使用しているか

について表示することを義務づけています。また、作業環境測定の結果についても労働者に知る権利が

あるので、通知が義務づけられています。そのようなリスクマネジメントを行ううえで、労働安全衛生マ

ネジメントシステムが非常に有効で、安衛則の中では「４、労働安全衛生マネジメントシステム」（森資

料４２頁）に記載したような位置付けになっていて、ＩＳＯ４５００１に関わる内容もまとめています。 
「Ⅳ．特別規則による管理」（森資料４４頁以下）では、まず「１．定化学物質障害予防規則」におい

て特化則においてはどのような規制対象物質があり、そのような内容の規制がなされているかを述べ、

次いで「２．鉛中毒予防規則」、「３．四アルキル鉛中毒予防規則」、「４．有機溶剤中毒予防規則」におい

ても同様の内容が出てくる旨述べています。 
以上のような内容でまとめているという中間報告となりましたが、後日またメール等でご意見・ご質問

いただけると幸いでございます。若干駆け足となりましたが、以上です。 
 
三柴 ありがとうございました。森先生はご都合により間もなく退出されますが、統括者として一言申
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し上げると、やはりどうしても丁寧な説明を心がけていただくと、文章が多くなってしまうことがあり

ます。読者に概念理解をもたらすために、冒頭に挙げていただいたような図式によって、各知識ごとの関

係性を明確にすることと、それらが概念的に、そしてイメージ的に理解するための手助けとなるような

書き方をあらためて意識していただけると幸いです。大変ていねいな解説を行っていただき、ありがと

うございます。 
 
森 ぜひそうさせていただきます。健康診断についての拙稿は、もう一度自分なりに図を入れたりする

作業などを試みていますが、化学物質についても書き上げる際にイメージを分かりやすくする図を入れ

ていきたいと思います。 
 
三柴 開催要項からするとイレギュラーな形で森先生にご報告をいただきましたが、要項の手順に戻し

ますと、予定としては浅田先生、藤森先生、そして私からの報告ということになりますが、浅田先生は時

間の都合上資料の作成にまで至らなかったということですので、現状と今後の予定について口頭でお話

しいただければと思います。 
 
浅田 本日は資料が間に合わず大変失礼いたしました。本プロジェクトの過去の資料等を読みこなしな

がら、皆さんに追いつくための作業を行ったり、あるいは私が担当させていただく特別安全規則に関係

する資料の収集などに務めてまいりました。イメージを申し上げますと、まず第一に検討対象となる特

別規則はボイラー則、クレーン則、ゴンドラ則の３つになります。二点目として制定等の経緯ですが、ボ

イラー則については戦前の汽罐取締令、労働基準法制定時の労働安全衛生規則における特別安全基準、

それが旧ボイラー則として独立し、その後安衛法が制定された際に現行のボイラー則に移行となりまし

た。クレーン則については、戦前の歴史までは追い切れていないのですが、労働基準法の特別安全基準の

中に含まれていたものが、旧クレーン則として独立し、その後安衛法制定に伴って現行のクレーン則に

移行しました。ゴンドラ則は労働基準法時代に旧ゴンドラ則が制定され、その後安衛法の制定に伴い新

ゴンドラ則に移行しました。安衛法の中で最も厳しい規制を受けている特定機械等については、製造に

始まり設置、使用、変更、休止、廃止に至るまでの一貫した規制が定められています。その中には、人的

規制としての就業制限や特別教育も含まれています。最後に問題提起というか、私から見た現行の規則

について提案してみようと思う点があります。ゴンドラ則はクレーン則から独立した規則となっていま

すが、規制内容からするとクレーン則の中のひとつと考えても問題はないと思われます。ただし、ゴンド

ラには大きく分けて常設型と可搬型の２種類があり、高層ビルなどに設置されていて、いったん設置す

れば動かない常設型、そして小型軽量の可搬型です。常設型については製造許可の後に設置届、落成検

査、といったようにクレーンと同じような規制にすべきではないかということです。他方、可搬型につい

ては現行のゴンドラ則と同じように、製造許可と設置報告を義務づける。このような形で二つに分けた

方が合理的で、なおかつ安全確保も図れるのではないかと思います。というのも、常設型については設置

する際の安全確保がその後の安全を図る上でも極めて重要な位置付けを持つからです。 
三点目ですが、クレーン則においてはデリックの規制があり、人的規制たる免許制についてはクレー

ンとデリックが統合されましたが、物的規制に関しては別になされています。うち、デリックの設置数が

極めて少なくなっていますので、これをクレーンの中に盛り込むというのもひとつの手法かと思います。 
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四点目として、エレベーターのうち工場や倉庫に設置されるものについては、検査も含め労働安全衛

生法の規制を受けています。それ以外の一般公衆のためのものは、建築基準法の規制を受けています。そ

うなると、物的基準についても、より制度化を図ったほうがいいのではないかと思います。また、細かい

話ですが、落成検査や性能検査など検査を実施したとき、検査証の裏書をするのが実務です。しかし、こ

の裏書の根拠条文が存在するものとしないものがあるので、この点についても実務に合わせて整合化を

図ってはどうかと考えています。 
現時点で思い付いているのは以上の通りです。 

 
三柴 ありがとうございました。時間の関係もありますので、次に藤森先生からご報告をいただきたい

と思います。資料として「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性について(骨子案)」（以

下「藤森資料」とする）をお送りいただいています。 
 
藤森 前回の報告では産業用ロボットについて触れ、今回は労働衛生関係規則について藤森資料にまと

めさせていただきましたが、途中経過の報告ということでご了承いただきたいと思います。藤森資料１

頁目に１１の労働衛生関係の特別規則を列挙しました。もっとも古いものは電離放射線障害防止規則で

す。時期をみると昭和４７年、つまり安衛法ができた年に労働省令として制定されたものですが、その前

の時代に前身となる規則があり、たとえば電離放射線障害防止規則は昭和３４年に制定されています。

その辺りの経緯ほか、安衛法上の規則としてどのように衣替えがなされたかといった点も検討できれば

と思います。 
藤森資料１頁には「２ 主要な論点」として、アプローチすべき項目を書き出しました。「 １ 各規

則制定の背景・経緯及びその後の主な改正点」では、社会の醸成を踏まえてどのように変わってきたかを

コメントできればと思っています。「 ２ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則 昭和 ・ ・ 労働省

令 号 との関係」ですが、安衛法と１１の規則との縦と横の関連性に触れるつもりです。「 ３ 各規

則の基本構造・体系の共通性等」、ここでは法令から見た共通点、相違点というか対比ですね、「三管理」

を軸にコメントできればと思います。「 ４ 定義・範囲」はそれぞれの法律に範囲・定義があり、それ

が衛生関係においては措置を講ずべき対象として定められています。その辺りを言及しようと思います。

そして次に「 ５ 適用の対象、適用の除外・特例・例外等」ですが、有機則など規則によっては様々な

局面で、いかなる基準に基づいて適用除外、特例、例外などが設けられているのかについて言及します。

その下の箇所、藤森資料１頁の「１ 各規則制定の背景・経緯及びその後の主な改正点」今述べた通り

ですが、次の「２ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則との関係」で、縦と横の関係です。安衛法でい

うと第２２条の健康障害防止措置に関する規定で、これを具体化した安衛則の規定との関係です。今悩

んでおりますのはヨコの関係話で、安衛則でいうと「第３編 衛生基準」と特別規則とがどういう関係に

あるのかということに言及できればと思います。いわゆる特別法と一般法（特別規則と一般規則）の関係

なのか。あるいは作業関連疾患の問題、直接的な規制のない騒音や振動の問題。騒音や粉じんについては

安衛則にも規定があり、粉じん則もあるわけですが、その辺りどう棲み分けがなされているのかについ

ても説明できればと思います。近時は安衛則は、第３編の中でダイオキシンの規定を設けていますが、な

ぜこの箇所で規定せざるを得なかったのか、その辺も検証したいと思います。

藤森資料２頁「３ 各規則の基本構造・体系の共通性等～労働衛生の「３管理」を中心として条文を解
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説」においては、三管理、同頁の（１）作業環境管理、（２）作業管理、（３）健康管理のことですが、そ

れぞれの場面で各規則に条文が設けられています。これらには最大公約数というか共通点があるという

ことも含め、検証していきたいと思います。「（４）管理」は全体の管理の問題で、たとえば作業主任者や

教育の問題・・・作業主任者は有機則や酸欠則にも規定がありますが、それ以外の規則とのバランスを考

えると、なぜ特定の規則の中にしか規定がないのか、この点もお尋ねしたり検証したりしながら言及し

ていければと思います。教育についても、安全の場合は安全衛生特別教育という形で一般化されていま

すが、衛生関係の場合はそれぞれの規則において別個に規定されています。そのような規制内容に至っ

た経緯についても言及するつもりです。

「４ 定義・範囲」ですが、規制対象や講ずべき措置の対象は、それぞれの規則ごとに異なっています。

有機則であれば、有機溶剤の含有率が何％とか、鉛の合金であれば鉛以外の含有が１０％とか、その辺り

の根拠については森先生にお任せするとして、どのような規制の仕方でどういう仕組みになっているの

か、言及するつもりです。

「５ 適用の対象、適用の除外・特例・例外等」、これは藤森資料にも①～⑥まで記載しましたが、①有

機則のように適用対象を業務として捉えているもの、②鉛則のように作業として捉えているもの、また

有機則は同時に③物質として適用対象を定めているもの、④酸欠則や粉じん則のように場所を対象とす

るもの、そのほか⑤時間や⑥使用量など、法令上どのように規定されているのかという問題です。

最後になりますが、藤森資料のタイトルが「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性につ

いて」と、“統合の可能性”を示唆していますが、その言葉通り統合ができるのかどうか難しいところも

あります。他方、畠中先生もご指摘の通り、分かり易さや簡便性を重んじるのであれば統合も選択肢の一

つとして検討に値するのではないかと思います。 
以上です。 

 
三柴 ありがとうございました。私の方から申し上げますと、浅田先生のご担当が安全、藤森先生のご担

当が衛生という区分けをさせていただいています。藤森先生が藤森資料で示してくださった「２ 労働

安全衛生法及び労働安全衛生規則との関係」の部分については、浅田先生にとっても参考になると思う

ので、なるべく平仄を意識すべき点を意識していただきたいと思います。藤森資料でいうと、以下の部分

です。 
〔※藤森資料より抜粋〕

２ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則との関係

１ 労働安全衛生法との関係

第４章「労働者の危険又は健康障害を防止するための措置」

第 章「健康の保持増進のための措置」

労働安全衛生規則との関係

第３編「衛生基準」との関係

① 有害な作業環境 第 章 第 条～第 条 粉じん、騒音、（振動、腰痛、

上肢障害、熱中症等）、いわゆる作業関連疾患への対応について

② 廃棄物の焼却施設に係る作業 第 章の 第 条の ～第 条の

③ 第 章から第 章 第 条～第 条 各規定の位置づけ
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この部分は、安全、衛生ともに共通して整理できる部分かと思いますので、浅田先生にもご参照いただ

ければと思いました。特別規則の整理をしていただくうえで、注視していただきたいと思ったのが、受け

止め側の目線です。先ほど北岡さんが安衛法等のエンフォースメントに関心をお持ちゆえに指摘された

ことと関連すると思われるのですが、規制が発展していくこと自体は喜ばしいことなのですが、焦点が

ぼけてしまうという弊害もあります。受け止め側、つまりルールを遵守する側からすると、構造も複雑で

何をやればいいのか分かりにくくなるという問題が出てくるわけです。安衛法も工場法時代であれば、

極論すれば原理原則だけが書かれていがゆえに、自分たちが労災を防ぐために尽力しなければならない

という受け止め方になるでしょう。しかし令和の時代では、規則や通達が膨大化・複雑化して、どこをど

う読めば自身の事業でコンプライアンスが果たせるのか、理解することさえ難しくなっています。その

上各ルール間の関係性なども今一つ分からないという事態になりかねません。そうすると、現在法律本

法においては、よく読めば工場法時代から定められているような原理原則は書かれています。監督行政

についても、条文でハッキリ規制はしていないものの、労災リスクがあるような局面では監督指導がで

きるように、根拠条文が設けられています。しかし、そういう条文はあるにせよ、実際は規制が発達して

いるがために、規則に書かれていないことはやらなくてもいいという受け止め方をされる。そういう問

題が出てくるから、たとえばこの部分（※藤森資料１頁「 １ 労働安全衛生法との関係」、「第４章「労

働者の危険又は健康障害を防止するための措置」・「第 7 章「健康の保持増進のための措置」）は原理原則

を定めていますが、規則が細かいことを書いているがゆえに、逆に規則に書かれていないことはやらな

くていいという誤解を生まないような施策とはどうあるべきか。これらの関係性はどう理解すればいい

のか。以前の厚労科研のプロジェクトにおいて、私なりの提言を書きました。要は、規則に書かれている

内容に縛られない解釈の仕方が必要ではないか、そのことを立法によって明記すべきではないか、とい

った内容を書きましたが、この点先生方のお考えを示していただければと思います。

他にご意見・ご質問はありますでしょうか。 
 
畠中 一点よろしいでしょうか。藤森資料に「対象とする労働衛生関係規則」として１１の規則が挙げら

れていますが、事務所衛生基準規則は特定の有害物を対象とした規則ではなく、事務所という就労場所

についての衛生基準規則です。そして安衛則第３編に定められた衛生基準は適用されない旨規定されて

います。いずれにせよ、１１の規則の中でも事務所衛生基準規則は特殊なものなので、おそらく扱いにお

困りではないかという気がします。事務所衛生基準規則も有害要因を対象とした他の規則とまとめて検

討するのかどうか、その辺りはハッキリさせたほうがよろしいかと思います。 
 
藤森 ありがとうございます。有害性が高いという観点では、畠中先生のご指摘通りです。藤森資料１頁

に挙げたように、①～⑧のいずれの規則も昭和４７年に労働省令３６号から４３号まで連続して制定さ

れ、そういう意味では相関関係がみられます。そういう観点でリストアップしていまして、有害物質規制

という観点では、確かに畠中先生ご指摘のような問題はあると思います。 
 
三柴 他にはいかがでしょうか。 
 
唐沢 藤森資料で報告されたのは、労働衛生関係の有害物関連の特別規則の統合という、非常に大きな
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テーマだと思います。欧米の安衛法の規則体系に興味関心を持っている者の一人として参考のため申し

ますと、アメリカでは化学物質ごとの原則として基準（スタンダード）を作っていく仕組みになっていま

すので、有害物質規制の統合・統一という観点はそもそもありません。イギリスの場合は、有名なところ

では有害物管理規則です。イギリスでは鉛関係の規則が先行して整備され、その後に有害物管理規則が

できているので、イギリスでは鉛関係の対応は鉛規則でなされ、有害物管理規則は適用されません。ドイ

ツですが、前回の会合の直前にご参考までにということで、ドイツの有害物規則の英語訳と日本語の仮

訳を対訳にしたものを資料としてお送りしました。それをまたご覧いただければと思いますが、ドイツ

の危険有害物規則は、有害な物質と爆発・火災といった物理化学的危険の両方をカバーしています。た

だ、ドイツの場合規制内容はあまりきめ細かくありません。日本の労働衛生関係特別規則の方がはるか

にきめ細かい規定になっています。今後、危険有害物関係の統合化を図るか否かという問題をご検討い

ただく際に参考になると思われますので、念のために申し上げた次第です。 
 
藤森 ありがとうございました。またご教授いただくこともあると思いますが、よろしくお願いいたし

ます。 
 
三柴 ありがとうございました。 
 
唐沢 もう一点よろしいでしょうか。畠中先生の問い（Q）がいくつかありましたが、解答例を作ってい

ますので、後ほど皆さんにお送りします。完璧な答えかどうか分かりませんが、一応ご参照ください。 
 
三柴 ありがとうございました。時間の関係もありまして、先に進ませていただきます。 

次は私の報告で、「旧安衛則の性能要件規定」についてお話したいと思います。ここしばらく、旧安衛

則の整理をしています。その狙いは、実質的には畠中先生にお話しいただいた内容の確認ないし裏付け、

そしてこれをより詳細化するという形になると思います。要するに、今の安衛法ができる直前まで旧安

衛則による規制がなされていたので、何がどう変わった結果労災が減少したのかを浮き彫りにしたいと

いうことです。作業の内容としては、まずブリーフを作り角田先生のサイトからも図を拝借させていた

だき、内容理解に努めました。そして旧安衛則の名宛人を整理しました。名宛人を整理していくと実に興

味深く、色々なことが分かります。もともと安衛法は、労基法のように基本的に労使のみというものでは

なく、名宛人が多様であることに特徴があるのですが、旧安衛則の時代からそうでした。整理していくと

そのような特徴がよく分かります。そもそも名宛人を明記している規定と、書いていない規定がありま

す。現行の安衛法になってはじめて名宛人が書かれるようになった規定もあるのですが、旧安衛則時代

に名宛人が明記されていなかった規定のようなものが、今でもけっこうあります。また、名宛人が一応書

かれているのですが、名実ともにその名宛人を対象に規制しているものがあるほか、一応名宛人や主語

は書かれているものの、あくまで形式的な主語に過ぎず、実質的に規制対象は別の人であるような規定

もあります。たとえば、物を主語にしていながら、実際に規制対象としているのは使用者であるとか、使

用者だけでなく国も規制対象に含めていると思われる規定など様々な規定があり、非常に多様な分類と

なります。旧安衛則の時代からそういう状態であったということが分かります。また、旧安衛則時代か

ら、労使以外の様々な対象者をカバーしているということが見て取れます。特定機械や特定の化学物質
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のような物の製造者や譲渡提供者や、資格制度を設けている場合はその資格を取得しようとする人や取

得した人を規制対象とする規定もあり、また行政を名宛人として一定の権限を付与するだけではなく、

しかるべき措置を義務づける形で規制する条文もかなりあります。 
しかし他方で、旧安衛則時代から現行の安衛法時代にかけて大きく変化した点も見受けられます。畠

中先生からもご指摘いただいたとおりですが、安衛法の体系が整理されました。整理体系化がしっかり

なされた結果、現行の安衛法となったというのが際立った変化です。藤森先生が以前ご説明されたこと

ですが、一番上に安衛法本法があり、施行令が定義説明を行い、規則や通達があるといったように、上か

ら下までの体系化が進んだということです。ただ、整理体系は“一応”なされたというべきかもしれませ

ん。というのも、浅田先生がご指摘のように、規則のうち根拠のある、つまり安衛法本法で省令に委任す

る旨の定めがあって施行されている規則と、“実施省令”と言われるように根拠条文が定かでないまま専

ら厚生労働省がつくった規則もあり、整理体系化が完璧になされているとは言い切れない状態です。し

かし、旧安衛則時代に比べると、法令の体系として優れたものであることは明らかです。 
内容的にも相当に追加されています。特に災害防止に効果的だったのではないかと思えるのは、畠中

先生もご指摘されていましたが、安全衛生のための管理体制の整備です。旧安衛則時代は使用者に一定

の措置を義務づけた危害防止基準が中心で、再発防止のための分かり易いマニュアルを規則化したよう

なものでした。技官の方が中心になって作った様子が透けて見えるような、マニュアル規則のような感

じでした。これに対して現行の安衛法は、災害防止のためにはどのような管理体制が必要なのかという、

一歩引いた目線で管理体制の整備を相当に重視しています。その一環として、統括安全衛生責任者やそ

れをめぐる体制が規定されました。労災を防ぐためには、単に直接使用者に何らかの義務を課すだけで

なく、間接的にどう対処すべきかという視点を、現行安衛法が持っているということがよく分かります。 
しかし、立法過程における複雑な状況について畠中先生からお話があったところですが、現行の法体

系をもって完璧に仕上がったわけではありません。制定当初から急ピッチで作業を進めていたがゆえに

欠落してしまった部分もあると思いますし、新たなリスク要因が出現しているため、それに対応しなけ

ればならない点もあるでしょう。大ざっぱに言うと、今取り組んでいる作業の中から以上のように感じ

られるところです。 
さて、本題の性能要件に移ります。現在、新たなリスク要因が出現しています。メンタルヘルス関係の

ものであったり、あるいは癌にかかっても働き続けられるようにといった、どの省庁が所掌すべきか、ま

た厚労省の中でもどこの部局が所掌すべきか微妙な点を含む課題に至るまで、安衛法が扱うようになっ

ています。確かに安衛法第１条や第３条をみれば、当然安衛法が扱うべき問題だということは明らかな

のですが、時代を経た今だからこそクローズアップされてきた問題であるといえます。そういう問題に

対峙するためには、結果を担保することが肝要でそこに至るまでのやり方は事業者に分権化して自由裁

量に委ねるという方法も重要であろうということで、性能要件規定というテーマに着目したというわけ

です。（※以下「旧安衛則の性能要件規定」（以下「三柴資料」とする）に基づいた報告）旧安衛則時代は

どうなっていたかを整理してみると、相応の数の規定がありました。たとえば、「但書を設けている例」

です。原則を定めつつ、但書きで逃げ場を残すやり方です。また、単にただし書きを設けているだけでは

なく、「但書を設けている場合で、なおかつ、達するべき性能を明記している例」もあります。一例を挙

げると汽罐室、今でいうボイラー室には「２以上の出入口を設けるべきこと、但し、避難に支障がない場

合はこの限りでない」（第３００条）と書かれています。要するに避難ができればいいという趣旨を明確
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にして、それさえできるのであれば本文に規定した以外の方法をとってもいいということです。何がで

きればいいかを明示した上で逃げ場を作っているということです。それと、「適用除外規定の例」もあり

ます。当時の方がドラスティックに認めていたと感じさせるのが、「第２編」や「第４編」のような大き

な規定群を包括して、「作業の性質その他やむを得ない」場合には、所轄の労基署長に適用除外の申請を

して認められれば規制を遵守しなくてもよいということになっていました。このように、安全基準や衛

生基準の大部分を一まとめにして、行政の許可を条件に例外を認めているわけです。このような規定が

旧安衛則時代には存在したのです。例外を認める要件も、「作業の性質その他やむを得ない事由」といっ

たアバウトな書き方でした。法制史の研究対象として大変興味深いところです。また、「複雑で危険性の

高い機械について、一定の性能を充たす場合に、一定の基準の逸脱を認めた例」です。特に今でいう蒸気

ボイラーに関して認める例がありました。「複雑で危険性の高い機械の性能について、行政がまさに性能

検査を行い、それに合格したものに取扱いを許可することを定めた例」、行政の人間の目線で大丈夫だと

認められれば規制を外すということです。行政ではありませんが、「複雑で危険性の高い機械をもたらす

危険につき、主任者による人的管理を義務づけた例」もありました。これは、解釈の仕方によると思うの

ですが、職場で事業者が選任した専門家にその取扱い方法の詳細を委ねるという趣旨でもあります。主

任者を配置して危険な機械を取り扱わせるというのがどういうことかというと、法令で取扱いの基本は

定めるものの、詳細部分についてはその人の指示に従いなさいということです。ですから、広い意味では

性能要件的な規定という性質をもっていると理解できるわけです。次に、「危険性の高い機械のもたらす

危険につき、その機械には該当するが、一部の危険性の低い機械につき、要件を緩和した例」もありまし

た。 
また健康関係では、今でも特別規則の中に似たような規定が多々ありますが、「健診につき、医師が認

めた場合か、実施困難な場合に一部の健診項目を省略できることとし、なおかつ労基署長への届出を課

した例」が当時からありました。ただし、たいていの場合労基署長への届出が必要となります。興味深い

ものとしては、クレーン、デリック、エレベーターのような複雑かつ危険なものに関して、「複雑で多様

な規制対象につき、対照的な代表例を選択して規制し、その他の例が参考にするよう誘った例」・・・実

際のルールでは規制対象のうち一部だけしか明記されていない、しかしそれは例示列挙のようなもので、

代表的なものを書いてあるので参考にせよという趣旨の規定です。これがなぜ性能要件的な意味を持つ

かと言えば、“参考にせよ”ということですから、代表的な規制対象について行われている規制をそのま

ま援用せよというわけではありません。あくまで“参考にして”それぞれの機械について、その危険の度

合いに応じてしかるべき対処をしてくれればいいということです。これも一種の性能要件の規定ではな

いかと思うわけです。 
そのほか、「実質的な性能要件規定」と認められるものとして、「一義的に明確な定めを置きつつ、柔軟

な解釈運用を認めている例」がありました。たとえば、揚重機は、組立後、制限荷重の 20％増しの荷重

による試験（荷重試験）を行うべきことを定めた第３６６条のような規定が当時からあったわけです。こ

れについては、条文の上では何をどうすればいいのか一義的にはっきりと書かれていますが、解説書を

読むと、設置場所での組立前、製作所での試験による代替が認められることがあるということです。条文

に書かれていることと異なった運用をして差支えないわけで、これも安衛法らしい解釈であると思いま

す。一応、一義的に明確な定めを置いているのですが、解釈運用でそれを曲げてもいい、いわば“解釈改

憲”をしてもかまわないという例です。そして、そもそもが「抽象的な定めの例」で、いろいろな読み方
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ができるので、現場の実情に応じて解釈してくれという規定があります。たとえば、自然発火の危険があ

る物を積み重ねる場合、危険温度への到達防止措置を講じるべきことを定めた第１４７条などです。書

き方が非常にあいまいで、これをどう読むかは現場に応じて変わるわけです。こういう規定を運用する

場合には、なおのこと監督指導する行政官の目利きが求められます。ですから、昔の監督官の方が安全衛

生規制に関しては、人材が育ちやすかったかもしれません。それほどルールがある意味アバウトで、それ

をどう活用するかという点では目利きでないと困るのではないかという気がします。現在、安全衛生技

術に詳しい行政マンが減っているのも、こういうルールの建てつけが影響しているのかもしれません。 
最後ですが、「講じるべき措置を例示列挙とした定めの例」がありました。ガス、蒸気又は粉じんを発

散する屋内作業場では、空気中の含有濃度を有害な程度にならないよう、局所排気や機械装置（発散源）

の密閉、換気「等」の適当な措置を講じるべきこととした第１７３条です。具体的な措置を挙げています

が、“等”をつけることによって、他の方法をとれる可能性を示唆しています。これも実質的には性能要

件規定と解することができます。 
ともあれ、何を目的・目標にするかを明確にした上で法制史を調査すると、色々なことがわかるもので

す。こういう形で温故をしながら知新をしていければ、相応の成果になるのではないかと思います。 
以上、私も未だ調査不足ですが、ご意見・ご質問ございますでしょうか。 

 
浅田 ご教授いただきたいのですが、三柴資料で挙げられた旧安衛則ないし現行安衛則の条文は、いず

れも違反に対して刑事罰が科されます。そうなると、構成要件の明確性という大きな要請がかかわって

くると思います。あまりに抽象的すぎると、罪刑法定主義という大原則に反するのではないかというこ

とです。したがって、刑罰法規とはいいながら、実際は不可罰規定になるのではないかという懸念がある

のですが、その辺りはいかがでしょうか。 
 
三柴 端的にお答えすると、今ご指摘された問題は、安衛法に関しては必ずしもそうではないのではな

いかと思います。つまり、罪刑法定主義は運用上厳しく求められていなかったといえると思います。うが

った見方ですが、安全衛生の規制はもともと構造的に、全てのリスクを明文のルールできれいに定める

ことは無理だと思われます。しかし、現場では色々な形で危険が生じます。したがって、危ないと分かっ

ている危害の再発防止策はルールに定めておく一方で、リスク管理を幅広く事業者に委ね、それに加え

て川上にいる製造業者のような人たちが動いてくれないと防ぐことはできない災害については、そうい

う人たちに委ねる。リスクを創出する人たちや影響を与え得る人たちが対策を講じるべきだとする世界

です。少なくとも、裁判所は安全衛生のそういう本質を理解していますから、安全衛生法規について柔軟

な解釈をとってきました。当事者間のもめ事を上手く収めるための民事事件は言うに及ばず、刑事事件

において当時からかなり柔軟な解釈がなされてきたという例があります。下の図のとおり、ある作業者

がコンクリートの打設作業を行っていましたが、支保工も杜撰で雨が降っている日に不安定な状態で作

業を行っていたものですから、支保工の崩壊により落下し死亡したという事件です。亡くなった作業者

は、数次に及ぶ多重下請の会社で働いていたのですが、彼に直接作業指示を行っていたのは元請の作業

管理者でした。当時の安衛則は、元請を対象とする規制がありませんでした。少なくとも元請をはっきり

と名宛人として、この事件のような状況下でリスク対応を義務づけた規定はこの当時は存在していませ

ん。しかし、監督署は元請の作業管理者を逮捕し、刑事処分をしようとしたので、元請側は罪刑法定主義
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に反すると主張したわけです。これに対して裁判所は、労基法第１０条にいう「使用者」の概念は、画一

的に定めることはできないのであって、例えば、賃金支払い面での使用者と安全衛生面が一致する必要

はない、と解しています。施工を担当する下請人に労基法上の安全措置義務を尽くすだけの能力がない

以上は、実質的に考えて工事を総括する元請人がこれを負担しなければ極めて不合理不都合な結果を生

じる、としています。当時の労基法第１０条と第４２条にいう「使用者」として、元請の作業管理者がこ

れに該当すると解釈するのが妥当であるという結論でした。これは民事事件ではありません、刑事罰を

科すための刑事事件です。当時から、このような司法判断は存在していました。これをシステム化し分か

りやすく見える化したのが現行法であるという理解も可能です。現行法の解釈も、法整備が発達した分

だけ法令により準拠した解釈をする傾向にあるのでしょうけれども、やはり安全衛生規制の本来的な目

的を意識した、趣旨に適合した解釈というのは、当時も現在も変わらずなされているのではないかと思

います。その点、内閣法制局は“法律頭”ゆえにやいのやいのと言っていますが、実際に裁判ともなれば

こういう運用が当時も今もなされているのではないか、沿革を洗っているとなんとなくそのように感じ

ます。 

 
 
浅田 ありがとうございます。名宛人についてはかなり弾力的な解釈がなされているようですが、措置

義務についても、同様な状況をうかがわせるケースはあるのでしょうか。 
 
三柴 措置義務については、民事事件においては明文規定がなかったとしても使用者の安配義務などの

内容として認められることがしばしばです。刑事事件においては、もう少し調査してみますが、措置義務

については割と法令の内容に即した判断をしているようです。ただ、抽象的な内容の規定も用いてきた

ように思います。上記の事件も措置義務については割と曖昧な定め方をしていまして、使用者は・・・必

要な措置を講じなければならない、といったような規定だったと思います。なので、措置義務も曖昧な内

容の規定を割と上手い具合に使ってきたという面もあるかもしれません。もう少し調査してみるつもり

ですが、この一例をとってもそういうことがいえるのではないかと思います。 
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浅田 ありがとうございました。 
 
北岡 ただ今のお話ですが、刑事事件については、実際に起訴するかどうかについて労基署に決定権限

はなく、送検した上で検察官が判断します。一般的に安衛法違反の事案について、送致処分をするかどう

かという段階で、検察官や監督官の方でかなり綿密に調整をしています。そこで一般的には、法律や施行

規則の文言に照らして構成要件を充たしている事案を送致するのが基本かと思います。悩ましいのは、

施行規則の文言で「必要な措置を講じる」などといったあいまいな内容の条文になっていて、それについ

て細則で行政通達が示されている場合です。そういう場合、行政通達に書いてあるから処罰できるかと

いうと、私の経験からすると検察官はそういう場合相手にしてくれません。検事に言わせると、行政通達

ではダメだ、せめて施行規則に書いていないとダメだ、そもそも法律に書いていないじゃないか、という

ことになるわけです。私も検察官から何回かそういうお叱りを受けたことがありました。施行規則に文

言があるものについてのみ刑事事件になっているのかと思います。ですから、構成要件で若干微妙な点

や法文上ハッキリしないものについて、実際に送検・起訴されたケース自体あまりないのではないかと

思います。しかも、略式起訴のケースがほとんどなので、基本的には公判は開かれず、判決の記録も残り

ません。そういう実態が安衛法違反事件には多いのかもしれません。 
 
三柴 今ご指摘いただいた検察との現場でのやり取りについては、私も多々耳にしてきました。まさに

今仰ったとおりだと思います。先ほども申しましたように、規制の発達のおかげもあって、措置義務につ

いては法文上書かれていないことまで読み込むことは多くはないと思います。ただ、検察からみて、ルー

ルの欠缺があるけれども、処罰しておかないと秩序論としてまずいのではないかという価値判断が働く

ようなケースがあるはずです。そこは、柔軟な法解釈で運用する場合があるのではないかと思います。た

とえば、化学物質を原因とする胆管癌の問題が印刷工場で発生しましたが、あの問題については、発がん

性の分類の問題から当時は措置義務的に処罰はできませんでした。それで結局、産業医の選任義務違反

や衛生委員会の設置義務違反を問責したわけです。やるべきことをやっていなかったという価値判断と

の調整なのではないでしょうか。もちろん、一般的なケースでは明確な危害防止基準に反しているかど

うかがハッキリしていないと、立件する側は起訴しても公判を維持できず、有罪率も低下します。しか

し、ルールは欠けているけれども、どうしても処罰しておかないとマズいケースについては、安衛法の場

合は柔軟な解釈をとる傾向があるのではないかと理解しています。 
 
北岡 なるほど、ありがとうございます。 
 
三柴 だいたい時間なんですけど、よろしいでしょうか。予定していた内容は概ね以上です。もう一点、

機械の本質的安全化についてご執筆いただける方がいらしたら、ご紹介をしていただきたいとあらため

てお願いいたします。また、先ほど申し上げた建設安全等の発注者の責任について書いていただける方

がいれば、ぜひご紹介をお願いいたします。 
ということで、本日のメニューは以上です。長時間にわたりありがとうございました。本日ご報告いた

だきました畠中先生、浅田先生、藤森先生、またすでにご退出されましたが森先生に、あらためて御礼を
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申し上げます。 
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三柴 本日もお忙しい中ご参集いただきありがとうございます。本日も先にＭＬでお知らせした議事要

領にしたがって進めていきたいと思います。まず研究経過からお伝えします。私の方で統括的に進めて

いる調査研究がありまして、以前もお伝えしたかと思いますが、一つは初年度に実施した日本における

企業の安全衛生関係者向けの調査内容です。たとえば、経営者が安全衛生を重視しているというのであ

ればそれはなぜか、重視している証としてどのようなことをしているか、逆に軽視しているのであれば

それはなぜか、などといった質問に回答してもらう形で調査をしました。これと同様の調査をイギリス

で実施しています。イギリスにも社会調査を代行する業者があり、中でもＹｏｕＧｏｖという会社が比

較的安価で引き受けてくれるということで、概ね１００万円弱程度の料金で１０００サンプルほどの結

果を採ってくれるそうなので、すでに発注して担当者との間で質問内容等の微調整を行っているところ

です。もうすでに調査を実施しているか、あるいは少なくとも準備の最終段階に入っていると思われま

す。日本で実施したものとほぼ同じ内容の調査になりますが、やはり国ごとの違いがあるので、同じ質問

項目を立てたとしても、“この質問の仕方では上手く伝わらない”などといった問題もあり、質問項目を

作る段階から文化の違いを感じさせられます。興味深かったのは、日本で高齢者の安全衛生が重要な課

題になりますが、イギリスの場合基本的には６０歳以降になると働かないので、高齢者の安全衛生に関

連する質問は意味をなさないということです。 
もう一つは、国内向けの調査を進めています。このプロジェクトでは安衛法の本格的な体系書をつくろ

うと試みているのですが、特徴の一つとして、今までの解説書にはなかったような具体的なイメージを

伝えられる本にしたいと思っています。ですから、写真や絵図を多用するのもその一環なのですが、それ

とあわせて行政官の方に条文の使われ方について尋ね、それを多く載せていこうということです。つま

り「適用の実際」です。現場での適用例を調査して掲載していこうと考えているところですが、そのため

に今年度は、行政官向けに法令の条文がどのように使われているか具体例を挙げてくれるよう調査をか

けています。幸い本省の方から各都道府県労働局と労基署に通達してくれたおかげで、現在時折質問の

趣旨について問い合わせを受けているという状況です。けっこう関心を持って真剣に回答してくれると

ころが出てきそうな塩梅です。全国に４００カ所余り、紙ベースで調査依頼をかけております。仮に回答

数としてはさほど集まらなかったとしても、内容的にそれなりに充実した回答が得られるのではないか

と期待しています。この調査を実施するに当たっては、藤森先生にご協力いただいています。また、量的

な調査とは別に、あらためて質的な調査についても藤森先生にお願いをして、何名かに直接インタビュ

ーすることも考えています。こうした作業を通じて、どの条文がどのように使われているかという情報

が入手できたら、メンバーの先生方に拡散しますので、分担報告書の中の「適用の実際」に記載していた

だければ、各先生方にとっても各条規のイメージが把握しやすくなり、読み手にも伝わると思います。こ

うした取り組みは従来の解説書の中ではなかなかなされていなかったと思うので、有意義な作業である

と考えているところです。 
次に、本日のメインイベントである唐沢先生のご講話をお願いしたいと思います。論題は、海外の安全

衛生法制度から日本が学ぶべきことです。安衛法の基本的なシステムと、特に化学物質対策に注目した

お話しをいただきたいと思います。 
 
唐沢 事前に皆さまに資料をお送りしたと思いますが、まず私の資料（※「海外の安全衛生法制度から日

本が学ぶべきこと～安衛法の基本的なシステムと化学物質対策について～」、以下目次部分を「唐沢資料
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目次」ないし「目次」、本文を「唐沢資料本文」ないし「本文」とする。）の目次をご紹介します。本日の

持ち時間は２５分ということなので、若干駆け足で説明させていただきますが、目次をご覧いただくと

私に与えられたテーマが海外の安全衛生法制度から日本が学ぶべきことということでしたので、まず海

外の制度がどうなっているかをご紹介する必要があります。そこで、アメリカ、イギリス、ＥＵそしてド

イツの制度を紹介しました。アメリカでは１９７０年に、当時としては総合的な労働安全衛生立法を初

めて成し遂げました（Ⅰ－１）。イギリスの場合は１９７２年にローベンス報告が出され、その結果１９

７４年に現在のイギリスにおける安衛法に相当する法律ができています（Ⅰ－２）。それに影響を受けた

形でＥＵが労働安全衛生枠組み指令（Directive 89/391 EEC）を出しています（Ⅰ－３）。さらにそれを

受けて、ドイツでは労働社会問題省が目次Ⅰ－４で紹介しているように、ＥＵ指令をドイツ国内に施行

する法律を採択・施行しています。他にも中国など様々な国を調査していますが、日本にとって参考にな

るのはおそらくアメリカ、イギリス、ＥＵ、ドイツであろうということで、今回はこれらの国々に絞って

お話をさせていただきます。そして、目次「Ⅱ 上記Ⅰに概説した、「アメリカ合衆国、英国、ＥＵ及び

ドイツにおける労働安全衛生法の展開」が日本の労働安全衛生法制に与えている示唆について」という

ことで、４項目ほどの提案ないし私見を示しています。目次Ⅲ以降では化学物質対策ということで、アメ

リカ、イギリス、ＥＵ、ドイツにおける化学物質対策を紹介しています。そして最後のⅣにおいて、「Ⅳ

アメリカ合衆国、英国、ドイツ、ＥＵ等における化学物質対策が日本の化学物質対策に与える示唆」とい

うことで、５項目にわたって私の提案を示しています。 
それでは本文に移ります。おそらく各国の法制度についてお詳しい方ばかりかと思われますので、ざ

っとご紹介をさせていただくという形にします。本文においては、左側に英語の原文、右側に日本語訳を

記載しています。まずアメリカについてですが（本文１頁～）、先ほども申しましたとおり、１９７０年

に当時としては世界初の総合的な労働安全衛生法を制定しました。当時の大統領であったニクソン大統

領によって署名がなされています。アメリカ合衆国の安全衛生法の概要は本文２頁のとおりですが、私

の理解では本文３頁「３ アメリカ合衆国労働安全衛生法の基本的な仕組み」に記載したとおり、「労働

安全衛生法は、基本的には、アメリカ合衆国全体に及ぶ安全衛生基準を作り、それに違反している使用者

（ ）を罰則で取り締まるというものである」というのがその性格です。

次に「Ⅰ－２ 英国の状況」（本文３頁）ですが、歴史的背景としてはイギリスは工場法等により早く

から労働安全対策を手がけてきましたが、変革の契機になったのは、１９７２年に公表されたローベン

ス報告で、この報告に基づいて１９７４年に制定・施行されたのが「職場における保健安全等に関する法

律」（略称：ＨＳＷＡ）です。そして、本文４頁に赤字で表記した「２ ＨＳＷＡの主要な条項」のうち、

もっと重要なものは「２ 使用者の被雇用者に対する一般的な義務」の条項です。それと「３ 被雇用者

以外の者に対する使用者及び自営業者の一般的な義務」であり、使用者だけでなく自営業者を対象とし

て一般的な義務を課しているのがイギリス法の特徴です。その詳細な内容として、「自営業者に対する２

０１５年の英国ＨＳＷＡの一定の規制緩和の改正の内容について」（本文６頁）に記載しましたが、ディ

テールの内容であるため後回しにします。イギリスのこのような考え方は、その後のＩＬＯやＥＵを中

心とするヨーロッパ各国での安全衛生対策にも大きな影響を与えたと考えられています（本文１２頁）。

イギリスが与えた影響の一つが「Ⅰ－３ ＥＵ（欧州連合）の労働安全衛生枠組み指令（Directive 
89/391 EEC）の概要」（本文１３頁）ということですが、これは１９８９年に公にされた指令です。この

枠組み指令には前文があるのですが、ここでは当時のＥＵ・ＥＥＣの労働安全衛生の状況を俯瞰的に眺
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めていて、現在もなお色褪せない格調の高いものになっていると思います。そして第２パラグラフにあ

るように、「多くの場合、技術的水準及び自主的規制基準を定めている各国の規則は、安全衛生保護水準

の点で差異が大きく、安全衛生を犠牲にして競争に走りかねない余地を残していることに鑑みこの枠組

み指令を制定したとされています。以下枠組み指令の具体的内容を記載しましたが、詳細は割愛させて

いただきます。

「Ⅰ－４ ドイツ連邦共和国における状況」（本文１８頁）ですが、ドイツは労働安全衛生枠組み指令

（Directive 89/391 EEC）を国内法に導入するために法律をつくりました。名称を「労働時の就業者の安

全及び保健を改善するための労働保護措置の実施に関する法律」、略して「労働保護法」といいます。そ

のような法律を制定・施行してＥＵ指令を国内法に取り込んだわけです。 
今回の報告で私が言いたいのは、本文２４頁のⅡにあるように、上記Ⅰで概説したアメリカ合衆国等

の労働安全衛生法制が日本に与える示唆がどのようなものかということです。まず一番目が、使用者及

びその被雇用者（労働者）の関係のみならず、次の者に対する義務もさらに充実する方向を検討する必要

があるのではないかということです。日本の労働安全衛生法第３条と第３４条には本文２４ページ掲載

のような包括的な義務が規定されていて、これらの規定そのものは現在でもなお重要な規定であると思

いますが、これに加えイギリスのように（本文６～１１頁）「労働に用いられる物品若しくは物質又は機

械器具に関わる製造者及び輸入者の一般的な義務」を加えてはどうかということです。また、「被雇用者

以外の者（地域住民、訪問者等）に対する使用者及び自営業者（いわゆるフリーランサーのような者を含

む）の一般的な義務」を課し、さらに「自営業者に対しても、自らの労働安全衛生の確保を図らせるため、

労働安全衛生法上の安全衛生基準の遵守を義務付ける」ことにしてはどうか、などといった私見を提示

しています。なぜそのような意見かと言えば、２５頁にありますように、「グレートブリテン及びアメリ

カ合衆国が公式に公表した自営業者の死亡労働災害統計資料」です。グレートブリテンでは、自営業者の

死亡災害は全死亡災害の３０％に達しています。アメリカの場合でも、自営業者の死亡災害は全体の２

０．９％に達しているという状況です。ドイツやフランスでは、自営業者の死亡災害統計はとっていない

ようで、探してみましたが見つかりませんでした。日本においては自営業者を対象とした労働災害統計

については、厚労省も実施していないのでデータがありません。しかし、日本でも自営業者の労働災害は

死亡災害も含め、かなりのウェイトを占めているのではないかと思います。そこで、先ほども述べた通

り、自営業者にも労働安全衛生基準の遵守義務を課してはどうかという提案をしています。 
次に本文２６頁の３ですが、「使用者による労働者の安全及び健康に対するリスクの評価（リスクアセ

スメント）を実施する者は必要な専門的知識及び技術を有しなければならないものとすること」。そして

４番目に、「ＥＵの労働安全衛生枠組み指令第６条第２項の次のような規定を、英国やドイツが対応して

いるように、日本の労働安全衛生法に盛り込むこと。そうすることによって労働安全衛生対策の優先順

位をより明確にすることができるであろうこと」です。すなわち、同条同項には「（ａ）リスクを回避す

ること、（ｂ）回避できない危険を評価すること、（ｃ）発生源でリスクに対処すること（以下略、詳細は

本文２６頁参照）」などといった定めがあり、イギリスやドイツではこのような内容を法令の中に取り入

れています。わが国でもこうした試みを実施してはいかがかということです。 
以上が前半のお話です。次は、「Ⅲ アメリカ合衆国、英国、ドイツ、ＥＵ等における化学物質対策に

ついて」（本文２７頁）です。各国において化学物質対策がどのように行われているかにつき、一応網羅

的に調べてみましたが、今回はあまり時間もありませんので詳細は省きますが、本文記載の通りになっ
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ています。アメリカの化学物質の規制は、本文２７頁記載の状況になっています。各項目のアクティブリ

ンクをクリックしていただければ、網羅的に並べた安全衛生基準や規制内容が分かるようになっていま

す。「Ⅲ－２ 英国における状況」ですが、現行の「健康に有害な物質管理規則」というものがあり、こ

れによって規制がなされています。イギリスにおいてもう一つ重要な規則は、「職場での健康安全管理規

則」です。関心のある方は後ほどご覧いただければと思いますが、これらの規則の要点を紹介していま

す。イギリスに次いでドイツですが、ドイツの危険有害物管理規則を全文紹介していますので、索引的に

ご覧ください。 
以上のような前提に照らして、「Ⅲ－３ ＥＵにおける状況」（本文７９頁）ですが、ＥＵは「職場で化

学物質にさらされるリスクからの労働者の保護に関する指令（98/24/EEC）」を出していまして、それが

化学物質対策の規則になっています。もう一つはがん原性物質対策がなされており、原文８１頁にあり

ますように、「職場でがん原性物質又は変異原性物質にさらされるリスクからの労働者の保護に関する欧

州議会及び欧州理事会指令（2004/37/EC）」が２００４年に出され、最終改正が２０１４年の２月になさ

れています。その後改正されていません。内容の詳細は時間の都合上割愛させていただきます。原文８８

頁にあるとおり、「物質及び混合物の分類、表示、梱包に関する指令」というものがＥＵの規則として出

されていますが、これも化学物質規制の一部であるといえます。最後に少々触れておきたいのは、「ＥＵ

委員会による化学品に対する新たな総合的な規制（ＲＥＡＣＨ）」（原文９１頁）で、これは化学物質では

なく「化学品」に対する規制で、化学品の登録評価に加え、制限に関する規則があります。 
以上がアメリカ、イギリス、ドイツ、ＥＵが化学物質について課している規制の概要になりますが、本

文９７頁のⅣにて、これらの国の化学物質対策が日本の化学物質対策にどのような示唆を与えるかとい

うことを示しています。一つは「１ 化学物質が労働者の健康に与える影響を監視する枠組みの一層の

充実」を図ってはどうかということです。現在厚生労働省は、労働安全衛生規則第９５条の６の「有害物

ばく露作業報告」という制度を数年前から運用していまして、私もその関係委員会の委員の一人として

参画しております。日本が現在運用しているこのような有害物ばく露作業報告制度は、アメリカ、イギリ

ス、ＥＵ、ドイツを調査した限りでは見当たりませんでしたが、大変優れた制度であると考えられますの

で、これをさらに的確に運用してゆくことが重要ではないかと思います。また、イギリスでは職業病が疑

われる場合の内科開業医からの通報制度、ドイツでは社会法典第７編に盛り込まれている同業者労災保

険組合における医師によるデータの収集・データ処理、職業病の場合における医師の届出義務等が規定

されています。このような規定を今になってわが国で具体化するのはなかなか大変だと思いますが、こ

のような制度をわが国で樹立することを検討する必要があるのではないかと思います。二番目に「２ 有

害な化学物質について、労働者の職業上のばく露限界を、アメリカ合衆国、英国、ドイツ、ＥＵ等が行っ

ているように、日本の労働安全衛生法令の中に規定して、その限度以上にこれらの物質に労働者をばく

露させないことを義務付ける」。これは現在、わが国は作業環境評価基準の中で管理濃度として規定して

いるが、その限度以上にこれらの物質に労働者をばく露させないことを事業者に直接義務づけているわ

けではありません。それから三番目に「３ 欧州化学品庁が組織しているリスクアセスメント委員会の

ような常設の委員会のような常設の専門家会議の設置及び運用」です。このリスクアセスメント委員会

は非常に活発に活動している組織で、ＥＵ加盟２７か国では１６世紀くらいから大学の医学部や公衆衛

生部門が化学物質の健康被害を研究してきたという大変な蓄積がヨーロッパにはあるようです。そうし

たヨーロッパの底力がリスクアセスメント委員会にあらわれているのではないかと受け止めています。
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わが国でもこのような、専門家による検討会を法令により強力に推進する必要があるのではないかと思

っています。四番目ですが、「４ 化学物質に関するリスクアセスメントを担う者について、専門的な知

識のある者であることの義務付け」を行ってはどうかということです。関連規定としては、イギリスの有

害物管理規則７－（１）に同じような規定があり、「すべての使用者は・・・関連する法的規定・・・に

よって・・・課される要件及び禁止事項を遵守するために必要な措置を実施するために、その使用者を支

援するために、１人以上の能力のある者を任命しなければならない」と定められています。「健康に有害

な物質管理規則」の１２にも、本文９８頁記載のような関連規定が置かれています。また、「承認実施準

則及びガイダンス」は、法的拘束力のある規定であり、本文９９頁記載の通りになっています。ドイツで

は、危険有害物規則第６条の中で、「リスクアセスメントは、専門的な知識を有する者のみが行うものと

する。」と規定されています。五番目ですが、アメリカ、イギリス、ドイツ、ＥＵにおいて「法令で規定

されている、又は専門的な団体によって公表されている職業上のばく露限界値がある化学物質について

のわが国でのばく露状況モニタリングの実行」してはどうかということです。アメリカから始まってイ

ギリス、ドイツ、ＥＵそれぞれの、職業上のばく露限界値規定の一覧を原文１００頁以降に記載し、法的

拘束力のあるものについてはカッコ書きで明記しました。ＡＣＧＩＨなどは法的拘束力はないものの、

かなり有力な技術的資料として公表されています。 
私からの報告は以上のとおりです。ご質問等がございましたら、その中で必要な捕捉をさせていただき

ます。 

三柴 ありがとうございます。タイトな時間の中で、エッセンスをつめていただきました。先生方の方か

らご質問などございましたらお願いいたします。 
 
藤森 一点よろしいでしょうか。ご報告で触れられた各国の制度においては、化学物質ごとに基準を作

っているようで、全般的に統一的な規制をするという観点はあまりないということでしょうか。 
 
唐沢 私が調べた限りでは、イギリスでは二つの規則、つまり有害物管理規則と鉛規則によって化学物

質をカバーしています。ドイツでは危険有害物管理規則があり、これは爆発・火災をはじめ有害な化学物

質の中毒を防止し、石綿対策までを一つの規則で対応しています。アメリカの場合は、物質ごとに規制が

なされています。 
 
藤森 またご教授いただくこともあると思いますが、ありがとうございます。 
  
森 ひとつご教授いただきたいのですが、ご報告の最後の方の人材に関する箇所で、リスクアセスメン

トに関する専門的な知識を有する者のお話がありました。これは、規制対象が化学物質であるがゆえに

「専門的な知識を有する者」が求められるのか、それとも一般的なリスクアセスメントについても同様

に相応の能力のある人が実施しなければならないのか、その辺りはどのような関係になっているのでし

ょうか。 
 
唐沢 私の意見としては、双方のリスクアセスメントについてそのような人材が実施すべき旨を提案し
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ています。 
 
森 ありがとうございます。 
 
三柴 森先生はご存知かと思いますが、アメリカもイギリスも民間が安全衛生関係の資格を発行してい

て、かなり強気なコンテンツを用意しています。カリキュラムも百数十時間ＯＦＦ－ＪＴで受講しなけ

ればなりません。そしてＯＪＴについてはほぼ３６０度の評価を受け、それでようやっとサーティフィ

ケーション（認定）を受けられる仕組みになっています。上級資格と一般資格があり、何を持って上級に

なるかといえば、安全衛生の管理・マネジメントや化学物質のうち比較的複雑なものの管理などを取り

扱うがゆえです。したがって、ケミカルサブスタンスについては、取扱いの対象としては高度なものと考

えられているようですが、民間資格も活用しながらコンペテントパーソンをリスク管理にあてることは、

少なくともイギリスでは原則になっています。したがって、化学物質管理に関してのみ専門的人材を求

めているわけではなく、条文上はリスクアセスメント全体において求めているものと解されます。 
 
森 日本では、リスクアセスメントにおいては現場の人間の関与が強調される傾向がありますが、リス

クアセスメントが有効に機能するには本当に解っている人が実施しなければなりません。アジアに調査

に行ったときに、アジアの現場の労働者に参加させようと思ってもレベルの問題で上手くいかないとい

うこともありました。日本では現場の人たちが“それなりに”読み書きができるがゆえに、中途半端な状

態になっている点で、かえって複雑化している感があります。これは、化学物質だけではなく、それ以外

のリスクアセスメントについても同様かもしれないと考え、確認させていただいた次第です。 
 
三柴 私自身、森先生と同じ問題意識を持っています。以前社会調査で、日本にリスクアセスメントがな

じむかという質問を設けてみました。要するに、伝統的なゼロ災運動のような全員参加の対応のほうが

日本に相応しいのではないかと思う一方で、現場で扱う危険有害物質も多様化し、それに素人が対応で

きるかという問題もあるので、一体どちらがいいのだろうかと調査してみたのですが、森先生と認識は

全く同じで、結果はゼロ災運動がいいという人もそれなりの数いました。「リスクアセスメント」という

言葉がまだ日本になじんでいないという感もあり、非常に中途半端な状況にあるように思いました。 
 
森 仮に企業が相応の意識を持って専門的知識を持った人を雇い入れたとしても、人材養成ができるか

どうかという問題があります。結局現場ではゼネラリストとそう変わらない教育を実施してしまって、

専門家として要請しなければならないという認識がないまま、総務部の職員と同じ扱いになってしまう

というケースが最近見受けられます。そういう意味で、法令によって専門的知識を持った人材の定義な

どをしてくれると、企業の意識も変わるのかと思いました。 
 
三柴 その点もまったく同じで、現在厚労省で化学物質管理の検討会を開いていますが、私の主張とし

ては、まずリスクアセスメントはヨーロッパ並みに幅広く法令で義務づけるべきである、その上で事業

者が各々の現場で適切な手法で実施でき、必ずしも国が指定するやり方を採らなくてもいいのであれば、

専門家のお墨付きを得たうえで免責を図るということです。これまでとは逆転の発想です。特定の基準
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で実施すべき義務の内容は最低限にしておいて、その基準を上回る措置を講じるために専門家を活用す

るというのが従来の考え方でしたが、私の意見は逆に、法令で相応に厳しい基準を設けたうえで、その免

除を求めるのであれば専門家を活用せよ、というやり方をすれば、おそらく専門家へのニーズが出てく

ると思います。これは言わば法制度を用いた“おどし”のようなやり方なので、なじむかどうか定かでは

ないのですが、中小企業で化学物質管理をきちんと実施させようと思うのであれば、これくらいのやり

方をしないとダメなのではないかと思います。ただそうすると、リスクアセスメントの構成要件が曖昧

なゆえに、内閣法制局に言わせると罪刑法定主義に反する可能性が生じます。要するに、どのような行為

に対して処罰がなされるのかという方程式がハッキリしないと、刑事責任を問うことはできないという

問題に抵触します。こういう点では海外とかなり事情が違います。唐沢先生にお尋ねしたいのですが、イ

ギリスにおいてもドイツにおいても、リスクアセスメントは“義務”であり、曖昧な規定のし方で刑罰の

適用が可能になっていますか。 
 
唐沢 罰則の適用まであったと思います。 
 
三柴 立法作業に関与された唐沢先生と畠中先生にお尋ねしたいのですが、なぜ日本は安全衛生のよう

な事項についてまで罪刑法定主義を求めるのでしょうか。なぜイギリスやドイツのようにいかないので

しょうか。 
 
畠中 やはり罪刑法定主義は、日本においては崩せない原則ではないかと思います。前回も申しました

ように、たとえば安衛法第２９条の元方事業者の指導指示義務ですが、これに罰則がついているとすれ

ば、それこそ請負関係の安全衛生の状態は相当に変わってくるのだろうと思います。やはり直罰は罪刑

法定主義という点からみると、曖昧な構成要件規定を許しません。命令前置主義を採ればまた別でしょ

うが、やはり罪刑法定主義は厳格さを要求します。 
 
三柴 ご指摘のように、命令前置主義をもう少し活用できないかと私も思うのですが、結局のところ現

場の行政官に対する信頼が今一ということなんでしょうか。 
 
畠中 それはないと思います。 
 
三柴 実際、判例の中には・・・北岡先生、ご意見おありでしょうか。 
 
北岡 失礼いたします。今のお話との関係で、唐沢先生にお伺いしたいのですが、平成２８年の報告書を

一通り拝読しまして、イギリスの安全衛生法ではリスクマネジメントにおいて罰則規定があることなど

勉強させていただきました。この中に、どうしてもリスクマネジメント規制についても、事故が起きてか

ら遡って罰則を科すことをせざるを得ない、つまり事前予防的な罰則規定の適用があまりないという言

及があったと思います。この点について、なぜそうなのか・・・というのも、私自身のイメージでいうと

リスクマネジメントというのは手続規制であり、まずしかるべき有資格者に対してリスクを調査させて、

これを踏まえて事業者がどのような対策を講じたのかという、手続き上のルールが規定されているわけ
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です。イギリスにおいて、リスクマネジメントに罰則規定があるとすれば、事前予防的には機能していな

いのかという印象を抱いたのですが、この点ご教授いただければと思います。 
 
唐沢 イギリスが具体的にどのように運用しているのか、なかなか調べようがないのですが、ご指摘の

ような問題はあるかと思います。イギリスがグレートブリテンの労働災害のサマリーレポートを公表し

たので、対訳を皆さんにお送りしましたが、グレートブリテンとスコットランドで実際に司法事件とな

った事案はさほど多くありません。７、８００件程度でしょうか。おそらくいずれも災害が起きてから送

検された事例かと思います。実際の運用として、ＨＳＥや地方自治体がリスクアセスメントを実施して

いない使用者に対してどのような対応をしているか、現地調査をしてみないと分からないので、これ以

上のことは私も把握していません。 
 
三柴 私の方からコメントさせていただきますと、平成２８年度に最終報告書を出した調査の中でＨＳ

Ｅにインタビューしまして、なぜ事後送検（災害発生の後に法違反を問う）になってしまうのかという

と、法違反を問責できる基準、つまりその災害を防止するために何をどうすべきであったかの特定が事

後にならないとハッキリしない、と回答者は指摘していました。ただ、突っ込んでいけば、予防段階でハ

ッキリしないというよりも、事後的に説明する方が説得力を持つだけのことじゃないかと思います。私

はそのように解釈しました。結局、災害が発生してしまった後に、後付け的に“こうすべきだった”とす

れば、誰も反論はできません。インタビュー先が答えたのは、簡潔に言うとそういう理屈ではないかと思

います。また、イギリスのリスクアセスメントの規定違反については、ＨＳＥのＷｅｂサイトで情報が公

開されています。確かに件数はさほど多くありませんが、処罰は行われています。これが事業者への行動

に働きかけ、予防効果をもたらすことはあるでしょう。なので、規定があるのとないのとでは、やはり違

いは出ると思います。 
 
北岡 ありがとうございます。 
 
三柴 では、唐沢先生のご報告はここまでとさせていただきます。大量の内容を短時間でご報告いただ

き恐縮です。有益なご提言含めお話しいただきありがとうございました。 
それでは次に、浅田先生と藤森先生から安全関係の特別規則と衛生関係の特別規則のそれぞれについ

て、趣旨と概要を解説していただくことになっています。まずは浅田先生からお願いいたします。 
 
浅田 私に与えられた課題は資料のタイトルにあるように、「安全関係の特別規則の趣旨と概要、統合の

可能性」（以下「浅田資料」とする）ということになります。まず、「１ 対象とする安全関係の特別規則」

は、浅田資料１頁１・（１）～（３）に挙げているように、ボイラー及び圧力容器安全規則、クレーン等

安全規則、ゴンドラ安全規則の３本です。これらはいずれも、製造から使用に至るまで最も厳格な規制が

課された特定機械を含む規制対象に関する規則です。次に「２ 主な論点 上記の３本の安全関係の特

別規則ごとに、それぞれ次の主要論点について考察する。」として、「（１）各規則制定の背景・経緯及び

その後の主な改正点」としましたが、これを調べるのに最も時間がかかりまして、戦前のものも含めて過

去の古い資料にあたって調査する必要があり、相当に難儀したおぼえがあります。また、現行の安衛法と
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安衛則との関係がどうなっているのか等、順に説明していきたいと思います。 
まず「Ⅰ 各規則制定の背景・経緯及びその後の主な改正点」ですが、特に重要視したのは、法的構成

がどうなっているか、すなわちどの法令の根拠条文に基づいて制定されたのか、あるいは制定・改正にあ

たって特定の出来事がどのように関係しているのか等、可能な限り調査しました。最初に１のボイラー

則ですが、「（１）明治維新後から汽罐取締令の制定まで」の時期においては、殖産興業に基づいた急速な

工業の発展がみられた中でボイラーも増えていきました。そのため、破裂事故も多発し、大きな社会問題

となっていました。その典型例としては、浅田資料１頁に書いてあるような明治３年７月に鉄砲州（現在

の東京都中央区湊）の波止場で発生した、アメリカの蒸気船の汽罐の破裂事故で、４７人が死亡した大災

害でした。ボイラーについては当初、明治３０年の工場法第７条に「工場ニ汽罐ヲ設置セントスル者ハ當

該官廳ニ届出デ検査ヲ受クルベシ。前項ノ検査ハ定期又ハ臨時ノ検査ニ合格セザル汽罐ハ之ヲ使用スル

コトヲ得ズ。」との条文案があり、まさしくピンポイントでボイラーに関する規制案があったのですが、

残念ながら中小事業者の強い反対があって法案提出に至りませんでした。工場法の中で強いて関連する

規定を挙げるとすれば第１３条で、行政官庁が危害防止のため必要な事項を工場主に命じることができ

るという命令委任の規定が設けられたのみでした。実際のボイラーの取締については、行政取締りの一

般法である行政執行法に基づき、その施行令の第２条に、「汽罐、汽機及其ノ附属装置ニ就キ危害ヲ生ズ

ル虞アリト認メタルトキハ行政官廳ハ其ノ使用ヲ制限スルコトヲ得」と規定されていました。さらにそ

れを受け、明治３６年に内務省警保局長から各府県長官、現在の都道府県知事に対して「蒸気機関技術者

取締に関する依命通達」が発出され、さらにそれを受けた形で、各府県の条例として取締規則が制定され

ていました。しかし、浅田資料２頁に書いたように、内容も概括的で府県ごとに規制も異なるなど大変不

便だったため、関係団体から昭和６年に建議書が出されています。そこでは、「・・・各種汽罐、蒸罐の

利用急増に伴い、依って生ずる災害亦多きを見るに至れり。（中略）然るにその取締の現状を見るに、未

だ汽罐に対して、一定の規格標準なく・・・結果災害防止上遺憾の点多きのみならず、製作者並びに使用

者の不利不便亦是少なからず。」よって速やかに適切な法令の制定を求めるとされていました。これを受

けた形で汽罐取締令が昭和１０年に制定され、施行されました。これに伴って汽罐構造規格が告示とし

て制定されています。その内容は各根拠条文も含め、浅田資料３～４頁以下の枠内に記載しましたので、

詳細についてはこれをご覧ください。現行の法令にもあるような規定が、すでにこの中に見受けられま

すが、各府県の条例である汽罐取締規則から汽罐取締令への主な変更のポイントとしては、浅田資料４

頁（ⅰ）～（ⅳ）に挙げた通りです。まず、「（ⅰ）汽罐の検査を汽罐本体の罐体検査と汽罐設置状況の竣

功検査に分離し、罐体検査に合格した汽罐の取引の安全が確保されるようになったこと」、「（ⅱ）汽罐の

構造上の要件として全国統一的な規格を整備したことにより、取締の合理化と汽罐製造業者の負担軽減

が図られたこと」、「（ⅲ）警視庁と大阪府にのみあった汽罐士の制度を全国に導入し、汽罐取扱いにおけ

る人的資質の安全が確保されるようになったこと」、「（ⅳ）汽罐の検査、汽罐士の試験・免許に手数料の

制度を導入することにより、検査係官の充実等取締りの体制の整備が図られるようになったこと」が挙

げられます。（ⅴ）については誤りなので、削除したいと思います。このように、ほぼ現行法に近いフレ

ームワークがこの時点で整備されたことになります。

汽罐取締令は戦後も続きましたが、日本国憲法が新たに施行されたのに基づいて、労働基準法が施行さ

れました。労働基準法の中のボイラー等の規制に関する根拠条文は、浅田資料５～６頁の枠内に記載し

ています。そして労基法に基づいて制定された旧労働安全衛生規則「第 章 安全装置」の第３４条およ
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び第３７条、それと「特別安全基準」の「第 章 汽罐及び特殊汽罐」が制定され、昭和２２年１１月１

日から施行されました。「汽罐」というのはもちろん現行のボイラーのことで、「特殊汽罐」は第１種圧力

容器に相当します。その具体的内容は浅田資料６頁以下に記載したとおりです。この他、汽罐や特殊汽罐

に該当しない破裂事故の危険性のある「内圧容器」についての規制もなされました。現行の第２種圧力容

器に相当するものですが、汽罐に比べるとやや簡易な規制内容になっています。ボイラー等の規制につ

いて、汽罐取締令から旧労働安全衛生規則への主要な変更点としては、浅田資料８頁記載の（ⅰ）～（ⅴ）

がポイントです。すなわち、「（ⅰ）規制対象を汽罐のみから特殊汽罐（第１種圧力容器）及び内圧容器（第

２種圧力容器）についても拡大したこと」、「（ⅱ）溶接検査を新たに導入したこと」、「（ⅲ）汽罐士（いわ

ゆるボイラー技士）の制度に特級汽罐士を新たに追加したこと」、「（ⅳ）汽罐・特殊汽罐に備えるべき安

全装置、計測装置その他付属装置の構造上の要件を新たに定めたこと」、「（ⅴ）汽罐溶接士の制度を新た

に導入したこと」です。

その後、単独のボイラー則が制定されることになりますが、これについては浅田資料８頁最後の行以降

で述べいています。昭和３４年に旧安衛則から分離独立した形でボイラー則が制定・施行されています

が、変更された点については９頁に記載したとおりです。たとえば、（ⅱ）にあるように、すべてのボイ

ラ・第一種圧力容器について製造認可の制度を導入したことが挙げられます。従来は、溶接によるものだ

けが認可対象でしたが、それ以外のものについても対象とされたわけです。また、（ⅲ）に書いたとおり、

貫流ボイラーについて一部規制を緩和した、あるいは（ⅶ）ですが、付属品に関する構造要件は従来規則

に規定されていましたが、それを構造規格に移す、また（ⅹ）のように小型ボイラ及び小型圧力容器に関

する構造規格を整備し、使用者の義務としての構造要件維持義務の導入（ⅶ）、あるいは（ⅹⅰ）にある

ように、ボイラー技士免許の有効期間に関する規定が削除され、ボイラ溶接士免許の免許更新に関する

規定が整備された、等の改正がなされています。

次に「（４）労働安全衛生法に基づく「ボイラー及び圧力容器安全規則」の制定まで」（浅田資料１０頁）

に移ります。この間、昭和３８年に大改正が行われています。また、構造規格についてもかなり大幅な改

正がなされています。改正のポイントは、「（ⅰ）大気圧における沸点を超える温度の液体を内部に保有す

る容器が第一種圧力容器として規制されることとなった」、「（ⅱ）貫流ボイラは緩い規制となっていたが、

汽水分離器を有する貫流ボイラは破裂の危険性もあるので一定以上の大きさの汽水分離器を有する貫流

ボイラについては通常のボイラと同じ規制を受けることとした」、「（ⅲ）二級ボイラ技士試験の実技試験

（投炭操法）を廃止し、これに代えてボイラ実技講習の制度を導入した」、「（ⅳ）ボイラ取扱主任者の職

務に「自動制御装置の点検調整」を追加した」、「（ⅴ）ボイラ構造規格、圧力容器構造規格、小型ボイラ

圧力容器構造規格については、日本工業規格の改正・制定に伴う整合性の確保、新しい型式のボイラ等に

対する必要な規制の追加等に伴う改正を行った」、などです。昭和４７年に労働安全衛生法が施行される

と、それに基づく改正がなされています。ボイラー等の規制に関係する根拠条文は、浅田資料１０頁以降

の枠内に列挙しています。旧ボイラー則についてはいったん廃止され、労働安全衛生法に基づいて新た

にボイラー則が制定・施行されるという形をとりました。当然、旧規則の名宛人であった「使用者」は、

「事業者」に変更され、これが改正の中心です。それ以外のポイントとしては、浅田資料１７頁に記載し

たとおりです。すなわち、「（ⅰ）第一種圧力容器取扱作業主任者の選任要件としての資格を定めたこと」、

「（ⅱ）第一種圧力容器の整備の業務について、ボイラー整備士でなければ就業できなくなったこと」、

「（ⅲ）小型ボイラーの取扱いの業務につかせるときの特別教育の制度を導入し、その科目等を定めたこ
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と」、「（ⅳ）小型圧力容器について定期自主検査の制度を導入し、その実施時期、検査項目、記録の作成

等を定めたこと」、「（ⅴ）ボイラー技士免許・ボイラー溶接士免許を受けた者が、すでに同種の下級の免

許証を受けているときは、当該下級の免許証を都道府県労働基準局長に返還すべきことを定めたこと」、

などです。

次に、「（５）現行の「ボイラー及び圧力容器安全規則」まで」（浅田資料１７頁）を簡潔に拾っていき

たいと思います。細かい点は多々あるのですが、昭和６３年の改正以降は規制緩和に関するものが挙げ

られます。昭和５８年の行革の最終答申の指摘を踏まえ、溶接士免許の有効期間の延長がなされたほか、

平成６年の行革大綱によって事故報告を安衛則に統合するなどといったものです。また、規制緩和推進

計画に基づいて、平成１０年には従来ボイラーとして規制されていた小規模温水ボイラーを小型ボイラ

ーと位置付けた規制をするようになりました。一部、性能規定化に近い構造規格の見直しなども行われ

ています。その他、最近の改正ですが、自動制御装置について機能安全に適合したものについては一部規

制を緩和するとか、直近の改正としては安全帯が「要求性能墜落制止用器具」に改められています。

次にクレーン則に移ります（浅田資料１９頁）。工場法には、クレーン等を規制する条文はありません

でしたが、労働者災害扶助法（昭和６・４・２法律５４号 は基本的に土木建築労働者及び交通運輸労働

者に対して業務上の傷病・死亡について補償義務を定めたもので、その第５条に「行政官庁ハ命令ノ定ム

ル所ニヨリ事業ノ行ハルル場所ニ於ケル危害ノ防止又ハ衛生ニ関シ必要ナル事項ヲ事業主又ハ労働者ニ

命ズルコトヲ得」との定めがありました。これに基づいて、土石採取場安全及衛生規則が昭和９年に制

定・施行されています。もう一つは、土木建築従事労働者の安全衛生を確保するための土木建築工事場安

全及衛生規則が制定・施行されています。土石採取場安全及衛生規則が土石採取場のリフトについての

規制、土木建築工事場安全及衛生規則がエレベーターの構造要件やデリック、リフト等の安全荷重等の

規制をそれぞれ行っていたということです。規制の内容については、浅田資料２０頁記載の枠内に主な

規制の概要を示しました。土石採取場の②の巻揚装置は先ほど説明したとおりです。土木建築について

は、大きく分けて起重機（現行のクレーンに相当）に関する規制と揚重機（このうち昇降機は現行のエレ

ベーターに相当）の規制とがありましたが、クレーンである起重機とエレベーターである昇降機とを合

わせて「揚重機等」として規制を行っていました。巻揚装置というのは現行のデリックやリフトに相当す

るものです。そういうものに対して、様々な規制を行っていたということです。

「（２）労働基準法に基づく労働安全衛生規則の制定まで」（浅田資料２１頁）ですが、先ほども申しま

したように、日本国憲法にもとづいて労働基準法が制定・施行され、それに基づく旧労働安全衛生規則が

昭和２２年に制定・施行されました。当時クレーン等に関する規制は、旧安衛則の「第３章 安全装置」

の第３４条、「特別安全基準」の「第２章 揚重機」に規定されていました。その概要は、浅田資料２１

頁以降の枠内に示す通りです。規制対象としては、「揚重機」すなわち現行の「クレーン」、「移動式クレ

ーン」、「デリック」、「エレベーター」、「建設用リフト」、「簡易リフト」に相当するものです。その設置は

所轄労基署長の認可を必要とし、③にあるように落成検査、④の性能検査・・・等が規定されています。

⑦のとおり、構造要件についても若干の規定があります。戦前の諸規則から旧労働安全衛生規則への主

な変更点は浅田資料２３頁の（ⅰ）～（ⅵ）に書いたとおりです。すなわち、「（ⅰ）規制対象を土木建築

工事場等のみから一般の工場その他すべての業種に拡大したこと」、「（ⅱ）揚重機の設置・変更について

労働基準監督機関による認可制度を導入したこと」、「（ⅲ）揚重機の落成検査・性能検査・変更検査及び

有効期間のある検査証の制度を導入したこと」、「（ⅳ）揚重機の構造上の要件を新たに定めたこと」、「（ⅴ）
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揚重機の管理に関する規定を新たに定めたこと」、「（ⅵ）起重機運転士免許の制度を導入したこと」など

といったところです。

次に、「（３）労働基準法に基づく「クレーン等安全規則」の制定まで」ということで、まず昭和３４年

に玉掛けの技能講習制度が導入されました。次いで、クレーン等についてはいろいろあるのですが、昭和

３３年に総理府の審議機関である臨時産業災害防止懇談会が「産業災害防止対策に関する意見書」を提

出しました。そこでは、「重大災害の頻発とその発生原因の実情にかんがみ急を要するもの、例えば、煙

火爆発、崩壊、ボイラ及び圧力容器、揚重機等について関係規則又は基準等を至急改正する」べき旨指摘

されていました。それとともに、中央労働基準審議会の建議においても、「（旧）労働安全衛生規則をみる

に、施行後１０年を経過しているため・・・必ずしも実情に即さないと認められる規定もなしとしないし、

又補充を要する部分も少なくないので・・・検討整備を行う必要がある」旨述べられていました。それを

受けて、旧安衛則から分離独立してクレーン等安全規則が昭和３７年に制定・施行されています。改正の

ポイントは浅田資料２４頁（ⅰ）～（ⅸ）に記載したとおりです。小型の小能力のものも含めて規制対象

とし、巻揚げ荷重３トン以上のクレーンと移動式クレーンはすべて製造認可の対象とし、また移動式ク

レーンは従来クレーンと同様落成検査の対象だったところ、製造検査のスタイルに変更しました（以上

（ⅰ）～（ⅲ））、等々です。免許関係では、（ⅵ）にあるように、従前は起重機運転士免許を所持してい

ればクレーン、移動式クレーンもデリックも運転できたのですが、デリックは別の免許となりました。ま

た、玉掛技士免許も導入されるなど、全体的に大きな改正がなされています。（ⅷ）にもあるように、構

造要件は従来規則に定められていたところ、これを告示において定めるようになりました。

その後、「（３）労働安全衛生法に基づく「クレーン等安全規則」の制定まで」にあるように、昭和４７

年の安衛法制定前の昭和４６年にも大きな改正が行われています。クレーンの規制対象としてつり上げ

荷重が１トン以上のスタッカー式クレーンを製造認可等の対象としたほか、荷重試験について定荷重で

の荷重試験とこれを超える過荷重試験の２種類を行っていたのですが、落成検査・製造検査・再使用検

査・変更検査の荷重試験は過荷重試験、性能検査の荷重試験は定格荷重試験のみそれぞれ１種類の荷重

試験を行う方式に改めています。また、過荷重の原則禁止、労働者の搭乗禁止なども追加されています。

さらに、クレーン運転士免許はクレーン運転士免許と移動式クレーン運転士免許に分離され、玉掛け業

務の就業制限の範囲が３トン以上から１トン以上に拡大されています（以上、浅田資料２４～２５頁・

（ⅰ）～（ⅴ））。その他（ⅵ）以降に記載したとおりです。翌年の昭和４７年に労働安全衛生法が制定さ

れ、それに基づくクレーン則が新たに制定されました。ボイラー則と同様名宛人を使用者から事業者に

変更したほか、浅田資料２６頁（ⅰ）～（ⅵ）に記載した通りの改正がなされています。すなわち、設置

変更認可を届出制に改め（ⅰ）、小型のクレーン等の運転又はつり上げ荷重が１トン未満の玉掛けの業務

につかせるときの特別教育制度の導入（ⅲ）、作業指揮者の選任（ⅳ）、（ⅵ）のような実技講習制度が導

入されています。

その後、現行のクレーン則までの経緯は浅田資料２６頁「（４）現行の「クレーン等安全規則」まで」

に記載したとおりです。クレーンの構造規格が技術の進歩に対応して見直され、フックの外れ止め装置

の使用が義務づけられ、そのほか２６頁以下に記載したような改正がなされています。また、エレベータ

ー構造規格についても技術の進歩や建築基準法との整合性確保のための改正がなされたほか、行革大綱

に基づいて一部の設置報告が不要になり、ボイラーと同じような規制緩和の動きがみられます。

次にゴンドラ則に移りたいと思います（浅田資料３０頁・「３ ゴンドラ安全規則 昭和 ・ ・ 労
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働省令 号 」）。ゴンドラは、もともと「つり足場及び昇降装置その他の装置並びにこれらに附属する物

により構成され、当該つり足場の作業床が専用の昇降装置により上昇し、又は下降する装置」と定義され

ています。ビルの清掃作業等で多用され、昭和４３年頃からゴンドラによる災害が発生するようになり

ましたが、当時は労働安全衛生規則のつり足場としての規制（浅田資料３０頁（ⅰ）～（ⅳ））にとどま

っていました。しかし、昭和４４年の渋谷のデパートでの窓拭き作業中にゴンドラが落下し作業員１名

と歩道を歩いていた小学生２名が圧死するという悲惨な災害が発生しました。災害の発生原因としては、

減速機（ギア）の調整不備によりかみ合わせが浅くなっていたため、ギアが外れて制動が利かずに落下し

てしまったということでした。この事故の５日後には、兜町のビルの外装清掃中のゴンドラが片づりに

なり、作業員２名が道路上に転落して死亡するという災害も発生しています。こうした重大災害の多発

を契機として、労働省が全国で一斉監督指導を実施し災害の分析検討を行った結果、当時の旧安衛則で

は災害を防止するには不十分であったということでした。

こうした状況を踏まえて、新たにゴンドラ則が昭和４５年から施行されたということです。ポイントは

浅田資料３１頁（ⅰ）～（ⅵ）のとおりです。基本的にはクレーンに近い内容の規制で、たとえばあらか

じめ行政官庁に認可を受けなければ製造・変更・設置ができない（ⅰ）、構造規格を定める（ⅱ）、認可後

１年経過後は性能検査に合格しなければならない（ⅲ）、操作者の資格（ⅳ）、点検義務（ⅴ）、下方への

立入禁止措置（ⅵ）、などといった内容です。これをさらに詳細に条文を明記しながら記載したのが浅田

資料３１頁の枠内ですので、後ほど各自ご覧になっていただければと思います。さらに、ゴンドラ則に基

づいてゴンドラ構造規格が制定・施行されています。

そして、労働安全衛生法が昭和４７年に制定され、それに基づくゴンドラ則が新たに制定されました

（浅田資料３２頁・「（３）労働安全衛生法に基づく「ゴンドラ安全規則」の制定まで」）。名宛人の変更に

ついてはクレーン則等と同様です。主要な変更点は、浅田資料３２頁（ⅰ）～（ⅴ）記載の通りです。検

査証を都道府県労働局長が公布すること（ⅰ）、設置認可制度及び変更認可制度が届出制度になり（ⅱ）、

操作者について特別教育制度の対象となり（ⅲ）、定期自主検査の制度が導入され（ⅳ）、休止ゴンドラの

再使用に際しては使用再開検査を受けなければならないこと（ⅴ）、などです。「（４）現行の「ゴンドラ

安全規則」まで」（浅田資料３３頁）はここにあるとおり、諸外国の構造規格との整合性の確保を図るな

どといった趣旨から、平成６年に新たな構造規格が制定されました。その内容は浅田資料３３頁以下（ⅰ）

～（ⅸ）のとおりです。

浅田資料３５頁「Ⅱ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則 昭和 ・・ 労働省令 号 との関係」

ですが、ボイラーやクレーンなどに関する現行の法令については、いずれも規制対象機械の製造に始ま

り、設置、使用、変更、休止、廃止等に至る基本的にすべての段階における規制が定められています。そ

の根拠条文は浅田資料３６頁以下の枠内に示した通りです。浅田資料４４頁に労働安全衛生法の根拠条

文と特別安全規則の各条文との対応関係、つまり特別安全規則の各条文が安衛法のどの条項に基づいて

いるのかをまとめましたので、後ほどご覧いただければと思います。次に「２ 労働安全衛生規則 昭和

・ ・ 労働省令 号 との関係」（浅田資料４７頁）ですが、先ほど説明したとおり、特別安全規則

はもともと安衛則から分離独立した規則なので、規制対象機械の規制を完結した形で規定しています。

労働安全衛生規則を一般則とすると、特別安全規則はその特別規則の関係にあるといえます。ただし、一

覧性確保という観点から、特別教育については安衛則第３６条に、免許試験については安衛則第６９条

にそれぞれ特別安全規則に定めるものも含める形で網羅的に規定されています。
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次に、「Ⅲ 各規則の基本構造・体系の共通性等」（浅田資料４７頁）ですが、１・（１）の表題どおり、

「規制対象機械の製造から、設置、使用、変更、休止、廃止等の各段階に至る一貫した規制」を行ってい

ます。こういう諸々の製造、届出、検査等の手続を踏ませることによって安全の確保を図る仕組みになっ

ています。これは、検査対象機械のリスクに重大な変更が生じる場面で行政や第三者機関による許可、届

出、検査等を通じて安全確認を行うという仕組みです。それぞれの規制のフローチャートを浅田資料４

８頁以下に示しました。特徴としては、「（２） 規制対象機械のリスクに応じた規制」になっています。

リスクの高低に応じて規制の強弱を設定する仕組みということで、最もリスクの高いもの（ボイラー、ク

レーン等）は特定機械として位置付けて製造許可や就業制限、使用時の安全措置等のフルスペックの規

制を行っています。次にリスクの高い機械（小型ボイラー、第二種圧力容器等）については、個別検定、

定期自主検査、特別教育等の規制を行っています。リスクの低い簡易ボイラーや小規模のクレーン等に

ついては、構造規格の具備を義務付け、具備しないものの譲渡・貸与・設置・使用の禁止等一定の安全措

置等の規制で対応しているということです。（３）にあるように、「規制対象機械による災害を防止するた

め、物的規制、人的規制及び管理的規制からなる総合的規制」を行っています。物的規制としては、製造

許可、設置・変更届等があり、人的規制としては就業制限、特別教育の受講等があり、管理的規制として

は、作業主任者による管理等があります。 
「２ 特別安全規則の見直しの提言」（浅田資料５１頁）をまとめてみました。以上説明させていただ

いたとおり、特別安全規則には一定の共通性がみられます。ただし、主なハザードが破裂・爆発等である

熱機関としてボイラー等に対する規制と、主なハザードが損壊・転倒等の動力運搬機関であるクレーン

等に対する規制は、その内容、方法等が大きく異なるため、両者を統合して 1 つの規則にまとめるのは、

適切ではないと考えられ、別立ての規制にした方がいいでしょう。ただ、クレーン則とゴンドラ則につい

ては、ハザード面でも共通しているので、統合は十分可能です。具体的には、クレーン等安全規則にゴン

ドラの章を新たに追加することで対応できると考えられます。ゴンドラについては、常設型のゴンドラ

と可搬型のゴンドラとに大きく使用形態が分かれているので、常設型については現行のクレーンと同様

に据付状況を確認できる落成検査の方式に移行するのが妥当であろうと考えられます。 
次は「Ⅳ 定義・範囲」（浅田資料５２頁）ですが、ここに記載した根拠条文ほぼそのままの内容です。

ボイラーとはそもそも何かということなのですが、５２頁「② 適用範囲と規制」に記載したとおり、 
３つの要件すなわち「（ⅰ）火気、高温ガス又は電気を熱源とするもの」、「（ⅱ）水又は熱媒を加熱して蒸

気又は温水を作る装置であること」、「（ⅲ）蒸気又は温水を他に供給する装置であること」を充たすもの

で、これが基本的な定義です。そして、蒸気ボイラーと温水ボイラーがそれぞれどの範囲まで含むのかに

ついても記載しました。これについては、先にも申しました通り、最も厳しいフルスペックの規制が施さ

れています。小型ボイラーについての定義は「（２） 小型ボイラー」（浅田資料５３頁）に記載したとお

りです。「② 適用範囲と規制」ですが、小型ボイラーは、ボイラーのうち低圧・小型のものなので、リ

スクが低く、ボイラーに比べると規制が緩くなっていて、その内容は浅田資料５３頁最後の行以下に記

載したとおりです。「（３） 簡易ボイラー」（浅田資料５４頁）については、小型ボイラーよりもさらに

危険性が低いため、一層規制が緩くなっています。「（４） 第一種圧力容器（労働安全衛生法施行令第 1
条第 5 号）」（浅田資料５５頁）の法令上の定義は①記載通りです。「② 適用範囲と規制」については、

「火なし圧力容器」と呼ばれるものです。要するに、大気圧における沸点を超える温度の液体を内部に有

する容器のことを指しているので、ボイラーと同じように破裂の危険を有しています。規制内容もボイ
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ラーに準じた最も厳しい規制が施されています。「（５） 小型圧力容器」（浅田資料５６頁）は第一種圧

力容器のうち低圧・小型のもので、少々緩い規制になっています。「（６） 第二種圧力容器」（浅田資料

５６頁）については、内部に圧縮気体を保有するものということで、仮に容器に欠陥があって開口部を生

じても、内部の気体が急激に噴出する程度にとどまるので、リスクは低いものであるため、小型ボイラー

並みの規制にとどまっています。最も規制が緩いのは「（７） （簡易）容器」（浅田資料５７頁）で、通

常「容器」と呼ばれています。これは、第一種圧力容器のうち、最も小型で低圧のものということです。

「（８） 伝熱面積」（浅田資料５８頁）によって規制が変わってきますが、その定義は記載したとおりで

す。

次にクレーンについては、「２ クレーン等安全規則」（浅田資料５９頁）にありますように、定義につ

いては労働安全衛生法が施行された際の施行通達の中に規定されています。そして、適用範囲や構造要

件などは記載の通りになっていますので、後ほどご一読いただければと思います。「（２）移動式クレー

ン」（浅田資料６０頁）、「（３） デリック」（浅田資料６１頁）などもまた同様で、危険性が高いので特

定機械等として厳しい規制を受けます。「（４） エレベーター」（浅田資料６２頁）についても同様です。

ただ、エレベーターは特定の業種（労働基準法別表第１第１号から第５号まで：製造業、鉱業、建設業、

運送業、貨物取扱業）の事業場に設置されるものに限るとされています。エレベーターは人などを乗せ

て上昇・下降する装置なので、不具合により甚大な被害を生じ得る極めて危険性の高い装置であるため、

特定機械等として規制されています。「（５） 建設用リフト」は浅田資料６４頁記載の通りで、危険性が

高いゆえに規制を受けています。「（６） 簡易リフト」（浅田資料６４頁）は、エレベーターのうち荷の

みを運搬することを目的とする搬器の大きさが小さいものです。危険性が低いということで、別途緩い

規制がなされています。「（７） つり上げ荷重」「（８） 積載荷重」（いずれも浅田資料６５頁）はここ

に記載したとおりです。ゴンドラについては先ほど申しました通り、危険性が極めて高いということで、

特定機械等としての規制を受けています（「３ ゴンドラ安全規則」（浅田資料６５頁））。

「Ⅴ 適用の対象、適用の除外・特例・例外等」（浅田資料６７頁）についてですが、適用対象は先に

述べた通りです。ボイラーの適用除外はここに記載したとおり、労働安全衛生法施行令第１２条第１号

に定められていますが、「小型ボイラー並びに船舶安全法（昭和 年法律第 号）の適用を受ける船舶

に用いられるもの及び電気事業法（昭和 年法律第 号）の適用を受けるもの」が適用除外され、小

型ボイラーにおいても同じく「船舶安全法の適用を受ける船舶に用いられるもの及び電気事業法の適用

を受けるもの」が適用除外とされています。クレーンについては、「２ クレーン等安全規則」（浅田資料

６８頁）にありますように、他法の適用の結果適用除外となるものはなく、つり上げ荷重によってレベル

が異なってきます。移動式クレーンやデリックもまた然りです。エレベーターについては先ほども述べ

た通り、特定の業種に限定され、それ以外のものと一般公衆用については建築基準法によって規制され

ています。建設用リフト、簡易リフトもまた然り、です。ゴンドラについては適用除外はなく、すべて積

載荷重如何に関わらず、ゴンドラの定義に該当するものはいずれも規制対象とされています（「３ ゴン

ドラ安全規則」（浅田資料７０頁））。

以上、ご清聴ありがとうございました。

三柴 非常に詳細にまとめていただいてありがたい限りです。他方で、事務系にも分かり易いという趣

旨で体系書を作りたいということなので、用語の解説についてもう少しベタベタ貼り付けていただく必
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要があると思います。他の解説者が担当する章の解説で写真や絵がついているのはいいと思うのですが、

それでもなるべく独自に、たとえば「パワーリフト」「ロングスパン建設用リフト」などについて、“サル

でもわかるように”絵図を用いた解説があるとよりよくなると思います。それにしても、実に緻密に丹念

に整理をしていただいて本当にありがたい限りです。沿革も丹念に調べられていて、どういう経緯で今

の形になったのかよく伝わってきます。 
いったん休憩を入れまして、衛生関係の特別規則についてもご報告をいただいたうえで、まとめてご

質問いただくということにしたいと思います。 
 

－1546－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（後半） 
 

181 
 

三柴 再開させていただきます。先ほどの浅田先生のご報告から安衛法の特質がよくわかる面がありま

す。というのも、今までの安衛法は技術的な立法であったと思います。あえて厳しい言い方をすると、設

計図や使い方を記載したマニュアルをそのまま法令にするという感じで、特定の基準を定め、箸の上げ

下げまで指定することで労災の防止を図るようなものです。そのような特徴を指摘できると思います。

それゆえに、事務系・文系の人たちがとっつきにくくなってしまうわけです。いろいろと細かい仕様はあ

るのですが、核心は何なのか、要点は何なのか、思想は何なのか、趣旨は何なのか、技術系の方が分かり

易く解説してくれることで、事務系の人の理解がより一層深まるのではないかと思います。現在私が参

与している化学物質管理の検討にも言えることなのですが、やはり技術に詳しい人が論じると、話がど

んどん細かくなっていきます。誠実で丹念な解説ですが、それゆえに文系の人はついていけなくなって

しまうという事態が起きてしまいます。なので、法の体系として原則を法令に定め、詳細はガイドライン

等に落としていくなどといった整理の仕方も重要だし、また原則部分には趣旨が明確に表れるようにし

てゆくことも必要かと思います。ということで、細かい知識を丹念に洗っていく作業と、そのエッセンス

を明確にし、歴史・沿革を検討するのであればどういうラインどりで展開してきたかが明確にすべきか

と思います。 
では、藤森先生、ご報告お願いいたします。 

 
藤森 私の方からは「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性」というテーマで報告させて

いただきます。前回もこのテーマに関して私なりの４つの視点ないし骨組みを報告させていただきまし

た。それが共有画面に表示されている資料（※「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性」、

以下「藤森資料」とする）の「１ 制定の背景・経緯及びその後の主な改正点について」です。その下に

は「２ 労働安全衛生法及び労働安全衛生規則との関係について」、３番目は「３ 各規則の基本構造・

体系・構成の共通性について」、次に「４ 定義・適用の対象・範囲等について」、ここでは適用除外や特

例など衛生関係規則に相当数みられる規定について考察しようとするものです。ということで、前回骨

組みを報告しましたが、今なお未完成ではありますが、簡単に説明させていただき、ご意見等いただけれ

ば幸いでございます。

まず「１ 制定の背景・経緯及びその後の主な改正点について」とは、藤森資料２頁に列挙した規則に

ついてのものです。なお、前回畠中先生からのご指摘により、「事務所衛生基準規則」は対象から除外し

て、合計で１０について言及します。一番目の「制定の背景・経緯及びその後の主な改正点について」は

悩みどころが大きく分けて二つありまして、まずどこまで深掘りすべきかということです。私としては

制定当初の立法経緯や趣旨はもちろん、その後の社会のニーズに基づく改正についても挙げました。一

例を挙げると、藤森資料４頁の有機溶剤中毒予防規則に関する記述ですが、その冒頭に「１ 制定の背

景・経緯及びその後の主な改正点」ということで、制定当初だけでなくその後の有機則の改正等も含めて

記載したつもりです。先ほど安衛法関係のご説明がありましたが、安衛法は昭和４７年に制定されてい

ますが、それに基づく規則がほとんどです。実は安衛法制定前から施行されていた規則があり、たとえば

電離放射線障害防止規則などは昭和３４年からありました。戦後間もない頃、電離放射線物質が輸入さ

れたことによるニーズもあり、そうした事情をどの辺りまで深掘りすべきかということですが、先ほど

も言ったように基本的には、労働安全衛生法に基づいた規則という意味で、昭和４７年以降をベースに

しているところです。これについてご意見ございましたらぜひお願いいたします。もう一つは、労働安全
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衛生法と労働安全衛生規則との関係についてですが、これについては藤森資料２頁の安衛法第２２条を

ご覧いただきたいのですが、第２０条以下に事業者の措置義務に関する規定があり、その中でも健康障

害防止については第２２条、場合によっては第２３条が問題となってきます。それについてもどんな体

系・構造になっているか図説したのが藤森資料３頁の図１です。様々な現場の要因に基づいて、どのよう

な健康障害が生じるおそれがあり、それについてどのような措置を講じるべきかを骨組みとして示して

います。これに基づいて、図の中に小さな文字で記載していますが、各規則が制定されています。先ほど

の悩みどころのもう一つは、タイトルにあるように、「統合の可能性」という命題について私なりに悩み

まして、結局それはどういうことだろうかということです。統一性のことなのか、あるいは共通性のこと

なのか、あるいはまた違った観点なのか・・・私の結論としては統一性・統合性、あるいは共通性と言い

ましょうか、そんな感じのことが必要ではないかと思います。三柴先生が前回ご指摘されたのは、現行の

規則は膨大な数に発展したのはいいとして、“規則に書かれていないことは実施しなくてもいい”という

誤解が生じるのではないか、原理原則を踏まえて、規則に書かれている内容に縛られない解釈が必要で

あると、そのようなことをご指摘されたと思います。そのような観点から、法令の適用を受け法令を用い

る事業者にとって分かり易くアクセスしやすい共通性を見出せないかということで、１０の規則を検討

したいとおもいます。結局それは、人、物、作業、管理という切り口から検討することになります。たと

えば教育、設備、作業主任者など、そういった様々な規制の中に一つの共通性が見いだされ、そこに一つ

の共通の規定のし方があれば、分かり易くアクセスしやすくなるのではないかと思います。先ほど唐沢

先生のご報告で扱われた諸外国の現状について私は不案内なもので、またご教授いただきたいと思いま

すが、化学物質ごとに統一・統合された観点はあまり見受けられないのではないかと感じていたので、そ

の辺りのことも含めどのように検討すべきかを悩んでおります。 
共通性という場合にやはり重要なのは、藤森資料２頁「表１ 疾病の種類と対策の関係」をご覧くださ

い。分類としては、「職業性疾病」、「作業関連疾患」、「私傷病」に分かれます。。作業関連疾患とは、、作業

と何らかの関連性がある疾患、あるいはもともとは私傷病でありながら業務が原因で増悪したものに分

けられる疾患です。「労働衛生の三管理」、すなわち「作業環境管理」、「作業管理」及び「健康管理」とい

うものがあり、それぞれの疾病に対する切り口となります。各規則もまた、必ずしも図式通りになってい

ないにせよ、そのような観点から整理分類ができるのではないかと思います。そのような基本的な観点

のもとに各規則があると思います。この点、どちらかと言えば、藤森資料２頁に列挙した規則のうち、②

以下の特別規則ではなく、労働安全衛生規則にも「第三編 衛生基準」があり、ここにはダイオキシンに

関する規定があり、他の特別則ではなく安衛則において規定されているところです。規則の中に一般法

（一般規定）と特別法（特別規定）があるという見方もできるのかどうかについても一応言及したつもり

です。そのほか、各規則一つ一つについて、制定の背景・経緯、主な改正点、特に改正については一応概

観したつもりですが、まだ詳細に踏み込んだわけではないので、ご意見をいただければと思います。 
各規則につき「構成」を記載しましたが、これは先ほど言った労働衛生の三管理、あるいは人・物・作

業・管理という観点から、受け手に分かり易く体系立てて言及できればと考えています。「定義・適用の

ル対象・範囲等について」という問題もありますが、最低限の定義は書きます。例えば有機溶剤と一口に

言っても４００種類ほどあるにもかかわらず、有機溶剤中毒予防規則における対象有機溶剤は４４種に

絞られ、それはなぜなのか、当該法令や規則に特化した定義があるということです。酸欠則においても同

様です。言葉の定義がきちっとしていないとややこしいことになってきますが、この辺についても言及
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したいと思います。また、定義と同時に重要なのは適用範囲であり、「業務によって」あるいは「作業に

よって」事業者としてしなければならないという縦軸について、横軸の業務・作業は何か、他にも「物質

によって」「場所によって」「消費量によって」「時間によって」・・・これらは曝露量の問題です。あるい

は「設備等によって」範囲が決まってくる、あるいはそれに伴って適用除外や特例の有無が決まってきま

す。そういう仕組みになっているということも言及します。有機則あたりは適用関係は書いていますが、

それ以外の規制についてもそのような観点からコメントできればと思っています。特化則は、最近の改

正についても言及するつもりです。 
電離放射線規則は歴史的にはかなり古くからあります。酸欠則においては、まず場所を決めてそこで

行う作業が規制の対象となりますので、それをめぐって数値が決まってきます。その辺りまで言及でき

ればと思います。粉じん則においては、「粉じん作業」と「特定粉じん作業」とに区別され、これに従っ

て事業者として講ずべき措置はどのようなものか、いまのところ藤森資料では空白になっていますが、

整理してみたいと思います。石綿についてはごく最近改正されたものがありますが、その辺についても

限られた範囲の中で取り上げるべきかと思っています。以上と除染則をあわせて合計１０に及ぶ規則、

場合によっては安衛則の検討も盛り込んで完成させたいと考えています。 
短時間で非常に雑駁でありますが、以上でございます。 

 
三柴 ありがとうございました。藤森先生の途中経過をご報告いただいたわけですが、やはりまとめら

れる先生によって個性が表れると感じます。藤森先生は管理のお立場を意識しながら業務にあたってこ

られたことを感じさせるご報告で、整理統合をすると要点は何なのかについてよく意識してまとめてい

ただいているものと思われます。先生方から何かご質問ございましたらよろしくお願いします。 
 
畠中 お二方とも非常に細かくまとめておられて、私としてもこのような文書は初めて見るもので、こ

れが完成したら非常に有益なものになると思います。ただ、総論的なお話になるのですが、浅田先生のボ

イラーの取締に関する最初の部分において、汽罐取締令が工場法第１３条に基づいて制定されたという

記載がありますが、これは誤りではないかと思います。参考ですが、汽罐の取締に関して私の手元に岡實

先生が書かれた工場法論、これは工場法施行の翌年である大正６年に書かれた計１２００頁ほどの本で

すが、同書をみると各都道府県で汽罐の取締が相当数行われておりまして、一番最初は明治１６年の福

岡県、明治１９年の長野県ということで、大正６年までの間に「汽罐機器の取締に関する規則は各府県あ

まねくこれを設く、最初にこの種の取締規則を設けたるは、」・・・ここでは長野と書いてありますが、別

の資料では福岡となっています・・・「明治１６年長野にして、東京明治２７年がこれに次ぐ。その他の

和歌山、静岡、大分、鳥取など発布せられたり。」というような感じで、大正６年までの間に５県以外の

ほとんどの都道府県で施行されている旨書かれています。浅田先生の書かれた中でもう一点、行政執行

法に基づいて汽罐機器の取締りが行なわれ、各府県における汽罐機器の取締令が作られてきた旨書かれ

ていますが、これも書き方としてはどうでしょうか。行政執行法というのは、戦前のことですから戦後の

ように行政代執行以外許されないということではなく、直接強制なども同法に定められていたわけです

が、直接強制の対象の一つとして危険なものということでボイラーが挙げられていた、要するに、ボイラ

ーは行政執行法に基づく権限発動の対象になっていたに過ぎなかったのではないかと思います。この辺

りの書き方は少々工夫されてはいかがでしょうか。 
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浅田 ありがとうございました。戦前の根拠条文については、畠中先生のご指摘を受け止め、もう一度精

査してみたいと思います。私が参考にした資料の中に、内務省事務官等による「汽罐取締令解説」という

のがあり、この中にも行政執行法第４条、同法施行令第２条の規定により、各府県において取締規則を設

けることによって取締りを行ってきたという記載がありますので、もう少し精査してみたいと思います。 
 
三柴 現行の法令であっても、ある省令がどの根拠条文に基づいているのか今一つはっきりしないもの

があります。個人情報保護法でも、ガイドライン等がどの条文に基づいているのか分からないものがあ

ったり、安衛法でも実施省令的なものがあり、紐付く条文がどれなのかよく分からないものも時々見受

けられます。戦前のものであればなおさら根拠条文の調査は難しい面があると思いますが、趣旨をたど

りながら言及していただければと思います。また、 “参考文献としてこのようなものがある”などと記

載していただくとか、あるいは“解釈としてこのように考えられる”など、語尾をややソフトにしていた

だくといった書き方の工夫もあり得ると思います。 
他にご質問は？ 

 
北岡 浅田先生にお尋ねしたいのですが、戦前の規制のあり方はとしては行政命令でボイラー等につき

様々な規制を設けているわけですが、直接使用者を規制するものではなく、行政官庁が行政命令を発す

るための根拠ないし準則としての性質を有しているのでしょうか。私が何をお尋ねしたいかというと、

戦前においては行政官庁が行政命令を離れて事業者に対して指導を行い、これに従わない場合において

は刑事罰等を科す余地があったかどうかです。法文上はあり得るかもしれないという気はするのですが、

この点何か参考になるものがあればご教示いただきたいのですが。 
 
浅田 汽罐取締令の中に罰則規定があり、“第○条に違反した場合には科料を科す”ないし“拘留する”

といった規定があります。やはり可罰のための根拠規定がないと、法治国家たり得ないと思います。 
 
北岡 それは、何に対する罰則規定でしょうか。 
 
浅田 汽罐取締令の条文に対する違反について、あるいは臨検の拒否等について、罰金、科料等が定めら

れ、汽罐取締令に設けられた可罰のための根拠条文となっています。 
 
北岡 安全衛生基準そのものに対する罰則もあったということですね。 
 
浅田 そうです。それ以外にも、たとえば汽罐を設置しようとする者は地方長官の許可を受けなければ

ならないとする規定に違反した場合の可罰規定などもあります。 
 
北岡 ありがとうございます。 
 
三柴 そうすると、法律の執行のマニュアル的なものとしての例があったというより、例自体が独立し
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た法律に近い存在だったという理解でよろしいわけですね。 
 
浅田 そうですね、現在であれば可罰の根拠は法律に根拠がないと罪刑法定主義に反しますが、戦前に

おいては汽罐取締令のような内務省令の中にも可罰の根拠規定があったということです。 
 
三柴 比較法的に大きくみると、イギリスは法律本文で曖昧な規定にも罰則を設けておいて、それを詳

細化・具体化する規則が制定されている状況で、ドイツでは法律本法には罰則を定めず、規則の中に罰則

を明記するという形で、両者とも安全衛生の問題にアプローチしています。私が調べてもそうだったし、

吉川さんが調べてくれた、今の安衛法をつくる前段階で実施された調査の中でも言及されています。国

によって法体系が異なるということも言えるし、同一の国の中でも歴史の中で法体系が変わってきてい

るということも言えるし、それらを踏まえて将来的にどうするのか、その辺りも興味深いお話です。 
 
森 藤森先生にご教授いただきたいのですが、現在衛生管理の流れとしては、リスクに基づいて管理し

ていこうという方向に向かい、数多くある化学物質のうち特別管理物質に関してはリスクが低くても

様々な措置を講じなければならないというルールが、自律管理の足かせとなっているのではないかとい

う議論があります。今後化学物質の管理については、作業環境が適切に管理されている場所であれば多

少は特殊健診を減らしてもいいのではないかという議論がなされています。では、物理的因子など化学

物質以外の特別衛生規則に関しても同様の状況は生じないでしょうか。すなわち、ルールを細かく定め

過ぎているがゆえに、さほど健康障害が生じないレベルの状況にあっても、数多くの措置を講じなけれ

ばならないという規定が存在し、その結果本来リスクマネジメントは優先順位を決めて高い順から実施

していかなければならないのに、優先順位が逆転してしまい、本来最も優先的になされるべき措置が実

施されなくなることが大きな問題となります。私は物理的因子にかかる衛生規則はさほど詳しくないの

ですが、化学物質に関して生じ得る問題が同様に懸念されるのかどうか、ご見解をお教えいただければ

と思います。 
 
藤森 端的に申しますと、先ほどの議論からしても、そもそもリスクアセスメント自体が、「事業者は、

厚生労働省令で定めるところにより・・・危険性又は有害性等・・・を調査し、その結果に基づいて、こ

の法律又はこれに基づく命令の規定による措置を講ずるほか・・・必要な措置を講ずるように努めなけれ

ばならない」（安衛法第２８条の２）とされていますので、努力義務規定や罪刑法定主義の問題とも絡ん

できます。それはそれとして、放射線、高温、低温、騒音といった物理的因子の問題ですが、作業関連疾

患等に関する規制がどうなっているのか、現在調べているところです。その点では化学物質や有機溶剤

とは若干異なっているのではないかと思います。法令上の規制に関しても、特別規則が存在するものと、

安衛則の中の規定で処理しているものとがあるようです。 
 
森 医療機関における電離放射線の新しい線量限度の適用の話の中で、均等被曝と不均等被爆のモニタ

リングを両方しないと被爆の管理ができないのかという議論があります。専門家とお話すると、プロテ

クタの中だけでやれば曝露量がわかるはずなのに、両方やれというのが法令上の要請だということで、

放射線対策室ではいつも議論になります。あまりにも細かい規定があると、本来労働者の健康を守るた
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めに必要最低限プラスアルファを求めてしまうという方向になってしまうという状況が、おそらく他の

分野でもあり得るのではないかという認識から質問させていただいた次第です。 
 
藤森 前回三柴先生も仰ったように、詳細な規則が充実化することは結構なのですが、だからといって

規則に書かれていないことは実施しなくてもいいのかという問題が出てきます。その辺りは今後も検討

を要すると思います。 
 
三柴 この後北岡先生に罪刑法定主義のお話をしていただきますが、結局法律家の頭では、災害を防止

するためには丁寧な規制を細かく施していくという考えが基本になってしまいます。同時にそれは技術

者の発想でもあると思います。技術者が必要と判断した再発防止策をそのまま特定の基準として細かい

ルールを次々に設けていくと、森先生がご指摘のように、現場では優先順位のない形式的な法適用が起

きてしまうという問題が出てきます。様々な規定がある中で、何から実施していけばいいのか、また現場

の実態に即したリスクに対応するにはどうしたらいいか、といったことが見えづらくなるという問題も

あります。では、細かいルールを完璧に遵守していればリスクを全て防げるのかといえば、そうでもな

く、ちぐはぐな結果になってしまいます。これをどう防ぐかがリスク管理を生業とする安全衛生の重要

な課題だと思います。私としては、先ほど申し上げたような提案はあるのですが、それはそれでなかなか

難しかったりするので、知恵を出し合っていきたいところです。 
 
畠中 先ほどの汽罐取締令に関する北岡さんのお話に関連するのですが、あれについて私は、明治憲法

第９条の独立命令であると考えます。同条の文言をみると、「天皇ハ法律ヲ執行スル為ニ又ハ公共ノ安寧

秩序ヲ保持シ及臣民ノ幸福ヲ増進スル為ニ必要ナル命令ヲ発シ又ハ発セシム（以下略）」とあります。天

皇が自ら発する場合は「勅令」といいますが、「発セシム」というのは各省庁の省令、また都道府県の府

県令がこれに含まれるということは、美濃部達吉先生の憲法学の本に書かれています。明治憲法の第２

３条（日本臣民ハ法律ニ依ルニ非スシテ逮捕監禁審問処罰ヲ受クルコトナシ）には罪刑法定主義が定め

られていますが、ある意味この特例でもあり、第９条の命令には独自に罰則をつけることができるよう

になっているという解釈のもとに、明治憲法の施行と同時に出された「命令ノ条項違犯ニ関スル罰則ノ

件」（明治２３年法律第８４号）、そして同日に公布された「省令庁令府県令及警察令ニ関スル罰則ノ件」

（明治２３年勅令２０８号）などにより、一定限度の範囲内で・・・たとえば省令でつけられる罰則の限

度は２００円以内の罰金若しくは科料または３カ月以下の懲役・禁固・・・省令に独自に罰則を設けるこ

とができました。現行憲法の体系からすれば驚くような規定かもしれませんが、こういう仕組みがあっ

たために、各省庁は独立命令という形で汽罐取締令などを制定施行していたわけです。 
 
三柴 ありがとうございます。それでは、ＭＬでは次に大藪先生のご報告を予定していましたが、話のつ

ながりからすると、先に北岡さんにご報告いただいた方がよろしいかと思いますので、お願いいたしま

す。 
 
北岡 それでは、始めさせていただきます。「罪刑法定主義と安全衛生確保の関係」というテーマで報告

させていただきます。内容としては、資料２頁（以下「北岡資料」とする）に記載したように、罪刑法定
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主義の観点から、労働安全衛生法・政省令における危害防止基準の現状と課題について、若干の紹介を行

います。寺西元検事および安西弁護士の文献を中心にご紹介させていただきたいと思います。その上で、

今後ぜひご教示いただきたい点として、現在各先生方が担当条文について詳細な検討をされていると思

いますが、本日ご紹介するような罪刑法定主義の観点から各規定・施行規則についてどのような課題が

あるのか、またないのか、ある条項や施行規則あるいは行政解釈について課題があるとすれば、ぜひご教

示いただけると幸いです。もう一点は三柴先生からの宿題なのですが、イギリスの労働安全衛生施策と

の比較について検討する予定なので、この点につきましてもお詳しい方がいらしたら、ご教示いただけ

ればと思います。 
では、まず北岡資料３頁をご覧ください。「罪刑法定主義」とは、法定手続の保障を定めた憲法第３１

条に基づく法規範をベースとするものであり、どのような行為が犯罪となるか、その犯罪に対してどの

ような刑罰が科せられるかということを、あらかじめ法律で明確にしていなければ、ある行為を犯罪と

したり、刑罰を科することは許されないという刑罰法規に関する原理のことをいいます。そして、「罪刑

法定主義から見た安衛法上の課題」（北岡資料４頁）とはどのようなものかを考えてみると、大きく分け

て２点あると思います。一つは、政省令への委任の問題になりますが、安衛法はその危害防止基準の多く

を安衛則その他の施行規則に委任しているわけですが、委任方法自体が罪刑法定主義に反する可能性は

ないのかということです。つまり、白地委任をしているのではないかという論点です。二つ目には、仮に

委任に問題はないとしても、安衛法および政省令に定める構成要件とその適用実態が罪刑法定主義に反

していないか否かという問題です。具体的にには、さらに二つのポイントがあるのですが、１）安衛法が

政省令に委任をし政省令が委任規定を設けるわけですが、その委任規定が安衛法の委任の範囲を超えて

いる、２）政省令への委任はいいとしてもそれに関する行政解釈が安衛法の解釈を明らかに超えている、

これら２点が罪刑法定主義に照らして問題となり得るのではないかということです。 
まず、安衛法において包括委任規定が見受けられるわけですが、これについて少々整理すると、寺西元

検事はこう述べています。すなわち、安衛法の政省令委任の根拠法令は４つあるということで、１つは

「安違法の本条に犯罪の構成要件が明示されている例」。一例として、「１つの貨物で、重量が１トン以上

のものを発送しようとする者は、見やすく、かつ、容易に消滅しない方法で。当該貨物にその重量を表示

しなければならない」（法第３５条）という規定がありますが、これは政省令に委任していませんので、

全く問題ありません。二つ目は、「規定の内容の一部を個別的に政令等に委任している例」。たとえば、「政

令で定める規模の事業場」に対して衛生管理者の選任を義務付ける等、これについても寺西先生は問題

ないだろうと述べています。三つ目ですが、「規定の内容の一部を包括的に政令等に委任している例」で

す。典型例として法第２０条「事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。

一 機械、器具その他の設備・・・による危険（以下略）」といった定めが置かれ、これに基づいて膨大

な安全衛生規則が定められているということになります。 
こうした包括委任規定についてどのように考えるのか、寺西先生はこの点あまり名言はしていません。

様々な文献からすると、寺西先生は批判的な意見をお持ちのような印象を受けますが、明確にこれを否

定しているわけではありません。この点をクリアに書いているのが安西弁護士で、安西愈『労働災害と企

業の刑事責任』（労働調査会、２０１３）５９頁以下の中で、以下のような説明をしています。「安衛法の

場合には、社会の変化や技術・生産方式その他の化学技術や工法等の進展に対応して危険防止措置も変

化していくものであるから、このような白地規定となるのはその目的上やむを得ない必然的なもの」で
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ある、これを認めないと安西先生の表現によれば、安衛法は「電話帳」になり下がってしまう、といった

ように非常に巧みな表現で包括委任規定についてその適法性を説明しています。他方、安西先生は同時

に、「一方で、政省令は当然に「法律の委任に基づくもの」でなければならない旨強調した上で、「刑罰と

いう厳しい制裁を科す以上、どういう行為が犯罪となるのか、その行為にどういう刑罰が科されるのか

ということを事前に明確にしておかなければ、その法律の適用を受ける国民が自らの行為を法律に従っ

て規律することができない。この罪刑法定主義の原則は安衛法のような行政法規についても刑罰権であ

る以上同じ理が当てはまることになるのである」とされ、無制約な委任立法化に対しては強く警鐘を鳴

らしています。このように、包括委任規定については認められるとしても、他方で委任の範囲を超えた労

働省令というものが問題となります。 
これについて寺西先生は、「安衛法 14 条と安衛則 17 条の関係」を指摘しています。現行規定も北岡資

料８頁記載のものと変わらないのですが、安衛法第１４条は「事業者は・・作業主任者を選任し、その者

に当該作業に従事する労働者の指揮その他の厚生労働省令で定める事項を行わせなければならない。」と

定めています。そして安衛則の中では「事業者は・・当該作業に係る作業主任者を二人以上選任したとき

は、それぞれの作業主任者の職務の分担を定めなければならない」（安衛則第１７条）としています。寺

西先生は安衛法第１４条が安衛則第１７条に委任して、罰則を付している形になっているものの、安衛

則第１７条は安衛法第１４条に根拠づけられないのではないか、罰則適用しようとしても罪刑法定主義

に反し無罪の可能性があると、厳しい指摘をしています。このような本法と施行規則の関係で、法を超え

た施行規則の制定がこの他に見受けられるかどうか、別途検討課題になり得ると思われます。 
次に、委任立法の行政解釈についてです（北岡資料９頁）。刑罰法規の解釈については、罪刑法定主義

の原則に服しますので、文理解釈つまり法文に沿った解釈、そして拡張解釈は許容されます。拡張解釈と

は、法文の文言に照らして最低限その文言に即して解釈することです。よく基本書の例として挙げられ

るのが、馬が引いている馬車に関して、「馬車が認められるのであれば、ロバが引いた荷台も拡張解釈上

許容される」というものです。これに対して、たとえば“牛”といったように、まったく異なるものにつ

いても認められるのかというと、類推解釈に当たるために許されない、などといったことが初学者向け

の教科書に書かれています。安衛法の解釈にもこの原則が適用されます。寺西先生はその顕著な例とし

て、安衛則第２６９条を例に挙げています。すなわち、同施行規則は事業者に対し「化学設備又はその配

管のうち危険物等が接触する部分について、当該部分の著しい腐食による爆発又は火災を防止するため、

腐食しにくい材料で造り、内張りを施す等の措置」を講じることを罰則付きで義務付けています。これに

ついての行政解釈（昭和 42.2.6 基発第 122 号）は、「等」の措置例として以下のような例を示していま

す。「構成部分の耐用期間を適切に定め、その期間毎にその部分を取り換えることが含まれる」と。寺西

先生は、当該通達が法・施行規則で「例示されたものと異質な措置を義務付けることになる」としていま

す。この施行規則はメンテナンスまで規定していないことは明らかではないかということです。腐食し

にくい材料等で内張りを施す「等」の措置と書いてある以上、メンテナンスは行政解釈の内容を超えた解

釈ではないかということです。他方で「その期間毎にその部分を取り換える」ことは、最低基準としての

例示ではなく、防食塗料の塗布等の措置が許容範囲内であったか否かの判断基準になり得るという整理

をしています。行為規範というよりは、防止措置が適切かどうかということです。つまり、腐食しにくい

材料で造ったかどうかを判定するに当たってメンテナンスをしていたかどうかが一考慮要素になるので

はないかという整理をしています。この辺りは、行政解釈と類推解釈禁止という司法警察処分の観点か
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らいうと、齟齬が生じやすいところかもしれないと感じました。 
いずれにせよ、以上のような課題が生じ得るわけですが、寺西先生は、安衛法・施行規則等の類推解釈が

生じている背景として、行政法規は多少内容が曖昧で幅広く解釈できる余地があるほうが、行政が円滑

に遂行できて行政目的を達成することができるという非常にポジティブな側面もあるとします。そして、

行政実務では、規定の文言を足掛かりとして類推に類推を重ね、あるいは極端な拡張解釈をして適用が

なされる場合もあると指摘します。安衛法についても、労働基準監督官、指導を受ける事業者等の双方が

安衛法に対する罪刑法定主義の適用に係る理解が不十分な側面があることもその背景として指摘してい

ます。いずれも寺西先生の著書の内容ですので、私の見解ではないということはお断りしておきます。 
そして、三柴先生からいただいた課題として、イギリスの安全衛生法典に関する問題です。これについ

ては、私も２０１６年の報告書を通じて勉強しているところですが、一般的義務条項が定められ、それぞ

れに罰則規定が設けられています。内容としては、①使用者による安全衛生基本方針の策定であったり、

方針の効果的な実施のための措置、などといった内容が定められています（ＨＳＷＡ第２条）。また、危

険有害物質を取り扱う施設の管理者による最善の方法による環境危険有害物質の管理義務（同第５条）、

③物の設計者、製造者、設置者、輸入者、供給者等への諸種の義務（同第６条）なども定められています。

その上で、国会の承認を得た安全衛生規則が設けられます。そして、三柴先生の調査で何度も強調されて

いたのが、「行為準則」です。これは、安全衛生部局が制定できるガイドラインなのですが、行為準則に

ついて所管大臣の承認を受けた場合については、行為準則が一般的義務条項の解釈として承認を受ける

という形になり、実際に刑事罰を科すに当たっては承認された行為準則が相当程度斟酌されます。その

ような構造を持っていることが、２０１６年の報告書の中で示されています。その中でＢａｌｆｏｕｒ

Ｂｅａｔｔｙ社事件、これはハットフィールド脱線事故に対する処罰例ですが、１億円近い罰金が科せ

られたケースもあります。この点日本法のように細かなルールを各法、各施行規則に定めるやり方とは

かなり異質なものであり、イギリスでは一般的行為準則を定め、具体的には施行規則や行為準則を作り、

場合によってはその中で罰則規定を設け、一般的義務条項と関連させながら、時に司法刑事的な機能を

果たし、時には行政ガイドラインあるいは民間企業に対するガイドラインとして機能します。言わば法

であって法でないという表現がありましたが、まさにそのように柔軟なルールであるというのがイギリ

ス労働安全衛生法の大きな特徴であると思われます。 
わが国との比較ですが、わが国は言うまでもなく安衛法において罰則が定められています。これに基

づいて委任を受け、各施行規則が定められています。そういう構造になっていますので、先ほどの罪刑法

定主義の問題が生じてくることは否定のしようがありません。先ほど三柴先生から、なぜ日本では安衛

法に関して罪刑法定主義をここまで厳しく求めるのかという問いかけがありましたが、一つの見方とし

て、日本の場合は労働災害に対する刑事処罰については、安衛法による処罰と刑法第２１１条の業務上

過失致死傷罪に基づく処罰が両建てになっている点があり、実際重大な労働災害事案においては警察と

労基署が共同し（場合によっては仲違いしながら）刑事訴追を行っています。イギリスの一般的義務条項

については、私の印象ですが業務上過失致死傷罪に類似していると感じました。安衛法は予防のために

事前にルールを定め、禁止事項を設定し、違反があれば処罰し事故が生じたかどうかは問わない構造で

す。しかし業務上過失致死傷罪は言うまでもなく、実際に怪我をした人が出た場合に結果から遡って原

因に対して予見可能性・結果回避可能性ゆえに刑事責任を問うことができるのか否かが争点となります。

重大な労働災害事故が生じた場合には、労基署は安衛法違反で立件を試みますが、警察は結果から遡っ
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て予見可能性や結果回避可能性があったのかを調べます。現場で警察の方に“安衛法にはどのような規

定が書かれているのか”と尋ねられた記憶がありますが、安衛法の内容に関しては警察も関心が高いよ

うです。あるいは、“労基署はどのような指導をしているのか”と問われることもありました。予見可能

性・結果回避可能性に即して言うと、通常の企業人としてかかる事故を招かないためにどういうことを

しなければならなかったのか、ということを予め熟知していたかどうかが業務上過失致死傷罪の立件に

当たっては非常に重要な問題であったし、これからもそうだと思います。イギリスの行為準則は現行の

安全衛生施策においても、これを豊富化することによって刑法と安衛法の懸け橋としての機能を果たし

うるかもしれないという印象を持っています。さらには、警察が動いてくれない代わりに安衛法違反や

労働災害に対する評価は労基署が引き受け、そうである以上安衛法に業務上過失致死傷罪に近い構成要

件を明確に定め、労基署が立件するという方向をたどるのか、こういった点について今後の施策として

あり得るのかも知れないという印象を感じています。 
以上、報告を終わらせていただきます。 

 
三柴 ありがとうございます。ご質問等ございましたらお願いします。 
 
南 これは三柴先生にお伺いすべき質問かもしれませんが、イギリスの刑事法の体系と日本の刑事法の

体系をそもそも比較検討できるのか、今一つ分からないところがあります。というのも、イギリスの刑事

法は罪刑法定主義の原則に服するとはいえ、裁判所におけるコモンロー上の義務を通じて明確化を図る

という側面があるのに対し、日本は制定法主義をとっていますから、日英両国の刑事法の体系はどの辺

りまで比較対象としていいのか、分かりかねるというのが疑問の一つです。もう一つは、北岡先生のご報

告の中で興味深いと思ったのは、前回の分担報告書で触れられている一般的義務条項が業務上過失致死

傷罪の架け橋になるというお話です。私が主として取り組んでいる船舶関連の法においても似たような

話があり、船舶で事故が発生した際に乗組員が死傷することがあり得るわけですが、そのような場合に

は直近過失といって、リスクアセスメントを実施したか否かについて検察はほぼとらないんです。事故

が発生した直前に何をやっていたかを非常に気にするわけです。業務上過失致死傷罪は、アセスメント

よりも結果を生じさせた直前の行為しか問題にしないと一般的に言われているので、労働安全衛生にお

いても同様に考えていいのかどうか。労働安全衛生法違反や業務上過失致死傷罪における過失の評価の

仕方が従前どうなっていたのかを明確にしないと、架け橋になるかどうか分かりませんので、その点よ

ろしければご教示いただければと思います。 
 
三柴 私から申し上げると、今のご指摘は法体系そのものにかかわる重要なご指摘です。一般に法学に

おいては、ヨーロッパを中心とした大陸法系とイギリスとアメリカが採用している英米法系に分かれる

と説明されています。大陸法系はパンデクテン方式といって、議会で成文の法を体系的につくって、それ

を解釈することを通じて個々の事件を解決・処断していくものです。日本では民法が一応その考え方に

ならっています。民法は「編」「章」「節」による条文の整頓が出来上がっていて、時折改正されることも

ありますが、基本的にはしっかりした体系なので、いったん作り上げてしまえば簡単に変える必要はあ

りません。そういう仕組みになっています。他方、英米法系は一言でいうと「積み上げ式」です。まず事

件が発生し、それに対する判決が出て、その積み上げによって後付け的にルールが明確になってきます。
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大ざっぱに説明すると両者にはそのような仕組みの違いがあります。 
日本はどうかというと、概ねその中間であるといえます。憲法は基本的にはアメリカからの輸入で、労

働基準法もアメリカで、刑法はドイツ、といったように各法分野ごとに異なる国から輸入した形になっ

ています。なので、いずれの法系なのか今一つ判別できません。では、安衛法はどうすべきなのかという

ことなのですが、やはり日本の安全衛生法についてはアメリカとイギリスです。イギリスは実態として

労災防止の成績が良好だということもあって、何かにつけ行政はイギリスを参考にします。業務上過失

致死傷罪との関係では、直近の状況のみ問題とする先ほどのお話は大変興味深いのですが、日本におけ

る運用では、労基法違反・安衛法違反との関係では、やるべきことがハッキリしていたかということと、

それに違反したことが悪質だったかが問われます。両者を充たすのであれば業務上過失致傷罪で立件す

るというものです。悪質か否かは発生した結果の重大性如何であり、たとえば相当数の死者が出たよう

な場合には悪質であったとして訴追の対象となります。 
北岡先生、いかがでしょうか。 

 
北岡 難しい問題ですね。業務上過失致死傷罪の「過失」と安衛法上の行為との関係については、安西・

寺西両先生がかなり詳細な検討をしていますので、その辺りは私もこれから勉強しようと思っています。 
 
浅田 よろしいでしょうか。イギリスの労働安全衛生法（ＨＳＷＡ）を最初に読んだときに違和感を覚え

たのは、先ほどのお話のように行為準則に反していれば法違反が推定される旨の条項があったと思いま

す。通常、刑罰法規の要件を充足することについての立証責任はすべて検察側が負担します。しかし、法

違反の推定はそれを逆転させるわけですね。被告人の側に立証責任を負わせるわけです。日本では非常

に考えにくいことが、なぜイギリスでは可能なのか、この点が印象的であると同時に違和感を覚えたと

ころです。いったいなぜ、このようなことが可能なのでしょうか。 
 
三柴 正鵠を射たご指摘で、私も悩んだところです。結局今のところは、イギリスが文化として安全衛生

を重視しているとしか言いようがありません。ですから、ＥＣが労働時間規制をイギリスに強制する際

にも、これは安全衛生の問題ゆえだからと口説いた経緯があることからもわかるように、イギリスが文

化として安全衛生を重視していることは間違いありません。では、法の設計、解釈、運用において、ＡＣ

ＯＰ（行為準則）がなぜそこまで法律に近い位置づけをされているのかといえば、結局はＡＣＯＰを制定

する行政機関にそれ相応の信頼と権限が与えられているということなのでしょう。ＡＣＯＰは安全衛生

問題に限ったものではないので、一般的にそういえるのかはさておき、少なくとも安全衛生法との関連

ではそうだと思います。少なくとも現実の機能を見ればそう言いうると思います。さらに言えば、イギリ

スで労使と専門家にインタビューを重ねましたが、ＡＣＯＰに反しているけれども、事業者が独自の手

法をとっている結果、法の目的を達していたがためにＡＣＯＰを外れていながら法違反の評価を免れた

例の有無を尋ねたところ、誰も答えられませんでした。ＡＣＯＰはガイドラインだというように言いな

がら、ＨＳＷＡの中で法律に近いものだと明記し、さらに実際上も法律に近い運用をしているわけです。

それはなぜかと言えば、安全衛生面を重視しているからという以外に今のところ把握できていません。 
 
浅田 ありがとうございました。 
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三柴 それでは、次に大藪先生にご報告をお願いいたします。大藪先生にはいくつかのテーマをご担当

いただいていますが、今回ご報告いただくのは、安衛法上の免許制度に関する条規です。したがって、安

全衛生に関する公的な免許制度はどういう趣旨のものであるか、などといったことを主にお話しいただ

くことになります。 
 
大藪 今回配布させていただいた資料（以下「大藪資料」とする）は全部で７頁になりますが、全体の構

成としては、まず冒頭に「１．第 8 章の概要」と題して記載した注釈、「２．沿革」では条文についての

沿革、そして本日の報告のメインになるのは大藪資料４頁「３．免許 / 免許制度」の箇所です。ここで

は主に３つの資格から、労働安全衛生法に限ったものではないのですが、免許・資格制度について説明し

ています。そのうち、「⑴「免許」について」は行政法学の立場から解説し、「⑵ 政策の執行活動として

の「免許」制度」、これは現在の私の専門分野ですが（大藪資料４頁中頃）、行政学（最近は公共政策と言

いますが）からの視点、そして大藪資料５頁「⑶ 公的規制と社会的規制について」、これは経済学にお

いて日本では９０年代に公的規制論・社会的規制論が議論の対象となりましたが、経済学から見た社会

的規制の中の免許・資格制度に関する議論がどのようなものかを示したものです。三柴先生からいただ

いたテーマはこれにとどまるものではないのですが、今回は時間的な余裕もなかったということで、公

的資格制度における免許の性格についてお話したいと思います。 
大藪資料１頁に戻っていただいて、まず「１．第 8 章の概要」ですが、ご承知のように第１２条第１項

（衛生管理者）、第１４条（作業主任者）、第６１条第１項（就業制限）の免許及び技能講習の細目につい

て規定しています。具体的に見ると、第７２条から第７５条において、免許の交付、免許証の有効期間の

更新、免許の取消し、免許試験の実施について、それぞれ必要な事項について規定しています。また、第

７５条の２から第７５条の１２までは、免許試験の実施に関する事務の全部又は一部を行う指定試験機

関について定めるということですが、現在は行政が直接実施するのではなく、試験事務は指定試験機関

に委任しています。この辺りの根拠条文が示されています。そして、第７６条では技能講習の実施につい

て必要な事項を規定するとともに、第７７条では技能講習等を行う登録教習機関・・・こちらも民間団体

ですが、その監督に関する事項について定めています。この辺りはコンメンタールに書かれているとお

りですが・・・ 
 

三柴 途中ですがよろしいでしょうか。ひとつコメントを差し挟ませていただきますと、日本の法制度

においては、とにかく国家資格や国が委託する講習などが制度化されています。イギリスやアメリカで

は、民間資格が中心です。その点だけはお伝えしておきたいと思います。すみません、ご報告の続きをお

願いいたします。 
 
大藪 ありがとうございました。その辺りの公的資格と民間資格の議論は経済学の議論とも関わってく

ると思います。次の「２．沿革」ですが、大藪資料の方には条文しか示しておりません。しかも関連する

条文のうち汽罐取締令などは割愛しております。戦前は「免許」という言葉を使っていませんでしたが、

工場法や工場法施行規則などにおいて、就業制限や現行の免許制度の前身となる条文が規定されていま

した。大藪資料２頁の下の方には、「労働条件基準法（労働保護法）草案」（昭和 21 年 7 月 26 日）や「労
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働基準法草案」（昭和 21 年 12 月 24 日 労務法制審議会答申）など、労働基準法ができる直前の草案にお

ける関連条文の案を記載しました。この辺りの検討が必要かどうかについては、また後ほどご教示いた

だければと思います。 
大藪資料３頁には旧労基法、すなわち現行安衛法が施行される直前の関連条文を掲載しました。危険

業務の就業制限（旧労基法第４９条）ほか、同条にいう「経験のない労働者」、「必要な技能を有しない者」

の意味については、ここに記載した旧安衛則ほか当時の政省令に定められ、免許に関する規定も定めら

れています。同頁に記載した「労働安全衛生法（案）」は安衛法制定直前のものですが、このときには「第

8 章 就業制限」の中に、「第 1 節 免許」「第 2 節 技能講習」「第 3 節 指定教習機関」といったよう

に、現行の条文とは異なる構成になっていました。分担報告書にはより詳細な経緯を書こうと思ってい

るところですが、エポックメイキング的な出来事としては、昭和５２年改正による「指定試験機関による

免許試験の実施」が大きな制度改正ということになります。このプロジェクトは一般の人に分かり易い

本を作ることが目的なので、免許の変遷に関して調査した限り、労基法施行当時は５種類の免許だった

のが、その後徐々に枝分かれし、あるいは新設されることによって現在複雑な免許制度になっていると

いう事情があるので、戦前からの沿革も含む免許制度の変遷の図式等を付すことも検討しています。 
大藪資料４頁に移りますが、「３．免許 / 免許制度」をそれぞれの専門分野からみた場合にどうなるか

ということです。非常に簡単にまとめたものですが、まず「⑴「免許」について」。講学上、免許とは「法

令によって、一般には禁止されている行為を特定の場合、特定の人だけに許す行政処分」と解されていま

す。また免許制度とは、「営業に当たって行政官庁の審査を受けなくてはならないこと」を意味し、所定

の資格を有していれば営業を許可される登録制と異なり、免許制の場合は拒否されることもあるという

ことです。次いで、スタンダードな行政法学の基本書に書かれていることですが、法令における免許は

「一般には許されない特定の行為を特定の者が行えるようにする行政処分」とされているところ、規制

行政の中でも主要な法的仕組みとしての許可制における用語として用いられています。行政実務上では

様々な言葉が使われていまして、許可、承認、免許、登録、確認、認定、認証など、用語法が一定してい

ません。ただ、立法実務では、需給調整を行うものには「免許」の語を用い、需給調整条項が廃止された

場合には「許可」に変更した事例があるということで、多少交通整理が行われつつあるというのが現状で

す。 
次に「⑵ 政策の執行活動としての「免許」制度」に移ります。こちらは行政学、最近では公共政策と

いいますが、私の専門分野からみた政策の執行活動としての免許制度の話です。この辺りも図式を加え

ればよかったのですが、行政学（公共政策）の視点でみると、課題の設定、政策の企画立案、政策の決定

（国レベルでは国会での法律の制定）、そして実施です。労働安全衛生法に即して言えば、労働基準局が

施行通達を出し、各労働局や労基署に伝わっていくというのが実施に相当する過程です。そして、その次

に政策の評価があり、その結果によりまた最初の課題の設定等に戻るという理解をしています。もちろ

んこれは教科書的なモデルなので、必ずしも現実にこの通りに進むとは限らないのですが、一応すべて

の政策分野に共通の物差しとして、政策過程論ないし政策段階論と称します。こうした５つほどの段階

で構成されています。その中で、１９７０年代以降時折注目されるようになったのが、政策の執行活動で

あり、企画立案した政策が適切に実行されるのか、その一番重要な執行活動において免許制度が非常に

重要であるということが研究されるようになっています。日本では特に１９８０年代以降、数は多くあ

りませんが徐々に進んできています。免許制度とはどういうものかというと、大藪資料４頁に示したよ
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うに、有効な社会管理を行うための行政手段であって、多数の人々に対して比較的緻密で効率的なコン

トロールが可能なもので、多くの政策分野で採用されています。最も身近なところでは自動車運転免許、

あるいは教員免許や医師免許などがそうです。もう少し厳密な定義をしますと、アメリカの学者による

定義ですが、「それなしには禁止されているところの、ある特定の事業を経営したり、専門職（profession）
に就くための、または一定の行為を行うための公的承認（an official permit）」であり、「人々の行為を一

律に禁止し、一定の要件を充足する者だけにその禁止を解除することによって人々の行動をコントロー

ルする」行政手段とみなされる、ということです。 
そして、有効な社会管理を行う行政手段としての免許の特質としては、大藪資料４頁に示した三点が挙

げられます。まず「①人々の行動経路上に隘路を設定し、隘路において人々の行動の適切性をチェック

し、適切な者だけに隘路の通過を認めるものであり、一定の行動をしようとする人々が隘路を通らなけ

ればその行動を行えない点において、多数の人々を網羅的に例外なく、しかも効率的にコントロールす

ることができる行政手段であること。」です。たとえば、好き勝手に医師を名乗って医療行為を行うこと

ができないといったように、一定の能力を持っていない人を危険な業務から遠ざけることが可能になる

ということです。次に、「②人々が行動を行う前にその行動の適否を判断する点で、社会において発生す

る可能性のある様々な危険や弊害を未然に防止する機能を持っており、煩瑣で時間のかかる事後的な是

正や救済よりも優れた行政手段であること。」つまり、事前にチェックすることで、あとに生じ得る被害

をある程度コントロールできるというのが免許制度の大きな特質の一つと言えます。最後に、「③一定の

行為をしようとする者の申請に基づいて与えられるが、この申請を前提にしている点、すなわち免許と

いう行為のイニシアティブがまずは免許を求める側に要求され、行政機関は受動的に申請があって初め

て作業を開始すればよいという点で非常に効率的なコントロールの手段であること。」 
以上のほか、免許の特質に関する細かな議論としては、代表的なものを二つ紹介させていただきます。す

なわち、コントロールの効果を高める方法として、「①免許の付与・拒否という二者択一的なコントロー

ルではなく、免許に個別具体的な条件を付すことでより緻密なコントロールを行う」、「②事後的なコン

トロールの仕組みとして、免許の効力に期限を設け、免許の継続に関する適否をチェックして更新する

システムを導入するなどの工夫もなされる」。 
政策過程からみた免許制度は重要なものがありますが、日本の行政システムの特徴からみると、「最大

動員」という概念の一つの現れとされています。国の行政機関は、人、物、金（予算）が限られているの

で、行政機関以外のリソースの活用が含まれるということで、この点日本に限ったことではないのです

が、日本的な特徴としては、各種免許制度の運用においても民間部門（各種団体、企業）の活用（指定試

験機関、登録教習機関など）が図られている点が挙げられます。 
次に「⑶ 公的規制と社会的規制について」（大藪資料５頁）。この辺りは今回の分担報告書に必要かど

うか分からないのですが紹介させていただきます。まず経済学の分野においては、日本の場合１９９０

年代から社会的規制のあり方について見直しをしようという動きがあり、特に当時の通産省が行政機関

による公的規制・・・三柴先生が仰った民間規制と対比されるものですが・・・に関しては「経済的規制」

と「社会的規制」に分けられるとしました。この辺りのことは、大藪資料５頁（３）の２段落目「公的規

制は、規制の目的に応じて経済的規制と社会的規制に分類されることがある。」以下に記載しましたので、

関心のある方はご覧いただければと思います。簡単に言うと、企業の参入・退出、価格、サービスの量と

質などの行動をコントロールしようとする場合が経済的規制に当たります。たとえば、電力料金の上げ
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下げ、あるいは医薬品販売の業界に参入する場合の要件などといった問題が経済的規制に関わるとされ

ています。もう一つは経済的規制に該当しないところで、社会的規制も存在するという議論があります。

社会的規制の中核的な分野としては、①健康・衛生の確保（公衆衛生・医療、環境衛生の確保、麻薬等の

規制）、②安全の確保（自然災害の防止、産業災害・労働災害の防止、交通事故・火災事故の防止、製品・

サービスの事故の防止）、③公害防止・環境保全（公害防止、廃棄物処理、環境保全）の分野といった辺

りが挙げられます。先ほど例に挙げた医薬品販売も社会的規制にかかる部分がありますが、こういった

規制をどのようにすべきかという議論が、１９９０年代後半の規制改革の一つのトピックで、先ほどの

先生方のご報告の一部にもありましたように、規制改革ないし規制緩和の流れの中で労働安全衛生法の

規制もいくつか影響を受けています。 
次に、大藪資料５頁下の方に移りますが、社会的規制の具体的な手段（直接規制）には許可制・認可制

などの法的仕組みのもと、経済学上の分類になりますが、①特定行為の禁止・営業活動の制限、②資格制

度、③検査検定制度、④基準・認証制度、⑤その他の方法といったように、様々な規制手段が存在すると

されています。労働安全衛生法の免許・資格制度はこのカテゴリーのうち２つに関わってきます。すなわ

ち、「①特定行為の禁止・営業活動の制限」と「②資格制度」です。特に①ですが、大藪資料５頁から６

頁にかけて記載したとおり、①特定行為の禁止・営業活動の制限に関しては、国の関与の程度によって以

下の３つのグループに分類することができるとされています。免許制度などは、Ａグループの強い規制

の中に含まれます。 
①A グループ（強い規制）：一般的な禁止を特定の場合に解除する行為、特定の権利を設定する行為な

ど（例：許可、認可、免許、指定、承認など）。 
②B グループ（中間の規制）：特定の事実や行為が、あらかじめ定められた基準を満たしているか否か

を審査・判定し、これを公に証明する行為など（例：認定、確認、証明、認証、試験、検査、検定、登

録、審査など）。 
③C グループ（弱い規制）：一定の事実を行政庁に知らせるもので、行政庁は原則として記載事項を確

認するにとどまるもの（例：届出、提出、報告、交付、申告など）。 
次に②資格制度ですが、定義としては「製品等の物的なものに結びついた技術ではなく、消費者や企業

に対して一定の役務を提供する者自体の有する技能水準を、公的に確認・保証するための仕組み」となり

ます。この辺りはクレーンやボイラーなど安衛法が指定する業務独占資格等の類型が関わってきます。

次の③検査検定制度および④基準・認証制度については、安衛法に関わってきますが、今回私が担当して

いる第７章には関連が薄いので、割愛させていただきます。 
「⑶ 公的規制と社会的規制について」に関しては、私が記憶している範囲では９０年代の後半から２

１世紀の前半にかけて、社会的規制の改革のところで議論の対象となりましたところ、規制改革の建議

会では業務属性資格については見直しをすることとされていましたが、当時の総務庁から旧労働省に対

して見直しをするべきとの要請が入ったのは、検査検定制度等についてであり、免許制度については現

在も旧労基法から現行安衛法に受け継がれて安全衛生のために重要な役割を果たしていると理解してい

ます。行政学の観点からすると２つのルートがあり、官僚制がどういう行動をとっているかという点と、

もう一つはもともと行政学はアメリカの影響を受けており、経営学の観点からどのように社会管理をし

てゆくかという論点があります。労働安全衛生法から免許制度をみた場合、官僚制の行動と安全衛生の

確保という目的に即してどう上手くコントロールするのかという経営学の視点も関わってくると、あら
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ためて感じた次第です。三柴先生からの宿題としての免許制度の意義については、あらためて実際の局

面について調査すべきかと思いますので、そちらの問題も現在検討中でございます。 
以上、報告を終わります。 

 
三柴 ありがとうございます。時間の都合上、次に進めたいと思います。平岡先生、ご報告お願いいたし

ます。 
 
平岡 配布資料（以下「平岡資料」とする）の表題にあるとおり、「建設業における土砂崩壊に関する労

働法」というテーマで安衛研にてまとめさせていただきました。私の専門分野が土砂崩壊ということも

あり、建設業における土砂崩壊に関する条文の制定経緯を簡潔にまとめることを目的としています。今

回は昭和４７年制定の安衛則に至るまでの経緯をまとめました。日本は炭鉱産業が盛んだったという事

情もあり、鉱業において土砂崩壊に関する規定が最初に生まれています。それが土石採取業や建設業へ

広がっていきました。土砂崩壊を原因とする労働災害は、そもそも土をいじっている、つまり掘削をかけ

ている際に生じます。どのような産業で起きるかといえば、鉱業において鉱山の掘削を行う、土石採取業

で採取をしている、あるいは建設業で地山を盛るあるいは掘る際に生じます。また、林業や農業でも生じ

ることがあります。 
歴史をたどっていくと、平岡資料２５頁「表 1 工場法が制定されるまでの鉱業に関する法令の変遷」

に記載したとおり、鉱業を対象とした法令が早いうちに制定され、工場法が明治４４年に制定されてい

ますが、鉱業に関してはそれより以前に各種法令が制定されています。まずは明治２年に、国家の請負を

前提として、鉱山の開拓が一般人民に開放されるという経緯があり（行政官布告第１７７号）、その３年

後の明治５年に「鉱山心得」が出され、これによって鉱物が定義され、鉱業の国家独占主義と外国人の排

斥の原則が確立されました。その１年後の明治６年に施行された「日本坑法」は、最初の体系的な鉱業法

ですが、同法の中で安全衛生に関する規定といえば、一部に災害予防規定の片鱗が見受けられるにすぎ

ない状況でした。それからだいぶ月日が経った明治２３年に鉱業条例が施行され、これによって鉱山労

働者（鉱夫）の安全が初めて法令に組み込まれました。鉱業条例は国立公文書館に原文が保存されていま

して（平岡資料２６～２７頁参照）、ご覧のようにその「第５章 鉱業警察」の第５８条に「鉱夫ノ生命

及衛生上ノ保護」という規定があります。それ以降明治２５年に鉱業警察規則などが制定され、明治３８

年には現在の鉱業法の前身である「鑛業法」が制定され、これが鉱業法や鉱山保安法につながっていくわ

けですが、この法律の「第四章 鉱業警察」第７１条から第７４条にかけて鉱業における保安について記

載されています。 
その後昭和６年に労働者災害扶助法が制定され、関連規則として昭和９年に土石採取場安全及衛生規

則が、昭和１２年には土木建築工事場安全及衛生規則がそれぞれ制定され、その中で土砂崩壊について

の規定が初めて設けられているのが確認できました。土石採取場安全及衛生規則では、第７条に土砂崩

壊関連規定が定められています。土砂崩壊の話からは脱線しますが、同規則の第１５条に４０度以上の

斜面では墜落防止措置を講じなければならない旨の規定がありますが、これは現行安衛則の第５１８条、

第５３９条および解釈例規に相当する内容です。昭和９年の段階でこう配４０度という数値が定められ、

現在に引き継がれている様子がうかがわれます。土木建築工事場安全及衛生規則第３条にも土砂崩壊に

関する規定が定められています。ここで少々意外に思ったのは、この時代の規定にすでに監視人を配置
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する義務を定めた規定があり、思ったよりも早い時期にこのような規定が設けられていたというのが印

象的でした。土木建築工事場安全及衛生規則制定の１年前に、これに関する「土木建築工事場ノ安全及衛

生ニ関スル注意書」が出されていますが、安衛研の蔵書の中にありました。この中に、昭和７年から９年

の建設業の災害統計が掲載されていまして、また案文が書かれていました。これがほぼそのままの形で

同規則になっています。つまり、統計をとってこれに基づいて案文を策定し、それをほとんどそのまま規

則として制定しているわけです。昭和７年は一番最初に統計をとった年なので、最初の統計データとな

ります。 

昭和１８年に「土木基本作業法」という報告書がだされたのですが、これも安衛研の蔵書の中にありま

した。題名に使われている“法”は法令という意味ではなく、方法という意味で使われています。すなわ

ち、土木作業の方法を非常に詳細に記載した本であり、シャベルの使い方ひとつとっても非常に細かく

書かれている本です。同書の執筆公刊にあたっては、厚生省、警視庁、そしてゼネンコン各社が参与した

委員会が設置・開催され、現場での作業方法などもゼネコンの意見も踏まえながら書かれた本のようで

す。同書に具体的数値を書いた箇所があります。たとえば「此の場合一段の高さが〇米五〇乃至二米〇〇

位になる様に階段状に區畫して格段層を掘進み」といった感じです。法令による規定ではないものの、こ

うした具体的数値を定めた最初の例ではないかと思います。 

その後昭和２２年にご承知のように労働基準法が制定され、旧安衛則も定められることになりますが、

旧安衛則第１１６条から第１２０条までが土砂崩壊関連の規定になっています。これは、それ以前の土

建規則や鉱業警察規則等の内容を集約したもので、旧安衛則の条文はいずれも戦前の各規則のいずれか

に相当する内容になっています。もっとも、現行安衛則の第３５６条・第３５７条に掘削のこう配や高さ

に関する規定があり、具体的な数値が定められています。しかし、旧安衛則の時点ではそのような具体的

数値は盛り込まれていませんでした。旧安衛則の制定により、従前鉱山の安全衛生を規制していた鉱業

警察規則と重複が生じるわけですが、両者の調整が試みられ、商工省の鉱山課から労働省労働次官宛の

文書が現在もネット上で閲覧可能です。現在では、労働災害発生時においては厚労省の管轄になります

が、鉱山の掘削のこう配等々の規制はおそらく経産省が担っていると思います。その辺りの調整の形跡

は、この文書によって明らかになります。調整が首尾よく進んだかは不明ですが、この辺りについては濱

口桂一郎著「日本の労働法政策」に詳細が書かれているところ（平岡資料１２頁右段）、どうやら調整は

不首尾に終わったようです。時間の都合上詳細は割愛しますが、後ほどご覧いただければと思います。 

その後、旧安衛則の改正がなされていきますが、それに先立って検討がなされた結果、労働災害が多発

していたために注意喚起する意味で、様々な小冊子が出されました。たとえば「土の切取工事の安全」と

いう小冊子が昭和２７年に発行されています。ここでは、昭和２５年および昭和２６年の上半期に発生

した土木工事における労働災害事例が詳しく分析されています。これらの分析を受けて、旧安衛則の改

正につながっていくという印象を受けます。脱線になりますが、昭和３０年に「土砂崩れ」というハンド

ブックが広島労働局から発行されましたが、これが非常に詳しい内容になっています。地盤工学の専門

家が大学で習う土質力学などが非常に詳細に書かれています。驚くべきは、１９５５年に発行されてい

るのですが、土質力学の父と言われるカール・テルツァーギが１９４８年に発表された金字塔的な論文、

そして日本の土質力学の父といわれる最上武雄著「土質力学」などが引用されている点です。すなわち、

行政側は、当時の最先端の土質力学の知見を基にした労働災害防止対策を検討していたという姿勢がう

かがえます。 
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旧安衛則の大きな改正は昭和４０年になされていますが、そのほとんどが昭和４７年制定の現行安衛

則の原型になっていると思われます。改正の中心となったのは、前郁夫という安衛研の第１０代所長で

すが、同氏が厚労省におられたときに詳細な分析を行い、法改正に結び付きました。私の前任の伊藤先生

が前氏に、なぜこのような条文になったのか等についてヒアリングを実施し、その結果をまとめた論文

を出しています。そこに詳しく書いているのですが、昭和４０年の改正には大きな根拠が２つあります。

一つは昭和３４年通達（昭和３４年５月１５日基発第３６７号）で、高さ２ｍ以上の法面下作業につい

て、緻密な岩盤及び堅硬な粘土を除いて７５度を超えない勾配の基準とするように指導を行なっていた

こと、そしてもう一つには昭和２９年から昭和３３年に発生した重大災害６４件を分析し、いずれの事

件も地山の種類やこう配、高さなどが判明しているので、それらのデータをもとに線引きしています。こ

れが後に現行安衛則の第３５６条・第３５７条につながっていきます。昭和３４年は規則の改正が数多

くなされていますが、それは昭和３３年に第１次労働災害防止計画が策定され、それを受けて改正され

たという経緯があります。土砂崩壊に関しては、その時期の改正から漏れてしまったようです。他の問題

よりも検討にある程度の期間を要するからではないかと思いますが、昭和３４年改正に間に合わずに昭

和４０年に改正がなされたのではないかと思います。そして、昭和４０年改正の内容がほぼそのままの

形で、昭和４７年安衛法の政省令である現行安衛則に移行し、現在の内容になっていることが分かりま

す。 
平岡資料に書かれた内容の大枠は以上のとおりです。現在ガイドラインが色々と出ていまして、法改

正の代わりにガイドラインで対処しています。たとえば、土止め、斜面、山岳トンネル、土石流などにつ

いてガイドラインが出ており、大きな災害を契機にガイドライン化されたなどといったものがみられま

すが、その辺りについては来年度以降追加的にまとめようかと思っています。 
以上、報告を終わります。 

 
三柴 ありがとうございました。時間も時間ですので、質疑は省略させていただきまして、次回の会合は

１２月２４日を予定しています。それまでに、分担報告書のご担当者は提出していただく必要がありま

す。また、当日ご報告いただく方については、事前にご相談の上、分担報告書の概要についてのご報告を

いただきたいと思います。本日も長時間に及びましたが、安全衛生の幅と奥の深さを感じさせ、様々な分

野からの知見が化学反応を起こすようで、知的にも人的にも非常に興味深い数々のご報告をいただいた

と感じています。 
本日ご報告いただいた先生方、ありがとうございました。またご参画・ご議論いただいた先生方にもあ

らためて御礼を申し上げます。今年度もいい報告書をあげたいと思いますので、ぜひご助力をお願いい

たします。 
それでは、長時間にわたってありがとうございました。 
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三柴 本日もご参集いただきありがとうございます。本日はまず篠原先生から「安全衛生法と現場、安全

衛生教育の効果」と題して、監督官時代のご経験をふまえながら現場のお話をいただこうかと思ってい

ます。また、１５時に愛知産保センター副所長の大久保監督官から化学物質管理の監督指導についてお

話しいただく予定です。資料を拝見したかぎり、監督指導の現場で化学物質管理がおざなりにされてい

る様子が窺われます。次いで、法学者グループから分担報告書の執筆経過についてお話しいただく予定

です。一部予定していた方で、本日出席できない方は、次回お願いするということで、本日ご参加いただ

いている方からご報告いただく予定です。報告者の方でまだ資料をお送りいただいていない方は、今か

らでけっこうなので、ＭＬで配信・共有をお願いいたします。 
では、まず篠原先生からご報告お願いいたします。 

 
篠原 本日は「安全衛生法と現場、安全衛生教育の効果」ということで、２０分ほどお話させていただき

ます。私は１０年にわたり監督官として様々な現場に足を運びましたが、監督官を退職してからかれこ

れ１８年ほど経ちました。現在はコンサルタントとして現場を回り、監督署の方にお尋ねし、あるいは逆

に講師の依頼を受けたりもしますので、現時点を中心に現場のお話をしたいと思います。ＭＬで配布し

た資料（以下「篠原資料」とする）に沿って説明いたします。 
最初に「Ⅰ．安全衛生法と現場」・「１．法令遵守！！～安全衛生活動が活発な会社はどのような会社か」

（篠原資料１頁）ということですが、まず言うまでもなく「①上場企業及び関連会社」です。こうした企

業から、例えば、就業規則の中に１５歳未満の児童労働をさせない旨の規定を設けたいが、どのような表

現がいいかといった質問を受けます。要は、日本はアジアの一国に過ぎず児童労働を未だにさせている

のではないかというイメージがあり、それを払しょくするために児童労働禁止規定を設けなければなら

ないということです。安全衛生も含め労働条件に関する法令遵守は、事業を継続するうえでも必須であ

り、上場企業にとっても重要な課題です。法令遵守について最も意識が高いのは、「②労働災害を契機と

して安全衛生の重要性を深く認識した会社」です。次に、「③事業継続のため労働安全衛生活動が必須で

ある会社（監査あり）」です。たとえば３０人規模の小さな会社であっても、取引先が大きな会社であれ

ば、取引先の方から何らかのマネジメントを要請されます。そして定期的に大手の企業から監査もあり

ます。そういう企業では事業の存続がかかっていますので、経営者が強い意志で安全衛生に取り組んで

います。もうひとつは、「④苦労の末、強い競争力を持つに至った会社」です。一例を挙げますと、かつ

ては取引先から無理難題を押し付けられ、社員がやる気をなくして死んだ魚の目をしているような状況

であった街の企業が、粘り強く大学と連携して研鑽を重ねた結果、オンリーワン商品を作れるようにな

り、取引先も一新されて非常に頼りにされ、社員の目が輝き出すと、経営陣も安全衛生に積極的に取り組

むようになった例があります。そういう会社も当初からそうだったというわけではなく、むしろなかな

か法令を遵守することができない、いわゆるブラック企業だったわけです。そういうレベルから徐々に

改善がなされ、社員が仕事に誇りを持ち、それに応えるように経営陣も安全衛生にも取り組み始め、今で

は表彰を受けテレビの取材なども受けるような状況になっているようです。最後に、「⑤「安全・衛生・

安全衛生」旗、安全衛生方針を掲げている会社」は非常に安全衛生に前向きです。特に安全衛生方針です。

安全衛生方針は、大きな会社であれば必ずあるはずなのですが、掲示されていません。逆にこれが掲示さ

れている会社は安全衛生活動が活発で、上記②の大きな災害事故をきっかけに安全衛生の重要性を認識

した会社などは、安全衛生方針を掲示しています。大口の取引先などで安全衛生管理の徹底を取引の必
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須条件としている会社は、ＨＰ上で安全衛生方針を示しています。 
私が現場で心がけているのは、労働災害はどうしても起こり得ます。しかし、死亡災害や後遺障害が残る

ような重篤な災害だけは絶対に防ぎましょうということを普段から強調します。製造業では、「はさまれ」

「巻き込まれ」あるいは「墜落」「転落」によって命を落とします。また、フォークリフトなどが走って

いる中では「激突」事故もあり、フォークリフトは年間３０人余りを轢き殺しています。これについても

普段から災害事例も交え、厳しくお伝えしています。 
労働災害の対策は、「モノ」と「ヒト」の両面で考えなければなりません。「作業手順」と「保護具」は非

常に有効です。ただし、全員が１００％遵守するのであれば有効なのですが、そうではないからこそ事故

が起こりますので、「モノ」と「ヒト」の両面でみてくださいと伝えています。災害の原因分析をすると、

「不安全なモノの状態」で８２．９％、これに「不安全な行動」が加わると９２．６％になり（詳細は篠

原資料１頁参照）ますが、対策は主にモノの方からみていかなければなりません。篠原資料２頁に移りま

して、「はさまれ・巻き込まれ災害は「モノ」で防ぐ」。労働安全衛生広報（２０２０年６月１５日）にこ

んな記事がありました。「令和２年４月１８日、福岡県の金属加工会社で、ドリルを使って金属を加工す

る作業をしていた男性作業員（２６歳）の頭部委に、折れたドリルの刃（長さ１２０㎝、直径５㎝）が当

たり、病院に搬送されたが死亡した。作業員は保護帽を着用していなかった。」確かに保護具は全員が１

００％着用してくれれば有効です。そうでないからこのような死亡事故が発生するということで、「モノ」

で防いでいかなければなりません。いろいろな専門知識を持った担当者の方とお話していると、やはり

拠り所となるのは法律です。労働安全衛生法は非常に上手くつくられていますので、同法を拠り所にし

て、専門知識を持った人の知恵を借りることができれば、極めて有効な安全衛生管理を行うことができ

ます。条文について掘り下げますと、たとえば、安衛則の第１０５条には、「事業者は、加工物等が切断

し、又は欠損して飛来することにより労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、当該加工物等を飛散

させる機械に覆い又は囲いを設けなければならない。」（第１項）と規定されています。では、この加工物

の中にドリルが含まれるのかどうか。この点について通達が出ていまして、「第１項の「加工物等」の「等」

には、切削工具が含まれること。」ということになっています。ここにいう「切削工具」とは何かという

ことですが、篠原資料２頁に掲載したＪＩＳ規格が現場で用いられます。そこでは「切削工具」について

は、ＪＩＳＢ０１７０に示されており、旋盤に用いる「バイト」、ボール盤などに用いる「ドリル」等が

定義されていますので、切削工具の中にはドリルが含まれることになります。このように、法令に定義が

ない場合には、ＪＩＳ規格を活用しながら対処してゆくことになります。篠原資料２頁「【参考】ＪＩＳ

番号」にあるように、ＪＩＳにはアルファベットと番号が付されていますが、たとえば「ＪＩＳＢ０１７

０」というのは、「Ｂ 一般機械」のジャンルであることを示しています。そして「ＪＩＳ Ｑ ４５００

１ 労働安全衛生マネジメントシステム」が管理システムといったように区分けがなされています。 
篠原資料３頁に移りまして、「５．重篤な労働災害は非定常作業で起こっている」。「非定常作業」とは、

保守点検作業やトラブル対応など、日常的に繰り返される事が少ない作業のことです。通常、機械が普段

通り正常に作動している状態では労働災害はあまり発生しません。しかし特にこれからの時期、たとえ

ば家庭内で普段は使わない脚立を使うことがありますが、これによって家庭での脚立による災害が増え

ます。あるいは、企業内で機械をいったん停止させ、また年始に再稼働させるといったときが最も注意を

要します。篠原資料３頁の【事例１】ですが、都内大手のパン工場で２２歳の女性従業員が、焼き上がっ

たパンを冷やすための装置の清掃作業をしている最中、装置に挟まれ重体となった事案です。このよう
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に、何らかの要因で機械や装置が作動してしまった結果の災害事故は非常に多いです。通常、中に人がい

れば確かに作動しなくなるはずですが、中に人が入っている状態で作動する機械・装置もあります。次の

【事例２】は大手家電工場の事案です。ベテランの男性社員が、冷蔵庫の部品を製造する機械に上半身を

挟まれた状態で見つかり、死亡が確認されたのですが、この方は機械の故障のため、１人で点検作業をし

ていたということです。おそらく何らかの原因で機械が作動したものと思われます。現場で注意を要す

るのはこのような状況です。つまり、ベテランの従業員が単独で作業する場合、他の従業員が注意・指示

することがなかなかできません。結果、一人で作業している際に事故に遭って発見が遅れるということ

になります。法令はどうなっているかというと、安衛則第１０７条に掃除等の場合の運転停止等に関す

る規定があります。すなわち、「事業者は、機械（刃部を除く。）の掃除、給油、検査、修理又は調整の作

業を行う場合において、労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、機械の運転を停止しなければなら

ない」（第１項）とされています。挟まれる危険のある箇所にわざわざ体をもぐりこませる場合には、安

全装置を落として入っていきますので、非常に危険です。そういう場合には、機械の運転を停止せよとい

うルールになっています。そして第２項によると、機械の運転を停止した場合には、第三者が作動させな

いように、「当該機械の起動装置に錠を掛け、当該機械の起動装置に表示板を取り付ける等同項の作業に

従事する労働者以外の者が当該機械を運転することを防止するための措置を講じなければならない」と

されています。かつてとある現場から「非常停止装置により機械の運転を停止し、機械の掃除等実施して

よいか？」という質問が来ました。電源をいったん落とすと再起動に時間がかかるので、非常停止でもよ

いかという質問です。ここでＪＩＳをみると、「起動」については、JIS B 9714 3.1 に示されており、

「起動（start-up）、機械の起動（machine start-up）」について、「機械又はその一部の，休止状態から

動いている状態への変化」と定義されています。そして「停止」については、行政通達として「機械の包

括的な安全基準に関する指針」（平成１９年７月３１日 基安安発第０７３１００４号）が出されていま

す。この中で「停止」について、駆動源が電力である場合、「停止」には次の３つの方式（停止のカテゴ

リー）があることが JIS B  9960―1 の 9．2．2 に示されていて、「カテゴリー０」が「電源を直接遮断

することによる停止」、「カテゴリー１」は「機械が停止するために電力を供給し、その後停止した時に電

源を遮断する制御停止」、そして「カテゴリー２」が「機械に電力を供給したままにする制御停止」にな

ります。電気に詳しい人に言わせると、この状態で機械の掃除をするのは非常に怖い、いつ動き出しても

おかしくはないとのことです。厚労省の解説でも、カテゴリー２の停止は、「電力を供給したままである

ことから、機械の運動部分が静止していても、運転を停止しているとはいえないことに留意する必要が

ある」とされています。これを読むと、電力が供給されたままの非常停止装置では不十分であることがう

かがわれます。安衛法には技術上の指針等の公表等に関する規定があり（第２８条）、これに基づいて「工

作機械の構造の安全基準に関する技術上の指針」が出されていますが、先ほどの非常停止装置の是非に

ついて書かれていません。そこでＪＩＳを確認することになるわけですが、非常停止に関するＪＩＳ規

格は篠原資料５頁掲載のとおりです。「（１）非常停止機能」については、停止カテゴリ０または、１とす

るとされ、カテゴリー０は「モーターやシリンダ等の電源を直接遮断する停止状態」、カテゴリー１は「モ

ーターやシリンダ等が停止する為の動力を供給し、モーター等停止後に動力を遮断する停止状態」です。

カテゴリー０か１であれば問題はないのでしょうが、カテゴリー２では「モーターやシリンダ等に動力

が供給されたまま、制御によって停止している状態」なので、危険な状態です。ちなみに、「非常停止の

解除により、機械が再起動してはならない」ということがＪＩＳ規格に定められています。非常停止装置
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によって機械の運転停止として扱ってよろしいかという現場からの質問があれば、ＪＩＳ規格により電

源が遮断されるのであれば可ということになります。「（２）非常停止機器の配置」についても、ＪＩＳ規

格で定められています。機械づくりの専門家の人たちの中にも、非常停止装置のＪＩＳ規格は初めて見

たという人もいました。 
次に、製造業では墜落・転落による事故もよく発生します（篠原資料６頁「６．建物作業床の端、機械

設備及び仕掛品からの墜落・転落を防ぐ」）。まずは、「（１）開口部は塞ぎ、必要な時に開閉する」ことが

求められます。建設業で、階段の開口部で人が転落して死亡する事故がしばしば発生します。某住宅メー

カーから安全に関する助言を求められたので、現場に行ったところ、以前は開口部を塞いでいなかった

ので重篤な墜落災害が繰り返されおり、開口部が金属製の扉で塞がれていました。そして、人が昇降する

ときだけこれを開けて、人が通り終わるとバネの力で閉まる仕組みになっていました。この扉で開口部

が塞がれた現場では墜落災害はゼロになっており、やはり、設備上開口部を塞ぐモノの対策を採用する

と、効果的に災害を防ぐことができます。また、柵としての手すりを設置することです（「（２）効果的な

高さの「墜落防止用の柵」を設置」）。掲載した図は、以前中災防が公刊した本からの抜粋ですが、手すり

の高さは人間の体の重心よりも高く設定すべきということです。日本人の２０代男性の平均身長が１７

１㎝ですから、重心の高さはだいたい９５㎝になります。なので、手すりは９５㎝以上、できれば１１０

㎝を目指すべきだということがいえます。 
「７．フォークリフトに「激突され」る災害を防ぐ」（篠原資料７頁）に移ります。最近監督署からし

ばしば指導されるのが、作業計画です。法令上、作業計画を定めたうえで、作業計画に従って作業を行わ

なければならず、また作業計画を定めたときは関係労働者に周知しなければなりません。監督署から是

正勧告を受け、作業計画を作って労働者に周知するわけですが、しばらくすると周知することが忘れら

れてしまい、労働者の配置転換に合わせて実施されていないケースが多いということです。また、制限速

度（安衛則第１５１条の５）については、フォークリフトは「適正な」制限速度を定めよとの規制しかあ

りません。そして働く人たちは制限速度を超えて運転してはならないとされています。しかし、現場は忙

しくて労働者もせわしなく動きますので、制限速度を守るのは難しいこともあります。なので、人とフォ

ークが同一通路を走行する箇所があることから、メーカーに依頼して最大速度を３Ｋｍ/ｈとした例があ

ります。また、技術革新それ自体はいいことなのですが、無人フォークリフトの登場によってかえって災

害が発生してしまう例もあります。たとえば、システムが壊れてしまうと手動運転せざるを得なくなり、

手動運転が必要になった際に災害が起こり得ます。システムが不具合を起こすと運転できる人がいなく

なり、やむなく運転をしたりすると誤運転で建物を破壊したり、機械に衝突したり、あるいは人に当たっ

たりなどすれば大変なことになります。また（３）にあるように、運転席のない「ウォーキーフォークリ

フト」は、フォークリフトと認識されていないケースが多いです（篠原資料８頁）。その結果たとえば、

受け入れたばかりの派遣労働者にいきなり操作を任せる、あるいはアルバイトの人に平然と使わせるな

どといったことがあります。しかしウォーキーフォークリフトは、ＪＩＳ規格によれば、篠原資料８頁に

示したように、ＪＩＳＤにおいて「運転者が歩きながら操縦するカウンタバランスフォークリフト。簡易

的な乗車装置を備えている場合もある。」と定義されています。ウォーキーフォークリフトが使われてい

るのはだいたい最大荷重１ｔ未満ですから、国家資格や技能講習まで求められませんが、少なくとも特

別教育を行わなければなりません。特別教育は社内教育なわけですが、以前玉泉先生が仰っていた通り、

ミニ就業制限です。これを実施していないと大きな災害につながります。非常に大切な教育なわけです
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が、ある会社でそれならやりましょうということになった場合、ウォーキーフォークリフトに限定した

特別教育はありません。小型（最大荷重 1 トン未満）の通常のリフト用の教育しかなく、それを受講して

もあまり意味はありません。ところが、全工場の労働者対象に実施するような場合、特別教育が必要とな

る「フォークリフト」に該当するのか否か不安だという声も聞こえてきます。過去に、監督署に問い合わ

せてみたところ、丁寧に確認して下さり、自走してなおかつ動力で荷を上げて持ち運ぶものであればフ

ォークリフトに該当するとのことでした。さらに、東京労働局から建設荷役車両安全技術協会宛に「「ウ

ォーキーフォークリフト」に係る労働安全衛生関係法令の適用等について」（平成２５年９月２７日）と

題した事務連絡があり、その中に適用の詳細が記されているとのことでした。 
ウォーキーフォークリフトは「フォークリフトである」という認識なく使用されているケースが多く、定

期自主検査の対象とされていないことが多いです。篠原資料８頁「（ウ）定期自主検査（◎は特定自主検

査）」に定期自主検査の表を記載しましたが、特定自主検査はプレス機械や建機などは法定の有資格者で

なければ検査できない場合と、それ以外の人でもできる場合とに分けられます。フォークリフトの場合

は最大荷重に関係なく月に１回は定期自主検査を、年に１回は特定自主検査を実施しなければなりませ

ん。フォークリフトとは別の機械設備ですが、あるメーカーに自主検査を依頼していたケースで、私が確

認したところ、法定の検査項目が足りていませんでした。そこでメーカーの担当の方に、法定項目が足り

ていない旨お話しましたところ、自主的な検査ゆえ我々が必要だと思った項目について検査をしている、

「自主検査」なんだから問題ないでしょうとの回答でした。こうした誤認を生じさせないよう、自主検査

というより、「定期社内検査」と称した方が正確だと思います。ちなみに、特定自主検査も社内に資格者

がいれば社内検査として実施できますが、メーカーにお願いしているケースが多いです。ともあれ、最近

「自主」検査という点が少々引っかかっています。そして、「（エ）使用している現場」においては、先ほ

ども申しました通りフォークリフトであるという認識がなく、特定自主検査も実施していません。現場

できいた話ですが、販売する側であるメーカーも最大荷重１トン未満であれば「資格は不要」と説明し、

特別教育が必要なことを説明されていないケースも耳にします。 
次に「Ⅱ．安全衛生教育の効果」（篠原資料９頁）です。安全衛生教育はやはり雇入れ時教育と作業内

容変更時教育が非常に重要です。雇入れたときに安全教育を実施するのは当然で、作業内容を変更した

ときも安全教育が必要になります。篠原資料９頁に以下の事例を掲載しました。 
令和２年７月６日、北海道のごみ焼却施設で塩素ガスが発生し、男性作業員５人が救急搬送されたが

いずれも軽症。洗浄水をろ過する装置に次亜塩素酸ソーダを補充する際に、作業員が誤って塩酸を投

入したため、２つの薬剤が反応し、塩素ガスが発生した。 
作業員は作業手順書を確認せず、塩酸を入れると思い込んで作業をしていたという。 
５人のうち２人は事故対応に当たっており、空気の供給を受けるマスクを着用していたが、使い方を

誤ってガスを吸引した模様。（労働安全衛生広報 2020 年 9 月 15 日） 
これだけでも、雇い入れ時教育の項目に関する留意点がいくつか出てきまして、まず「混ぜるな危険！」

です。どの溶液や溶剤を混ぜると危険なのか、化学式を用いて説明し、私もお話することがあります。こ

の事例では、化学物質の有害性について適切に教育したのか、あるいは保護具の性能や取扱いについて

十分な教育がなされたのか、また作業手順に関すること、作業開始時の点検、当該業務に関して発生する

おそれのある疾病の原因及び予防に関すること（この事案では塩素を吸いこんだらどうなるかなどとい

ったこと）、あるいは応急処置などなど、適切に教育していれば事故は起きません。しかし、これがきち
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んとなされていない会社も見受けられます。 
「２．雇い入れ時、作業内容変更時教育の特徴」として、（１）事業場の規模、労働者の雇用形態、雇

用期間に関わらず実施しなければならないので、１日だけ雇用するアルバイトにも実施することが必要

です。また、（２）教育に要する時間は決まっていないということです。必要な内容、時間を決め、理解

度を確認し、作業許可を出している例も現場ではあります。そして、（３）記録の保存義務がないことで

す。雇入れ時の安全衛生教育は罰則付きの義務でありながら、記録の保存義務がありません。ここは少々

問題なのではないかと思います。なので、理解度も含め教育記録は作成、保存すべきであると考えます。

これがあれば、行政機関も含め定期的にチェックすることが可能になります。篠原資料１０頁に災害事

故の例を挙げましたが、作業内容変更時に教育を実施していなかったのですが、死亡事故が起きると安

全衛生教育の問題がクローズアップされ、司法処分の対象となりますので、なおさら教育実施に関する

記録とその保存は重要なのではないかと考えます。 
どのような教育が効果的であったかについては、言うまでもなく「過去の災害事例及び現場での作業

手順の活用が効果的」だということです。複数の企業の新入社員向けに安全衛生の基礎教育を行うこと

があり、いろいろな会社の若手や新入社員の方々を集めて実施するのですが、その際には一つ一つ、基本

事項を説明しては災害事例を挙げながらの教育になります。一つの企業だけを対象とする場合、過去の

災害分析（事故の型、年齢別等）、また会社の中でその災害を受けて実施した対策などをお話します。い

ろいろな事故が起こりますので、時折悲鳴が聞こえるような内容になりますが、典型的な過去の災害分

析を行い、それに基づいた対策について説明することになります。管理監督者を対象とする場合もあり

ますが、その際には事前に現場巡視（パトロール）を実施し、好事例も伝え、要改善点をできるだけ前向

きに解説します。あまり後ろ向き話ばかりすると、「やらされ感」になってしまいますので、生産性と安

全をリンクさせながら、「よくできています」にプラスアルファをお勧めするような前向きな教育が効果

的だと思います。もう一つには、明瞭で分かり易く、長々説明するより写真や図を用いてお話します。特

にルールや対策を立てるときには、なぜそのルールや対策が必要なのか、どのような悲惨な事故や過去

の教訓に基づいて必要になったのか、それらをきちっと伝えるようにしています。 
以上、報告を終わらせていただきます。 

 
三柴 ありがとうございました。このプロジェクト自体、事例でみる生きた安衛法という理念で進めた

いと思っていますし、発刊する予定の体系書もそういう内容にしたいと思っています。そういう前提ゆ

え、今のご報告は非常にありがたいと思います。先生方からご質問、コメント等ありましたらお願いいた

します。 
 
角田 ご報告ありがとうございました。私の方でも特別教育を実施しておりますので、大変参考になり

ました。安全教育においてその効果を測定・記録するというお話がありました。確かに教育を実施してい

てもどれほど伝わっているのか、あるいはどれだけ実践されているのか、なかなか測りにくいところが

ありますが、今までどのような形で安全教育の効果や理解度などを測ってきたのでしょうか。 
 
篠原 私が効果を測定するのは、だいたい職長教育と雇入れ時教育を行う場合ですが、各教育の最後の

段階で重要な部分についてはテストをしてその出来具合を、たとえば「非常によく分かっている」「よく
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分かっている」「理解できていない」など、項目ごとに判定し出来不出来を評価し、会社にフィードバッ

クします。会社の中には、リーダーの人が実地で実務教育をされて、項目ごとに出来具合をチェックし、

出来具合が悪いと作業許可を出さない例もあります。また、スマートフォンで簡単に情報を共有できる

ビジネスチャットを活用して、誰が作業許可が得られているのかいないのか、全社で共有している事例

もあります。 
 
角田 ありがとうございました。参考にさせていただきます。 
 
三柴 ありがとうございました。篠原先生のご報告についてはここまでということで、次に私の方から

現在進めている調査について報告させていただき、その後法学者グループから分担報告書の経過報告を

していただきたいと思います。 
画面共有でお見せしているのは、すでにＭＬで共有させていただいたエクセル資料ですが（※以下「三

柴資料１」とする）、私が実施した調査は行政官・元行政官向けに安衛法令の条文に関わる事例を教えて

いただくための調査であり、あわせて改正を要する点、そして専門家が専門的に検討すべき点について

もお尋ねしています。もう一つ配布させていただいた「質問文」と題したファイル（以下「三柴資料２」

とする）の１頁に記載したとおり、まず調査の趣旨と本プロジェクトの趣旨をお伝えし、安衛法のどの条

文に適用された事例かを記載していただき、事例の内容を情報としてお知らせいただく形になっていま

す。もちろん守秘義務がありますので、それに抵触しない限りで抽象化した情報を提供していただきま

した。安衛法本法の条文に関わる事例のほか、省令に関わる事例もお尋ねしました。それから、先ほども

申しました通り、専門家が本格的に検討すべきと思われる安衛法上の課題についていくつかの選択肢を

提示してお尋ねしました。また、安衛法において改正が必要な点があれば、改正案とともにお知らせいた

だきました。 
現時点での集計は三柴資料１に記載したとおりで、本法関係については概ねこのような感じで情報を

いただけました。エクセル表に記載している数字が条文の番号を表しています。作業環境測定法につい

ても、２０条から３２条に至る条文に関する事例をいただきました。省令関係では、やはり安衛則とクレ

ーン則が中心です。現在、私のアシスタントが集計を行っており、Ｗｏｒｄファイルになると思います

が、その方が検索をかけやすく便利だろうと思います。完成次第共有しますので、法学者・行政学者の先

生方におかれては、そこから得られる情報を分担報告書のフォーマットのうち「適用の実際」の項目に盛

り込んでいただきたいと思います。この調査は、計３００か所ほどの都道府県労働局、監督署、安全衛生

の関係団体に一斉送信して、回答に手間がかかる質問な上に守秘義務にも抵触しかねないので、回答の

数はあまり多く集まらないと思っていましたが、「お答えできません」という趣旨の回答も含め７０か所

ほどから返信がありました。その背景には、本省から調査協力をするよう通知を出してもらったという

事情もあります。 
では、次いで分担報告者に経過報告をしていただきたいと思います。まずは石崎先生からお願いいたし

ます。 
 
石崎 分担報告書につきましては、提出が遅れて大変申し訳ありません。進捗としては、これからさらに

追い上げていかなければならない状況ですが、目下検討作業に取り組んでいる箇所の概要を紹介させて
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いただき、調査の過程で若干の疑問が生じる部分が出ましたので、その点についてご相談させていただ

ければと思います。 
昨年度は作業環境測定を中心に書き進めてきましたが、その中で加筆した点を中止にお話しさせてい

ただければと思います。作業環境測定を行う作業場については、安衛法施行令に列挙されていますが、そ

の条文だけでは今一つイメージがわかないということもあり、それぞれの作業場における有害要因や障

害の形態などを示すことができないかと考え、図表を後につけさせていただくことにしました。すなわ

ち、どのような有害要因があり、それがどのような形態の障害を生むリスクがあり、どういう業態でそう

いうリスクがあるのか、といった内容を示す図表を掲載しました。また、著しく暑熱つまり暑い作業場と

の関係で施行にかかる図表も見つけたのでこれも追加し、また騒音が発生する作業場との関係で「ドラ

ム缶洗浄」というものが少々分からなかったのですが、これに関する写真を見つけたのでこれも報告書

の中に掲載する予定です。さらに林業関係のドラム・パーカーやチップ、紙漉きの過程で紙を乾かす工程

に関する図表を追加しています。この他、放射線業務の関係で少々追加し、特定化学物質についてどの程

度まで私の担当条文のテーマとして説明するかという問題はあるものの、第一類物質や第二類物質の分

類などについても説明を追加しました。今回調べていて、放射線濃度の測定についても加筆してみまし

たが、私自身今ひとつ把握しきれていない点があるので、色々とご教示いただければと思います。特に、

各種測定器については日本電気計測器工業会のＷｅｂサイト等から写真を確認することができましたが、

作業環境測定基準の中に分析方法として、基本的に蛍光光度分析方法などがあるようですが、その一方

で空気中のガス状の放射性物質濃度の測定については、直接濃度指示方法によることができるという規

定が設けられており、これはおそらく有機溶剤であれば検知管のようなより簡易な方法で測定できると

いうものだと推測できますが、直接濃度指示方法というのがどのような方法で使用する機器に何か違い

が出てくるのかどうか、調べた限りではよく分からなかったので、ご存知の先生がいらしたらこの辺り

についてご教示いただけると幸いです。また、昨年フォローできていなかった個人サンプリングに関す

る記述などを追加している点が、作業環境測定に関する条文における加筆部分です。 
続けて、第６５条の３の作業管理の話になりますが、この条文は努力義務で短い条文であり、どこまで

掘り下げるべきかという問題もあるのですが、作業管理については指針やガイドライン等で詳細が定め

られ、そのうちどれを取り上げるのが適切かについてもご相談させていただければと思います。背景災

害としてキーパンチャーの事例を取り上げようと考えていますが、現行のガイドラインとしてはＶＤＴ

作業（現在は情報機器作業）における労働衛生管理のためのガイドラインがあり、そこでは３管理につい

ての定めがありますが、作業管理についての詳細な規定があるためにその内容を紹介したり、また腰痛

予防対策の指針の内容も取り上げているところです。沿革としては、この規定は第７次労働災害防止計

画の頃になされた安衛法改正によって追加された規定ですが、そこでＶＤＴ作業に関する問題が指摘さ

れていたところなので、ガイドラインの変遷や先ほど取り上げた腰痛予防指針の展開についても記述し

ています。背景災害はご承知のようにキーパンチャーの頸肩腕症候群で、これを苦にした自殺が社会問

題化したことなどを取り上げています。安衛法第６５条の３は電通事件判決の中でも引用され、下級審

では腰痛予防対策指針の内容に触れたうえで安全配慮義務の内容を定める基準となる旨述べている事案

もあり、これらを紹介します。 
現在進めている部分については以上のとおりですが、もう一点ご相談させていただきたい内容があり

ます。安衛法第６５条の４の作業時間の制限に関する規定ですが、厚労省令である高圧則では、高圧作業
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や潜水業務などで作業に従事する時間を制限する旨の規定が以前は設けられていました。調べてみると、

平成２７年の改正で、作業時間の制限について従前はかなり細かな規定があったようですが、改正によ

る新規定では事業者が作業計画を策定することを義務付けられるようになりました。その中で作業時間

については事業者が作業計画の中で定める内容に変わっています。以前は減圧表で時間が決まっていた

ようなのですが、計算式を導入して作業時間を設定するような形に変わっています。そうなると、安衛法

における作業時間は、「安衛法に基づいて制限されている」という理解でよろしいのか、それとも安衛法

が規律する作業時間の制限がなくなったとみることになるのか、その辺りについてご教示いただければ

と思います。つまり、従前は安衛法が高圧則に委任する形で作業時間の制限規定を設けていたため、これ

を「作業時間は安衛法に基づいて制限されている」と理解して間違いはないと思われますが、改正高圧則

によって、作業時間は各事業者が一定の計算式に基づいて作業計画の中で定めることになったようです。

こういう規定の下においても、「作業時間は安衛法に基づいて制限されている」とみていいのか、判断に

迷っているところです。 
 

三柴 ありがとうございました。高圧則に基づく計画的な対応までもが、安衛法に基づくものと理解し

ていいのか、という疑問でしょうか。 
 
石崎 あるいは、安衛法に基づく規制が消えて、現在は「高圧則に基づく規制」だけが残っているとみる

べきなのか。 
 
三柴 高圧則に基づく作業計画と本法である安衛法との関係がどうなっているか、ということでしょう

か。 
 
石崎 その通りです。 
 
三柴 ご報告ありがとうございました。石﨑先生のご報告の中で、２点ほどお尋ねがありました。一つは

放射能の計測の方法について、もう一つは高圧則に基づく計画と安衛法との関係です。これらの点につ

いて、お答えいただける先生はいらっしゃらないでしょうか。 
 
唐沢 電離放射線の分析用機器についてはあまり詳しくないので、高圧則のお話をさせていただきます。

ご報告にもありましたように高圧則は改正されていますが、これはやはり、安衛法の作業時間の規制の

条文に基づく形になっていると思います。ですから、省令としての高圧則が単独で走っているわけでは

なく、安衛法に基づく規則ということで規制基準になっていると思います。要は、計算式によって算出さ

れた作業時間を遵守しなければならない、ということになると思います。 
 
石崎 ありがとうございます。 
 
三柴 この会合の映像記録は本日ご参加いただけない先生方にもご覧になるので、そういう方への呼び

かけとして、放射能の問題も含めお答えが可能でしたらＭＬに共有をお願いできればと思います。ある
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いは石崎先生の方でお答えできそうな先生がいらしたら、その方に直接お尋ねしていただいても結構で

す。放射能の問題は、あるいは行政にお聴きになってみるのもいいかもしれません。電離放射線について

は本省に担当部署がありますので、おそらく回答を得られるのではないかと思います。 
それでは、石崎先生のご報告はここまでとしまして、次は長谷川先生、お願いします。 

 
長谷川 事前にお配りした報告用項目メモ（以下「長谷川資料」とする）をもとに、現在どのようなこと

に取り組んでいるか、また先生方にお伺いしたい点等について手短にお話をさせていただければと思い

ます。本研究会では初めて報告させていただきます。今回先生方にお目通しいただいているこのデータ

も、おそらく初めてのものかと思います。まずはどのような内容をまとめたかをお話すべきかと考え、長

谷川資料を作成した次第です。 
まず「１ 調査内容について」をご覧ください。私が担当しているのは、安衛法第５５条から第５８条

の化学物質関連の条文です。これらがどのような条文になっているかについて、私の報告書（以下「長谷

川報告書」とする）の２～４頁にまとめています。長谷川報告書は共有画面に映っているとおりですが、

ご覧のように三柴先生ご指定の形式に即してまとめたもので、ぜひ先生方にお目通しいただければと思

います。特に、今後ご相談させていただく現場の実態など、お気づきの点がありましたらご意見いただき

たいというのが、今回の報告の趣旨でございます。長谷川報告書はＰＤＦのしおり機能を使えるように

しておりますのでご利用ください。 
概要のところですが、化学物質に関する規制を全体として整理しているところです。どういう枠組み

になっているかと言えば、長谷川報告書４頁の「【前注・資料 1】労働安全衛生法に基づく化学物質に対

する規制の体系」をご覧ください。ベースには製造禁止があり、次に高リスクではあるけれども、リスク

を軽減・縮小させる取組みの機会等を用意しているものを許可制の下に置きます。これよりも危険性・有

害性の低い一定の化学物質については、取扱い上の注意を表示させ、あるいは文書交付をさせ、また現場

で実際に使用する際にはリスクアセスメントを実施させ、有害性の調査を行わせるなどといった形で、

危害防止の実現が図られています。報告書のまとめ方としては、長谷川資料１頁の概要のところに記載

したとおり、コンメンタール的な整理をしました。私の担当箇所である化学物質に関しては、他に担当さ

れている先生もいらっしゃるので、体系書が公刊されたときにこの条文がどういう解釈になっているの

かに関心を持つ人もいると思われるので、コンメンタール的な書き方をしています。三柴先生のご方針

が現場の実態に即して調査・執筆するということなので、その部分についてはなるべく図説を用いなが

ら実態について書き加えていく努力をしております。 
実はこのテーマに取り組むのは初めてなのですが、化学物質を単純に規制しているのかと思ったら、

長谷川資料１頁に「展開傾向」と書きましたが、単に製造を禁止するばかりではなく、流通のプロセスや

つながり、そして現場での対応なども含め、流れのある履行確保の仕方がなされているのが印象的でし

た。当然、その場その場ごとの履行確保はどうなっているのかが論点になるわけで、たとえばリスクアセ

スメントなどをどう実行してゆくのか、一般的なリスクアセスメントに限らず化学物質については専門

的能力のある人材が必要になりますので、そういった点も問題になってくると思います。もう一点、規制

方法が国際的な影響を受けており、他国と同じような規制をしなければならないという点も非常に興味

深いところでした。この点については実態を記述する箇所で当該条文の運用や制定に関わるポイント（条

約なども含め）を書くことで、これまでのコンメンタールとの差別化が図れるのではないかと思います。 
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長谷川資料１頁「２．今後追記すること（と教えていただきたいこと）」ですが、一つ目は建設アスベ

スト訴訟について少々書いてみたいと思います。安衛法第５５条に関連し、第５７条にも関連してくる

と思いますが、ご承知のように先般最高裁の決定が出たところなので、判旨の中でどのようなことが述

べられたのか整理しておきたいと思います。二つ目は、時間の都合上調査しきれていない点ですが、各条

文の民事的効力をどう解釈するかという問題について少々悩んでおります。できる限り多くの文献を当

たって調べているところですが、なかなかこれというものが見つかりません。個人的にはどう解釈すべ

きか一応の考えはあるのですが、裏付けが欲しいところなので、現在検討しているところです。三つ目が

今回先生方に直接お伺いしたい点なのですが、三柴先生から各条文ごとに背景となった災害や適用の実

際を整理すべきであるというご指示を受けております。この点について漏れがないか、あるいは別途こ

ういうことも書くべきではないか、などといった点についてご意見いただければということです。今回

私がまとめた事項について、あくまで概要ではありますが、長谷川資料１頁、２の枠内にテーマを書き出

しました。長谷川報告書でもご覧いただけます。内容を簡単に紹介させていただきますと、製造禁止（第

５５条）については、ベンゼン中毒事件つまりヘップサンダル事件のほか、建設アスベスト訴訟なども製

造禁止の議論の背景となった事件として挙げられます。すでに安衛法上製造禁止のルールは出来ていま

すが、解体工事などを通じて石綿被害の問題が生じていることも書いてみたいと思います。先般、ニトリ

の足拭きマットの中にもアスベストが含まれていることがニュースになり、わが家で使っていたものも

そうであったことが判明し、非常に身近な問題であると思われます。第５６条は製造許可の規定ですが、

玉泉先生や篠原先生にご協力いただきまして、その内容も踏まえて上で書いておりますが、調べた限り

では実態についてはあまり議論になっていないようです。第５７条はラベルの表示等の規定ですが、改

正のプロセスが問題となりました。背景には六価クロム事件やＧＨＳのような事情が窺われます。ラベ

ルについては近年はあまり問題になっていないものとうかがっています。ラベルの運用実態については、

行政通達（昭和４７年９月２９日基発第６３４号）が出されています。文書の交付等（第５７条の２）に

ついては、背景事情としてここに記載した条約のほか、和歌山毒物カレー事件で顕在化した毒物に関す

る問題などがあり、実態としてはここに記載したとおり、「職場のあんぜんサイト」を中心に様々な情報

提供がなされています。リスクアセスメント（第５７条の３）については、比較的多くの情報がありまし

て、胆管癌事件が背景にあったということもよく知られています。実態としては、化学物質等による危険

性又は有害性等の調査等に関する指針、また厚生労働省版コントロール・バンディング等により様々な

情報提供がなされています。第５７条の４の有害性の調査については、化学物質の審査及び製造等の規

制に関する法律などが関わって明文化がなされ、厚労省Ｗｅｂページに手続等が集約されているという

情報を入手しています。 
明確な情報が見つからず、理解が未だ不十分なのは最後の２つの条文、すなわち、第５７条の５および

第５８条についてです。前者は有害性の調査に関する指示についての条文ですが、あまり先行研究は多

くないようです。後者については、日本バイオアッセイ研究センターが援助をサポートする仕組みとし

て設けられていることは明らかですが、これ以外の点で何があるのだろうかというところです。 
非常にシンプルではありますが、私が現在取り組んでいるのは以上のとおりです。何分初めての調査

ゆえ、至らない点も多いかと思われますので、ぜひとも先生方のお知恵を拝借できればと考えておりま

す。 
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三柴 ありがとうございます。初めてと仰りながら大変ていねいに調べていただいているようで、あり

がたく思います。私の方から、現在進行形の政策の変更に関する情報を少々お伝えしますと、まずピラミ

ッド型の化学物質の分類（長谷川報告書４頁）についてのお話があります。これは安全衛生行政がこれま

でしばしば示してきたものなのですが、この図の下の方にある物質については“危険ではない”という誤

ったメッセージを与えてしまうのではないかという懸念から、上下ではなく左右にフラットに並べて分

類し直そうという動きが、現在検討会の中で進んでいます。ピラミッド型の図の中で下の方に位置する

ものは、有害性等が“未解明”というだけであって、危なくないということではないということです。そ

れを示すのが以下の図です。 

 

これらは、現在行われている「職場の化学物質管理に関する検討会」のＷｅｂサイト

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06355.html）をご覧いただくと、そこの資料の中に掲載されて

います。見つからなければ私にご連絡いただければ、公表されている範囲でお伝えします。 
また、省令改正レベルにとどまりそうなのですが、化学物質管理の在り方をかなり大きく変えていこ

うという動きが進んでいます。先ほど長谷川先生も仰っていたように、化学物質は危険だから全部取り

扱いや製造を禁止するというのであれば、産業が死んでしまいます。さりとて、基本的には危険であると

いう認識を欠くと被災者を生んでしまいます。その中で両者のバランスをどのようにラインどりしてゆ

くかが非常に悩ましいところです。一方では産業利益であったり、現場での評価・管理ができるかという

ことを気にしなければいけません。他方では、危ないかもしれないという認識の下でグレーゾーンにつ

いても必要な対策をうっていかなければなりません。そういう両義的な対策が求められる領域というわ
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けです。また、規制の内容も成熟させていかなければなりません。全部禁止でもなく全部野放しでもな

く、その方向性のひとつとして「リスク」に基づいた対策、つまり単に有害だからダメということではな

く、上手く取扱えば有用になるわけで、そういった点も併せ考えるのが「リスク」という概念です。「ハ

ザード」がその物質自体が持っている有害性だとすると、リスクはそれを上手く取扱うことができれば

管理ができるという発想です。なので、リスクに基づいた対策を打っていこうという方向に進んでいま

して、上の図が示しているように、リスクに応じた対策ということになると、たとえば物質を海外から輸

入したり、新しく製造したりする際に、それを流通させる分量によって、つまり何ｔ以上は「リスクが高

い」として規制を強化するといった方法のほうがよろしいのではないか。そういう方向で議論が進めら

れています。この辺りは私から説明するよりも、唐沢先生や森先生の方が的確なご説明をいただけるか

と思いますが、私も委員として参加しておりますので、私から申し上げられる点について説明させてい

ただいた次第です。 
では、長谷川先生から提示されたご質問への回答も含め、お答えいただける先生からお願いできます

でしょうか。 
 
森 ご報告ありがとうございました。先ほど様々な災害事故を基にどのような条文が制定されたかとい

うお話がありましたが、私も化学物質災害についていろいろ調べてみましたところ、出てくるのは急性

中毒ばかりで、化学物質がらみで裁判になった事案はさほど出てきませんでした。一方で、化学物質につ

いては毒性試験がかなり実施され、特に発がん性に関してはＩＣＲＰ（国際放射線防護委員会）が定期的

に発がん性の可能性や頻度などをアップデートしているので、エビデンスに基づいて動くという傾向に

あります。たとえば製造禁止ないし製造許可の物質には色素系の物質が多く含まれていますが、それは

膀胱がんが発生した事例に基づいています。その中にβナフチルアミンという物質がありますが、それ

に近い化学物質であるαナフチルアミンは製造許可物質です。結局これも、βナフチルアミンの発がん

性を考えると、かなり近い形の発がん性や生殖細胞変異原性があるということで、予防的に製造許可を

要することにしており、こういう物質は相当数あると思います。最近、特化則に規制対象物質が追加され

た際にも、必ずしもそれによって健康障害が生じたというよりも、海外の疫学的研究成果に基づいてい

る場合もありますので、化学物質規制については事故のみを契機とした規制を探し出すのは難しいので

はないかと思います。とはいえ、一つ一つの物質が何を契機に規制対象となったのかを追跡するのは相

当に大変な作業かと思います。最近の事例は、未規制物質が原因で発生しているものがかなりあります。

たとえば保護衣や保護手袋の装着義務という形で規制がかかったのは、オルトトリジンなどです。ばく

露状況をみると空気中の濃度はさほど高くはない場所で就労している人に膀胱がんが発生したのがきっ

かけです。もともとこれは経皮吸収のある物質ゆえに蓋然性も高く、本来ならもっと早くから規制され

るべきであったのですが、これを契機に規制対象となりました。このように、研究的アプローチをきっか

けに規制がなされることもあるので、背景災害を調査するのは難しい要因がそこにあるかと思われます。 
もう一点、先ほど三柴先生が仰った現在の流れの中で、我々の学会も意見を出したりすることもあり

ますが、化学物質のうち「その他の化学物質」になるほど情報が少なくなってくるにもかかわらず、今の

規制の方法では、規制のない物質つまり「危険かもしれないが何の規制もない物質」を使用した方がコス

トが安くて済むので、こういうやり方をすると規制をかければかけるほど、情報のない物質が使用され

るようになります。この辺りのことを調整する必要があるということが、内々に議論になっているよう
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です。 
 
三柴 ありがとうございました。唐沢先生からもコメントいただけないでしょうか。 
 
唐沢 私の言わんとすることは、先ほど森先生がほとんど指摘して下さったところです。 
 
三柴 ありがとうございます。森先生のお話につなげさせていただくと、昨日このテーマに関連する検

討会にて同様のことをお話しましたが、学問的規制の代表格はドイツです。ドイツの場合、学問的に危険

だと判明した物質に規制をかけていくスタイルです。以前、ドイツにおける規制の基本原理について調

べたことがあるのですが、特に危険かどうかグレーゾーンについてどういう規制をしているかを調査し

ました。大きく分けて３種類あって、学会における支配的見解として危険だとされるもの、その真逆で一

部の有力説のみが危険と判断し、ほぼ直観レベルで危険と思われているにすぎないもの、そしてその中

間にあるものです。そしてそれぞれについて、民間の研究団体や業界が定めている規格を法制度上に組

み込む形で規制をかけていきます。そうすると、専門家が比較的危ないと認めたものについて部分的に

規制をかけるというスタイルになります。ただ、ドイツはヨーロッパの一国なので、基本的にリスクアセ

スメントは義務になっていて、すべての化学物質について実施しなければなりません。それを前提に、リ

スクアセスメントを実際にどう運用するかという点においては、学問的、科学的に危険と判断されなけ

れば規制は及びません。唐沢先生はお詳しいと思いますが、ドイツの場合災害保険組合が労災補償のデ

ータしかとっていないのですが、化学物質関係の被災は多いのではないかと思います。ドイツは労災保

険の仕組みで労災と疑わしいものも申告するという前提をとっているので、補償の局面でグレーゾーン

の部分を相当数救い上げている可能性があります。さらに、労災保険の認定の仕組みが社会民主主義的

に労使の話し合いによって決定される形になっているので、結局サイエンスをベースにしつつ最終的に

はコンセンサスによって労災の予防・補償の在り方を決めていきます。 
日本の場合どのようにしてゆくべきか、ドイツの例も参考にしながら適正ラインを考えていかなけれ

ばならないと思います。 
では長谷川先生のご報告はここまでということで、いったん休憩時間をとりたいと思います。 
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三柴 再開させていただきます。まず愛知産業保健総合支援センター（愛知産保センター）の副所長をお

つとめの大久保先生からご報告をいただきたいと思います。テーマは化学物質管理に関する監督指導現

場の実態です。それでは、よろしくお願いします。 
 
大久保 こんにちは。愛知産業保健総合支援センターの大久保と申します。私は平成５年に労働基準監

督官に任官しましたが、それまでは神奈川県内の作業環境測定機関に作業環境測定士として勤務してい

ました。労働省（当時）に入省し、平成８～９年度には霞が関の安全衛生部環境改善室にて有機則や粉じ

ん則の改正作業に従事しておりました。その後、直近では平成２８年度に一宮労働基準監督署で第２方

面主任監督官、平成２９年度は愛知労働局労働基準部監督課にて特別司法監督官、平成３０年度は健康

課にて労働衛生専門官をつとめ、平成３１年４月から現職でございます。この間、労働衛生コンサルタン

ト（衛生工学）に合格しております。 
ご依頼のありましたテーマは「労働基準監督官について」です（※報告に使用されたＰＰおよび同一内

容のＰＤＦ資料を以下「大久保資料」とする）。まず、労働準監督官の採用枠は「Ａ採用」と「Ｂ採用」

の２種類に分かれ、Ａ採用が文系の採用、Ｂ採用が技術系の採用で、両者はだいたい７：３くらいの割合

で採用されているようですが、２０２０年度の募集要項をみると、Ｂ採用が４５名、全体で２３０名とい

うことで、現在Ｂ採用の割合が２割を切っている状況です。つまり、技術系の分野が得意でない人材が多

く占めるということです。にもかかわらず、任官後に従事する仕事は基本的には同じもので、特に最近は

厚生労働省労働基準局では人事計画の方針が最近変わりまして、地方技官（専門官）の採用を中止し、そ

の分労働基準監督官の採用数を増やしています。そのため、Ａ採用の監督官が所轄労働基準監督署の安

全衛生課⾧（第二課⾧）に配属されたりすることもおきていて、そういう方が特定機械の検査などにも従事

することがあるということです。 
私が採用された平成５年頃は、全体で１００名程度の採用人数でしたが、最近は毎年２００名以上が

採用され続け、その結果、これまで国家公務員の定員削減を年々実施してきたことにより、所轄労働基準

監督署の平（ひら）監督官ポストが、採用１年目から３年目の監督官で埋まり、ＯＪＴが十分にできてい

ないように見受けられます。つまり、上司が部下を教育できない状況が発生しているのではないかとい

うことです。なおかつ、平成３０年度の全国の労働基準監督署による労基法及び安衛法違反被疑事件の

送致件数は８９６件。このうち、労働安全衛生法違反被疑事件が５９％、労働基準法・最低賃金法違反被

疑事件が４１％であるということですが、本当に適切な捜査ができているのか懸念される状況です。 
 
三柴 大久保先生、今しがた上司による部下の指導がしにくくなっているとのことでしたが、その背景

が少々分かりにくかったのですが、もう一度ご説明いただけないでしょうか。 
 
大久保 要は、平の監督官の数は多いにもかかわらず、彼らを指導する管理職の人数が少ない状態とい

うことです。その中間のちょうど働き盛りの世代が出先機関になかなかいない状況が発生しています。 
 
三柴 了解です。ありがとうございます。 
 
大久保 大久保資料６頁に移ります。監督指導に行く際には、原則一名で監督に行きます。そして、アポ
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なしで突然伺うということが行なわれているはずです。当然、化学が苦手な監督官もいます。そのため、

監督指導計画の中に化学物質のほかに一般労働条件その他諸々のテーマがある場合には、化学に関する

監督指導はどうしても後回しになってしまうという傾向になりがちです。当然、事業場の担当者の方が

知識が多いこともあります。 
化学物質の監督指導に関して、労働省（当時）は平成１０年ごろ、「有害物質に関する監督指導は、一

定程度、完了した。今後は、一般労働条件監督を主として監督指導を実施していく。」という方針を打ち

出していました。私は個人的には「何と傲慢なんだ。」と感じていましたが、その後、立て続けにゴミ焼

却施設の解体作業に従事した方の血中ダイオキシン類濃度が高いということが話題になり、また先ほど

も出てきましたが、1,2-ジクロロプロパンばく露による胆管癌、あるいは o-トルイジンや MOCA による

膀胱癌などが発生し、厚生労働省の方針をあざ笑うかのように化学物質による健康障害等が明らかにな

り、現在に至っています。 
化学物質による健康障害防止を主眼とする監督指導は、主として大久保資料９頁記載の事項を確認す

るものです。まずは作業内容です。粉じん、鉛、有機溶剤は、作業列挙方式になっていますから、どのよ

うな作業をしているのかを確認します。それから、化学物質のラベルを見せてもらってどういう成分が

含まれているのか、ＳＤＳはあるのか、労働衛生保護具はどのようなものを使っているのか、そして作業

環境測定結果を確認する、局所排気装置等自主点検結果や特殊健康診断結果をみる、また時間外労働時

間数を確認する、といったことを主に実施します。当然、そのほかの分野の監督指導を行なうことがあり

ますので、これ以外の事項について監督指導を受けることがあってもご了承ください。 
日本の労働基準監督官は、「製造現場等で労働者が化学物質にばく露していないか」を確認に行ってい

るわけではありません。あくまで、労働者が化学物質にばく露しないために規定された「法令の遵守状

況」を確認に行っているということです。つまり、法令の想定を超えた状況には対応できないのです。遵

守状況の確認なので、「違反か」、「違反でないか」の判断しかしていません。違反にならないために（技

術的に）何をしたらよいかは、監督指導の範囲外となります。例えば、労働安全衛生法施行令別表９には、

７００近い化学物質が列挙されていますが、おそらく現役の労働基準監督官でこれらをすべて把握して

いる者はいないであろうし、どのような性質で、どのような危険性・有害性があるか、ばく露経路はどれ

かなど、おそらく誰も把握していないのではないかと思います。労働基準監督官をはじめとする職員に、

化学物質の参考資料など配布されているわけではありません。例えば、ＮＩＯＳＨは、Pocket Guide to 
Chemical Hazards という冊子（？）を発行していますが、以前はワイヤ製本された分厚い冊子でした

が 、 現 在 は ダ ウ ン ロ ー ド 可 能 な 電 子 フ ァ イ ル と な っ て い ま す

(https://www.cdc.gov/niosh/npg/downloadable.html)。大久保資料１３頁は、先ほども話に出ましたＭＯ

ＣＡの部分を抜粋したものです。Pocket Guide to Chemical Hazards のすごいところは、化学物質ごと

に、基本的なデータ、慣用名、濃度基準、測定方法、物理化学的特徴、保護具、呼吸用保護具、ばく露経

路、ファーストエイドが、１ページの半分にすべて集約されていまして、約６７０物質がデータ化されて

います。これが、ＮＩＯＳＨのホームページに公開されており、日本に住んでいても無料で自由にダウン

ロードすることが可能で、スマートフォン版も有ります。また、ＩＤＬＨの記載があることも特筆すべき

ところです。 
そうはいっても、「ＳＤＳがあるじゃないか」という反論があるかもしれません。しかし、平成２８年

「労働安全衛生調査（実態調査）」によると化学物質を製造又は譲渡・提供している事業所のうち、製造
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又は譲渡・提供する際にＳＤＳを全て交付している割合は、４９．１％となっています。また、同じ統計

で化学物質を使用している事業所のうち、ＳＤＳが全て交付されている事業所の割合は、５４．５％しか

存在しないという状況です。また、私どもが事業所に伺うと、「ＳＤＳコレクター」ばかりです。集める

ことだけが仕事になっていて、記載されている情報を有効に活用している事業所は、ほとんどないと思

います。収集したＳＤＳは、大切に担当者にしかわからない場所に保存されている例をよく見受けます。

私どもがＳＤＳがあるかを尋ねると、あると答えるのですが、では見せてくださいと言うと、“本日は担

当者がお休みなので、どこにあるかわかりません”といった状況がしばしばです。要するに、ＳＤＳを集

めているからいいじゃないかというスタンスが多いのです。そういう場合、私は“ならばこの一斗缶を今

から足で引っ掛けて倒しますから、その後どう片付けますか”と尋ねると、“すぐに拭き取ります”。では、

“手袋はどういうものを使いますか、呼吸保護はどのようにしますか”と尋ねると、返答に詰まります。

なので、“ＳＤＳに書かれていることを有効活用すればそれに答えられるはずです”と言ったやり取りを

することになります。しかし、そこまでＳＤＳを活用している事業者は稀であると認識しています。ま

た、化学物質の危険性・有害性情報は、新たな知見が得られればＳＤＳも更新されるのですが、いったん

集めてしまうとＳＤＳの更新をしている事業所は少ないです。 
また、実はＳＤＳそのものがいい加減な例もあります。大久保資料１７頁以下はある印刷工場で拝見し

たＳＤＳ（オフセット印刷のブラケットの洗浄・復元剤のスプレー缶）の写しです。一部黒塗りにしてい

ますが、これを拡大すると、以下のようになります。 

 
「原液」の「塩素溶剤」の含有率が８５～９５％、化審法、安衛法いずれも該当、ＰＲＴＲ法が１８６、

ＣＡＳ番号が７５－０９－２、といった内容が記載されています。このＣＡＳ番号を確認したところ、ジ

クロロメタンであることが後から確認できました。しかしこのようなＳＤＳがあったとしても、事業所

では活用のしようがありません。ジクロロメタンだということが分からなければ、おそらく必要な措置
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を講じることもできないでしょう。有機溶剤だということも認識のしようがありません。しかし現場に

はまだまだこのようなものが出回っているようです。 
以上に関する私見ですが、まず①労働安全衛生法に基づく化学物質関連の省令は、複雑怪奇すぎるの

で有機則、特化則、鉛則、粉じん則、石綿則を統合・再構築してはどうかと思います。それと、②Pocket 
Guide to Chemical Hazards の日本版を厚生労働省（若しくは、委託を受けた労働安全衛生総合研究所）

として発行していただき、現場で化学物質管理に携わる産業保健スタッフに役立ててもらいたいと思い

ます。③事業場が、化学物質管理に専門家を参画させた場合は、作業環境管理とばく露管理（作業管理）

のウェイトを事業者が自由に選択できるよう緩和してはどうか。そして将来的には、それも労働条件と

なることが望ましいのではないかと考えます。そして、④ＳＤＳを広く公開するような法整備が必要で

はないかということです。現在、メーカーがＳＤＳをホームページで公開している例は少なく、ユーザー

から請求手続きが必要なケースが多い。例えば、化学品のラベルにＱＲコードなどを印刷させ、ネット経

由で閲覧できるようにするなどしてはいかがでしょうか。また、その内容に関し、監視する公的機関（又

は、業界団体の機関）も必要ではないかと思います。 
以上、ご清聴ありがとうございました。 

 
三柴 ありがとうございました。今回行政官・元行政官向けの社会調査を実施しましたが、その反応をみ

るといろいろな人がいるというのが実感です。大久保副所長は化学物質管理に対してこだわりをもって

取り組んでこられたということで、今回ご報告をいただいた次第です。本プロジェクトの会合には多様

な分野の専門家が参加されていますので、何かご質問やコメントがあればよろしくお願いします。 
 
北岡 ＳＤＳの交付について質問させていただきたいのですが、先ほどのお話では、実態としてＳＤＳ

は半分ほどしか交付されていないということで、私自身も衝撃を受けました。現在安衛法で法制化され

ているにもかかわらず、なぜ製造元の会社が譲渡先の会社にきちんと引き渡していないのか・・・その点

大久保さんから見てどのような理由があるとお考えでしょうか。 
 
大久保 様々な理由があると思いますが、メーカー側が成分などを第三者に知られたくないというケー

スもあるのではないかと思います。当然、そういう会社は化学物質のデータをできる限り表に出さない

ようにしているのではないかと思います。 
 
北岡 安衛法第５７条の２には罰則はついていましたでしょうか。安衛法上、罰則がついていない規定

という理解でよろしかったでしょうか。  
 
大久保 すみません、今すぐには確認が難しいです。 
 
北岡 実際のところ送検事例もほとんど見受けられないということでしょうか。手元に便覧があるので

すが・・・。 
 
大久保 我々監督署が伺うのは、ＳＤＳの交付を受ける側ですので、その点は少々言い方が悪いですが、
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あまり興味はないということでしょう。 
 
三柴 罰則はないようですね。先ほどのご報告にもありましたように、企業機密にかかわるので、罰則を

つけるのが難しいのかもしれません。 
 
北岡 よく分かりました。ありがとうございました。 
 
森 一点ご教示いただきたいのですが、さきほどＯＪＴの話がありましたが監督官の方は、たとえば研

修所のようなところで、「○年目研修」といったような定期的なステップアップのための研修を実施する

のでしょうか。 
 
大久保 埼玉県の朝霞市に労働大学校という施設があり、採用後１カ月くらいでそこに３カ月間ほど入

り、その後秋以降に２カ月間ほど入り、合計約５カ月間ほど研修を受けることになります。その後は中堅

研修ほか時々に応じて研修を受けます。ただ、研修でカバーする分野は非常に広いものですから、特定の

分野の専門性を高めるための研修はありません。おそらく厚労省もそういう特化した専門性を持った人

材を必要としていないようです。言い方は悪いですが、広く浅い知識のある人材を最前線に配置したい

という感じではないかと思います。 
 
三柴 この点関係者との議論では、イギリスであればＨＳＥがそもそも専門性を持った人材を任用して

年俸制で処遇します。日本でいえば、特別規則それぞれについてインスペクターを任用します。たとえ

ば、産業保健職であれば年収７００万円くらいといった感じです。スコットランドはずれの油性を担当

する担当官になると、地域手当がついて１２００～１３００万円、といった金額で任用します。それぞれ

が専門性を持っているという前提なので、事業者側としてもいいアドバイスを受けられるのでありがた

がるという一面もあるほどです。そういう専門性が管理に担保されている仕組みになっているわけです。

日本の場合は大久保副所長がご指摘されたような現実があるようです。 
 
唐沢 大久保さん、ご報告ありがとうございました。私は現役を離れて２０数年になりますが、現在の現

場の状況を興味深く拝聴させていただきました。私はかつて、現在の化学物質対策課に相当する部署の

課長をつとめていた時期がありますが、ご指摘のようにＮＩＯＳＨが発行している「Pocket Guide to 
Chemical Hazards」が用いられていますが、ＳＤＳの交付を義務付けている７００数十の物質について

は行政側の参考資料があってしかるべきかと思います。しかし三柴先生も身近でご覧になっておられま

すように、現職の方々は多忙を極めておられますので、行政が自らこれを作成するのは困難であろうと

思います。ただ何らかの形でそういうものがあった方がベターですから、何かの機会に責任者の方に要

望しようと思います。 
 
三柴 もうお一人ほどいかがでしょうか。 
 
石崎 ご報告ありがとうございました。唐沢先生のご発言とも関わってくる話ですが、ポケットガイド
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（Pocket Guide to Chemical Hazards）の日本語版のようなものが仮に出来たとした場合であっても、

監督官は必ずしも専門性を有しているわけではなく、日本では文系の人材も多く含まれていると思われ

ます。そういう現状で、日本語版ポケットガイドのようなものができれば、監督実務において活用される

可能性が出てくるということでしょうか。もう一点ですが、ご報告の中で、化学物質管理に専門家を参加

させた場合、作業環境管理と作業管理のウェイトを選択できるようにとのご提案があったと思いますが、

そこで想定されている専門家の範囲と作業環境管理のウェイトという点で含意されている中身をもう少

し具体的に教えたいただければと思います。 
 
大久保 「Pocket Guide to Chemical Hazards」日本語版のお話ですが、当然行政官が有効活用できる

と思いますし、一般の労働衛生や産業保健の仕事に携わる方も有効活用できるのではないかということ

で、広く公表されることが望ましいと思います。２点目のご質問について、私が想定しているのは労働衛

生コンサルタントの衛生工学を専門分野に持つ方が、会社の顧問のような形で参画されるといった状況

です。作業環境管理と作業管理の点についてですが、作業管理は曝露管理の話になりますので、たとえば

局所排気装置やプッシュプル型換気装置を用いて作業場の平均濃度を下げる方法をとるのか、あるいは

呼吸保護具やプロテクターを装着することによって曝露を下げる方法で作業を行うのか、専門家が参画

することによってその辺りの選択をできるようにしてもいいのではないかということです。当然のこと

ながら、プロテクターを着けての作業は作業強度が大きくなりますので、労働条件の一部になると考え

られます。そういう状況で働いてもいいと思っている方と、逆に清潔な環境でプロテクターなしで働き

たいという方と両方出てくると思います。その辺りは労働条件の一部と捉えて雇用契約を締結すればい

いのではないかと考えているという意味です。 
 
石崎 ありがとうございました。 
 
三柴 化学物質管理を担う専門家として誰が相応しいかというお話がありましたが、ちょうど今開催さ

れている検討会で以下のような資料が出ています。行政としては産業医、衛生管理者、小規模事業場であ

れば安全衛生推進者、作業主任者、特定の危険な作業に注意を払う人たちです。そして、資格という切り

口で見ると、労働衛生コンサルタント、作業環境測定士、そして今後行政が育てたいと思っているオキュ

ペイショナル・ハイジニスト（インダストリアル・ハイジニスト）、といったものが候補になります。し

かし、たとえば産業医は１０万人の登録者がいながら実働しているのが３万人、そしてそのほとんどが

嘱託で、作業環境や職場の現状を把握できないことが多く、健康診断＋事後措置で精一杯というのが医

師会の調査結果からうかがわれます。また化学物質に強い人も少ないです。衛生管理者についても化学

物質に強い人の割合は少ないです。資格としての労働衛生コンサルタントについてみると、最近行政が

化学物質を得意分野として標榜するコンサルタントの数を調査したところ、全国でわずか２５人という

結果でした。作業環境測定士は試験が易しく、化学物質管理の専門性を持った人がどれくらいいるかと

いうと、これもまた不安な状況です。安全衛生推進者は小規模な事業場で、特にハードルもないままなれ

てしまうでの、化学物質に詳しい人もいないと思われます。作業主任者なら役に立つのではないかと考

える人もいますが、てんでバラバラで割合的に化学物質に詳しい人は少ないでしょう。そういう現状で

す。 
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三柴 ハッキリ言って、惨憺たる状況です。そういう言わば基盤のない状況に高度な資格を設けたとし

ても、ブランドになり得るかと言えば、非常に厳しいであろうと思います。私としては、リスクアセスメ

ントを幅広く定義して、原則として厳しく定めたうえで、免責を求めるのであれば専門家を活用してそ

のお墨付きを受けるといったような逆転の発想がよろしいのではないかと思います。つまり、危ないと

ころに専門家を配置するのではなく、危なくないことを証明させるために専門家を活用するという方針

を伝え、とりあえず特別規則の免除を受けるために専門家を活用すべきという枠組みを、中間とりまと

めに入れていただきました。ともかく専門家を活用するための起爆剤が必要であると考えています。現

状はなかなか深刻な状況であると言えるのではないかと思います。 
では、他にご意見ご質問等ないようでしたら、大久保副所長のご報告はここまでにさせていただきま

す。ありがとうございました。続いて、原委員の方からご報告をお願いします。 
 
原 よろしくお願いします。私の担当は安衛法第２０条・第２１条（以下両条文を総称して「対象条文」

とする）、危害防止基準の中でもっとも基本的な条文です。今回提出させていただいた私の分担報告書は、

横断的課題と絡む部分を前回の報告書に追記した以外は基本的に前回のものと重複しています。２月に

ご参加されて私の報告をご清聴いただいた先生方には、ほぼ同じ内容をお話することになるかと思われ

ますが、新規ご参加の先生方もいらっしゃるので、私がどのような方向で執筆させていただくのかにつ

き、あらためてご清聴いただければと思います。（※以下「分担報告書の抜粋（原）」（以下「原資料１」

とする）に沿って報告） 
対象条文は、物と場所に関する危害防止基準の確立を目指す規定ですが、三柴先生が再三ご指摘の通

り、本プロジェクトはこれまでに公刊された実務書・学術書が試みてこなかったところの、現場に即した

リアルかつ斬新な体系書を目指しています。そのような観点から、これまでの書籍が対象条文に関して

試みなかったことは何かといえば、以下のように整理できます。学術書は対象条文の趣旨・内容を説明し

判例を挙げ、関係政省令を紹介して終わりです。他方、実務書は図説などを活用しながら紐付き政省令で

ある安衛則が何を要求しているのかを現場に即して分かり易く書いています。そのような状況で、私が

対象条文に関して本プロジェクトで試みるべきは、安衛法本法と紐付き政省令をワンセットで有機的に

つなげながら、法全体が現場で何を求めているのかを検討するという作業です。対象条文の紐付き政省

令は、安衛則第二編に定められた第１０１条から第５７５条の１６までに至る膨大な数の条文です。こ

れらからうかがわれる危害防止基準の共通項を挙げると、原資料１の１頁左段から右段にかけての枠内

のように整理できます。 
①機械等のうち労働者に危害を及ぼすおそれのある部位・箇所につき、囲い、覆い、運転停止などの手

法によって安全化する。 
②機械等の点検、検査、整備などを義務づけ、同時に使用限度の超過を禁止する。 
③物による接触の危険を防ぐために労働者の身体に保護具などを装着させる。 
④立入禁止などの措置によって、危険な機械またはその部位・箇所、危険な場所などに労働者を不用意

に接近させない。 
⑤合図などによって労働者に危険に対する注意・回避を喚起し、安全かつ合理的な行動を促進する。 
⑥作業主任者など責任者を選任・配置することによって、指揮命令系統を整備し明確化する。 
労働災害は、特に機械安全や建設安全において特に当てはまることですが、危険源が労働者の身体に
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接触することによって引き起こされるものです。そうすると必然的に、安全衛生や労働災害の予防は両

者の接触を何らかの方法で可能な限り回避することが基本かつ重要事項になります。すなわち、危険源

の発生前にこれを探知して阻止し（上記②）、その発出の出端を挫くとともに（上記①）、発出した危険に

対処すべく労働者の身体を保護具等で守る（上記③）、という手法です。また、そもそも労働者の接近を

防ぐとともに（上記④）、現場の労働者らの意思疎通によって危険源やそれがもたらす被害について注意

を喚起し、それとの接触や接触がもたらす被害を回避させるという仕組みになっています（上記⑤⑥）。

平成・令和のハイテク大国日本の危害防止基準はさぞかし高度で最新鋭の技術を用いていると想像する

かもしれませんが、対象条文が現場に求める危害防止基準は、現場の実態や常識感覚に基づき、労働者の

目線に立って、通常求められるシンプルな措置に重点を置いているといえます。 
この辺りの特徴は沿革とも符合しています。ご承知のように安全衛生法制は戦前の工場法時代から戦

後にかけて連続性がみられ、対象条文はその特徴が特に顕著です。上記①～⑥と同趣旨ないし類似の規

定は、工場法およびその政省令の中にすでに見受けられますが、これらは安全衛生の基本、すなわち現場

の労働者の目線を重視する規定であるがゆえに、技術の進歩や社会経済状況の変遷に左右されることな

く一世紀近くにわたって安全衛生の基礎的なルールであったということです。そのような特徴を浮き彫

りにしたいと思います。同時にもう一つの共通項的な特徴として、産業の発展と安全衛生のバランスを

挙げられると考えます。すなわち、ある機械が危険であったとしても、当該機械の全面使用禁止あるいは

製造禁止を求めるのではなく、その使用を認めつつ危険な部分のみが労働者に接しないよう、囲い、覆

い、立入禁止、保護具等々といった形で危害を防ぎ、もって産業の発展と安全衛生とのバランスをとろう

とする姿勢が、対象条文の行間からうかがわれる点についても明らかにしたいと思います。 
今回提出させていただいた分担報告書では、原資料１・２頁左段の「２．対象条文および関係政省令の

文言からうかがわれる予防志向ほか安衛法制の基本的姿勢」という項目を追記しています。私は横断的

検討課題として「危険のおそれ」という文言を用いた条文の趣旨・内容を調査する仕事を引き受けており

ますが、もう一つの資料（労働安全衛生規則における「危険」・「おそれ」、以下「原資料２」とする）を

ご覧ください。未整理の段階で申し訳ありませんが、「危険」と「おそれ」という語句を用いている条文

が多数ありまして、安衛則だけで「危険」が６０６回、「おそれ」が３１０回用いられています。「おそれ」

という語句は安衛法本法にも４０カ所ほどあり、その他の政省令も挙げるとキリがないのですが、差当

り安衛則を中心に検討させていただきます。「危険」と「おそれ」がワンセットで用いられている箇所に

も数種類のパターンがあり、まず「危険」を（が）及ぼす、生ずる「おそれ」のある「とき」、同じく「も

の」、「部分」、「場所」、「ところ」、「箇所」といったように、場合、モノ、場所、箇所の４種類に分け、危

険が具体化した後では労働災害の防止は遅いですから、「おそれ」という表現からも明らかなように潜在

的な可能性がある段階で事業者に何らかの対処を義務付ける内容になっていて、まさに予防志向が顕著

に表れています。同時に、危険のおそれが「ない」という表現の規定もあり、これらは原則として事業者

に何らかの措置を義務付けたうえで、「おそれ」が「ない」場合に例外的に適用除外するという類の規定

もあります。原資料２掲載の表において、ところどころ「※20」ないし「※21」と表記しているのは、藤

森先生が本プロジェクトにおける検討対象としてピックアップして下さった条文という意味です。この

ように、横断的課題と逐条解説について、ここに挙げた「おそれ」という文言を用いる条文から検討を始

めるという形で、両者を並行して進めていきたいと考えております。 
原資料１に戻りまして、判例については、逐条解説と横断的課題の双方で取り上げるべき判例が民事・
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刑事双方で多数あります。刑事裁判については一応リストを作って書き出してみましたが、前回の北岡

先生のご報告で触れられた罪刑法定主義の問題と関連して、「おそれ」という抽象的な文言がこの原則に

抵触しないか、あらためて再検討する必要が出てきたものと思われます。安衛法令関係の裁判例は、民事

であれ刑事であれ、多くの場合死者あるいは負傷者が出てから、本人や遺族が民事賠償を求める、あるい

は検察官が起訴するという形で始まっています。「○○のおそれ」という予防志向的な政省令が規定され

ていながら、実際に適用されるのは予防が功を奏さずに死者・負傷者などの損害が生じた後に適用され

る場合がほとんどなわけです。このことからすると、実は対象条文は、単独では予防効果が意外と期待で

きないわけで、別途安衛法上の他の規定や制度と連携しなければ、対象条文が目指す予防効果が実効性

を持ちません。単独では危害防止基準として十分ではないという、少々皮肉めいた特徴も浮き彫りにす

べきと考えています。今後の調査や執筆の過程で、機械や建設などの用語や器具に関して、行政実務やコ

ンサルタント、あるいは安衛研の先生方にいろいろと質問をさせていただくと思われますので、何卒ご

指導のほどお願いいたします。 
 
三柴 ありがとうございました、対象条文は危害防止基準を象徴する条文ですね。これに関する解説の

方向性についてご報告をいただきました。危害防止基準を代表する条文であるからこそ、予防志向と運

用の実際との乖離や矛盾がみえて悩ましいというお話があったかと思います。先生方からご質問・ご意

見ありましたらお願いいたします。あるいは、逆に原さんの方から教えてほしい点などありますか。 
 
原 はい、今後個別的な質問としてある条文に規定されている機械器具等について、ＭＬでご質問させ

ていただければと思いますの、よろしくお願いします。 
 
三柴 原さんが条文のメッセージをまとめていったところ、結局３ステップアプローチのようなものが

浮き上がってきたようです。藤森先生がライオンのたとえ話で説明して下さったお話ですが、まず１ｓ

ｔステップは本質的安全措置を講じる、つまり機械であれば安全に設計されたものを使用するなどとい

ったことです。２ｎｄステップは本質的安全だけでは安全を担保できない場合に、保護具を装着する、危

ない機械に近づいたら自動的に停止させる仕組みを設ける等といったように、補助的な安全工学的な手

法で対応するものです。３ｒｄステップは、それでもなお残留リスクがある場合には、人への教育や行動

の制御など、人間への働きかけで安全を図るものです。そのような３ステップを対象条文の解釈から浮

き彫りにしてくれたと思います。 
このほか、法令を政省令レベルまで掘り下げていって、気づいた点はありますか。 

 
原 挙げるとすれば、調査と計画でしょうか。特に作業場所です。事業場や工場の外で伐木作業等を行な

う際に、地面に危険が潜んでいないか調査を行ったうえで、調査結果に基づいて作業計画を策定し、これ

に従って作業しなければならない。つまり、広い意味でのリスクアセスメントということで、平成２０年

代の改正によってリスクアセスメント制度が創設される以前から、事業場外で自然を相手にするような

就労場所では事業者に義務づけられていたということがいえると思います。 
 
三柴 安全衛生のメインの目的は労災の防止ですが、私なりの表現すれば、「業務リスクの防止」ないし
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「業務リスク対策」まで触手を広げる法制度であるといえます。自然災害であっても職域に関わってく

る限りは対応が求められるし、交通労災防止も図っていくものです。単に労働の現場のみで対処すれば

いいというものではなく、労働の現場で起きる可能性のある災害に対応しようとすれば、必然的に幅広

い視点を持たなければなりません。環境対策まで広げなければならない場合もあり得ます。また、機械や

化学物質のリスクに対処しようとするのであれば、上流の方にまで遡っていく必要があります。そうい

った点も補足していることが、対象条文の解釈からうかがうことができます。 
では、最後に淀川委員から経過報告をお願いします。 
 

淀川 よろしくお願いします。私の担当は安衛法第３３条および第３４条についてです。ご承知のよう

にこれらの条文は、事業者ではなくそれ以外の者に対する規制を定めた条文です。たとえばリース業者、

あるいはアパートや雑居ビルを貸している人に対する規制です。お配りした資料「労働安全衛生法第３

３条及び第３４条の逐条解説」（以下「淀川資料」とする）の「Ⅰ はじめに」にも書きましたが、三柴

先生の先行研究の報告書も指定しているとおり、このような規制対象の多様性を持つ条文は日本の安衛

法の特徴であり、私の担当する条文はこれを象徴した条文であると思われます。また、同２段落目に記載

した通り、畠中先生の著書では、これらの条文は「場所」または「物」の管理権原に着目した規制として

整理されています。 
では、条文の内容をみていきますと、第３３条は「機械等貸与者等の講ずべき措置等」との見出しです。

この条文は、大きく分けて３つの規制を定めています。どのような機械に対する規制かといえば、移動式

クレーンや車両系建設機械、不整地運搬車、高所作業車などについて、一定の要件を設けたうえで規制が

定められています。まず一つ目の規制として、これらの機械を貸与する場合に貸す側すなわちリース業

者の義務を定めています。どのような義務かといえば、大きく分けて二つあり、事前の点検と補修等で

す。二つ目の規制として、書面の交付義務です。第３３条第２項は、貸与を受けた人の義務で、操作者（オ

ペレーター）が付いている場合の措置、すなわち必要な資格を有する者であることを確認する、作業内

容・指揮系統・連絡合図の方法等を通知する、などが定められています。この点は裁判例でも問題になっ

ていて、実務的にも重要な問題のようです。同条第３項は操作者つまりオペレーターに対する義務が定

められています。第２項の規定内容を遵守するよう安衛則第６６８条に定められています。 
これらの条文が設けられた趣旨は、淀川資料２頁記載の通りですが、リースを受けた側は所有権限が

なく、あくまでそれはリース業者にあり、借りた方は補修や改造をすることができないため、労災防止措

置を十分に講じることができません。このため、同条第１項でリース業者に規制を施したという趣旨で

す。第２項の趣旨は、運転手に対する規制を行い労災防止を図るというものです。 
「３ 沿革」（淀川資料２頁）ですが、まず工場法や旧労基法には第３３条の基になるような規定はな

かったと思われます。安衛法制定前の労働基準法研究会の報告書をみると、この時代はリース業者がか

なり目立っていることが現状の確認として指摘され、また賃貸業者が機械を貸し出す場合の条件を大別

すると、機械のみ貸す場合と機械とオペレーターをともども貸す場合とがあるとのことです。続いて淀

川資料２～３頁に記載したとおり、「機械のみ貸す場合は、安全衛生上、構造要件保持義務を負担するの

は形式的にはその機械を借りて作業をすすめる側にあるわけであるが、当該機械について補修改造する

ことはもとより、日常の点検さえできる体制にあるか否かは疑問である。」「また、機械を操作する人間を

つけて貸す場合、その人間に対する安全衛生を確保する責任は誰にあるのか・・・疑問が残る」というこ
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とで、これに対する手当をすべきだということが指摘されていました。この他、衆参両議院の社会労働委

員会でも同様の指摘がなされていました。同委員会では安衛法が単独の法律として制定された理由が述

べられていまして、事業者以外の人に対する規制を設けるということは、事業者（使用者）に対する規制

を主とした労基法とは毛色が違うため、単独法にすべきであるとされていました。参院の社会労働委員

会でもリース業者に関する言及があり、これらに対する規制を行うべきである旨指摘され、労基法とは

別途独立した法律を定めるべきであると言われていました。 
「４ 適用の実際」を確認したところ、最新のデータでは令和元年９月１日から令和２年８月３１日に

かけて、第３３条違反が１件ありました。また、三柴先生からいただきました厚労科研のアンケートに

は、「機械貸与契約（いわゆるオペ付きリース）により、多くの建築工事現場で移動式クレーン作業等が

行われているところであるが、本条による措置が不十分であるため、災害・事故が発生している状況もみ

られる。措置が不十分な例としては、機械貸与を受ける者がリース業者に対して移動式クレーン作業計

画を示すなどにより、法定事項を通知していないことなどである。」という監督官の回答がありました。 
「５ 関係判例」を調べたところ、２件ほどヒットしましたが、今回はそのうち１件を簡単に紹介させ

ていただきます。刑事事件で、先ほど紹介した第３３条第２項の「機械等の貸与を受けた者」が労働災害

を防止するため必要な措置を講じなかったものとされた例です（福岡高判昭５２・８・３）。 
 
三柴 少々よろしいでしょうか。ひとつ前の話で、適用の実際に関する監督官の情報についてですが、機

械の貸与を受ける側、つまり借りる方の側が作業計画を示さなかったことがまずいとされた例が挙げら

れていますが、これは機械にオペレーターが付いてくるケースを前提にしているのですか。あるいは機

械だけを貸与するケースでしょうか。 
 
淀川 読んだときは、オペ付で貸与するケースかと思っていたのですが・・・ 
 
三柴 はっきり書いてない以上、わからないと思いますが、おそらくオペレーターも一緒に付いてくる

ケースでしょう。すみません、ご報告続けてください。 
 
淀川 ありがとうございます。先ほどの判例の話に戻りますが、宅地造成・不動産売買を営む被告会社が

重機業者から運転手付でブルドーザーの提供を受け、カントリークラブ造成工事の整地作業をしていま

した。その際に労働災害を防止するために必要な措置を講じなかったということで、会社と社長が安衛

法違反の罪に問われたという事案です。第１審は安衛則第６６７条第１号・第２号違反の罪が成立する

として、両者をそれぞれ罰金３万円に処しました。これに対し被告会社らが控訴しました。この事件の争

点は、①被告会社が第３３条第２項にいう「機械等の貸与を受けた者」に該当するか否か、②機械操作者

の法定資格又は技能を特に確認しなかったことが可罰的違法性を有するか否か・・・可罰的違法性とは刑

事裁判を経て処罰に値する程度の違法性があるか否かという問題です。そして、③被告人らが労働災害

防止のため必要な連絡、合図等の方法を通知すべきであったか否か、です。これらの争点に判断が加えら

れ、結論として控訴が棄却されました。①については、形式的に貸与を受けたかどうかという点だけで判

断せずに、被告会社が労働者に対して作業計画を策定していた、賃金の内容を決定していた、作業内容を

指示していた、などの点が実質的に考慮され、被告人が労災防止をすべき立場であったと認定して第３
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３条第２項の該当性を肯定しています。②の点ですが、この事件では機械操作者は法定資格を保有して

いたため、確認をしなくても結果は変わらなかっただろうと思いがちです。しかし、やはり裁判所として

は確認しなかったこと自体が問題であったとして、たとえ操作者が法定資格を保有していたとしても、

違法性があると判断しています。③の連絡や合図の方法については、裁判所は具体的に旗を立てる、見張

り人を置く、などといったことができたにもかかわらず、何らの措置も講じていなかった被告会社は罪

に問われるべきであると判断しています。 
以上は第３３条の問題で、このほか第３４条は雑居ビル、工場アパートなどを事業者に貸与している

人に対する規制を定めたものです。どのような措置を講ずべきか淀川資料５頁の図に示した通りですが、

共用の避難用出入口や警報設備の設置、貸与建築物の有効維持、給水排水設備や清掃等が求められてい

ます。同条の趣旨は、雑居ビルや工場アパートが増加していたところ、そのような建築物の一部を借りた

者に対して労働災害の防止を義務付けても、実行を期し得ない場合が少なくないということで、貸与す

る側に規制を課すといったところです。沿革を調べたところ、工場法や旧労基法だけでなく、労働基準法

研究会の報告書にも目立った記載がなかったので、また違った視点で調査していかなければならないと

考えています。適用の実際についても、対象条文に違反した事案は見当たらず、関係判例も出てきません

でした。なので、もしご存知の方がいらしたらぜひご教示いただければ幸いでございます。 
今後の課題としては、第３３条・第３４条ともに適用の実際を引き続き調査し、なおかつ図や写真が乏

しいところなのでこれも補充すべきと考えます。また、第３４条の沿革に関する調査も引続き行う必要

があるものと考えます。 
以上、報告を終わります。 

 
三柴 ありがとうございました。コメントやご質問ございましたらよろしくお願いします。あるいは、逆

に淀川さんから尋ねたいことはありますか。 
 
淀川 第３４条の建築物を貸与した側に対する規制の沿革や適用の実際など、資料を調査してもなかな

か出てこなかったので、適用例などご存知でしたらご教示いただきたいと思います。 
 
三柴 建物については、確かに旧労基法時代の安衛則の中には見当たらないです。以前私が整理した旧

安衛則のブリーフを共有しましたが、これを検索しても見当たりません。しかし、本質的な安全確保とい

う趣旨で特定の機械器具等については、貸与者を対象とした規制は旧安衛則時代からありました。つま

り、貸与者を規制する発想は以前からあったという点については言及してもよろしいかと思います。昭

和４７年の現行安衛法が規制の対象を広げたということです。では、肝心の建物の貸与者について何ら

かの事件があったかについては、調べてもなかなか出てこないわけですね。この点については、行政官向

けに実施した社会調査の集計を待っていただいて、そこに何らかの結果が出ていればそれを拾ってくだ

さい。また、藤森先生のご協力をいただいて、関係者の方にアンケート調査では調べ切れなかった条文に

関する実例を調査する予定ですので、その際に拾ってみたいと思います。 
では、以上をもちまして本日の会合は終了とさせていただきます。本日も充実した議論をありがとう

ございました。 
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三柴 本日もご参集いただきありがとうございます。本日は労働基準監督官の森山氏に報告者としてお

いでいただいているので、一人ずつお名前など簡潔に自己紹介いただければと思います。 
（参加者の自己紹介） 

ありがとうございました。それでは、お送りした会議開催要項に沿って進めたいと思います。まず、イ

ギリスで行った社会調査の結果について報告します。すでに現物をお届けしましたが、ひと言でいうと、

イギリスの安全衛生文化の高さがデータとして見える化されたものと感じています。たとえば、そもそ

も回答者にトップマネジメント層が多く、また、経営者が安全衛生を重視していると回答した企業では、

かなりの割合で安全衛生担当役員を選任していることがわかりました。そして、安全衛生の専門家のス

テータスが高いことがかなり明確になりました。専門家であれば相応にリスペクトされ、処遇も高いと

いうことが読み取れます。イギリスでは産業医制度が法定されていません。というより、法定されている

国の方が少なく、フランス、ドイツ、オランダなど数えるほどしかありません。では、イギリスで産業医

制度を法令で定める必要があるかという問いに対しては、ほとんどが“Ｎｏ”でした。これはなぜか考え

てみると、ＧＰが勤労者医療という枠組みで産業医のような役割を果たしていることが挙げられます。

そして、健康問題や安全衛生を扱う専門家全体にいえることですが、医師ではなくてもステータスが高

いので、医師免許で箔付けする必要はないのではないかという感じがします。あくまで推論ですが。企業

内で安衛法をよく知る人の割合は日本とさほど変わりはありません。「よく知っている」が２割ほどで、

「かなり知っている・相応に知っている」が４割ほど、合計６割程度というデータでした。その分専門家

を尊重し、そのステータスを高く認め、これに頼っていることがうかがわれ、この辺りはイギリスらしい

特徴を読みとることができます。他方、日英で共通する点としては、安全衛生を重視していると回答した

経営者にその理由を確認したところ、日本と同様労災が生じると良心が痛むという人間的な理由を挙げ

る人が多数でした。それと、イギリスの安全衛生法典（ＨＳＷＡ）が労災防止効果を持った理由を尋ねた

ところ、やはり安全衛生管理体制の構築と回答した人が多かったです。安全衛生のためのマネージメン

トを適切に行うための体制を組み立てることが意味を持ったのではないかということです。それと同じ

くらいに、労災防止のために具体的な何をするべきかを示した危害防止基準の整備が大きいです。要す

るにマニュアルの整備、体制の整備、マネジメントの整備といった多方向から労災が減ったという回答

が多くみられました。この点は日英共通です。その他、経営者・管理者が負う法的責任の重さも重要であ

ると、多くの人が回答しています。また、イギリスで今後検討すべき政策上の重要課題としては、クラウ

ドワークなどフリーランスの安全衛生、メンタルヘルスなどが高い割合を示しています。なお、調査票作

成の段階で調査業者のコンサルティングを受け、その際に質問票の内容を修正したりすることもありま

すが、イギリスでは６０歳以上になるとほとんどの人が働かないので、高齢労働者の安全衛生問題の質

問は意味がないとの指摘を受けたため、その質問は削除したという経緯がありました。このような結果

から、日本の安衛法は国際的には成績優秀で、まだまだ出来ることはあるということがうかがわれまし

た。 
もう一点、行政官・行政官ＯＢに向けた調査の結果が概ねまとまってきました。本省から協力依頼の通

知を出していただいたので、調査結果は相当数集めることができました。同じ労働行政であっても、真面

目に回答してくれたところもあれば、「回答不可」との返答を返してきたところ、そもそも返事すらくれ

ないところもあり、本省から通知があったとしても対応は様々で、労働行政はやはり組織的にも個人的

にも個性がモノをいうといった感じを受けました。この調査では安衛法の条文の現場での使われ方をメ
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インに調査したのですが、やはり調査結果が多く出た条文とそうでない条文に分かれます。割と思って

いたよりもまんべんなく結果を得られたという感じはするものの、やはり集中的に多く関係情報がとれ

た条文とそうでない条文がありました。ざっと見て、危害防止基準に関わる第２０条、安全衛生体制に関

わる第２９条以下、特に元方規制のような事業者以外の人たちに安全衛生管理体制を構築させる規定な

どの現場の運用状況に関する情報が多くみられました。このほか、作業環境測定法の運用状況を回答し

てきた人もいました。こうしてみるといわば「宝の山」であり、特に法学系・行政学系の先生方は、ここ

から拾った情報を【適用の実際】に埋め込んでください。これによって相当にリアリズム溢れる本ができ

るのではないかと思います。 
ここであらためて強調したいのは、本プロジェクトを通じて完成を目指す本の特徴は、現場のリアル

がみえる体系書です。タイトルをつけるとすれば「事例で読み解く労働安全衛生法」、そういうイメージ

のものを作りたいわけです。そうかといって、単に図解を乗せて内容的にアカデミックでないものにし

たいわけではなく、現場的にも有用で学術的にも高水準なエンサイクロペディアをつくることを目指し

ています。これによって安衛法を盛り立てていきたいので、現場情報も豊富でなければなりません。なの

で、判例、実例、運用実態などを徹底して重視してください。以上の点をあらためて強調したいと思いま

す。そのための情報として、今回の調査結果は非常に大きな価値を持つと考えています。ご承知のように

労働監督行政については監督年報が毎年公刊されていますが、これは違反の摘発件数等が数字で並んで

いるに過ぎないものです。今回の調査結果をフル活用してください。なお、藤森先生に行政官およびその

ＯＢに話を通していただき、調査とインタビューを受けて下さる方がいらっしゃるとうかがっています。

今回のアンケート調査結果の中で情報が足りない条文について藤森先生のご協力をいただいて調査を深

めていきたいと考えております。 
それでは、本日の特別報告として森山監督官からお話しいただきたいと思います。お願いしたテーマ

は、安全衛生に関する監督指導の実態と法改正の提案です。 
 
森山 埼玉局の森山と申します。大学の物理学科を出て、第４８期採用の労働基準監督官を務めており

ます。ちょうど民主党政権最後の年で定員数が少なかったのですが、私は「Ｂ採用」すなわち理工系の採

用ですので、もともとは法律方面の知識がなかったのですが、任官後に井上浩先生の著書などで勉強し

ました。今回実務家としてお招きされましたが、上の世代の方とはやり方が異なるかもしれず、また最近

は技官の人数も少ないため少々不安も感じますが、色々な分野の先生方からご指導いただければと思い、

今回報告させていただく次第でございます。 
配布させていただいた資料（※「安全衛生に関する監督指導の実際と法改正の提案」、以下「森山資料」

とする）の２頁に目次を付しましたが、まず「1 監督指導における危害防止基準の適用」を簡潔に説明さ

せていただき、その後は「2 監督実務における事例（化学物質を中心に）」というお話で進めていきたい

と思います。３および４は、私の思い付きの範囲なので、時間に余裕があれば若干お話したいと思いま

す。 
では「1 監督指導における危害防止基準の適用」（森山資料３頁）から始めます。労働安全衛生法の危

害防止基準（第 20 条から第 24 条まで）は、即ち危険源の分類であるということで、法のレベルで危険

源ごとに分類し、これらの規定に基づく具体的な危害防止基準（安衛則、クレーン則、有機則等の省令）

も、当該危険源の分類に基づいて整理されています。従って、危害防止基準の適用にあたっては、まず安
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衛法の危険源分類に基づく危険源同定を行い、同定された各危険源に対して法令を適用するという方法

をとっています。こういう手法は意識的というよりも、なんとなく無意識的に行っているという感じで

す。さらに、事業場において危険源をより多く見つけ、危害防止基準を的確に、体系的に適用することが

重要です。森山資料４頁は臨検の風景ですが、このような場合にどれだけ多くの危険源を発見できるか

が重要になってきます。森山資料５頁の「種々の安全衛生法令」に掲載したとおり、非常に多くの安全衛

生法令がありますが、我々がよく参照するのが安衛法で、場合によってはリスクアセスメント指針も参

照します。こだわりのある方はＪＩＳを使います。安衛法には多くの政省令が紐付いていて、条文数は千

を超えると言われています。我々がいつも使用しているのが安衛法便覧（森山資料６頁）で、政省令を参

照するのにこれ以上の資料はないというのが共通認識です。安衛法第２０条から第２４条までが狭義の

危害防止基準であり、危険源の分類がなされています（森山資料７頁）。ただし第２４条については関係

政省令がなく、強いて挙げれば腰痛予防対策指針がこれに含まれるのかと思います。厚労省が出してる

リスクアセスメント指針にも同じような分類が示されています（森山資料８頁）。森山資料９頁に載せた

のは労働安全衛生規則の目次ですが、ここでもほぼ同じような分類で規定が設けられていますので、我々

としても便覧を参照する際に便利な構造になっています。 
森山資料１０頁の「一般法と特別法」ですが、たとえば安衛則第二編・第一章・第三節の二に食品加工

用機械に関する規定が設けられていますが、食品加工用機械には第一節の一般基準の規定も適用される

ので、一カ所だけをみるのではなくいろいろな箇所を参照しながら適用される法令を探すことになりま

す。そのような背景知識をもってみると、臨検時に森山資料１１頁掲載のような多くの危険源が同定さ

れるようになります。たとえば空気調和設備は「機械」という危険源ですが、同時に粉じんや二酸化炭素

という危険源への対処として設置されているものです。こうして危険源を分類することによって危険源

が見えてきます。そして、安衛則の目次（森山資料１２頁）から各危険源の規制を探して適用していきま

す。実際には、“えっ、こんなところにあるのか！？”といった感じで見つけにくく、目次からは分から

ないものもあり、事業場で臨検を実施した際には文字検索のツールがないものですから、安衛則の目次

から探索せざるを得ないというのが実態です。不安を感じるようであれば、いったん持ち帰って労基署

の方で是正勧告書や指導文書を作成して交付するというやり方も、最近は多くなっていると思います。 
 
三柴 すみません、今の持ち帰りに関わる話をもう一度お願いできますか。 
 
森山 以前は事業場を臨検した際にはその場で指導文書を交付することが多かったと思います。指導文

書とは是正勧告書や指導票のことです。使用停止命令については、現在でも現場で交付しようとする場

合が多いです。特に化学物質規制の条文が多くなっていまして、是正勧告書を２枚も３枚も書いている

とそれだけで日が暮れてしまいますので、最近は持ち帰ってＰＣで作成し、後日臨検先企業を呼び出し

て交付することが多いです。また、化学物質を主眼としつつ、ほかに賃金台帳などの書類をチェックする

ことが増えていて、そうなるとそのような資料は工場ではなく本社にある場合がしばしばですので、そ

れらも一緒に確認する意味も込めて、企業の方に来ていただいてそこで是正勧告書等を交付するケース

が最近増えているのではないかということです。 
ただ、危険源だけを見ているといろいろ弊害もあり、森山資料１３頁に「危険源指向」の注意点を挙げ

ました。すなわち、「モノだけでなく、作業行動を含む全ての危険源を何らかの危険源に分類する」こと

－1594－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（前半） 
 

229 
 

が必要です。危険源という言葉からは、作業行動よりも機械などのモノに着目してしまいがちですが、作

業行動も危険源として分類しうることを意識する必要があります。また、「危険源の分類が固定化しすぎ

ると、見落としが発生しうるので、時々違う分類を試すべきである」。安衛法の分類は固定されているの

で監督指導においては安衛法に従わざるを得ないとしても、ＪＩＳなどには異なった危険源の分類があ

り、これらも適宜参照すべきかと思います。あるいは、「危険源だけに着目せず、事故の型を意識しなが

ら危険源を探すことも新たな視点を与える」といったことも、建設業では多いかと思います。そして、危

険源の分類は「要素還元主義的な手法であることを反省し」、たとえば化学物質の混合・反応などについ

ては「ホーリズム的な見方の必要性も認識する必要」があります。 
「危害防止基準の体系的な適用」（森山資料１４頁～）は３ステップメソッドの話になりますが、各危

険源に関して最初に検討すべきはやはり「本質的安全設計」で、次は「工学的対策」、「管理的対策」、最

後に「個人用保護具の使用」になります。あくまで原則ではありますが、以上が３ステップメソッドと呼

ばれるものです。森山資料１６頁に一例としてレタスを洗うコンベヤーを挙げました。 

 
一番いいのは右上の図のように網目を細かくすることですが、そのほか危険部位を修正するといった方

法がとられます。 
森山資料１８頁は、法令中の３ステップメソッドの例で、移動式ではない普通のクレーンに関するも

のです。クレーンの構造規格やクレーン則もこのように上手く分類できると思います。この表は機械包

括安全指針のリスクアセスメントの枠組みにそって書いていまして、表の左側が製造者が行うリスク低
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減措置で、右側がユーザーが行うリスク低減措置です。機械包括安全指針においては両者は別々に規定

されているので、このような区分けになります。 
有機則をみても（森山資料１９頁）、概ね工学的対策、管理的対策、個人用保護具という流れで規定さ

れています。測定や健康診断はまた別の枠組みかと思います。包括安全設計はどうなっているかと言え

ば、安衛則の「第三編 衛生基準」の冒頭である第５７６条に包括的な規定があります。 
安衛則は危険源の分類ごとに章立てされていますが、個々の危険源に関する規定について細かくみる

と３ステップメソッドの順序に従っているようです。なお、ジャッキ式つり上げ機械の作業に関する規

定が安衛則第１９４条の６に定められていますが、第１号で「作業を行う区域内には、関係労働者以外の

労働者の立入りを禁止すること」とされ、まったく関係のない人の立ち入りを禁止するという意味では

本質安全設計方策ということになりますが、作業に多少関係のある人を対象とするのであれば管理的対

策と解することもでき、両者を含む趣旨であると思われます。 
リスク低減措置に関する注意点として（森山資料２１頁）、危険源に対して工学的対策を講じるために

設備を導入した場合は、その設備もまた新しい危険源になるため、繰り返しリスクアセスメントを継続

する必要があります。同様に、保護具もまた新しい危険源になり得ます。最近では、マスクによる皮膚疾

患などが例として挙げられます。 
森山資料２２頁に私の監督手法を記載しましたが、重要なポイントは一番下にあるとおり、「事業場で

作成する社内の安全衛生対策の基礎資料は、概ね危険源毎に分類して作成し、併せて危険源の一覧表を

作成するよう指導する」ということです。資料の整理方法としてはそれがベストかと思います。監督実務

における事例として森山資料２３頁の「２.１ 典型的な化学物質使用作業場の事例」を紹介させていた

だきます。自動車再塗装業ですが、車のボディを見栄えよく塗装し直す仕事なので、埃のない塗装室が設

けられていることが多いです。塗装室にはほとんどの場合プッシュ・プル型換気装置が設置されている

のですが、それがない場合が悩ましいところです。局所排気装置やプッシュプル型換気装置は非常に高

額な設備なので、設置していない事業者も見受けられます。森山資料２４頁は違反の様子を描いたもの

です。違反条項をみると、まず有機則第５条違反、つまりエアスプレーガン塗装に対して発散抑制の設備

という工学的対策を実施していません。また、シンナーの缶をの蓋を開けたまま作業する、塗料の調合に

ついても相応の対策をしないまま行っている点など、第５条違反として整理できると思います。ただ、ス

プレーガンについては是正方法としてはプッシュプル等の方法で是正を指導することになりますが、シ

ンナー缶の扱いは設備違反として指導票の交付によって蓋を閉めさせる、あるいは塗料混合機は通気の

良い場所で使用させるなどの是正になると思います。また、マスクを着用していなくても特に違反にな

らないという状況があります。よくみられるのが「サージカルマスク」です。３Ｍで活性炭フィルタ付マ

スクが販売されていますが、それはあくまで防塵マスクに過ぎないものであって、防毒マスクは使われ

ていない場合があります。作業環境測定で第３管理区分となった場合は防毒マスクを着用しないと違反

になります。 
難しい問題として、ロール紙等への接着剤塗布業務が挙げられます（森山資料２５頁）。紙であったり

ビニールであったりしますが、こういう巻物状の材料に有機溶剤を塗布する作業は設計が難しいのです

が、実際は図のように換気装置のダクトが単に設置されているに過ぎない場合が多いです。反対側には

このように、接着剤用シンナーが蓋のない容器に入ったまま、蒸気を発散しています。違反条項として

は、換気装置を局排と認定しないで有機則第５条違反とするのか、あるいは局排と認定したうえで風速
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がなく形が悪いということで第１４条第１項・第１６条第１項とするか悩ましいところです。是正の方

向性としては、プッシュプル型換気装置の設置が考えられ、図の右側に是正方法の図を示しました。ある

いは、全体を部屋にして局排を設置するという方法もあります。 
森山資料２６頁は金属製品の塗装業の図です。ここには非常に高額な局所排気装置が設置されていま

すが、徐々に風速が弱まっていき、発散源において制御風速が出ていない状態です。この場合も有機則第

１４条・第１６条違反、つまり制御風速が出ていない、あるいは発散源から離れているということになり

ます。是正方法としては風速を上げるよりも、作業場所を近づける、あるいは局所排気装置を点検して設

置し直す等の方法になると思います。局排には法定性能がないので、第５条違反が成立するのか否かに

ついては、いつも悩むところです。 
森山資料２７頁は工場の新築工事における床面加工業務です。工場を新築する際には、コンクリート

をそのままにするのではなく、床面をきれいに塗装するなどして加工します。建設業者の方で化学物質

に詳しい人はさほど多くなく、作業主任者の資格を持っていても有機則を遵守していない場合もありま

す。図はスチレン関係の塗料を塗布する作業なので、有機溶剤として有機則の適用を受けるので、第５条

違反になります。ただし、発散面が広いので全体換気装置を設けて有機則第１０条を適用するべきです

が、全体換気装置自体がない場合が多いので、結果的に第５条を適用し違反を勧告することになります。 
 
三柴 よろしいでしょうか。特別規則に詳しくない方も参加されているので、有機則第５条と第１０条

の内容を簡潔に説明していただけないでしょうか。 
 
【参考】有機溶剤中毒予防規則（昭和４７年労働省令第３６号） 
第５条 事業者は、屋内作業場等において、第一種有機溶剤等又は第二種有機溶剤等に係る有機溶剤

業務（第一条第一項第六号ヲに掲げる業務を除く。以下この条及び第十三条の二第一項において同じ。）

に労働者を従事させるときは、当該有機溶剤業務を行う作業場所に、有機溶剤の蒸気の発散源を密閉

する設備、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置を設けなければならない。 
第１０条 事業者は、屋内作業場等の壁、床又は天井について行う有機溶剤業務に労働者を従事させ

る場合において、有機溶剤の蒸気の発散面が広いため第五条又は第六条第二項の規定による設備の設

置が困難であり、かつ、全体換気装置を設けたときは、有機溶剤の蒸気の発散源を密閉する設備、局所

排気装置及びプッシュプル型換気装置を設けないことができる。 
 
森山 第５条は第二種有機溶剤、すなわちスチレンなどを使用する際には発散源を密閉する設備を設け、

それが不可能なら局所排気装置かプッシュプル型換気装置を設ける義務を規定しています。要するに鼻

や口に有機溶剤の蒸気が入らないような特殊な設備を設けなければ違反になります。第１０条は、床面

のような広い発散源から有機溶剤の蒸気が発散し、口や鼻に入るのを完全に防ぐ設備を設けるのが難し

い場合に、通常の換気扇と同様の手段をとればよいとする規定です。森山資料２７頁にいう強制換気で

あり、窓を開けてそこにダクト、排風機のようなものを持ってきて空気の流れを作ります。 
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同頁のこの図は上から見た平面図ですが、左側から新鮮な空気が流れ込んで、右側の２か所から流れ出

ていくような全体換気装置を設置するということです。たとえて言うなら、カレーを作る際に“カレーの

においがしないようにせよ”とするのが第５条で、カレーのにおいはするものの、有害性がない程度に薄

めよとするのが第１０条といったところでしょうか。２７頁のような事案では、第１０条にいう全体換

気をすべきかと思いますが、それすら設置していないので第５条という原則規定の適用も可能です。同

時にこの事案では、労基法第６４条の３もあり得ます。すなわち、女性は同条に規定する業務に従事させ

ることはできないことになっています。 
労働基準法 
第６４条の３ ① 使用者は、妊娠中の女性及び産後一年を経過しない女性（以下「妊産婦」という。）

を、重量物を取り扱う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊産婦の妊娠、出産、哺ほ育

等に有害な業務に就かせてはならない。 
② 前項の規定は、同項に規定する業務のうち女性の妊娠又は出産に係る機能に有害である業務につ

き、厚生労働省令で、妊産婦以外の女性に関して、準用することができる。 
③ 前二項に規定する業務の範囲及びこれらの規定によりこれらの業務に就かせてはならない者の範

囲は、厚生労働省令で定める。 
それから、研究開発業務において接着剤などをつくっている研究施設などには、ドラフトチェンバー

という設備があります（森山資料２８頁）。ドラフトチェンバーは比較的設計が楽なので、自信をもって

販売している会社が多いですが、実際に何年も使っているうちに窓を開けすぎて開口面が広いと風速も

落ちてしまいます。そのような好ましくない運用が多いかと思います。試験や研究業務の場合は作業主

任者の選任が不要です。つまりわざわざ講習など受けなくても、設備を扱う研究者であれば適切な使用

を期待できるからです。なので、実際現場では誰も何も知らなかったという事態もあり得ます。 
次の頁に移りまして、監督業務の現場で感じた化学物質関係規定に関する問題について少々お話させ

ていただきたいと思います。「(a) 有機溶剤業務への非該当性」、すなわち製造工程において材料として有

機溶剤等を大量に使用していても、製品が有機溶剤等でなければ、有機溶剤業務に該当しないというこ

とです。有機則第１条第１項第６号には有機溶剤業務の分類が定められていますが、そのいずれにも該

当しないのであれば、有機則は適用されません。「(b) 局所排気装置等の設計・性能測定」ですが、ガス、

蒸気又は粉じんの発散防止抑制設備（局所排気装置、プッシュプル型換気装置、全体換気装置等）は事業
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者に計画の届出義務があり、労基署長がこれを審査・指導（一部命令あり）することとされています。こ

のうち、局所排気装置（ドラフトチェンバーを除く）及びプッシュプル型換気装置の設計は計画段階で大

きな問題があることが多いです。例えば、局排の外付け式フードの形状が、ロール紙等への接着剤塗布業

務の事例（森山資料２５頁）のように不適切なものであることが多く、この場合、ぶつ切りダクトの開口

部で制御風速が出るように設計されているものさえあります。つまり、肝心の作業場所では制御風速が

出ないわけです。また、無届けで設置されることも多く、監督指導においてフード形状・制御風速違反を

指摘し、設計からすべてやり直しを行い、事業者に莫大な費用が必要が生じることも多いです。 
「(c) 有機則の設備の特例許可と科学的検討」ですが、有機則の発散防止抑制設備としては、蒸気の発

散源の密閉設備、局排、プッシュプル型換気装置（以下「局排等」という）を原則としているが、有機則

第１３条（蒸気の発散面が広すぎる場合に局排等に代えて全体換気装置を設置する特例許可）、有機則第

１３条の３（局排等以外の発散防止抑制措置を行う特例許可）があります。しかし、事例の蓄積がないこ

と、労基署職員の専門性が乏しいこと、測定機器・シミュレーション装置がないこと、特例許可制度が知

られていないこと等により、2.1(b)のようにフード等の設計が非常に難しい場合にも局排等による指導を

行う状況となっています。局排等の設置が難しい場合もあるのですが、差当り第５条に依拠して勧告す

ることがあります。どのようなものであれば許可できるのかについて現場で適切なイメージがないので、

この点事業者にかなりの負担を課しているのかもしれません。 
「(d) 作業環境測定」に移ります。相当に作業環境が悪そうでも、作業環境測定結果をみるとなぜだか

第一管理区分で済んでいる場合があります。たとえば夏場を避けて作業華僑測定を実施すると、夏場の

劣悪な作業環境を測定することができないので、結果が異なります。また、作業主任者と衛生管理者が違

反を認識できていない場合もあり、そういう制度が形骸化している会社もあるかと思います（(e) 作業主

任者及び衛生管理者制度の形骸化）。 
化学物質の製造について規制しているものがありますが、「(f) 副生成物」は「製造」とは言えないので、

条文上「製造してはならない」あるいは「製造する場合は・・・しなければならない」とされている場合

には、たとえば塩素などの副生成物として生じるだけの状態ではこれに該当せず違反にならないことも

あります。イオン性物質を混ぜた結果有害物質になってしまう、あるいは未規制物質を水に溶かした結

果規制対象物質に変化する場合に、特化則などの法令が適用されるのか、現場で議論になることもあり

ます（(g) イオン性物質の水溶液（電離））。たとえば、シアン化金(I)カリウムは規制していないが、例え

ば、シアン化金(I)カリウム K[Au(CN)2] を水溶液とした場合に、水溶液中では一部が電離してシアン化

カリウム KCN 水溶液の混合物と同じものになるのではないかという問題です（※シアン化カリウムは

特化則で規制しているがシアン化金カリウムは安衛法で特に規制していない）。 
少々化学物質の問題から離れまして、少 “々あれっ？”と思うようなエピソードをご紹介します。森山

資料３５頁の「(a)事業場の単位」が問題となります。すなわち、同じ場所（同じ建物内）に複数設置し

ている事業所をそれぞれ独立の事業場として事業場の規模（労働者数）を決め、労働者代表を選出してい

ることがあります。異業種、つまり工場内の食堂や診療所であれば独立が可能とされていますが、決算の

都合などで社会福祉法人などを同業種のもの、つまりケアマネや特養などに分離してしまっている例が

あります。これにより、安全管理者等の未選任、安全委員会等の未設置、労使協定の無効化などの問題が

生じています。つまり、合計すれば５０人以上になるのですが、ケアマネや特養などに分けてしまうとそ

れぞれ１０人や３０人になってしまうので、結局このような問題が出てくるわけです。また、労災隠しの
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問題になるのですが、「(b) 計画の届出及び労働者死傷病報告の管轄」は事業場の所在地を管轄する労基

署長に提出することとされているのですが、建設工事の場合は実際には建設現場の所在地を管轄する労

基署長に提出するよう指導しており、法令と実務にずれが生じています。大規模な現場は事業場として

認められますが、２日程度で終わる簡単な工事で労務管理もその場では行われていない場合には、現場

で提出してもらっています。調査に赴くのは現場を管轄する労基署なので、そこに提出しないと調査に

ができないという理由からです。 
さらに、「(c) 危険な機械の流通」という問題もあります。プレス機械などの生産機械には、耐用年数が

長いものが多く、８０年間使用しているものもあり、５０年などは珍しくありません。このような古く安

全防護のない機械（必ずしも労基法・安衛法施行前の製造とは限らない）が中古品販売業者により流通し

続けており手指の切断・挫滅等の災害が多発しています。安全防護に関する知識のない事業者がこれを

購入し、製造・流通業者が実際には責任を負わない例が多く心苦しいところです。なお安衛法には製造・

流通業者への立入検査規定というのはないので、これがどのように使えるのかと思います。たとえばＨ

ＡＲＤ・ＯＦＦに安全装置のない木工機械や丸鋸が、オークションサイトに危険そうなプレス機械が出

品・販売されていることもあります。また、倒産した会社から引き取った仲介業者が別な会社に売るとい

うこともあります。そのような場合は、その機械の製造元すらわからないこともしばしばです。 
「(d) 注文者等の義務」。工事現場での話ですが、２階建て一般家屋の外壁塗装工事において、鋼管足

場が設置されていたが、引込み線（１００Ｖ）が足場に噛んでしまい、１人で塗装工事を行っていた一人

親方が感電死したという事件がありました。しかし、一人親方であるため法違反は認められませんでし

た。一人親方は「労働者」ではないため、自己責任という面があります。しかし、一人親方は個人事業主

であるが、足場の設置は注文者≒元方事業者が統括しており一人親方の努力でどれだけ改善が図れるの

かという問題があります。 
森山資料３８頁に移りまして、「3 労働安全衛生法・命令に関する疑義」の問題です。「(a)法第 5 章の

適用範囲」ですが、安衛法第５章「機械等並びに危険物及び有害物に関する規制」の通達によると、労働

基準法の適用範囲より拡大され、一定の機械等又は有害物質の製造等を行う者は何人もこの法律の規制

を受けることとなりました。安衛法は第１条で労働災害の防止を目的としているので、たとえば現場で

就労している人たちが全員個人事業主であった場合などには法が適用されないものと解釈する人もいる

ので、コンメンタールなどでそういった点が明確にされると助かります。 
 
三柴 今の点について、もう一度趣旨をご説明いただけますか。 
 
森山 法第５章に違反して法定の安全装置が設置されていない、検定を受けていない機械、たとえばボ

イラーを家で使用するために適当に作って設置したような場合に、それが原因で爆発事故が生じたとし

ても山奥のような場所であれば労働者に危害を及ぼす可能性はないのではないか。そういう場合には安

衛法違反にならないのではないかという考えを持っている人がいます。 
 
三柴 要するに危険源が問題なのであって、当事者が「労働者」に該当しない場合であっても、安衛法は

適用されるということを明確にしてほしいということですね。 
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森山 ご指摘の通りです。あるいは、第１条で労働災害の防止をうたっているので、それと矛盾するので

はないかということもあります。 
 
三柴 そういう狭い解釈をしてしまう人がいるということですね。そのような考えでは労災は防げない

から、コンメンタールでそうではないのだということを明記するべきだということですね。 
 
森山 その通りです。次に、「(b)法第５７条の「主として一般消費者の生活の用に供される製品」（消費

生活用製品）」という文言があり、ＳＤＳ交付義務等の適用除外対象となっています。たとえばトルエン

は通知対象物ですが、販売するにしても「主として一般消費者の生活の用に供される製品」であればＳＤ

Ｓの通知を要しないという趣旨の条文です。この条文の解釈について経産省のＷｅｂサイトを調査した

ところ、製造事業者又は輸入事業者が業務用として製造又は輸入している商品であっても、その製品の

仕様や販路等から判断して一般消費者がホームセンター等で容易に購入可能で一般家庭で使用できるよ

うな製品は、消費生活用製品と解される旨書かれていました。これは消費生活用製品安全法の解釈と思

われますが、最近はホームセンターへ行けば概ね何でも買うことができ、またインターネット上の通販

サイトでも各種塗料を買えてしまうので、ＳＤＳの違反に対してどの程度是正勧告できるのか、相当に

迷うのではないかと思います。もし刑事裁判になった場合に法令を適用できるのかどうか不安に駆られ

ることもあります。また、「(c)法第 88 条等の「設置」と「移転」」という問題があります。機械等設置届

のルールに従って設置届、あるいは移転する際には移転届を出さなければいけない規定になっています。

ただ、「設置」と「移転」の違いは微妙で、新品を購入するのであれば「設置」ということになりますが、

事業譲渡した場合には当初からその機械がその場所にあるので「設置」といっていいのかどうかが問題

となります。労基法のコンメンタールで寄宿舎の解釈として、既に存在する建物を借り上げる際には「設

置」という扱いになるという説明がありました。しかし、条文上「設置工事の１４日前までに」設置届を

出さなければならない旨の規定になっている場合に、「工事」とは何を指すのかが曖昧になってきます。

また、非適用事業であったものが労働者の雇用によって適用事業になる場合、仕様変更・改造により規制

対象の機械等となる場合・・・たとえば２ｔのクレーンを改造して５ｔに変更するなどといった場合で

す。また、他人の所有であった工場を借り上げてその中に規制対象の機械等が既にある場合、親会社が所

有するものを、構内下請が使用する場合、他人のものを一時的に借りる場合、などといったケースです。

これらが「設置」に該当するのか、そして「工事の開始の日の三十日前」をどう解釈するかを明確にする

必要があると思います。また、各階に別々の事業場が入居している建物のエレベーターの設置義務が誰

にあるのかというのはメーカーにとって「永遠の謎」と言われています。「設置」と「移転」との区別も

非常に難しいところがあります。たとえば、東京のＡ社が大阪のＢ社に機械を譲渡した場合に移転なの

か設置なのか、判断に困るところです。 
「(d) 法第 88 条の機械等変更届の「主要構造部分」」、これは事前審査制の対象となっていますが、法

第８８条第１項の機械等変更届の対象となるのは、機械等の「主要構造部分」の変更とされているが、こ

れが何を意味するのか明確になっていない状態になっています。少なくとも現場レベルではハッキリし

ていません。たとえば足場の壁つなぎは足場の崩壊を防ぐので「主要構造部分」と言えそうですが、局所

排気装置のフードの形状変更や動力プレスの安全装置の変更は、いずれも安全防護に関する極めて重要

な変更ですが、主要構造部分といえるのか不明です。 
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最近はコロナ禍のせいもあって、電話やメールでやり取りをすることもありますが、立入検査妨害あ

るいは監督官や技官の調査に対して虚偽の陳述をする等の行為は、安衛法上処罰の対象となります（「(e) 
法第 120 条第 4 号の立入検査妨害罪」）。以前、障害者を使用する工場でジクロロメタンを使っていて、

事業者も使用するのはマズいという認識があったようで、事実に反してジクロロメタンを使用していな

いという回答をしました。そのような事案で、どうすれば虚偽陳述として法違反が成立するのか判断に

迷うところがありました。安衛法と労基法ではかなり規定内容が異なっているのですが、果たしてメー

ルや電話でも成立するのか、あるいは事業場を臨検したときの陳述でないとダメだと解釈する人もいま

す。その点明確にすべきかと思います。 
途中少々割愛させていただいて、森山資料４７頁「4(b) 危険源分類による規制と安全靴等」に移りま

す。これは長年私の中で疑問が膨れ上がった問題ですが、労働安全衛生法第２０条～第２４条の構造か

ら、危険源毎の規制形式をとっている労働安全衛生規則の中で、第５５８条第１項（安全靴等の使用）は

特異な規定になっています。いわく「事業者は、作業中の労働者に、通路等の構造又は当該作業の状態に

応じて、安全靴その他の適当な履物を定め、当該履物を使用させなければならない。」この規定は、危険

源を「通路等の構造又は作業の状態」などとしており、「通路等の構造」は法第２３条との関連をうかが

わせるものですが、「作業の状態」は第２４条の作業行動に関係するものとも、法第２１条第１項の「作

業方法」とも関係するものとも取れます。『安衛法便覧』ではこの根拠条文を法第２１条第１項としてい

ますが、これに限定するのは無理があるような気がします。この問題の本質は、安衛則第５５８条第１項

が、危険源を曖昧として、個人用保護具だけを規定しようとしたものであるからではないかということ

であり、そうすると、危険源毎に規制を試みている危害防止基準（法第２０～２４条）にうまく適合しな

いものと思います。 
「4(c) 社長の特別教育受講」という問題があります。安衛則上、労働者につり上げ荷重が１トン未満

の移動式クレーンを運転させるときは、特別教育を実施しなければならないことになっています。しか

し、労働者でない者（事業経営主や一人親方など）が運転する場合は特別教育に関する規定は問題となり

ません。しかし当然、移動式クレーンは自分だけでなく他人をも傷つけうる機械であるから、このような

規定方法は不十分ではないかと思われます。また、混在作業で言えば、安衛則第１０４条その他の「関係

労働者」に別会社の労働者が含まれない場合はこれも含むような法改正も検討すべきだと思われます。

ちなみに安衛則第１０４条は、「機械の運転を開始する場合において・・・関係労働者に対し合図を行な

わせなければならない」とする規定ですが、「関係労働者」に別会社の労働者が含まれない場合はこれも

含むような法改正も検討すべきだと思います。 
最後に、「4(d) マスクによる危険の防止」についてです。マスクは「器具」ですから、マスクの規格違

反つまり防毒マスクの規格に違反するようなマスクを使用すると、安衛法便覧によれば労働安全衛生法

第２０条違反になるとされています。また、政省令では安衛則第２７条違反になります。これは、器具を

規制するのが第２０条だからということであるが、第２０条は「危険」しか防止していません。しかし、

マスクの規格違反によってもたらされるのは危険というよりも健康障害であるので、これについては第

２２条違反、あるいは規格違反の機械等の違反について独立した条項を設けるような規定方法が必要で

はないかと思います。ただ、「危険と健康障害」は、「安全と衛生」に対応するもので、その解釈自体がコ

ンメンタールに書かれていませんので、その辺りも問題になるのではないかと思います。鉱山保安法の

特例（※安衛法第１１５条第１項「この法律（第二章の規定を除く。）は、鉱山保安法第二条第二項及び
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第四項の規定による鉱山における保安については、適用しない。」）にいうところの「保安」は安衛法上の

「安全」とほぼイコールということになるので、安衛法の安全に関する規定は鉱山には適用されないと

いうことでよろしいかと思いますが、その前提として「安全」とは何かが明確でなければなりません。こ

のため、危険と健康障害の定義をはっきりさせる必要があるのではないかと考えます。 
以上、ご清聴ありがとうございました。 

 
三柴 ありがとうございました。非常に明快なお話だったと思います。法学系のメンバーは安全衛生に

なじみのある人が少ないので、技術的なお話の中には伝わりにくい部分もあったかもしれませんが、非

常に明快に語っていただけたと思います。安衛法は基本的には労災防止を図るものですから、リスク管

理を重視して目的志向で解釈することが必要になります。そのための安全行動への働きかけの装置であ

る安衛法を活かしてゆくための論点をピックアップしていただけたように思います。法律である以上、

罪刑法定主義の要請もあり、様々な概念を定式化することも必要になります。しかし本来の趣旨は安全

行動への働きかけなので、それゆえにあえて曖昧にしておく必要のある面もあります。そのような調整

をどのように行っていくかが問題になっていることについて、現場と法制度の両眼的視点で語っていた

だいたように思います。 
先生方からご意見・ご質問ありましたらお願いいたします。 

 
北岡 ご報告ありがとうございました。大変勉強になりました。一点お伺いしたいのは、ご報告の中で

「同定」、「要素還元主義的手法」、「ホーリズム」など興味深い用語が出てきました。これらは工学系や理

系の方が用いられる言葉でしょうか。この点ご説明いただければと思います。もう一点、ご報告をお伺い

して印象的だったのは、これまでの安全衛生における現場監督では、監督官もそうであったし、会社の安

全衛生担当者もそういう側面があったと思いますが、職人的な監督手法をとっていたと思います。すな

わち、長年にわたる個々人の経験をふまえて災害のポイントを見つけ出し、改善につなげていこうとい

う傾向が多分にあったものと思っていました。本日のご報告から職人的手法を離れて、もう少しロジカ

ルにやっていこうというスタンスがうかがわれました。この点監督手法の在り様についてのお考えをお

聞かせいただければと思います。また、もう一つには単なる私の感想ですが、やはり昨今の日本の経済情

勢の厳しさがある意味影響しているものと実感しました。丸鋸などの中古品で非常に不安全なものが売

買されている、あるいは第８８条のご説明の中で閉鎖された工場のクレーンを再使用するなどといった

実情は、私自身認識がなく、これまでのわが国の安全衛生施策が想定してこなかった問題ではないかと

思いました。 
 
森山 まず「同定」ですが、これは「特定」ともいいます。危険源の同定はＪＩＳの用語で、リスクアセ

スメント指針では「特定」です。私は大学ではシステム科学を専攻していましたが、要素還元主義にこだ

わるのではなく、全体を見る視点も重要であると言われていました。化学物質の混合などは分かり易い

例かもしれません。 
 
北岡 図で示していただいて興味深いと思ったのは、最近では監視カメラが色々な場所に設置され、Ａ

Ｉによって識別・認識することも容易になっています。その辺のお話と安全衛生とが重なってくる部分
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があるのかと思って聴いていました。 
 
森山 監視カメラで巡視が可能かどうかということでしょうか。 
 
北岡 そういうことです。そして人ではなく、コンピューターが認識して判断することが可能かという

ことです。 
 
森山 そういう方法で網羅的に出来てしまうかもしれません。リスクアセスメントでは網羅性が重要な

ポイントになってきますので、安全管理がしっかりしていたとしても、酸欠だけはまったく分からない、

あるいは全ての機械は安全であるものの有機溶剤がわからない、そういう場合はＡＩで予め危険性を明

らかにしておけば人頼みでないシステムができるかもしれません。 
 
北岡 ありがとうございました。 
 
三柴 他にいかがでしょうか。 
 
鎌田 ご報告ありがとうございました。２点ほど質問があります。まず、一人親方のように雇用に基づか

ない働き方をする人の安全衛生のお話の中で参考になったのは、安衛法では機械の設計、製造、輸入を行

う者も労災防止の責任を課せられる仕組みになっています。第１条に「労働災害の防止のため」という目

的が規定されているとおり、たとえば機械の設計・製造異状が原因で災害が生じた場合に、負傷した人が

一人親方の人もいれば労働者の人もいるという状況があると思います。私はそのように、一人親方と労

働者が同一の現場に混在している中で災害事故が生じ場合、すべて分け隔てなく労働災害として安衛法

違反になると思っていたのですが、先ほどのご説明では、一人親方の場合には違反の問題にはならない

という解釈になるのでしょうか。 
 
森山 違反になる場合とならない場合とがあると思います。規格違反の古い安全帯・・・高所作業で使う

命綱ですが、法改正によって相応の設計のものでなければならないとされているところ、不要になった

規格違反の安全帯を一人親方に譲った場合、譲渡制限に違反すると思います。そのような形で一人親方

を保護することができる場合があります。流通規制の適用は限定的ゆえに、たとえば足場の上に一人親

方がいるような場合には、これに対する流通規制関連の安衛法上の保護はないものと思います。 
 
鎌田 その場合、労働災害の防止目的という文言が効いてくるのでしょうか。 
 
森山 実際の規定自体が「事業者は・・・」となっている場合、一人親方に関する措置は特に定められて

いないことだと思います。 
 
鎌田 なるほど。もともと安衛法は「労働者」を適用対象としています。ただ、聞いたところによると、

一人親方であっても事故が発生した場合には違反の責任を問う場合があり得るということだったの
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で・・・。 
 
森山 実際にそのようなケースはあります。あまり実例はないかもしれませんが、ボイラーを一人親方

に譲渡した場合は違反になると思います。ただ、機械であればどのような場合にも適用されるというわ

けではなく、機械の中のごく一部に過ぎません。たとえば丸鋸の安全装置などがそうです。食品加工用機

械などはいかに危険なものであっても、製造流通については規制がありません。このような回答でよろ

しいでしょうか。 
 
鎌田 非常に貴重な問題提起でありがたいと思います。もう一点よろしいでしょうか。安衛法第８８条

の設置の際の計画届の規定の件です。事業譲渡で事業者が変わった場合であっても、機械は従前から使

っていたものをそのまま変わらずに使用する際に、計画届の対象になるのか問題提起されていたと思い

ますが、同条の趣旨からすると、従前と同一の機械を使用する場合であっても事業者が変わった場合に

は、物理的な意味での設置ではありませんが、計画届の対象としての設置には該当するものと漠然と思

っていたのですが・・・。 
 
森山 実際そのような取り扱いになっています。労基署の安全衛生部署や労働局の健康安全課は目的志

向で動いていまして、特定機械に関することについては検査証の問題もありますので、非常にしっかり

できている方ではないかと思います。特定機械でない場合は、労基署が指導しないと何も始まらないと

いう面があり、是正勧告や書類送検の段階までいくと、本当に処罰に至るのかという疑問が出てきます。

特に、第８８条は「当該仕事の開始の日の三十日前までに・・・」という文言になっているので、ここで

いう「工事」とは何かという問題も出てきます。 
 
鎌田 私も工事の開始時期が問題となる場合に、据え置きの機械の場合はどうするのかという疑問があ

ると思いました。ご回答ありがとうございました。 
 
三柴 私の方から少々コメントさせていただきますが、要は安全衛生は監督指導業務とはいえ、労災を

防ぐことが目的です。だからリスクアセスメントを適切に行ってリスク管理を図ることの重要性を指摘

されていたと思うのですが、そうなるとＡＩで安全衛生の監督指導ができるのかという問題に至ってく

ると思います。ＡＩでできることは、定量的に数値化できる世界です。難しいのは、質的な人間的ポエム

の世界で、その区分が必要になってくるでしょう。実際、予防の仕事になると経験則を踏まえて勘を働か

せないといけない領域をゼロにすることはできませんから、ご報告の際に図面で示された定式化を図り

ながら、人の手当も図らないといけません。方程式を組み立てるにしても変数というものがあり、事業者

が負担しうるコストの問題もあるし、人的体制の問題もあり、コミュニケーションの質の問題もあり、そ

ういった点を補足した上でどのような対策を指導すべきか、質的な判断が必要になってきます。そうす

ると、地方任用の技官制度をなくしてしまったのは痛手かもしれません。森山さんのような監督官が全

国津々浦々活躍してくれればいいのですが、監督官として法令の知識がありながら安全衛生技術も知っ

ているという人はあまりいないと思います。 
森山さんには明快で貴重な情報提供をいただきましてあらためて深く感謝いたします。それでは、い
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ったん休憩とさせていただきます。 
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三柴 先ほどお伝えし忘れたのですが、森山監督官から問題提起があった一般消費者向けの化学物質に

関するＳＤＳの問題については、現在厚労省で開催されている検討会において、それも含めてＳＤＳの

交付対象とするよう、事業者にハザードリスクの情報が渡るように通達を出す方向で進められています。

この点についてはご心配無用と思われます。ただ、このような問題提起をいただけたこと自体有益なこ

とであると受け止めております。 
 
森山 特に画材屋などが問題になりそうです。 
 
三柴 なるほど、消費者へのアクセスという意味では便利になった分だけ、有害物質の曝露のリスクも

増えているということですね。 
それでは再開させていただきます。本日は、各分担研究者から研究経過報告をお願いすることになって

いますが、最初に私の方からお伝えします。共有画面に映しているのは私の分担報告書の途中経過です。

安衛法第２９条以下の注文者や元方など事業者以外の者の安全衛生責任に関する規定に関して、どのよ

うな判例があるかをまとめた箇所について端的に概要を説明して途中経過報告に替えたいと思います。

まず、河村産業所事件（鍋田農協倉庫倒壊事件）（名古屋高判昭４７・２・２８判時６６６号９４頁）と

いう古い事案をご紹介しますと、コンクリートの打設工事中に支保工が不安定で、なおかつ雨も降って

いたために、建物が倒壊して屋根の上で打設工事に従事していた作業者らが墜落して死傷したというケ

ースです。実際に現場作業の指揮をとっていたのは元方事業者の監督者でした。旧安衛則時代の事件で

すが、当時は現行法と異なり元方規制が存在しませんでした。元方規制が創設されたのは昭和３０年代

になって労災防止団体法ができたときであって、旧安衛則時代は使用者を対象とした労基法に紐付いた

規制ですから、使用者のみを対象としていました。実際に責任を問われるべきは元方の管理者であるに

もかかわらず、どんなに悲惨な災害事故が起きたとしてもこれを取り締まることができないのはおかし

いだろうということで、使用者を名宛人とした規制を根拠に刑罰裁判となったわけです。判決は、安全衛

生の目的に沿った広い解釈を示しました。型枠支保工の組み立てについて、「実質上、現場における作業

上の指揮監督をし、かつ、現場におけるその安全措置をとるべき権能と義務を有していた」のは元方の管

理者でした。その型枠支保工を利用して、「コンクリート打設作業等に従事した A 産業の現場係員はもと

より、A 産業と直接雇傭関係のない鳶、土工、左官等各労働者に対する関係」でも、「現場における・・・

作業上、総括的に、実質的な指揮監督をし、かつ、現場における安全措置を講ずべき権能と義務を有して

いた」。確かに条文上の名宛人は「使用者」となっていますが、同条にいう「使用者」の概念は、画一的

に定めることはできないのであって、例えば、賃金支払い面では使用者との関係が重要かもしれません

が、同じ労基法や紐付き政省令であっても安全衛生の場面で賃金と同じような解釈をする必要はないと

しました。そうでなければ、複雑多様な労働関係において、労働者の労働条件の保護と向上を図ることは

困難となるからである、と。施工を担当する下請に労基法上の安全義務を尽くす能力がない以上、工事を

総括する元請人がその義務を負担しなければ法の目的を達成することができない。したがって、安全衛

生に関するかぎり解釈は広めにしてよいとのことです。以上を刑事裁判で明言したのが特筆すべき点か

と思います。 
次は、労働判例百選にも掲載されている有名な判決ですからご存知の方もいるかと思いますが、大石

塗装・鹿島建設事件（最一小判昭和５５・１２・１８民集３４巻７号８８８頁）です。直接安衛法の条規
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に言及していませんが、元請らの社外工に対する安全配慮義務を肯定したケースです。大規模な製鉄会

社が発注した工事をゼネンコンである鹿島が請負い、そのうち塗装工事の部分を大石塗装が請負いまし

た。死亡したのは大石塗装に雇用された作業員でしたが、高所で作業していました。高所には鉄骨で足場

が組み立てられ、養生網が設置されていたのですが、本人が面倒くさがって着用指示に反して安全ベル

トを外し、なおかつ養生網の一部に穴をあけてそこから紐付きのバケツを上下させて塗料をくみ上げて

いました。被災者はその穴から墜落死したわけです。このような事案において、判決では元請である鹿島

建設の安全配慮義務違反が認められました。判決で認定された安全配慮義務の内容としては、安全ベル

ト着用や養生網設置の指示など物的・人的に一通りの基本的な安全対策を講じてはいましたが、安全パ

トロールすなわち巡視を怠っていたということです。巡視を適切に行っていれば、この状況を察知して

対策を講じることができたはずで、この点は元請の鹿島も下請の大石塗装も怠っていた事実があるとい

うことでした。そして元請は社外工との関係でいうと、下請けの雇用する労働者であり、請負契約関係と

雇用契約関係でつながっていることにより、安全配慮義務違反の責任を負うと判断されたケースです。

判決は安衛法の条文に直接言及していませんが、安衛法第２９条以下の趣旨を民事裁判で示したものと

いえます。 
３件目は、これも労災に詳しい人は知っていると思いますが、尼崎港運・黒崎産業事件（神戸地尼崎支

判昭５４・２・１６判時９４１号８４頁）で、これは安衛法の条規に具体的に言及したケースです。元請

が保有する船から下請の保有するトラックにスクラップを積み換える作業を行っていました。その際に、

大きな磁石で金属スクラップを引き付け、トラックの真上で磁力をオフにして落下させて積み換える方

法をとっていました。このため、トッラクの上で作業に従事していた下請の労働者が、跳ね返った鉄片で

眼球を損傷する怪我を負いました。彼は痛みのためトラックの荷台に移動して休もうとしたところ、よ

ろめいて転落して負傷し、その結果７級の障害、つまり労働能力を５６％喪失する障害を負ったわけで

す。今の説明のとおり、この事件では元請は事実上あまり関与していません。積み換えをする荷物を積ん

でいた船を保有していただけに過ぎません。事実上そのような関係でしかなかったわけで、規則違反を

問責するのであれば、直接の雇用主であった下請こそ、保護具を装着させなかったということで安衛則

５３８条違反、あるいは作業主任者の選任怠ったことなどを指摘されるところです。しかし元請につい

ても、実際には元方として作業の一部を担っていたがゆえに、作業の実情を認識・把握していたことから

すると、判決は元請も法的責任を負うとしました。その際に安衛法第２９条および第３０条に言及して

いますが、特筆すべきは下請が負っている安全配慮義務を恒常的に元請も負うなどといった民事的な法

解釈論を展開したのではなく、安衛法第２９条および第３０条が元方の責任を規定しているところ、こ

れを直截民事裁判に適用できる旨述べた点です。安違法の条文をそのまま民事裁判で適用したわけです。

畠中先生らのご尽力で元方規制が安衛法に組み込まれた結果、このような判断を生んだと言えます。も

ともとは、旧災防団体法に盛り込まれた規定でありますが、現行法に取り入れた結果、このような判決が

生まれたということです。 
最後の事案は発注者と元請が関与しています。元請から時計の針に化学物質を用いて印刷を行う作業

を一括して請け負っていた下請業者がいたのですが、そこで就労していた作業者ら数名が、印刷の際に

使用するノルマルヘキサンに曝露し多発性神経炎に罹患し、かなり重篤な被害を受けたというケースで

す（みくに工業事件・長野地諏訪支判平３・３・７労判５８８号６４頁）。ノルマルヘキサンは有機則所

定の第二種の有機溶剤です。これを元請が下請けに提供し、使用させていた状況下で生じた被害だった
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ということで、元請の安全配慮義務違反が認められました。なぜ元請の責任が認められたかという点に

ついて、裁判所は以下のように述べています。まず、元請と直接の雇用先であるＫ製作所が元請・下請と

いう請負関係にありました。ちなみに直接の雇用先である下請会社は潰れていまして、被災者としては

責任を追及しようにもできない状況でした。なので、なおさら元請を問責しなければならなかったわけ

です。そして、元請が直接の雇用主である下請企業の従業員に作業手順を指示し、また、労働手段である

機械器具や備品などを貸与していました。なお、家内労働法という法律がありますが、内職労働者に対し

て注文者が化学物質や労働器具を貸与していた場合、それに伴うリスクを管理する責任が定められてい

ます。それと同じような趣旨をこの判決は述べています。それと、直接の災害原因となったノルマルヘキ

サンを含むＡベンジン等を元請が支給していたという経緯があり、さらに下請はこれら化学物質やそれ

を用いた作業に関してまったく知識も経験もない一方、元請にはありました。裁判所はそのような評価

をしています。ただし、注意すべきはこの事件は安衛法第２９条をそのまま適用できるような前提条件

ではありませんでした。元請は発注者から受注した仕事をそのまま下請に丸投げしていました。自ら仕

事の一部を負担していたという事情はまったくありませんでした。したがって、法第２９条をそのまま

適用でいる条件を充たしていません。しかし、第２９条以下が趣旨としているところの、リスク創設者な

いしリスク管理が可能にある立場の者がリスク管理の責任を負うという趣旨を、この判決は踏まえてい

ると解されます。また、この判決が言わんとしているのは、法第５７条が定めているリスクコミュニケー

ション、つまり実施させる作業にどのようなリスクがあるのか、対応策はどうすればいいのかなどとい

った情報を提供する、ＳＤＳに関わるような規定の趣旨を民事裁判で示したものと理解することもでき

ます。 
以上の判例を紹介した趣旨は、やはりこれまでの社会調査の結果から、日本でもイギリスでも、安全衛

生管理体制をしっかり構築することによって災防効果が生まれていることが分かります。法制度上、狭

義の労使関係のみを規律するのではなく、元方や注文者など事業者や使用者以外の者にまで責任を負わ

せ、彼らが場の管理や組織の管理をする仕組みを法の中に組み込んだことによって、かなりの災防効果

が生じたことが、社会調査の結果からうかがわれます。今後も引続き、安衛法は業務上のリスクは何か、

兼業フリーランスや現在であればＣＯＶＩＤ－１９など新たな職域のリスクが生じた場合、そのリスク

がどういうものかを特定して、それに対応するには誰に音頭を取らせるのがいいのか、などといったこ

とを考えて、目的にあった形で法制度設計を行っていく必要があります。そういった示唆を汲み取るた

めに、関連する判決を紹介させていただいた次第です。 
私の報告は以上です。それでは次に、佐々木先生にご報告をお願いします。 

 
佐々木 私の報告書を共有画面に表示しておりますが、昨年１１月初旬にＭＬで配布させていただいた

ものを後日加筆して三柴先生に提出させていただいたものです。概要をお話しますと、私の担当条文は

安衛法第２２条及び第２３条になりますが、前回の報告では特別衛生規則に関してまとめている旨説明

させていただきました。まずはその辺りから始めたいと思います。 
まず第２２条の内容について執筆しましたが、紐付きの関連規則が非常に多い条文なので各規則につ

いて細かい点は割愛しますが、特に使用頻度や関連度の高い条文について先生にまとめていただいた表

に基づいて執筆しています。その上で有機則など特に重要な規則・・・この点については特別衛生規則に

関する横断的課題を担当されている藤森先生や作業環境測定を担当されている石﨑先生との重複を避け
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るよう意識していましたので、各規則の大まかな制定の経緯や改正の流れなどについて簡潔に書いてい

ます。第２２条の「考察」・「結論」に必要な範囲で執筆しています。さらにその上で各規則の重要条文、

たとえば先ほどの森山先生のご報告で触れられた有機則第５条などについて触れています。こうした作

業を各規則について試みています。沿革の箇所では、以前に三柴先生からいただいた労基研の報告書が

あるので、旧労基法第４２条以下の内容が安衛法に移行する際の経緯について、同報告書の内容も反映

させる予定です。 
前回の報告に加筆したのが、特に関係判例の箇所です。前回は規則に関係するものを主として取り上

げていましたが、今回は振動や騒音のように、規則でカバーされていない問題に関する安配義務違反の

判例を中心に執筆しています。規則のない問題については通達、たとえば「チェーンソー等使用に伴う振

動予防について」等の通達を根拠に、通達の内容を具体的な義務内容とする形で安配義務違反を認める

事案があります。特別衛生規則の条項が存在しない問題については、このような形で根拠づけがなされ

ていることが明らかになっています。もう一点、珍しい事件かもしれませんが、行政訴訟において監督署

の権限不行使の責任が争われたケースがあります。この場合、どのようにして権限不行使を認定するか、

その要件を記載しました。稀有なケースなので、もう少々検討が必要かと思われます。以上が加筆部分で

すが、「適用の実際」には三柴先生が冒頭に示していただいた調査結果を反映させて加筆を進めたいと思

います。ここまでが第２２条関連の進捗状況です。 
次に第２３条ですが、基本的には第２２条と同じで、特に事務所則が重要になる条文です。なので、事

務所則の制定の経緯やその後の改正の動向に触れています。第２３条の関連判決としては、刑事事件と

して安衛則５４０条にいう「通路」の解釈が問題となった事件があります。複数の会社が関与した事案

で、約９ｍの高さの作業場所に開口部があり、作業をしていた他社の労働者がそこから墜落して死亡し

た事件で、その管理責任の所在が争われました。判決は、安衛法第２３条違反が問題となる「通路」とい

うのは、自社が雇用している労働者にとっての通路であり、それ以外の人が通行することによって事故

が起きた場合には、安衛法違反は問われないと解しました。刑法の大原則である罪刑法定主義との兼ね

合いでかなり狭く解したわけですが、刑事事件ではそのように解釈されたとしても、災害防止という観

点からすると、管理責任の所在を明確にすべきと言えるのではないかと考えます。その辺りのことを後

掲の考察の部分で書いています。適用の実際についても、三柴先生の調査結果を踏まえて加筆する予定

です。 
考察と結論ですが、私の現時点での理解としては、改正の提案について第２２条それ自体よりも規則

のレベルで整理・統合すべき点があり得るのではないかと思うところです。特別衛生規則の整理・統合に

よって、より分かり易くする必要がある旨指摘されているところですが、それが非常に難しいものと捉

えています。特別衛生規則は、新たな災害の発生によって、また新しい化学物質の登場によってその都度

補充・追加されるという形で内容的にアップデートしてゆく性質があります。また、適用がかなり細かく

なっています。たとえば、アスベストなどは当初特化則によって規制されていたところ、作業のやり方が

従来のものと変わってくることによって、どんどん細かくなってきています。また、有機則と特化則につ

いては、ある物質の濃度のパーセンテージ如何によって適用される規則が異なるという、非常に複雑な

様相を呈し、適用関係が分かりづらくなっています。この点、各規則の整理・統合という提言を示せたら

と思っていましたが、関連規則は非常に細かく、しかも日々アップデートしているという特徴があるた

め、今のところこれらをどのように整理すべきか、非常に悩んでいるところです。これら規則の特徴は、
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災害予防という観点からすれば危害の特徴に応じた詳細な定めは非常に効果的と思われますが、他方で

複雑すぎて分かりづらいという側面もあります。これらについて、どのようにすれば分かり易く、なおか

つ予防効果を維持した規則にできるのか、非常に悩ましいところです。この辺りが一番の課題ではない

かと思われます。整理・統合を提言する場合には、どの点に主軸を置くかをはっきりさせなければならな

いと考えています。 
考察・結論部分の裁判例に関しては、特別規則や通達等が要請する措置を講じたか否かが問われる安

配義務違反がらみの事案が中心になります。基本的には衛生規則に違反していれば安配義務違反が認定

される事案が多いようです。騒音のように衛生規則等に規定のない場合は、厚労省が作成した安全衛生

のしおり、あるいは通達などを用いながら安配義務違反を認めている事案があり、こうしたことから安

配義務違反を認めるための根拠は規則以外にも広く存在することがうかがわれます。他方、使用者の義

務違反があったとしても、労働者の不注意ゆえに過失相殺を行う事案もあります。ただ、会社側がそもそ

も安全措置を怠って危険を放置した状態で、なお労働者に一定の注意を要求していると言えるのか、そ

う読める判決もあるのでその辺りはひとつ指摘できることがあるのではないかと思います。先ほど触れ

た第２３条関連の刑事事件の話ですが、この事件のように元請、下請、あるいは所有者といった多くの人

が一つの作業場で就労するケースは少なからず存在するため、企業横断的な災害防止措置についてより

一層の考察が求められるのではないかと思います。先ほども述べたように、刑事事件ゆえにあまり広く

解釈することはできず、あくまで自社の労働者のみを対象とした安全措置なわけですが、こういう事件

での横断的な責任の所在を明確化する必要はあると考えます。 
このほか、局所排気装置やプッシュプル型換気装置、保護具など、分かり易いように図で掲載していま

す。また、有機溶剤の複雑な分類の図表や騒音障害防止用の保護具の分類なども掲載しています。 
私の分担箇所の進捗状況は以上のとおりです。 

 
三柴 ありがとうございました。まず私から、統括者としてのお願いをお伝えします。用語解説や図表を

さらに充実化させていただきたいということです。特に、化学物質関係では文系事務系の人間にとって

は馴染みのない用語がたくさん登場しますので、そういうものについて報告書でいくつか例示していた

だきましたが、さらにご尽力いただきたいということです。それと、判例をかなり取り上げてくれたのは

ありがたいと思いますが、取り上げた判例が当該条文の趣旨を解説する文脈とどう関わるのかを明確化

していただきたいです。それが今一つ不十分な報告書が散見されます。要するに、何のためにその判例を

取り上げたのか、そしてその判例は解説の趣旨とどう関わってくるのかということです。判例の数は少

ないゆえに、そうした作業はやや強引になってしまいがちですが、関連性の説明は必ずしてください。 
森山監督官のご報告に話が戻ってしまって恐縮ですが、先ほどのご報告で提示していただいたスライ

ドは、報告書に掲載しても差し支えないでしょうか。 
 
森山 はい。必要に応じて載せるという形がよろしいかと思います。 
 
三柴 あのまま載せるとまずいでしょうか。 
 
森山 載せる図を選んでいただいて、後でそれを私が修正するという形でいかがでしょうか・・・どうし
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てもということであれば、構いませんが。 
 
三柴 恐縮です。報告書は作成の時間があまりとれないものですから、そのまま掲載させていただきま

す。 
 
森山 了解いたしました。 
 
三柴 それでは、あらためて佐々木先生のご報告に戻します。内容面のお話ですが、このプロジェクトを

通じて労災を防止するという目的との関係で、法と規則との関係をどう考えるかが大きなテーマである

ことは把握されていると思います。どこから切り込んでも、どの条文を取り上げても、結局この問題に行

き当たるわけです。法は一般的でアバウトなことしか書けませんから、規則でその具体的内容を特定し

ようとするのですが、他方で特定性が強すぎるとせっかく法が適用範囲を広くしようとした趣旨が滅却

されてしまいます。なので、規則が特定していない内容でも、法の一般的定めでカバーされるのであれ

ば、その内容を適用すべきであると言い得るわけです。ただし、一般的内容で刑事罰を課すのは無理なの

で、監督官が専門的知識をもって、あるいは専門家の力を借りて、リスクとは何かを認定して手続の中で

罪刑法定主義の要請を充たす、といった内容を前回の報告書で提言しました。安衛法第９８条・９９条に

ある「急迫した危険があるとき」のように死文化してしまっているような条文を、個々の法や規則の運用

に応用していこうという話ですが、以前提出した報告書の趣旨をもう一度踏まえて検討してください。

それとの関係でいうと、新しい技術が常に開発され、新たな最先端のリスクを規制していくことが難し

い中で、胆管癌の問題などもそうですが、発がん性の指定が適切になされていなかった状況下で起きた

問題なので、結局安全衛生行政は産業医を選任していなかったとか衛生委員会を設置していなかったと

か、手続き面の瑕疵を問責して処理しました。要するに管理体制違反を言っているわけです。安全衛生の

実効は、管理体制づくりと基準づくりとの両面で測られてきたわけで、日本でもイギリスでもそこが力

を持ってきたということが分かっています。だから、ハッキリした基準を定めることができない問題に

ついては、管理体制で対応する仕組みは一応できているわけです。管理体制というものを手続の一環と

考えると、人的な対応を充実させるという方法もあるわけです。そういう方法も踏まえて、法と規則の関

係を、労災を防止できるようにするためにはどのように考えるべきかが重要なポイントなので、よく掘

り下げて検討していただきたいと思います。 
先生方から他に何かご意見・ご質問ありますか。 

 
畠中 さきほど事務所衛生基準規則について、重要な規則であると仰いましたが、その着眼点は大事だ

と思います。事務所労働者の数は非常に多いです。そういう意味で、私も事務所衛生基準規則は非常に重

要な規則であると思っています。附則を見ていただくと省令施行は昭和４７年とあります。しかし、それ

は単に安全衛生法施行の際に規則を全部出し直したために、昭和４７年に統一されているだけの話で、

事務所衛生基準規則はそれ以前にすでにできているわけです。確か昭和４６年だったと思います。この

規則の制定の背景ですが、たしか昭和４３年・・・国会での成立が遅れたとしたら昭和４４年、４５年か

もしれませんが、ビル管法、正式には「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」（昭和４５年法

律第２０号）という法律が制定されて、言わばその「労働版」ということで労基法に基づいて昭和４６年
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に事務所衛生基準規則が作られたと言えます。ですから、その辺りの沿革についても調査した上で執筆

された方がよろしいのではないかという感じを受けました。 
 
佐々木 ありがとうございます。 
 
三柴 そうすると昭和４７年よりも以前に、ビル管法を踏まえて制定されたときの議論や趣旨を示す資

料をどなたかお持ちでしたらご協力お願いできればと思います。 
 
藤森 一点よろしいでしょうか。今畠中先生が仰った件ですが、私の横断的課題の検討で前々回お話し

たときに、そういったことの対象から事務所則は除外した方が妥当ではないかという受け取り方をしま

した。本日の佐々木先生のご報告は逐条解説の文脈で事務所則を取り上げたわけですが、その辺少々分

からなくなってきましたので、ご教示いただければと思います。すなわち、前々回の労働衛生関係の特別

規則の趣旨と概要、統合の可能性ということで報告させていただきましたが、対象とすべき特別規則の

中に・・・ 
 
畠中 要するに「特別衛生規則」という分け方をしますと、安全衛生規則以外の労働衛生関係の規則は全

て特別衛生規則の側になだれ込んできます。たしか１１本あったと思いますが、しかし、その１１本の中

でも事務所衛生基準規則だけは全く別格のものですよね。有害業務を規制する規則ではなく、事務所の

環境などの労働環境を定めた基準なわけです。現行の事務所則を見ていただくと、トイレの数などに関

する規定もあったかと思いますが、まったく性格が異なるものですから、１１本というより「１０本＋１

本」といった方が正確です、という話になると思います。 
 
三柴 趣旨が違うからこそ、逐条解説では取り上げる価値が高いけれども、特別衛生規則をまとめると

いうことになると、趣旨が違うからこそ省略しても差し支えない、ということでしょうか。 
 
畠中 まさにその通りです。 
 
藤森 今のお話を踏まえてよく検証させていただきます。ありがとうございました。 
 
三柴 それでは、佐々木先生のご報告はここまでとさせていただきます。本日は急がずに時間の範囲内

で行けるところまで行こうと思います。それでは、次に山本先生にお願いいたします。 
 
山本 今のところペーパーがないので口頭で進捗について報告させていただきます。また、先生方にご

相談させていただきたい部分がございます。私の担当は安衛法第２６条、第２７条、そして第１０４条お

よび第１０５条となっています。第２６条は、労働者の危険・健康障害を防止するための措置に関して労

働者の協力義務を定めた規定ですが、工場法および旧労基法にも同様の規定があり、旧労基法のコンメ

ンタールにも当たりながら調査しているところです。労働者の義務を定めた部分で、これらの法規定か

ら義務が生じると思われますが、職場で使用者がこれを規律するのに就業規則、あるいは現場で持たせ
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ている手帳やハンドブックといったものに記載があるのか否かも調査したいところですが、この点もし

先生方でご承知の点があればご教示いただきたいと思います。第２７条も第２６条と同様、古い歴史が

あるということなので、この辺りを調査している最中ですが、条文中「公害」という文言が見受けられ、

正確には第２項に「厚生労働省令を定めるに当たつては、公害（環境基本法（平成五年法律第九十一号）

第二条第三項に規定する公害をいう。）その他一般公衆の災害で、労働災害と密接に関連するものの防止

に関する法令の趣旨に反しないように配慮しなければならない」という文言があるところ、これが挿入

された経緯が不明です。コンメンタールにも詳細はほとんど書かれていません。時期的に時代的な背景

は分かるのですが、この点もしご存知の方がいらしたら、あるいは参照すべき資料などお教えいただけ

ればと思います。裁判例を探しても、第２６条や第２７条関連はヒットしないので、探すとすれば共同不

法行為などで労災が発生した際に、関係労働者の責任を問う事案が考えられますが、明確に第２６条違

反としてヒットするかどうか定かではありません。このような判例を記載すべきかどうかについてもご

指示いただければ幸いです。 
第１０４条、第１０５条は、健康診断等に関するプライバシー保護等の規定で、第１０４条のほうは資

料が揃ってきています。第１０５条はかつて１回削除され、その後働き方改革の一環として復活したと

いう経緯があり、労基法ではこのようなことはあまり見受けられません。三柴先生も関与されましたが、

厚労省が「事業場における労働者の健康情報等の取扱規程を策定するための手引き」

（https://www.mhlw.go.jp/content/000497426.pdf）を発行していますが、これを引用すべきと考えてい

ます。ただ、分量が４０頁にも及ぶため全文の引用は難しく、添付資料とするにとどめた方がいいのかど

うか相談させていただきたいと思います。現在はこのような形で法令の趣旨を追っているところですが、

第１０４条の指針の内容は、おそらく健康診断やストレスチェックを担当する専門家もかなり援用する

のではないかと思います。指針等の根拠規定はこっちにあるけれども、実際の適用の場面は各法令の方

に入ってくるので、そちらとの重複をどうすべきかご相談いただければと思っています。 
周回遅れでようやっと執筆に着手した状況なので、その辺はご寛恕いただければと思っていますが、で

きる限り速やかに形にしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
 
三柴 ありがとうございました。まず私の方から第１０４条、第１０５条関係について、商事法務研究会

発行のＮＢＬという雑誌がありますが、そこに私と弁護士の岡村先生との対談が掲載されています。最

近打ち出された政策の趣旨などがコンパクトに書かれていますので、マニュアルの全部ないし一部をコ

ピペするのではなく、そこに載っているものをご参照いただくのが早いかと思います。また、第２６条・

第２７条、とりわけ公害規制と安衛規制との関係を述べたところについては、畠中先生ほかご存知の先

生にご示唆いただけるとありがたいのですが。 
 
畠中 第２７条第２項に関しては、労働安全衛生法施行の事務次官通達（労働安全衛生法の施行につい

て(昭 47・9・18 発基第 91 号)）に書かれている以上のことはありません。むしろこの通達にハッキリと

分かりやすく書いてあります。要するに労働安全衛生基準の中には公害防止に資するものがあり、そう

いうものについては公害防止基準を勘案して定められなければならない旨書かれています。 
 
山本 ありがとうございます。第２７条に基づいて多くの省令を列挙するに当たって、条文を全部引用
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した方がいいのか、それとも一覧表にした方がいいのか、その点は他の先生方と平仄をあわせたほうが

よろしいでしょうか。 
 
三柴 基本的な方針としては、全文コピペは避けたいところです。何か重要な資料があるとしても、文脈

との関係で必要な部分を自分の言葉でまとめ直すようお願いしたいと思います。コピペだけだと資料に

はなるけれども研究にはならないので、あくまで自身が執筆している解説の文脈に関わる限りで自分の

言葉でまとめ直してください。ただ、原文を示すことに意味があるというのであれば、その限りで引用し

ていただいてかまいません。 
他に何かお尋ねはありますか。 

 
山本 職場で使用者が労働者に安全衛生の遵守義務を課すためのツールのようなものがどこかにあるか

という質問なのですが、いかがでしょうか。 
 
三柴 この問題については、篠原先生いかがでしょうか。 
 
篠原 就業規則であれば一般的に普及しているものには書かれていると思います。 
 
山本 職場で労働者に持たせるような小冊子や手帳のようなものに書いてあったりするでしょうか。 
 
篠原 事故などが起きると、あまりにも一般的な内容では広すぎてしまうので、小冊子などを会社が作

ることがあります。建設業などではそうしていると思います。製造業でもフォークリフトを使っていて、

事故が発生するということであれば、中災防が発行しているものもあるし、会社が作る場合もあります。

そこに一般的ルールと会社内のルールを記載し、誓約書を書かせる会社もあります。 
 
山本 なるほど・・・ 
 
篠原 余談になりますが、安衛法上労働者を処罰する規定がありますが、私はかつて１件だけ送検した

ことがあります。車両系建機を無資格で運転していたところ、会社いわく「練習させていた」とのこと。

練習はさせていたものの、本来的な業務では使わせずに、労働者が作業終わってから移動させた、それに

対して会社はそのような指示はしていない、と主張していました。ところが事情を聴取していくと、無資

格でその労働者が使用していたにもかかわらず、会社はそれを止めさせなかった。ご家族の会社に対す

る被害意識が非常に強かったので、安衛法第６１条第２項（※下記参照）を根拠に、家族の了解を得て労

働者を送検したことがあります。だから、第２６条関係で違反したのが労働者だったとしても、会社にも

両罰規定が及んで有罪判決が出る可能性がありますので、会社が違反を否認する場合に家族の被害意識

が強い場合に刑事訴追がなされるのかもしれません。 
第６１条 ① 事業者は、クレーンの運転その他の業務で、政令で定めるものについては、都道府県労

働局長の当該業務に係る免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う当該業務に係

る技能講習を修了した者その他厚生労働省令で定める資格を有する者でなければ、当該業務に就かせ
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てはならない。 
② 前項の規定により当該業務につくことができる者以外の者は、当該業務を行なつてはならない。 

 
山本 ありがとうございます。 
 
三柴 今の送検のお話は、労働者が被災したり亡くなったりしたケースでしょうか。 
 
篠原 亡くなったケースです。 
 
三柴 無資格でクレーンを運転していて・・・ 
 
篠原 車両系の重機です。２０代の若い方で、資格を持っていませんでした。 
 
三柴 その人の運転ミスで、別の人がなくなったというわけですね。 
 
篠原 いえ、その２０代の方が亡くなったのですが、会社は作業をさせていませんでしたが、本人は練習

したがっていました。それをみんなで教えていました。事故が起きたのは、作業が終わってからその機械

を置く場所に（会社いわく）“自主的に”移動させたその時に、トラクターショベルと一緒に斜面から転

げ落ちて死亡したわけです。これについて会社は、そんなことは指示していないと言い張ったわけです。 
 
三柴 なるほど、ありがとうございました。山本先生から従業員向けの啓発ツールのようなものについ

てお尋ねがありましたら、今後篠原先生にご助力いただければと思います。 
 
畠中 今の件でひと言よろしいでしょうか。安衛法第４条に労働者の責務が書かれています。いわく、

「労働者は、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災

害の防止に関する措置に協力するように努めなければならない」。この労働者の責務規定は、政府提出原

案では「措置に協力するように努めなければならない」という部分が「措置に協力しなければならない」

という規定になっていました。それが衆議院社会労働委員会において修正され、「努めなければならない」

に変わったという経緯があります。 
 
三柴 原案はイギリスの安衛法と同じですね。原案はそう練ったものの、日本流に改められたというよ

うにうかがいました。 
 
畠中 それと、安衛法第１０５条の守秘義務の立法経緯ですが、旧労基法時代は法律にはありませんで、

旧安衛則の中で健康診断の守秘義務が規定されていました。法律上の根拠がないものですから、罰則の

対象となりようもありませんでした。これを安衛法制定時に法律事項に格上げしまして、健康診断等の

「実施の事務に従事した者は、その実施に関して知り得た労働者の秘密を漏らしてはならない」と定め、

罰則を設けたという経緯になっています。旧労基法時代前、工場法時代はどうだったかというと、工場法
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施行規則に健康診断実施の義務付け規定とあわせて守秘義務規定も置かれていました。これには罰則が

付いていました（工場法施行規則第８条の７、第２７条の２）。なので、旧労基法時代にいったん罰則が

なくなり、安衛法で復活したということになります。執筆の際には、このような立法の経緯なども留意さ

れてはいかがでしょうか。 
 
山本 ありがとうございました。 
 
三柴 健診等に関する守秘義務については、「正当な事由がない限り」という文言がないのはなぜなので

しょうか。医師法や刑法第１３４条など、守秘義務規定のほとんどは、「正当な事由がない限り」秘密を

漏らしてはならないと規定されているのに、安衛法は“全面禁止”のような書き方になっています。この

点について問題提起したことがあり、事務局で検討することになったのですが、明確にはねられました。

健診結果というのは基本的に病気を見つけ出すというものではないので、秘密を守ることを優先するの

は理解できるのですが、場合によっては医師の良心で、たとえば情報共有した方が健康管理に資すると

判断するケースもあると思います。にもかかわらず、正当事由という例外も一切認めないのはなぜなの

でしょうか。刑法上、正当事由があれば免責されるという一般規定があるために、それを援用すれば大丈

夫ということだったのでしょうか。 
 
畠中 結局、旧安衛則の中にあった文言をほぼそのまま踏襲しています。ただ、工場法施行規則の時代に

は、「故なく」という文言が入っていたのですが・・・。 
 
三柴 この点はあらためて検討する必要がありそうですね。他によろしいでしょうか。 
 
角田 先ほどの従業員啓発のための“ツール”に関するお話です。篠原先生も仰っていたが、私たちが足

を運ぶのは建設現場が多いのですが、新規入場者教育を実施しています。基本的には各事業者がやるべ

きことですが、だいたい元請が実施している場合が多いです。その際に、職場や現場における安全に関す

るルールをペーパーにして、新しく入ってきた人には誓約書にサインさせるということが、建設現場で

一般的に行われています。その内容について、大体どのような感じのものか、私が使っているものを提供

できますので、参考になればと思います。 
 
山本 ありがとうございます。ぜひよろしく願します。 
 
三柴 角田先生が今仰ったものは、特別教育とは別途のものなのでしょうか。 
 
角田 各現場で実施するもので、基本的には元請の会社ごとに内容が多少変わりますが、現場ごとの基

本的ルールです。たとえば、喫煙場所はどことか、くわえ煙草で仕事してはダメとか、基本的なことが書

かれています。 
 
三柴 それは安全衛生目的で、なおかつ違反した場合には事業場内での不利益措置もあり得るというも
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のですか。 
 
角田 厳しいところでは、違反が繰り返されると入場禁止になることもあります。 
 
三柴 ありがとうございました。それでは、山本先生のご報告はここまでということで、次に阿部（未央）

先生にお願いします。 
 
阿部 私の担当は第６９条から第７０条の２で、できれば快適な職場環境の問題についても取り組む予

定です。本日は第６９条から第７０条の２に関する経過報告をさせていただきます。これらの条文は、健

康保持増進措置ということで、昭和６３年（１９８８年）の安衛法改正時に新設されたもので、他の条文

に比べると新しい条文になっています。ざっくり言うと、健康保持増進措置やメンタルヘルスに関する

規定は、有害物質や就労場所、設備、機械など物理的安全に関する規制と異なり、健康指導や生活習慣の

改善に関する取り組みを目指して規定されたものです。１９８８年になぜこうした健康保持増進措置が

新設されたかというと、一つには高齢化が進んで高齢労働者が増加したことで、運動機能の低下した労

働者が安全に勤務する措置が求められたからです。もう一つには、ＰＣなどの技術革新によって作業環

境が急激に変化したことへの対応です。 
健康保持増進措置というのは心と体の健康づくりということで、「トータル・ヘルスプロモーション・

プラン（ＴＨＰ）」というものが推進されています。昭和６３年に「事業場における労働者の健康保持増

進のための指針」が出ていまして、メタボの予防のように勤務時間中だけでなく日常生活における健康

保持なども念頭に置いたもので、広く一般的な健康づくりも含んだ指針です。この指針は令和２年に改

正され、①個人から集団への視点が強化されたこと、②健康に関心を持たない無関心層への取組み、③若

年期からの運動の習慣化の必要性、といったことが主な改正のポイントになっています。中小企業など

では職場内に施設や人員がいない場合があり、一方でスポーツジムなどは多いため、事業場外の資源も

有効活用すべきとする視点も打ち出されています。 
第７０条は、レクリエーション活動や体育活動についての規定です。第７０条の２は、第６９条第１項

所定の措置に関する指針を公表する旨の規定ですが、私の報告書の中ではここでメンタルヘルスの指針

について少し詳しく記述しています。メンタルヘルス指針については、２００５年の安衛法改正時に新

たに加えられたものになっています。安全衛生においては重要視されている一方で、この指針に基づい

て重要なメンタルヘルス関連の指針が出されているので、根拠条文としては弱いものかもしれないと感

じています。 
沿革と制度史になりますが、健康保持については、もともと７０年代のシルバーヘルスプランという

ことで、中高年者を対象に中災防で取り組みが行われ、その後８０年代にトータル・ヘルスケアというこ

とで、全年齢層を対象とした健康対策を行うことになりました。それまでは「早期発見」のような消極的

な対策だったものが、積極的な健康づくりや体力づくりのように、すなわちネガティブヘルスケアから

ポジティブヘルスケアへ、また職場だけではなく日常生活全般においてメンタルヘルスもあわせた健康

管理を行っていこうということが、８０年代から言われるようになりました。 
メンタルヘルスについては、２０００年に指針が公表されています。この指針は、２００６年の指針が

改正安衛法という法律上の根拠があるのに対し、法律上の根拠がない状態の中で、初めて心の健康づく
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りのために策定されたものです。その背景には、電通事件や９９年の精神障害の労災認定に関する指針

が出されたことなどが大きく影響していると考えられています。メンタルヘルス対策が法令ベースにな

ったのは２００６年の指針が初めてということです。背景となった事故については、１９８２年の羽田

沖航空機墜落事故が影響していると言われています。この事件では、航空機の機長が統合失調症に罹患

していて発生した事故であると言われています。そこで、精神疾患で投薬治療が行われていたことが認

識され、心の健康管理に注目が集まりました。 
適用の実際については未了です。関連判例として、検索した限りではメンタルヘルス指針に言及した

判例が１件しか見つからず、三柴先生からもメンタルヘルス全般の判例についてもっと取り上げた方が

いいのではないかということで、電通事件や東芝（うつ病）事件などを取り上げようと思いました。ただ、

そうなると判例の数は膨大になり、取捨選択についてご相談できればと思っていました。報告書で取り

上げたティー・エム・イーほか事件（東京高判平２７・２・２６労判１１１７号５頁）は、派遣労働者の

鬱病疾患と自殺に関する事案ですが、派遣元・派遣先双方について一部責任が認められました。判決から

汲みとり得る示唆として、労働者の体調不良の原因や程度等を具体的に把握し、必要に応じて産業医の

診察を受けさせるべきであったとして、その限度で両事業者の安全配慮義務が認められたということで、

自殺に関する責任は否定されましたが、その手前の段階における義務違反が認められたという事案です。

この事例では、労働者が自ら不調を訴えていなかったために、会社側も具体的な措置がとりにくかった

のですが、東芝（うつ病）事件の後に下された判決ゆえに同事件の影響を受けたものと思われます。メン

タルヘルス指針に言及したのはこのティー・エム・イーほか事件のみです。電通事件も取り上げようと思

っていまして、ご承知のようにメンタルヘルス事案のリーディングケースと言えます。安衛法の条文と

しては、第６５条の３に言及しているので、他の先生の担当箇所と重複する可能性もあるため、どういう

形で取り上げるかという問題もありますが、電通事件がメンタルヘルス指針策定の契機になったという

点では、私の担当条文とも関連すると考えています。 
考察の箇所では、メンタルヘルスケアについてはその重要性が認識されながらも、安衛法の規定はふ

わっとしたものになっているという点で、もしかすると独立させた規定というものがあった方がいいの

ではないかというのが、現時点での所感です。 
先生方にお尋ねしたい点としては、判例をどのように取捨選択するか、また中災防や安全衛生情報セ

ンターにおいて健康増進措置の取組みがなされているようですが、実際にどのような取り組みがこれら

の条文に基づいてなされているのかがイメージできなかったので、ご存知の先生がいらしたらご教示い

ただければと思います。 
私の報告は以上になります。 

 
三柴 ありがとうございます。まず、取り上げるべき判例ですが、拙著『職場のメンタルヘルスと法』の

１５９～１７４頁に判例を整理していますので、ご参照ください。また、第６９条が設けられて以降のこ

の条文を契機とした政策展開については、同書１３８～１５２頁にまとめています。これもご参照くだ

さい。また、社会調査の結果も１５２～１５８頁に載せています。災防団体や健康安全機構のように厚労

省の外郭団体や関係団体が実施している施策については、概ね私も関わっていますので、概要はお伝え

できます。要点をいうと、まず災防団体の方は基本的には研修事業が中心です。出版も行っていますが、

力を入れているのは研修です。事業場に赴いてコンサルティングをすることもやっています。健康安全
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機構の方は、全国に産業保健総合支援センターを設置しています。そこで、メンタルヘルスとか両立支援

とか、政策展開のための委託事業が展開されていて、促進員や相談員が設置されています。こういう人た

ちが、電話相談に応じるほか、実際に委託を受けた場合には一部無料でコンサルティングのために赴い

てくれます。研修講師も行います。基本的には政府が作った取り組みのための計画を根付かせるために

そのような指導を行っているという形になっています。社労士、産業カウンセラー、保健師などといった

人たちが担当しています。篠原先生は、京都産保センターの促進員です。こういう事業が委託事業として

展開されています。産保センターは医師会と連携していて、センターの所長は概ね地元の医師会のトッ

プの方で、副所長はベテランの監督官ですが、最近は若い監督官も就任しています。産保センターも数多

くの研修を実施していまして、ソフト面での政策は研修が重要になりますので、この点災防団体とかぶ

っています。 
ざっくり言うと以上のとおりですが、より詳細な情報は今後私にご質問いただければと思います。 

 
阿部 ありがとうございます。場合によっては、私自身が仙台や山形の産保センターに足を運んで・・・ 
 
三柴 大変結構な試みだと思います。山形にも宮城にも産保センターは設置されています。 
 
阿部 そうやって収集した健康増進措置や研修の活動の詳細は、どこに執筆すればよろしいでしょうか。

「適用の実際」でよろしいでしょうか。 
 
三柴 「適用の実際」ではあるけれども、条文解説の後ろの方に、その条文の運用の在り方として書き加

えてもいいかもしれません。条文の趣旨として付加的な説明とした方がスッキリするのではないかと思

います。 
それでは、阿部先生のご報告はここまでとして、本来であれば、石崎先生、井村先生、阿部（理香）先

生、南先生、鎌田先生、内藤先生にご報告をお願いすべきところ、時間の都合上ここまでとさせていただ

き、今後の予定についてお話したいと思います。森山監督官はＭＬに追加させていただきますので、今後

もご関心がありましたら是非ご参加いただいて、必要に応じてご意見いただければと思います。次回は

２月２７日の同じ時間を予定しています。 
横断的検討課題についてですが、色々とテーマ設定を試みましたが、一部について詳しい方に講演し

ていただいて、講演録をもって代えるという形でもいいのではないかと思います。そういう方法もあり

なのではないかと考えています。 
（※この間、進捗状況に関して若干名の先生とやり取り） 

最後に安衛法の展開について図を作成したので（※下図参照）、これを簡潔にお伝えして終わりたいと

思います。安衛法も道交法もいずれも保護法益（法によって守ろうとしている利益）は、本人や周囲の生

命、身体、財産がその中核になっています。それ以外にも、安全の秩序作りという目に見えない財産を守

ろうとしている面があると思います。たとえば、たいして危険のない速度違反や駐車違反を厳しく取り

締まったりしますが、リスク対応というよりは秩序の形成が目的であると言えます。人間はすぐにダレ

てしまうから、引き締める必要があるわけです。安衛法もそういう側面を持っているだろうと思います。

旧安衛則時代は技術者が考えた再発防止策をそのままルール化した性質のものであったわけですが、重
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大労災が多発していました。そこで、畠中先生らのご尽力によって、「場と組織の管理体制づくり」を取

り込んだ安衛法が制定されました。これは相当に安全の秩序づくりに貢献したと思います。交通安全に

おいては、３Ｅ対策すなわち「交通管理・交通工学的手法(Engineering)」、「法の執行(Enforcement)」、
「教育(Education)」の組み合わせによって秩序を作っていこう、つまり心理的な働きかけも重視してい

こうということです。安衛法でも同様に展開されてきたものと思います。 
安衛法の骨子は、自主的取組み、管理体制の整備、危害防止基準の充実、作業環境改善等であるわけで、

これらが相まって安全の秩序づくりに貢献する形になっていきました。ところが制定当初の形はその後

変化します。現場で起きるのは対応が難しい衛生問題や健康問題に変質し、以前から存在していた問題

も顕在化しました。ということで、専門家の活用を重視するリスク管理に歩みを進めていきました。その

典型が作業環境測定法、長時間労働者対象の面接指導制度、あるいは最近できたストレスチェック制度

であると言えると思います。 
さらに時代が進み、伝統的労働災害は減る一方、産業構造、経営環境、働き方が変容して、安衛法の目

的は今や単なる労災防止にとどまるものではなく、労使双方のＱＯＬとかステークホルダーも含めた関

係者のＱＯＬ／ＱＯＷＬを改善することも射程に収めるようになっています。いい例が両立支援策です

ね。あるいは、副業・兼業・フリーランスなど、かなり詳細な部分にまで安衛法が触手を伸ばすようにな

っています。労使以外の様々なステークホルダーを巻き込む対策になっているわけです。こうした展開

を通じて取り組みが進んでいることと言えば、安全衛生基準の整備は発展の一途をたどっています。安

全衛生技術も発達しています。これらについて、イギリスでも安全衛生政策に詳しい人は、災防効果を認

めています。また、技術的課題から社会的課題、すなわち労働時間や生き方、働き方といった課題への移

行も進んでいます。 
しかし、積み残した課題があります。本日森山監督官からお話がありましたように、リスクを作り出す

人やリスクに影響を与えられる人が管理責任を負担するという大原則・・・イギリスでは法に明確に書か

れている大原則であり、日本でも安衛法第３条に明記されている大原則が、なかなか具体的に展開して

いないということです。それと、経営者・組織の意識・知識の向上。さらには未解明のリスク対応。また、

規制の過不足の解消。以上のようなものが課題として残っていると考えています。規制のやり過ぎ、不要

な規制が残っていることは、実は安全衛生秩序との関係ではいい面もありますが、やはり死文化した条

文が増えると現場の遵守する意識が薄れていくという問題もあるので、この辺は考えていかなければな

らないでしょう。 
本日の会合は以上になります。長時間にわたって有意義なご議論ありがとうございました。 
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三柴 本日もご多用中のご参集ありがとうございます。本日開催要項を配信させていただきましたが、

それに沿って進めたいと思います。最初に分担報告書の執筆をお願いしている先生宛に、私の方から留

意点をお伝えし、その後に玉泉先生と藤森先生から本日のメインイベントである特別報告をいただき、

研究経過報告を担当の方にお願いし、最後に２０２１年度の開催要項についてお伝えしたいと思います。

内容的には普段より少々早く終わるのではないかと思います。 
まず報告書執筆上の留意点をお伝えします。前回も含めこれまで幾度も強調させていただきましたが、

このプロジェクトから生まれる体系書は幅を持たせたいということです。特に現場のリアルがみえるも

のにしたい、これによって技術者中心の法制度であったものを事務系にも親しみのあるものにしようと

いう試みです。単に条文と解釈例規が並んでいるというスタイルではなく、判例、実例、運用実態を徹底

的に書き込んでください。条文の解説においても、それが反映したような内容になるよう心がけてくだ

さい。そのために、本年度は運用実態について行政官や行政官ＯＢ向けの調査を行ったところです。まだ

資料として整理はされていませんが、調査結果については共有させていただいてますので、これを適用

の実際の項目に活用してください。引用方法はここに書いたとおりです。 
また、今お伝えしたような趣旨から、技術的な用語は法的な用語も含め、その分野に詳しくない人が見

てもスッと頭に入ってくるような内容形成に努めてください。特に用語解説を徹底していただきたいと

いうことです。ご自身の分野においては使い慣れた当たり前の用語であっても、他の分野の人から見る

と全く理解できないことも多いので、その点ご留意ください。それを含めて平易な表現に務めてくださ

い。特に法学系においてはご留意いただきたいと思ってまして、言うこときかない人を論理で抑え込む

という分野ですから、どうしても堅苦しい表現になりがちですが、そこはあえて平易な表現に努めて内

容を伝えることが大事なんだということをご銘記いただければと思います。 
以上が報告書執筆の際の留意点です。次に特別報告に移ります。最初に玉泉先生からご報告いただき

たいと思います。タイトルは「現場でのリスクの見極め方」ということでご講話をお願いしています。玉

泉先生は、現在近畿労務安全衛生研究所の所長であり代表であるというお立場で、もともと労働基準監

督官をお務めでした。近畿圏で安全衛生といえば、まず玉泉先生のお名前が挙がることが多く、この分野

に非常に精通された先生であるとの定評がございます。 
それでは、よろしくお願いいたします。（※共有画面に玉泉孝次「現場でのリスクの見極め方について

～リスクの発見・見極めの要諦は知識と経験（広く深く）～」、以下「玉泉資料」とする） 
 
玉泉 よろしくお願いします。テーマが「現場でのリスクの見極め方について」ということなので、私の

行政実務の経験などをもとにお話したいと思います。私は現在、安全衛生関係の仕事が半分、人事労務関

係の仕事が半分、といったペースで進めています。玉泉資料冒頭の副題に「リスクの発見・見極めの要諦

は知識と経験（広く深く）」と書きました。この「広く深く」というのは、昭和４９年に監督官に着任し

２カ月間の研修を受けましたが、そのときに安全衛生部から来られた講師が「安全は広く深く」・・・「広

く浅く」でもなく「狭く深く」でもなく、「広く深く」勉強しないと指導はできない、というお話をされ

ました。今でもその当時のノートに書いてありますが、これを肝に銘じて仕事に取り組んでいました。昭

和４９年は全員で５０人ほど採用され、その３分の１が理系でした。私は文系で最初に着任したのが三

重県四日市の監督署でした。コンビナートが２７社ほどあり、安全衛生関係の仕事が非常に多い地域で

した。昭和４９年には四日市だけで１年間の死亡事故が４８例、すなわち平均すれば週に１人亡くなっ
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ている状況ゆえ、ほとんどが人事労務よりも安全衛生関係の仕事でした。当時の四日市は公害の問題も

あり、死亡事故もあり、自動車産業も港湾労働もあり、様々な業種が数多く存在した中で大変勉強させて

いただき、それが現在の私の安全衛生のベースになっていると思います。当時の私は安全衛生は門外漢

だったわけですが、「広く深く勉強せよ」という講師の言葉に従い、勉強を続けてきたつもりです。 
内容に入っていきますが、見出しにあるように「１．労働安全衛生規則などの各規則の条文は災害事

例・リスクの宝庫」だということです。すなわち、災害事例の原因を構成要件化したものと言えます。こ

れらを見れば、ほぼ災害のリスクが分かってきます。玉泉資料１頁にあるように、「規則の各条文に「し

てはならない」、「しなければならない」と定められている構成要件そのものに、リスクを発見・見極める

ヒントそのものがあります」。たとえば、安衛則第１０１条第２項には「事業者は、回転軸、歯車、プー

リー、フライホイール等に附属する止め具については、埋頭型のものを使用し、又は覆いを設けなければ

ならない。」とあります。これを読んだだけでは、私たちもさっぱり分からなかったのですが、現場に行

ってみると納得できました。たとえばキックワッシャーに服が巻き込まれたという事例もありました。

ですから、およそ回転する機械には常に巻き込まれるリスクがあるということがここから分かると思い

ます。次にボイラー則第１９条ですが、「ボイラー室には、二以上の出入口を設けなければならない。」と

規定されています。そして安衛則第 条には「危険物その他爆発性若しくは発火性の物の製造又は取

扱いをする作業場及び当該作業場を有する建築物の避難階には、非常の場合に容易に地上の安全な場所

に避難することができる二以上の出入口を設けなければならない。」とあります。このことから、危険な

作業場以外であってもおよそ作業場には か所以上の出入り口が望ましいことが分かりますし、現場に

行けば対角線上に離れたところに設置をするよう指導できると思います。さらにこの条文では、「前項の

出入口に設ける戸は、引戸又は外開戸でなければならない」とされ、事業附属寄宿舎規程第１３条にも同

様の規定があり、内開きの扉ではダメで、避難出入口は引戸又は外開戸でないと危険であるといったよ

うに、安全の基本的なところがわかります。さらに回り階段を禁止しているので（事業附属寄宿舎規程第

第１７条）、この規定を根拠に現場でも回り階段は設置しないよう指導できます。酸欠則では、トンネル

に入るときに入退場の人員の点検が義務づけられていますが（第８条）、点検の方法について何も書かれ

ていません。そうなると、玉泉資料１頁に書いたとおり、名札を掲示して中に入っている人の名札は表

面、退出した場合は裏面にするといった方法で、入退場者を把握するヒントが生まれます。以上のよう

に、各規則を読み込むことによって、リスクを発見することができます。

しかしそれだけでは十分ではありません。安衛法の中には構造規格、技術指針、通達・ガイドライン等

があります。これらも知らなければ現場での指導ができません。たとえば構造規格でいうと、鋼管足場用

部材、エレベーター・簡易リフト、クレーン、丸のこ盤、研削盤、動力プレス、高所作業車、保護帽、ハ

ーネスなどの構造規格、このほかにも安衛法第４２条に基づく構造規格が数多くあります。それ以外に

コンベヤー、ローリングタワー、墜落防止用ネットなどの技術指針、情報機器作業（ＶＤＴ）の通達やガ

イドラインなど、知っておかなければ細かな指導ができません。こういうものにも相応のリスクが書か

れていますので、それを知ることによってリスクを発見できる場合があります。 
たとえば安衛則第１４７条です。第１３１条のプレスは「動力プレス」と言うのに対し、本条は「第１

４７条のプレス」という言い方をしますが、第１４７条は「事業者は、射出成形機、鋳型造形機、型打ち

機等に労働者が身体の一部を挟まれるおそれのあるときは、戸、両手操作式による起動装置その他の安

全装置を設けなければならない。前項の戸は、閉じなければ機械が作動しない構造のものでなければな
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らない。」と定めています。実際に現場では、戸があってもリミットスイッチが適切に作動しなければな

らないのですが、リミットを殺しているケースがいくらでもあります。また、両手操作式の起動装置は、

戸が閉まるまで押し続けなければならない構造であるかないかを見なければなりません。これは、動力

プレス構造規格などを見れば、押し続けなければならない旨書かれています。両手操作式起動装置は、片

手で操作できないように内内３０センチ離していないといけません。そういった細かい内容も構造規格

に書いてあります。これを知らないと、現場に行っても第１４７条に関する指導ができず、リスクを見逃

してしまいます。

次にトラックの話になりますが、５ｔ以上になると保護帽の着用が義務づけられています。逆に言え

ば、４ ９ｔまでは必要ないということになります。保護帽には墜落防止用、飛来落下用、感電防止用と

いう３つの構造規格があります。飛来落下用は頭のてっぺんに当たった物については効果があるのです

が、横には弱いです。他方、墜落防止用は横には強いので、トラックで作業する場合は、墜落防止用と飛

来落下用の兼用を使用していないと、側頭部や後頭部を打ってしまいます。こういうことを知っていな

いと指導ができません。

玉泉資料２頁「３．様々な業種や現場の経験、実際の事故・災害事例の経験を積む」に移ります。なか

なか難しいことですが、できるだけ現場の経験を積むこと、実際に事故・災害現場を経験することによっ

て、様々なケースを肌で知ることができ、同種災害、関連災害のリスク発見の眼を養うことができます。

先ほど申しましたように、１年間で４８例の死亡事故があった場所で仕事をしていましたが、そこで様々

な経験をさせていただきました。プレス屋さんには指が１０本ともなくなっている社長もいました。そ

の息子は３、４本欠けていました。そういった様々なケースを肌で知るという経験が、災害やリスクを見

る目を養ったのではないかと思います。玉泉資料２頁以降に掲載した「経験した事故・災害等の事例」は

安全関係と衛生関係に分けて記載しましたが、こうした事故を知ることによって、あるいは災害調査に

行くとかなり細かく法令を準備し適用して、送検事例は送検せざるを得ないので、かなりの数の条文を

読みこなすことで非常に勉強になりました。災害事例や事故事例を知ることがリスクを見る目を養うこ

とになると思います。 
玉泉資料３頁にあるように、現場のリスクは千差万別であり、製造業といっても食料品製造業、繊維製

品製造業、木材木製品製造業、印刷業、土石製品製造業、鉄鋼業、金属製品製造業、造船業、非鉄金属製

造業、電気・ガス・水道業などでは使用する機械設備も発生する災害も異なり、その業種にしかないめっ

たに見ることができない機械があります。初めて目にすることで、初めてその機械の危険性を知ること

になります。百聞は一見にしかずで、自身の目で見ないとリスクが分かりません。さらには、建設業でも

土木と建築では業態が大きく異なり、土木の人は建築がわからず、建築の人は土木がわからないと言え

るほど異なっています。土木であれば大型ダム工事から砂防ダム、河川工事、隧道工事（推進工法など）、

山岳トンネル工事（ＮＡＴＭ工法）、地下鉄工事、高速道路工事、橋梁工事、港湾工事、解体工事、建築

であれば超高層ビル工事から一般ビル工事、マンション工事、一般住宅工事、リフォーム工事、電気工事、

設備工事などがあります。それぞれに応じた、たとえばトンネルであればトンネルの崩壊や肌落ちのよ

うな問題があり、建築であれば墜落や感電事故など様々なリスクが山ほどありますので、現場に足を運

ぶことによって、どのような場合にどのような危険が潜んでいるかが分かると思います。 
そのほか、港湾貨物取扱業すなわち船内荷役や沿岸荷役といったところで揚貨装置を使ったり、デリ

ック、クレーン、ストラドルキャリアなどを使います。採石業ではダイナマイトを使用し、運送業では積
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卸しやフォークリフトの問題が生じ、病院では電離放射線、社会福祉施設では非災害性腰痛、競馬業では

人間より馬の方が優先とうたわれますので噛まれたり蹴られたりといった事故が多いです。これらの業

種・業態をすべて経験することは困難だと思いますが、できるだけ様々な業種の現場を経験することに

より、その業種特有のリスクだけではなく、共通したリスクを水平展開に見つける目が養われてきます。 
玉掛けをする場合は介錯ロープの端部を団子にしていると、フックを巻上げたときに介錯ロープが材

料を引っ掛けて材料が跳ねたり、吊っている荷が揺れたりすることがあります。坂道に停車しているト

ラックのブレーキが甘いゆえに、転がってきて挟まれたり巻き込まれたりする事故は枚挙に暇がありま

せん。佐川急便などは、水平な場所に止まっていても輪止めを使用しています。それぐらいの措置を講じ

ないとリスク管理はできません。事業者はどのような場所でもトラックを降りた際には輪止めをするよ

う指導しているので、危険防止に資するのではないかと思います。また、その場合輪止めをタイヤに接触

させて設置すると、荷を降ろすときは問題ありませんが、荷を積むときは荷台が沈むため輪止めが外せ

なくなり、指 1 本分の間隙を空けて設置することが必要になります。 
私はコンビナートにいたときに言われたのですが、静電気が発生するので作業服は基本的に化繊はダ

メということでした。しかし役所の場合は化繊しかなかったものですから、中に入るときは静電気を体

から逃がすようにしていました。鋳物工場では湯が飛んできますが、化繊作業服だと湯が皮膚まで浸透

して火傷します。綿製品であれば中まで浸透せず、払いのければ火傷はしません。こういうことは現場で

初めておぼえられることです。安衛則には定められていません。 
四アルキル鉛は本来は透明なのですが、こぼれた場合にわかるようにガソリンと同じように着色して

います。そして、作業者は全身白の防護服・保護具を着用し、床、壁、天井もすべて白色にして、一滴こ

ぼれても判別できるようにします。白色にすることは規則には何ら記載されていませんが、現実には作

業場は真っ白で、そういう管理をしていることは現場に行ってみないと分かりません。 
ボイラーの免許をお持ちの方はご存知かと思いますが、ボイラーの水面計のハンドル（コック）は、水

面計を取り外すときに管軸に対して直角（下向き）にしなければなりません。これを水平にしていると、

何か物が当たった場合に下を向いてしまい、水面計が作動しなくなるからです。現場ではこのような本

質安全対策への感覚が養われてくると思います。 
 
三柴 今のお話の中で玉掛けの話と、ボイラーのコックの件について、もう少し詳しくご説明いただけ

ますか。 
 
玉泉 玉掛けをするときには、介錯ロープをつけることになります。それによって、クレーンを移動させ

たときに荷が回転したりしないようにするのが介錯ロープです。その端っこ（※下図赤丸部分）を団子に

していると、荷をつり上げたときに材料に引っかかるなどして材料が跳ねたり、あるいは引っかかるこ

とによって荷が揺れて落下する危険があります。なので、介錯ロープの端部は絶対に団子にしてはいけ

ません。こういうことは規則のどこにも書かれてはいません。経験則から出ているルールなので、現場で

事故例を知って経験を積まないと分かりません。 
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ボイラーの水面計についてですが、下の図の左端が通常の状態で、右側についている細い管が水面計で

す。「蒸気コック」と「水コック」が下を向いていますが、この状態で水面計に対して蒸気も水も生きて

います。真ん中の図のように、蒸気コックを水平にすると止まります。ともかく蒸気コックか水コックの

どちらかを水平にすると、水面計は作動しなくなります。通常は、配管にパラレルになっていると通じて

いる状態で、９０度の角度になると止まります。ところが、ボイラーの場合は下に向いていると通じてい

る状態なのです。コックを水平にしていると、上から物が当たった場合、あるいはコックがいかれてしま

った場合に下に下がってしまいます。片方が止まると水面計は作動しなくなりますので、まだ水がある

と誤認してそれが爆発事故の原因になりかねません。コックの方向が本質的な安全対策代わりになって

いるわけです。 
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家庭で使用する台所の蛇口は、昔はコックを下に下げたら水が出て上に上げたら水が止まる仕組みに

なっているものがありました。使う人が分かりやすいようにするためです。しかし、阪神大震災のときに

上から物が落ちてきて水がどんどん出てしまって、消火活動に影響が出てしまったため、平成９年のＪ

ＩＳによって台所のコックは上に上げたら水が出て、下に下げたら止まるという規格がつくられました。

ボイラーのコックと同様、これも本質安全対策の考え方に基づくものです。 
 
三柴 なるほど。下に向けるか横に向けるかは、それぞれの状況に応じて安全サイドが決まってくると

いうことですね。 
 
玉泉 その通りです。配管にコックがある場合にも、下に向けて液体やガスを排出するのは誤りで、逆で

なければなりません。うっかりコックを下げてしまってガスや液体が出る仕組みだと危険なので、コッ

クは上に向けると出る仕組みにしないといけません。この点についても知っていれば指導ができます。 
 
三柴 今のお話の「生きている」状態というのは、通じている状態ですね。 
 
玉泉 そうです。 
 
三柴 ボイラーの場合には、垂直の状態を生きている状態にした方が安全だという設計なわけですね。 
 
玉泉 その通りです。 

玉泉資料４頁に戻りますが、２年前にインドに行った際に、スローダウンする理由を尋ねてみたとこ

ろ、そこに小学校がありました。インドの小学校の周囲に道路には全てハンプ（バンプ）が設置されてい

まして、日本でも未だ実施されていないようなことを、インドは既に実現していました。海外では高速道

路の出入り口に、スローダウンさせるためにだいたい設置されています。日本でも大きなホテルの入口

にはある場合もありますが、交通安全のために日本でもこういう試みは可能ではないかと思います。小

学校の通学路に地域の人たちの協力で置いてもらうだけでも、かなり効果的なのではないかと思います。

安全の講習ではいつも言っているのですが、なかなか実現してくれる人はいません。 
次に「４．他の行政機関、同業種などから情報収集、情報共有」、これも非常に重要だと思います。私

が見ているのは、厚生労働省（職場の安全サイト）、中災防の事故事例集ほか、製品評価技術基盤機構（製

品安全など）、消防庁（事故事例：事故統計資料など）、科学技術振興機構（ＪＳＴ）、人口動態調査（不

慮の事故）・・・毎年３万数千人が亡くなっていますが、階段の事故や転倒事故などの事故例が掲載され

ていますので、勉強になります。また、外国の規則（米国など）も参考になります。梯子一つ例にとって

も、日本の安全規則と外国の安全規則とでは内容が異なり、外国の方が規制が厳しいです。そういったと

ころから考え方の違いが分かり、勉強になります。スーパーゼネコン５社は、死亡重大災害の事例の情報

を共有していて、同じ事故を二度と起こさないようにしています。現在実施しているかどうかわかりま

せんが、造船工業会では、お互いに他社の工場の安全パトロールを相互乗り入れで実施して、安全衛生の

レベルアップを図っていました。 
次に、「５．現場の安全・衛生管理者、職長等から現場での問題点を直接聞くこと」。相手はプロで、当
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初私はアマチュアでしたから、ともかく何でも質問することです。聞けば聞くほど勉強になりますので、

同じプレス機械のことでも会社が違えば、知らないふりをして一から聞く。そうするとどんどん教えて

くれますので、それを通じてリスクを発見することができます。特に現場をパトロールするときは、下記

の点に注意します。 
①作業、設備に適用される法令、通達、ガイドラインなどを担当者に尋ねる（安全衛生知識、法令の

知識の確認） 
②同じ業種の現場、同じ機械設備であっても、事業場が違った場合、これ何？あれ何？何でも尋ねる。

何度でも尋ねる。（相手はプロ。） 
③目の高さを変えて見る。立ち止まってみる。裏側を見る。（案内者の案内通りにはいかない。） 
④登って（降りて）みる。触ってみる。臭いでみる。やってみさせる。やってみる。使ってみる。（経

験しないとわからないことがある。） 
⑤パトロールは一瞬しか見ていない。前後の作業、関連作業を想像する。 
６番目は、「６．作業手順書、ヒヤリハット報告、安全パトロール結果、ＳＤＳなどを読む」。作業手順

書（ＳＯＰ）には、職長など現場のプロによって作業手順のそばに危険のポイントが書かれているので、

プロがどういう見方をするのか非常に勉強になります。 
「７．労災保険の療養補償給付請求書（５号）を読む」。これは監督署の内部の者しか目にすることは

ないのですが、ここには安衛則にない事故・災害がたくさん出てきますので、これも非常に勉強になりま

す。たとえば針刺し事故については法令上の規定はありません（米国では針刺し事故防止法があります。）。

しかし、それが原因で肝炎や癌になる場合もあります。見て初めてこのような事故があるのだというこ

とを知りました。あるいは、蜂刺され事故も年間平均１８人ほど死者を出していますが、そこからアナフ

ィラキシーショック、エピペン（注射薬）を知ることができ林業作業や建設業、造園業への指導ができま

す。また、学校の保健師にも指導しましたし、幼稚園、保育園、小学校の先生が遠足で山に行くときに必

要な薬を持っていくよう指導したりしています。ドアを開けた際にドアの外側にいた人に当たって負傷

をさせる事故、廊下の角を曲がったときに出合い頭で衝突する事故もあります。ドアにスリットを入れ

たり、曲がり角にミラーを設置したりすることが指導できます。階段の場合、建築基準法では３.５ｍ以

上であれば真ん中に手すりが必要とされますが、実は壁側には手すりは必要ありません。しかし実際は

転落事故が年間６５０件前後発生し、労災も非常に多いです。建築基準法上は必要ありませんが、法律だ

け遵守していても事故は起きますので、壁側にも手すりを設置するよう指導することができます。そう

いった小さな事故を知ることも重要であり、リスクを発見する目を養う貴重な資料となります。 
最後に「８．労働組合からの意見聴取」ですが、かつて私が監督官に着任したころは、使用者のいない

ところで労働組合の役員と会いなさいと言われ、会った時の状況を復命書に記載せよと言われました。

現在その事業場で何が問題になっているか、人事労務や安全衛生について書記長や委員長から使用者に

は内緒で話を聴いて、どのような危険があるか、表に出てこない問題や職場から不満が出ている話もあ

りますので、そういう話も聴くことによって、現場を見る際の見落とし防止につなげることができます。

現在このようなことは実施していないようですが、ぜひやるべきだと思います。 
少々長くなりましたが、以上です。 

 
三柴 ありがとうございました。現場経験に即した非常に参考になる情報提供をいただいたと思います。
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先生方からご意見・ご質問ございましたらお願いいたします。 
 
原 大変貴重なご報告ありがとうございました。玉泉資料１頁の安衛則第１０１条第２項の件ですが、

「およそ回転する機械の突出物には巻き込まれるリスクがある」という点については、十分想像できイ

メージも伝わってきますが、「その観点から留め具だけではなく水平展開できます」とあります。この場

合の「水平展開」とはどのような意味でしょうか。 
 
玉泉 「回転軸、歯車、プーリー、フライホイール」だけではなく、回転している部分については水平展

開できる・・・たとえば、高速カッターすなわちグラインダーのフランジの部分には、構造規格によって

カバーを装着しなければならないとされています。ところが、手持ちのグラインダー、ベビーサンダーの

場合にはそのようなルールはなく、構造規格上カバーを必要としません。ただ、巻き込まれるリスクがあ

ることには変わりありません。たとえば、首に手ぬぐいを巻いていたり、腰手ぬぐいの状態では、巻き込

まれる危険性があります。あるいは、作業服の袖口のボタンがとまっていない場合もそうです。また、髪

の長い人も巻き込まれるリスクがあります。以前、髪の長い人がフライホイールに巻き込まれ、頭皮が半

分はぎ取られた事故を見ています。ともかく回転するものは危ない、安衛則等に違反していなくても危

ないものは危ないので、経験することによりあるいは規則を展開することによって指導ができると思い

ます。高速カッターの場合、フライホイールの留め具のところをカバーするような構造規格になってい

ますが、ベビーサンダーはそうなっていません。 
 
原 たしか、黒い円盤のようなものが回転して、火花を散らしながら金属を切断する道具でしたね。 
 
玉泉 そうです。あれは高速カッターで、一種のグラインダーです。 
 
原 安衛法には一応違反しないけれども、非常に危険でリスクがある・・・ 
 
玉泉 そうです。高速カッターはフライホイールの留め具にカバーをしなければなりません。しかし、ベ

ビーサンダーは手で持って使う小型のグラインダーですが、フライホイールのカバーが不要です。そう

いう場合は、手ぬぐいや袖口をきちんと整えなさいということになります。 
（※インターネットの画像により両者の相違および留め具のカバー等について解説） 
 
原 ありがとうございました。 
 
三柴 他によろしいでしょうか。では私の方からお尋ねしたいのですが、まず酸欠則についてのご説明

を今一度お願いできますか。 
 
玉泉 トンネルに入る際に、入場と退場をする人員を点検しなければならないことになっています。入

場したのが１０人で、出てきたのが９人となると、あと一人は誰だかわかりません。そのため、氏名を記

載して入退場を確認しなければなりません。ですから正確には、人員の点検というよりも、誰が入って誰
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が出てきたかを確認することが重要なのです。もし２人トンネル内に残っているとすると誰と誰なのか、

全員を招集しなければ確認できませんし、帰宅してしまったら確かめようもありません。なので、名札を

裏表にするなどといった方法をとるわけです。 
 
三柴 要するに、トンネル内で倒れているかもしれない人を特定しなければならないということですね。 
 
玉泉 そうです。大体どこでもやっていると思いますが、酸欠の危険性のある場所に入るときには、人員

の点検は名札方式をとります。単に人数を点検するのではなく、名札を掲示して入退場者一人一人を特

定しなければリスク管理としては緩いわけです。 
 
三柴 ありがとうございます。次にルールの話になりますが、玉泉先生のお話を前提にすると、なるべく

多くのことをガイドラインよりも規則に明記して分かりやすく、なおかつ強制力を持たせたほうが現場

にとってもよろしいのではないかという趣旨に聞こえたのですがいかがでしょうか。 
 
玉泉 その通りです。ガイドラインでは少々効き目が弱いと思います。構造規格は法律そのものなので、

違反すれば安衛法第４２条違反が成立します。 
 
三柴 この点畠中先生、唐沢先生は立法者として、どの辺りで強制力のあるルールとガイドラインとの

区分けをしているか、何かコメントいただけないでしょうか。 
 
唐沢 私もいくつかの規則の制定や改正を手がけたことがありますが、やはりいろいろな業種にまたが

って同様のことが起こり得るような事案については、規則化した方がベターだと思いながら仕事に取り

組んでいました。非常に特殊な分野であまり発生頻度も多くないようなものについては、必ずしも規則

化の必要はなく、ガイドラインや通達の中に取り込むことで足りるだろうと解していました。 
 
三柴 ありがとうございます。リスクの重篤さや確実性よりも、ヨコ展開の広がりを指標にされていた

ということですね。 
 
唐沢 言葉足りませんでしたが、重篤なリスクが考えられるものについても、規則化がよろしいかと思

っていました。 
 
三柴 ありがとうございます。畠中先生、お願いします。 
 
畠中 やはり事案の重篤性、事例数の多さ、そういうものが重要視されると思うのですが、もう一つ、現

行の安衛衛生関係法令は告示まで含めると約３５００カ条あります。やはり規制の方策一つとっても、

色々な角度からアプローチする場合が多いのです。その場合にある特定のアプローチだけについて罰則

を背景とした基準を作って固定してしまうと、まさに安全技術の発展を阻害しかねません。その辺り色々

な要素を考慮しながら規則が作られていくのだろうと思います。 
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三柴 ありがとうございます。次にもう一つルール論になりますが、本法や定義規定を定めた政令等に

書くべきものと、規則に書くべきものとの区分けについてです。基本的には本法は一般原則や通則的な

ものを書き、また強制性も含んでいると思います。そして規則によって個別的・具体的なルールを定めて

いくという区分けをしていると思います。その分本法は一読しただけでは分かりにくいという性格も出

てきてしまうと思います。前の厚労科研のプロジェクトで金原先生においでいただいたときに、安衛法

のさらに上に要綱のようなものをつくって、そこには本当に必要な一般原則を使用者や経営団体との調

整など踏まえずに、きっちりと書いた方がいいというご意見をうかがいました。どこまで法律に書いて

どこから規則にするか、玉泉先生、ご意見ありましたらお願いできますか。 
 
玉泉 金原先生のご意見の詳細は存じませんが、命にかかわる問題は法律上罰則を背景にしなければな

らないと思います。その点ＶＤＴ作業などはかなり障害も出ているし、熱中症に関しては水と塩を与え

なさいという趣旨の規則しかありません。これほど多くの事故があるにもかかわらず、法制化されてい

ない部分が多々あるのではないかということです。やはり、命に直接危険のあるものは法制化しないと

ダメだろうと思います。現場からすればあれもこれも法制化すべきではないかという問題は多々あるの

ですが、それを言い出したらキリがないので、どこかで折り合いをつけているのではないでしょうか。 
 
三柴 金原先生が仰っていた要綱は、リスクを生み出す者あるいはリスクを管理できる者が管理責任を

負うべきであるとする原則は、イギリスであればＨＳＷＡの第３条に定められているところ、日本では

産業利益との調整も必要なため、正面から書くことはできません。しかし、そのような方向に向けて法整

備を進めているという経過はあります。最近であれば運輸業で、初荷主の仕事の頼み方について政策上

のメッセージを出すことをしているのもその流れといえます。正面からかけなかったものは、まず要綱

から書いて、本来なすべきことをそこで示してみてはどうかということです。 
 
玉泉 理念規定ということですね。 
 
三柴 まさにその通りで、理念規定をどうするかという問題です。 
 
玉泉 運送業もそうですし、石綿についても法改正がなされ、発注者の責任が重くなりましたが、発注者

らの責任については安衛法では書ききれていないと思います。その点の重要性については、金原先生の

ご指摘の通りだと思います。 
 
三柴 本法と規則との棲み分けについては、畠中先生、唐沢先生、何かご意見ありますでしょうか。 
 
畠中 私は、今の安衛法には必要なことはほとんど規定されているという感じを持っております。たと

えば安衛法第２０条から２４条までの規定は第２７条で命令委任がなされていますが、これらの規定に

よっていわゆる使用従属関係に着目して事業者に義務付けることは全て書ける建前になっていると思い

ます。そうすると、安衛法の他の条文、たとえば作業主任者や作業環境測定に関する規定はどうなんだと
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いうかもしれませんが、それはハッキリ言って第２０条から第２４条に基づく厚生労働省でも書けるも

のを、さらにそれを特化するという形で法律条文になっていると、そういう理解をすべきではないかと

思います。そして、使用従属関係に着目した規制では不十分、あるいはそれ以外の義務主体を名宛人とし

た方がより効果的に労働者の命や健康を保護できるという点については、安衛法の中で別の義務主体が

立てられているわけです。製造流通規制や請負規制、リース規制などがそれで、さらに、安衛法以外では

派遣規制において義務主体の特例が定められています。使用従属関係に着目した規制を主体としながら、

一方で先ほどの玉泉先生のお話にあったような発注者規制についても、完璧な形ではないにせよ請負規

制ということで安衛法の中で規制がなされています。ちなみに、使用従属関係に着目した規制は、大きく

以下の４つに分かれると思います。すなわち、安衛衛生管理体制、危害防止措置、健康管理、そして安衛

法のもう一つの目的である快適な作業環境の形成です。 
 
三柴 ありがとうございます。原さんの分担報告書の中で、確かに法第２０条以下の危害防止基準の中

核規定は、重要な内容が書かれていて、工場法時代から受け継がれた大事な条文でありながら、その後リ

スク内容の変容もあって、規則の内容なども踏まえて法律本法も現状に合ったリスクの内容を列挙して

もいいのではないか、よく練られた条文ではあるけれども時代への適応性を踏まえてもいいのではない

かという意見がありました。この点についてはいかがでしょうか。 
 
畠中 私は第２０条から第２７条までが安衛法の基本中の基本だと思うのですが、その中でも第２５条

と第２５条の２を外してお話ししていましたが、この２つの条文は第２０条から第２４条までとは少々

性格が違うんです。そのため、第２０条から第２７条の間から取り外して隣に置いた方が分かりやすい

気がします。要するに、第２０条から第２４条までの規定によって、使用従属関係に着目した規制は、第

２７条に基づく厚生労働省令によってすべて書けると思います。 
 
三柴 別扱いすべきは第２５条と第２５条の２ということですね。 
 
畠中 第２５条は緊急時の事業者の退避させる義務の規定です。この規定は安衛法の制定以前は労基法

に基づく各省令によって定められていました。それが安衛法の制定に際して、国会の修正によって法律

事項に格上げされたわけです。つまり、省令で書ける内容を法律化した規定です。 
 
三柴 いずれにせよ第２０条から第２４条によって、時代がある程度変わったとしても対応できるよう

に書かれているということですね。 
 
畠中 そういうことです。 
 
三柴 唐沢先生、いかがでしょうか。 
 
唐沢 たとえば安衛法第５７条の２、３、４などは、昭和５１、２年当時の諸般の事情に鑑みて、化学物

質の有害性調査制度を別個に法律事項として起こしたわけですから、原先生の主張されている内容で、
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より具体的に重要な問題で法律事項で規定した方が世の中に法規範として定着するものが存在するので

あれば、法律事項として定めるということはあり得ると思います。 
 
三柴 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 
 
高木 先ほど法規で入れるかガイドラインで入れるかという議論があったところですが、今後の新しい

リスクとして、労働者の高齢化に伴って高齢者の心身機能低下によるリスクが増えてくると思います。

これを受けて令和２年３月に厚労省がエイジフレンドリーガイドラインを定め、現在動き出していると

思います。玉泉先生にお伺いしたいのですが、高齢者が加害者となる、すなわち心身機能低下が著しいに

も関わらず現場で働いていたがゆえに災害を起こすというケースに対して、事業者の責任をもっと明確

にすべきかどうか、その点についてどのようにお考えでしょうか。 
 
玉泉 高齢者だから云々ということは一切考えていません。 
 
高木 現在大阪の公共工事の発注者から相談を受けていますが、６０代７０代ならまだしも建設現場で

は８０代の人も働いていて、その人は明らかに身体機能が低下していて事故が起きている。こうしたこ

とに対してもう少し事業者に規制をかけた方がいいのではないかという発注者からの相談を受けました。

そういう時代になってくるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 
 
玉泉 高齢者は現実に働いていますが、身体機能や加齢による影響は人によって違いがあるので、年齢

で一律に規制内容を決めるのはなかなか難しいと思います。そうすると、何をもって就業制限できるの

か、一筋縄ではいかないでしょう。個人的にはどこで線引きすべきなのか判断に迷うところです。安全パ

トロールのために建設現場に足を運ぶと、高齢者は働いていますが、事業者はそれこそ手元作業しかさ

せていません。高所作業もさせていないし、そこで事故が起きようものなら安全配慮義務違反の責任を

問われますから、実際には手元作業程度しかさせていないわけです。ゼネコンなどは７０歳に達した労

働者は現場に一切入れていないと思います。私はそのような措置はおかしいと思っています。７０歳に

なっても元気な人はいますから、一概にダメとは言えないと思います。作業の内容について安全配慮義

務の観点から事業者が配慮する、これについては職長教育における適正配置という項目があり、その中

で言われています。その人の年齢や技能にあった適正配置をすべきであると言ってますので、現実には

そうしています。だからといって一律に禁止するというのも難しいと思います。 
 
高木 今仰ったことは本当に正しいと思います。昨年の３月に厚労省でエイジフレンドリーガイドライ

ンが出て、そこで新しい視点として高年齢者の年齢ではかるのではなく、高年齢者それぞれが持つ体力

と健康の状況を事業者が把握し、それに応じた対応をすべきであると定められています。しかし現在、日

本全国大企業を含め、そのような個々人の体力と健康の状況を把握しながら適正配置を行っているとこ

ろはあまり見受けられません。しかし、こうしたガイドラインが示されたことによって、今後はガイドラ

インのような措置が事業者に求められてくるのではないかと思います。個々人の体力の状況を把握して

それに応じた対策を講じるといったような・・・ 
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玉泉 それはその通りだと思います。建設業は職長教育の項目に入っているし、現場では高齢者の安全

管理には配慮していると思います。製造業では８０代９０代はあまりいないので、現実には使用者が体

力などを勘案して適正配置をしているように思われます。それほど無茶はさせていない気がします。た

だ、歳とってくると１センチの段差でも転倒する場合があるので、照明をつける、段差表示をするといっ

た細かい点を現場では口を酸っぱくして言っています。ガイドラインにも書いてあると思います。そう

いう対策を事業者としては、安全配慮義務の観点からより一層講じなければならないものと思っていま

す。 
 
高木 ありがとうございます。 
 
森 今の点ですが、産業医の立場からすると興味深い議論です。過去そして現在もそうだと思いますが、

北欧では消防士の適性検査では一定の運動させても心電図異常がないこと等といった要件が課されてい

ますが、高齢者の問題というよりも作業と高齢者との組み合わせの問題になってくると思います。そう

すると、作業ごとに当該作業に必要な体力の要件をきちっと定めないと、結局全部制限をしてしまう結

果になってしまうことと思います。たとえば、突然倒れる危険があったとしても、倒れたときに何が起き

るかという点まで全部評価した上で判断する必要があると思います。なので、一般健診から始まる現行

の取組みでは非常に厳しいかと思いますので、今の議論を聴いていて、やり方を変えなくてはならない

と感じました。 
 
高木 貴重なご意見をありがとうございます。今一番問題なのは、ドラグショベルのような車両系建設

機械の運転手の高齢化で、一般車両の高齢ドライバーの免許返納問題と類似した問題が、建設現場や製

造現場あるいは鉱山の現場で高齢のオペレーターが加害者となる事故という形でクローズアップされる

のではないかと思います。 
 
三柴 高齢者への政策の焦点化については、私もドライブをかけた一人ではあるのですが、法規制とい

うものは関係者をあまり刺激しすぎると、そもそも法案として通らないことがあります。なので、“エレ

ガントに”定めなければならない場合もあります。イギリスでは、“do able work”と言う概念が産業保

健から生まれてきていまして、出来る仕事をさせるのも事業者の責任だという考え方です。日本の場合

は産業保健の施策ということで、健康管理の枠組みの中で個別に配慮も行うという形です。あるいは、安

衛法第６２条にあるように、中高年齢者や障害者の適正配置をするよう努めるといった書き方をしてき

ました。森先生からご指摘がありましたように、体力の要件等着目するポイントを変えていかないと、今

の枠組みだけでは上手くいかないのではないかということはその通りだと思います。 
それでは、玉泉先生のご報告はここまでということで、いったん休憩としたうえで、藤森先生から特別

衛生規則について経過報告という趣旨でお話しいただきたいと思います。 
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三柴 それでは再開させていただきます。まずは藤森先生から特別衛生規則について調査の途中経過を

ご報告いただくことになります。では藤森先生、よろしくお願いいたします。 
 
藤森 藤森でございます。私も現場で監督官を務めておりましたが、玉泉先生ほど経験豊富ではありま

せん。玉泉先生とは京都で１年間現場でご一緒させていただき、色々とご指導いただきました。先ほど玉

泉先生のご報告の中で、「広く深く」というお話がありましたが、私の方は広く浅くといった感じで、監

督官のほか労災補償関係での訴訟対応、内閣法制局で法令や条約関連の仕事に携わり、また中央労働委

員会で不当労働行為の審査や和解の業務に従事しました。また、産業医学振興財団で産業医の方々の認

定研修の企画・運営なども担当しておりました。その後中災防に移り、現在は東京安全衛生教育センター

で事業場の安全衛生教育を担当する講師の人たちの研修を担当しています。ちなみにセンターは、現在

コロナ禍のために少なくなっていますが、通常は１年間に３２００人が訪れます。 
それでは、「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性」ということで、経過報告をさせて

いただきます。とはいえ、昨年１１月以来なかなか進捗せず申し訳なく思っております。一応、５０～６

０頁の資料（※「労働衛生関係の特別規則の趣旨と概要、統合の可能性」、以下「藤森資料」とする）を

配布させていただきましたが、未だ検証を要する箇所がありますので、経過報告ということでご了承い

ただければと思います。 
先ず藤森資料１頁にあるように、検討対象となるのはここに列挙した１１の特別規則です。これらの

規則のいくつかは安衛法以前からありましたが、本稿ではそれを踏まえて昭和４７年の安衛法制定を契

機とした規則に重点を置こうと考えています。①から⑧までの規則は、昭和４７年の安衛法制定と時を

同じくして労働省令として施行されています。⑨から⑪については、その後の状況等も踏まえて施行さ

れた規則ということです。以前、⑧の事務所衛生基準規則について畠中先生からご示唆をいただきまし

たが、他の規則と同様昭和４７年制定のものでありながら、他の規則と一括りで検討対象とすべきか否

かということです。それも踏まえまして、制定の時期は他の規則と同じで、同じ労働省令ということで検

討対象に加えました。藤森資料１～２頁に目次を載せましたが、まず「１ 労働安全衛生法及び労働安全

衛生規則との関係について」では、安衛法と安衛則（特に第３編「衛生基準）との関係、その中でも安衛

法と各特別規則との関係、安衛則と各特別規則との関係、この辺りの整理が必要かと考えて検討しまし

た。そして、「２ 各特別規則の制定の背景・経緯及びその後の主な改正点について」。次にこれは最後の

５にも関連してきますが、「３ 各特別規則の基本構造・体系・構成の共通性について」を検討すること

で、５の切り口になればと思います。４番目は「４ 各特別規則における定義・適用の対象・範囲等につ

いて」も重要です。大本については政令で定めているものもありますが、規則特有の定義、適用対象・範

囲などが業務からみた面、作業からみた面、物質からみた面、場所等からみた面から定められ、そしてそ

の裏返しともいえる適用除外の定めがあります。これは曝露量、消費量、時間、あるいは設備等に関連し

て定められますが、こうした点も考察したいと思います。そして「５ 各特別規則統合の可能性の考察」

で「労働衛生の３管理」の観点から、こうした諸規則がどのような規定のされ方をしているのかについて

も考察するつもりです。  
藤森資料２頁「1 安衛法、安衛則及び各特別規則との関係について」ですが、まず前提として、表１

を掲載しました。表左欄にて職業性疾病、作業関連疾患、私傷病という分類を行い、それぞれについて個

別の疾病を挙げ、それぞれに対する管理のポイントを記載しています。 
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作業環境管理、作業管理、健康管理は「労働衛生の３管理」といわれていますが、一つ具体的な例を挙

げると、表１左欄の一番上の「職業性疾病」は急性疾患と慢性疾患に分かれます。そのうち例えば急性疾

患の酸欠に対しては、３つの管理のうち作業管理が特に重要だということから、規則も作業内容や作業

主任者、監視人や保護具などの規定をその内容としています。 
藤森資料３頁にある作業管理ですが、一般的に作業環境管理の補完、すなわち作業環境管理だけでは

十分ではない場合にも必要とされるものです。法律における書き方としては安衛法第６５条の３のよう

に努力規定になっていまして、個別具体的内容は各規則に委ねられています。作業管理については、法律

ではどこに書いてあるのかという質問をよく受けることがありますが、安衛法第６５条の３であり、挿

入条文として追加したのには意味があると思います。 
「(2) 安衛法と安衛則及び各特別規則との関係について」（藤森資料３頁）ですが、安衛法と安衛則・

特別規則は委任関係にあり、「職場に存在する化学的要因、物理的要因等によって発生するおそれがある

健康障害を防止するために、労働者に及ぼす健康障害の重要なものを例示的に列挙して」います。条文と

しては藤森資料４頁に掲載した安衛法第２２条がその一例です。同条に書かれている「健康障害を防止

するため必要な措置」の「健康障害」が一～四号に例示されています。また、「労働者が就業する建設物

その他作業場の構造上の欠陥や作業環境の不適切により作業条件が不良となり、健康、風紀、生命の保持

に支障を生じることを防止することを目的として」定められているのが第２３条です。そして、先ほどお

話があったように、このような法律の条文が第２７条によって規則委任がなされてます。すなわち、「上

記事業者が講ずべき措置について、その具体的内容を厚生労働省令すなわち安衛則及び１１の各特別規

則で定めることとしている」ということになります。これを図で示すと、藤森資料５頁以下の図１および

図２になります。第２２条の内容を示した図１の下の方をみると、化学的要因、物理的要因、精神的要因、

有害物質の汚染要因など様々な要因があり、その上にある様々な危険を生じさせるおそれがあります。

これに対して事業者としては、健康障害防止措置を講じなければならないという仕組みになっています。 
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藤森資料６頁の図２は第２３条の問題です。欠陥の排除ということで、現場に必要とされる環境整備

の措置を講じなければならないということです。 

 
労働安全衛生規則や特別規則は、このように整理できるのではないかと思います。 
藤森資料７頁の表２をご覧ください。一般化するのが難しい面があるのでもう一度検証し直しますが、

現場において、人、モノ、作業、管理という観点から主なものは各規則等でこのように分類・規定されて

いるといったことを一つの表にまとめたもので、概ねこのような分類ができるだろうということです。 
 
 
表２ 各規則において共通する「事業者が講ずべき措置」（主なもの）
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なかなか複雑な問題になりますが、藤森資料７頁の「(2) 安衛則と各特別規則との関係」です。安衛

則は全部で６７８カ条、改正による挿入条文を含めるとさらに多くなりますが、そのうちのほとんどが

安全基準に関する規定です。第３編に「衛生基準」として関連条文が置かれています。そして藤森資料７

頁に記載したとおり、「安衛則第３編「衛生基準」において、有害環境等による労働者の健康障害を防止

することを主眼とするものと労働者を就業させる建設物その他の作業場における健康、風紀及び生命の

保持のための措置に関するものが定められているが、１１の特別規則が適用される事項については、特

別規定である各特別規則の規定が優先し、一般規定である安衛則第 3 編の規定は適用されない」という

関係にあります。たとえば第３編冒頭にある第５７６条に規定する「ガス、蒸気又は粉じん」は、各特別

規定の適用がないものをいいます。粉じん則などで規定のあるものについては粉じん則が優先するわけ

です。そういう特別規則の規定でカバーされないものについては、安衛則が適用されます。各特別規則の

適用がある物質についてはそれぞれ各特別規則に定める設備を設ける等の措置を講じる必要があります。

保護具についても、安衛則第５９３条以下に規定がありますが、各特別規則において必要とされる保護

具については各特別規則の定めるところによることになり、安衛則の規定は、当該各特別規則の定めの

適用を受けない業務について適用されることになります。このように安衛則と特別規則は、一般法と特

別法の関係にあります。 
安衛則の他の条文として、藤森資料２頁・表１にある作業関連疾患の個別の疾病例として、情報機器作

業による障害（改正前はＶＤＴ作業）、立ち作業（腰痛）、頸肩腕症候群、ほかに場合によっては脳心臓疾

患なども作業関連疾患としてあり得ます。こうした作業関連疾患は一般的には二つのカテゴリーに分け

られ、一つは何らかの形で業務との関連性があるもの、すなわち職業性疾病ほど業務と疾病との因果関

係が明らかではないのですが、何らかの形で業務に関連があるもの、もう一つは元々私病的なものであ

ったものが業務によって増悪するものが作業関連疾患に含まれます。そういったもののほか、加齢に伴

うもの、騒音、日常生活の振動、そういったものについては特別規則に規定がありません。そういう範疇

のものについては安衛則第３編の中で規定しているということです。また、通達や対策要綱あるいは指

針という形でこういう疾病や防止措置について規定しています。したがって、これらについては最後に

有

機

則

鉛

則

４

ア

ル

則

特

化

則

高

圧

則

電

離

則

酸

欠

則

事

務

所

則

粉

じ

ん

則

石

綿

則

除

染

則

設 備 〇 〇 〇 〇 〇 〇

管 理

（作業主任者）

（特別教育）

（定期自主検査）

〇

〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

測 定 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

健 康 診 断 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

保 護 具 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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検討するところですが、どこまで規則レベルに規定できるかという点についても、課題の一つではない

かと思います。 
７頁には大きな赤字で「未完」と記載していますが、安衛則は特別規則に規定がないものを適用対象と

するところ、ダイオキシンなどは第３編の第５９２条の２以下に、平成１３年に新たに追加改正となり

ました。もともとダイオキシンは使用目的で生成されたものではなく、招かれざる客という類の物質で

す。ダイオキシン関係の規則は６つの条文から成り立っていますが、一つの特別規則を作るには至らず、

安衛則第３編の第１章の２として盛り込まれています。安衛則にはそのような性質もあるのかもしれま

せん。以上のような安衛則と各特別規則との関係は、今一度整理・検証してみたいと思います。 
総論部分については以上のとおりですが、これに基づいて藤森資料８頁以降に各特別規則の制定の背

景、経緯およびその後の改正点、基本構造、共通性、定義、適用除外の問題等のあらましを記述しました。 
たとえば有機溶剤については、９頁の「２ 構成」において全体像を俯瞰すべく有機則各章の概要を記

載しました。「第４章 管理(第 19 条～第 27 条)」ですが、作業主任者、点検、保守など作業管理に関連

する規定で構成されています。「第８章 有機溶剤の貯蔵及びから容器の処理(第 35 条、第 36 条)」およ

び「第９章 有機溶剤作業主任者技能講習(第 37 条)」は別立ての章になっていますが、管理という捉え

方で受け手がわかるのかという疑問があります。あるいは、第８章も一緒にして「管理」とすべきである

のか、この辺りも最後の方で検討するつもりです。有機溶剤に関しては、最近では９頁「⑤ 平成 26 年

8 月 25 日(厚生労働省令第 101 号)による改正」によって、１０種類の物質が特別有機溶剤として特定化

学物質障害予防規則(第 2 類・特別管理物質)の規制対象物質となった経緯が挙げられます。 
藤森資料１０頁に移りますが、有機則は「対象業務」を行う場合に適用されます。先ほども申しました

適用対象、適用範囲、その裏返しである適用除外とは何を指しているかですが、有機則は１２の「業務」

をとらえて必要な措置を義務付けています。概要は１０頁、図２に示しました。 

 

規定の仕方が、「タンク等の内部」あるいは「タンク等の内部以外」などとされていて、条文だけ読ん
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でも理解が難しい局面があるため、このような図にしました。条文はなるべく分かりやすいに越したこ

とはありません。 
藤森資料１１頁では、玉泉先生はじめ現場の監督官の方にぜひ実態をお尋ねしたいところですが、適

用除外や特例について記述しています。実際に適用除外になるのか、どのような判断をするのか、私も現

場では苦労したところです。鉛則においても適用除外の問題があり（藤森資料１６頁）、一部の適用除外、

全部の適用除外など各規則全てに共通ところですが、その辺りの整理が難しいところですが、なるべく

分かりやすく解説したいと考えています。 
藤森資料２２頁では特化則すなわち特定化学物質障害予防規則を取り上げています。昭和４７年につ

くられた規則で、規制対象となる物質が多く現在７５種に及びます。その経緯を２２～２３頁に記載し

ましたが、最近では「③ 平成 17 年 2 月 24 日(厚生労働省令第 21 号)による改正」により、石綿（アス

ベスト）が特定化学物質等障害予防規則から分離独立して「石綿障害予防規則」(平成 17 年厚生労働省令

第 21 号)とされたことに伴い、関係規定を改めたこと、あるいは「⑥ 平成 26 年 8 月 25 日(厚生労働省

令第 101 号)による改正」により、有機則における１２種類の物質を職業がんの原因となる可能性がある

ことを踏まえて、新たに「特別有機溶剤」として第２類物質として追加し、所要の改正を行ったことなど

が挙げられます。作業主任者については、有機溶剤作業主任者技能講習を受講した人がこれを務めると

いうことになっています。直近では、「⑨ 令和 2 年 4 月 22 日(厚生労働省令第 89 号による改正」によ

り、塩基性酸化マンガンに神経機能障害発症の危険性が確認されたことから、これを第 2 類特定化学物

質(管理第２類物質)として追加し、また神経機能障害及び肺がんの発症の危険性が確認された溶接ヒュー

ムを第 2 類物質に加え、溶接ヒュームを発生させる金属アーク溶接等作業に係る措置を定めました。な

お、アーク溶接のように作業を横断的に捉えると、その関連災害、爆発火災、火傷、場合によっては墜落

など安衛則に規定があり、衛生については粉じん、可視光線、有害光線等の問題が挙げられますので、な

かなか難しいところかもしれませんが、先ほどの作業関連疾患も含め作業によって一つの共通の規則が

できないものかと考えています。 
藤森資料２６～２７頁には特別有機溶剤に関する規制を図示しました。特化則の規制対象物質は７５

種類あり、それに対する規制や措置内容も多岐にわたっています。この他に引き続き藤森資料にて、高圧

則、電離則などに触れています。３７頁では酸欠則を扱っていまして、これも安衛法以前からの経緯を追

ってみると、先人の努力を肌で感じます。３７頁、７－１の１０行目あたりでしょうか。今でもなかなか

労使の間に酸欠に関する認識が高まっていないようですが、当時もそうでした。たまたま今週、東京安全

衛生教育センターで、インストラクターになる方のための酸欠に関する講習が３日間行われましたが、

一般的には未だ酸欠については他の問題に比べて、目に見えず分かりにくいせいもあり、認識は高くな

いという感じを受けました。酸欠による職業性疾病は急性という性質が顕著ですから、特に作業管理が

必要になります。なので、作業管理を基礎とする仕組みになっています。酸欠則の沿革を調べてみると、

バナナ熟成加工作業中の死亡災害などが相次いで発生していたところ、当初は単なるガス中毒であると

誤認されるか、あるいは正体不明の疾病であると認識されていました。これに対して当時の労働局が取

り組んだ経緯もあり、それを引用しています。この点唐沢先生から補足していただけると幸いです。酸欠

則の切り口は先ほども申しました通り、急性という特質ゆえに作業管理になるわけですが、藤森資料３

８頁の「２ 構成」をみると、「第 2 章 一般的防止措置(第 3 条～第 17 条)」という章があり、主として

ここに作業管理の観点から一般的な防止措置が定められています。そして「第 3 章 特殊な作業におけ
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る防止措置(第 18 条～第 25 条の 2)」として、ボーリング作業や冷蔵室内作業など具体的な作業について

それぞれ講ずべき措置が規定されています。酸欠則はこのように、他の規則と異なり、作業を一つの切り

口として具体的なものを挙げ、それらに対する具体的な防止措置を定めるもので、こういう規制の仕方

もできるのかと思います。この点はまた最後の方で関連することろです。藤森資料４１頁の「(2) 特殊

な作業における防止措置」にその内容を書いています。一般的防止措置に加えて、圧気工法による 
作業、特定の地層に通じる井戸等が設けられている地下室等における作業、し尿等を入れてある設備等

の改造等の作業等特殊な作業又は冷蔵室等特殊な施設において発生する酸素欠乏症等（硫化水素なども

含むので“等”という書き方をしています）を防止するため必要な措置を、４１頁①～⑪に記載したとお

りに定めています。受けてからしてみれば、措置の内容がより分かりやすく判別しやすいのではないか

と思います。他の規則にもこのように具体的に定めることは難しいかもしれませんが、検討する価値は

あるかと思います。 
事務所則（藤森資料４３頁以下）については、これを他の規則と同様に扱うべきかどうか畠中先生から

ご示唆いただいたところですが、藤森資料に掲載させていただきました。事務所則の適用対象は一般的

な事務所やオフィスになりますが、安衛法に基づいて昭和４７年に制定されました。事務所則における

定義は「事務作業（カードせん孔機、タイプライターその他の事務用機器を使用して行なう作業を含む。）」

といったように、古い表現が用いられていますが、こうした概念の整理も今後の課題の一つかと思われ

ます。次いで、粉じん則（藤森資料４５頁以下）、石綿則（同５１頁以下）にも全体的に言及しています

が、検証が不十分ないし未完の部分もありますので、ご猶予をお許しいただいたうえで、先生方のご指導

を賜れればと思います。 
最後の「５ 各特別規則統合の可能性」（藤森資料５８頁）も「未完」になっていますが、各特別規則

統合性の可能性について、概ね３点ほど指摘できるかと思います。一つは、分かりやすさです。いろいろ

な規則が多岐にわたっているので、それぞれについて相応の意味や経緯がありますが、適用漏れがない

ようにすべきです。三柴先生もご指摘の通り、ルールがあまりにも細かくなると分かりにくくなり、現場

でも忌避感が強まるおそれがあります。やはり受け手にとってのアプローチのしやすさを高めるべく、

可能な限り体系や共通性を考える必要があると思います。二つには、あるルールが規則レベルのものな

のか、あるいは通達や要綱レベルのものなのか、という問題が先ほど指摘されたところですが、衛生関係

は作業関連疾患という疾病を個別にみていかなければならない側面があります。特に案外落とし穴とな

るのは、常々現場でも感じていたことですが、騒音などはあらゆる場面で存在し、また、年齢が 35 歳位

から特に高音域の 4000 ヘルツあたりの聴力損失がみられるという一般的にも悪くなっていくし、業務に

よっては余計に悪くなっていきます。しかし個別にみると、騒音の規定は一般法ともいえる安衛則第３

編に置かれています。それ以外は、指針や対策要綱で詳細化されています。腰痛に関してもも同じで、こ

ういったルールを法規則化することの是非も検討してはどうでしょうか。３番目には、全体的に必要に

応じて表現等を見直し整備することも重要です。 
雑駁な途中経過の報告ではありますが、以上でございます。 

 
三柴 ありがとうございました。それでは、先生方からご意見・ご質問ありましたらお願いいたします。 

私の方から口火を切らせていただきますと、藤森先生のご報告の最後で、それぞれの経緯があって制

定された専門性の高い規則も、現場の運用面では分かりやすさが重要である旨お話いただきました。た
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とえばイギリスであれば化学物質対応は法律レベルで定められていますが、日本の場合は歴史的な経緯

もあって個別の規則に分散している状況です。あえて統合の可能性を探るとすると、新しいものを作っ

てしまうべきなのか、それとも現行の規則のどこかにはめ込んでいくべきなのか、その点について何か

お考えありますでしょうか。 
 
藤森 ひとつの方法としては、特別有機溶剤として１０種の有機溶剤を特化則に移転した例があります。

特化則はボリュームがありますが、同規則に括ってしまう方法もあるのではないでしょうか。 
 
三柴 ありがとうございます。唐沢先生にお尋ねしたいのですが、特化則をつくったとき、少なくとも安

衛法制定の際に整備充実化がなされたわけですが、その時点でなぜ有機則と分けてしまったのかという

ことです。もともと特化則をつくった時点で、わずかな物質を対象とした特別衛生規則はありましたが、

それ以外の物質でもいろいろ問題が発生しているから特化則がつくられました。しかし、何でも適用対

象としたわけではなく、特定のできる物質で障害が発生していたことを踏まえていました。そうなると、

特化則をつくった時点でみんな特化則にまとめてしまうことも可能だったのではないかと思います。そ

の時にもともと存在した規則をなぜ残したのか今一つ分からないのですが、唐沢先生および畠中先生に

ご教示いただければと思います。 
 
唐沢 特化則の初の制定は昭和４６年であり、私の一世代前の専門官が中心となってつくった規則です。

ご承知のようにその当時は公害問題が叫ばれていまして、その影響でつくられたといっても過言ではあ

りません。なぜ有機則との関連をきちんと整理しなかったのかについては、私は直接の当事者ではない

ので想像にすぎませんが、有機則は業務列挙方式です。つまり、有害物質が飛散する場合に規制をかける

という発想ではなく、一定の有機溶剤業務に規制をかけるというやり方です。これは鉛中毒予防規則も

同様です。したがって、特化則に関しては昭和４６年の制定当時から、特定化学物質が発散する事業場を

対象として、事業者に一定の健康障害予防措置を義務付けるという考え方が基本にあったのかと思いま

す。しかも、特化則が規制対象とする物質はがん原性物質のように、比較的健康被害の重篤性が認められ

た物質に限って規制対象にしてきたという経緯があります。その後、昭和４８年～５０年当時の職業が

ん問題、塩化ビニル障害の問題がきっかけですが、それ以外にも以前からずっと使用されてきた六価ク

ロムを原因とする職業がんの問題が顕在化して社会問題化したということで、昭和５１年から５２年に

かけて法律レベルで化学物質の有害性調査制度が作られたというわけです。藤森先生もご指摘のように、

化学物質関係の特別労働衛生規則を、分かりやすさという点で立法化することは対応策としてはあり得

ると思いますが、その際に私は労働政策審議会の議論を想像してしまいます。従来の特別規則について、

事業者や関係労働者のみなさんが一生懸命勉強されて、ほとんどの事業場では遵守されていると思われ

るので、いったんそれを反故にして統一的な規則を作ることは、理念としては合理的だと思いますが、規

制を受ける現場の当事者にきちんと理解していただけるかどうか、その点について懸念材料が少々ある

のではないかと思います。いずれにせよ過去の安全衛生行政の歴史をみると、昭和５２年当時の化学物

質の有害性調査は未然防止対策になったと思いますが、それ以前はやはり健康障害が現に起きてそれに

対応する形で各規則を定めてきたという経緯がありますので、そういう意味では統一的な思想に基づい

て化学物質を規制対象とする統一的な規則は作りにくかった事情があったと思います。現段階で、各規
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則を今一度統一的な観点から再編成するとすれば、先ほども申しましたように、業務列挙方式の有機則

や鉛則を、それぞれの規制対象となる有害物質の飛散に労働者がばく露する状態を想定して統一的な規

則に改変するというのは、やり方としては可能かと思います。ただ、先ほども言いましように、労働政策

審議会の議論でなされるであろう問題提起にどう応えるのかが気になります。 
 
三柴 畠中先生、いかがでしょうか。 
 
畠中 唐沢先生がお答えくださったとおりであると思います。 
 
三柴 今のお話をうかがっていると、今の法制度で慣れている人が多いということが要因で規則の統一

が難しいのではないかという感じを受けましたが、社会的なインパクトという意味ではいかがでしょう

か。要は、作業環境測定法自体もそうだと思うのですが、規則でも法律でも単独立法をつくったというこ

とで、立法サイドとして重視している問題を提示し、しかるべき対策を促すという宣伝効果も狙ってい

たと思います。こういうものを一本の規則にまとめてしまうと、それぞれの規制が個別にはたいして重

要でないかのような印象を与えてしまうのではないか、一緒くたにしてしまうとインパクトが弱まるの

ではないか、そういう意見はなかったものでしょうか。 
 
唐沢 私は直接の当事者ではないので想像の範囲で申し上げますが、単独の規則をつくれば世間的なア

ピール効果があるから単独にしようという発想は、当時の担当者にはおそらくなかったでしょう。 
 
三柴 ありがとうございます。他にご意見・ご質問いかがでしょうか。 
 
藤森 私の方からよろしいでしょうか。先ほどの報告の途中で、ダイオキシンが安衛則に規定された経

緯についてお話しました。そこで私はダイオキシンが「招かれざる客」という性質のものであるとしまし

たが、結局独立した特別規則とならずに安衛則の一部となったわけですが、実はその辺りの事情を調べ

てもよく分からなかったものですから、ご教示いただければと思います。 
 
唐沢 あれはたしか何代か後の課長のときに規則化されたものです。藤森先生もご指摘のようにダイオ

キシンは「招かれざる客」であり、目的的に製造するものではないですね。だから、労働衛生関係の独立

した特別規則で規制するのになじまなかったために、安衛則の一部として規制したのではないかと考え

ています。 
 
藤森 ありがとうございました。もう一つよろしいでしょうか。有機溶剤などの適用および適用除外の

問題についてですが、玉泉先生ほか現場の監督官の方のご苦労がわからず、相手に説明する際に躊躇せ

ざるを得ない場面だとか、あるいはラフな言い方になりますが、事業者にとって大きな関心事ですが適

用するという前提から入っていく方がいいのではないか、などなどその辺りのことを現場サイドの実情

を教えていただければと思います。 
 

－1644－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（後半） 
 

279 
 

三柴 森山さん、いかがでしょうか。 
 
森山 有機則は第２条、第３条のように消費量で適用除外か否かが決まりますが、実際には境界事例と

いうのがあまり存在しません。あるとすれば研究所などで使用している例がありがちなパターンです。

研究所では消費量を記録しているので、適用除外か否か判断に困ることは実際にはありません。むしろ

パーセンテージの面で有機則の適用があるか否かという問題の方が、ＳＤＳをみないと分からないもの

ですから、判断に困る場合が多いと思います。適用除外に関して一番困るのは第１３条で、どれくらいの

大きさであればいいのかについて事例の蓄積が労基署の内部でなされていないので、これは許可できる

のか否かについて問いかけをあまりしていません。 
 
三柴 篠原さん、適用除外と特例の適用の問題についていかがですか。 
 
篠原 ごく最近あったのはコバルト特化則、特定化学物質の第２類物質です。これが使用されていて湿

式でやっていたのですが、作業環境測定をやってみたら管理区分１でした。しかし、監督署から特化則違

反の勧告を受けまして、特化則第６条に濃度の薄い場合の特例規定がありますが、たまたまＯＢの技官

の方に尋ねたところ、４０年間労働行政に携わっていて１度も経験したことがないとのことでした。有

機則はけっこうあるようですが。基本的には第６条の適用除外についてもこれから考えていこうという

意見もあります。 
 
三柴 行政官側にも詳しい人がいないと、実質的には適用除外や特例の適用が難しくなってくるという

ことでしょうか。 
 
篠原 そう感じるところです。 
 
藤森 ありがとうございました。今仰ったように、実態としてあまりないというか、現場で躊躇する場面

があるのではないかと思ったものですから質問させていただいた次第です。 
 
三柴 他によろしいでしょうか。 
 
玉泉 藤森資料５８頁の「５ 各特別規則統合の可能性」について、藤森先生にはぜひ案を出してほしい

と思っています。私も特化と有機溶剤の作業主任者の講習をやっていますが、特別有機溶剤の話になっ

てくると、聴く方はほとんど理解していません。１％超えて、５％超えて、作業主任者が入り乱れるとな

ると、事業者の方が大変困っています。有機溶剤と特別有機溶剤を使用していると、特化と有機溶剤の作

業主任者それぞれについて３日間ずつ同じような話を聴かないといけません。現場では単独の溶剤はあ

りませんので、ほとんどが混合物質ですから、一つの混合物質を使用するのに両方の資格が必要になり

ます。現場ではこのように経済的にも困難を来しています。教える方も図式など用いて教えますが、講習

の受講者もさっぱり理解していないのではないかと思います。そういう意味でも、ぜひ特化則、有機則の

統合の可能性に関する提言をしていただけるのを楽しみにしています。 
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藤森 先生方には大変有意義なお話をいただきありがとうございます。今後も検証を深めていきたいと

思います。 
 
三柴 今厚労省で化学物質対策の政策を見直そうということで検討会を開催していますが、基本的な背

景は中小企業で「特別規則外」の被害が相応数出ているということです。なので、ある程度統一的で現場

において実効性のある施策を再編する必要があるのではないかということです。現行の法制度でも、リ

スクアセスメントは努力義務ではあるけれども一応明文規定がありますし、その他ラベル表示だとかＳ

ＤＳであるとか、努力義務の範囲であればＧＨＳ分類があるところについては一応立法の手当がされて

います。しかし、努力義務というのは現場では、特に中小企業では規定が存在しないのと同じなので、強

制力が弱いです。他方、リスク判明しているところについて講ずべき措置というのは、行政も強調してい

るように、衛生基準の定めがあり保護具の装着などやるべきことは一応定められています。そうすると、

衛生基準として明文化されていることはある程度明確で、さほど種類も多くありません。つまり、どんな

物質が相手であったとしても、やらなければいけないことはある程度決まって来るのではないかという

ことも言えると思います。専門家的には物質や作業に応じてやるべき措置というのは非常に細分化でき

るのでしょうが、法制度的な運用を考えるとやるべきことをまず強調しなければいけないレベルの話も

あるのかもしれません。 
 
唐沢 現行の労働衛生関係の特別規則で規制されている物質については、リスクアセスメントを実施す

るまでもなく一定の措置をしなければ労働者の健康障害生じることが明白なわけです。そういう意味で

は、特化則や有機則などの既存の化学物質関係の特別規則は存在価値があるということは言えるでしょ

う。三柴先生が仰った検討会が３月１日にも開催されるようですが、その資料が昨日あたりにインター

ネット上で公表されました。ざっと拝読した限り、規制の軸足を技術的管理に移行するということで、将

来有機則、特化則、鉛則は廃止するといった内容が書かれていたようです。そうすると一つ気になったの

は、事業者にリスクアセスメントを実施させる際に一定の能力のある人材にこれを行わせることが想定

されているようですが、事業者が技術的管理をまったくやっていなかった場合の責任はどうなるのかと

いう疑問を少々感じました。 
 
三柴 検討会でも再三主張しているのですが、石崎さんが調査してくれたところにも書いてありますが、

民事の裁判例ではかなり体系的な（システマティックな）化学物質管理を実施していないと過失責任を

問われる旨指摘されてきたところです。ある意味安衛法令や監督行政規制はこれを後追いしている部分

もあります。もちろん、民事裁判においては具体的な事件があったうえで責任の切り分け論になります

から、その分ラジカルなことを言い易いわけですが、努力義務規定であっても現に被災者が発生して事

業者が筋論的にやるべきことをやっていなかったというのであれば、責任を負わされるわけです。そう

いう点も視野に入れながら基本的な思想として、化学物質は「よいお付き合い」をすべき相手でありなが

ら、付き合い方を間違えると噛み殺されるという視点を持つべきだというのが現在の我々の共通認識で

す。だから、単に規制を緩和したりすればいいというのではなく、原則はきちっと示しておいて、その原

則を外れる場合には相応の専門家のクレジットを得なければならない、そういう手順を踏んでいなかっ
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た場合には、しかるべき制裁を科し、これは民事だけではなく公法的なものも含みます。我々はそういう

方向性を模索しているところです。 
 
森 一点よろしいでしょうか。化学物質のリスクアセスメントですが、ラベル表示・ＳＤＳ交付義務対象

は６７４物質ありますが、これは義務規定ですね。 
 
三柴 その通りです。その６７４物質については義務規定です。 
 
森 リスクアセスメントが実施されていない理由の中に、かなりの部分衛生管理者の能力的な問題が含

まれていると思うのですが、非常にいいツールがあるにもかかわらずリスクアセスメントの結果を解釈

するためのリテラシーが低いようです。その点も併せて解決しないと、いかなる法令で規制されていた

としても意味がないと思います。 
 
三柴 全く同じ認識です。だからこそ、今回大きく発想を変えようと考えている点があります。今までは

危ないだろうと思われる物質や作業に関して専門家をつけろという仕組みにしていました。しかし私に

言わせると、それではダメで、専門家を増やすためにはニーズをつくらなければならないので、やや厳し

い目の規制をかけておいて、リスクアセスメントも限りなく義務規定に近い形にしてゆく。６７４物質

だけでなく、ＧＨＳ分類があるものについては全て対象化するといったようにしたうえで、もし免除を

求めるのであれば専門家のクレジットを得なければならないという内容にする。そうすれば自ずとニー

ズが生まれてくるはずです。現状として化学物質対策をしようにも、人材がいないという調査結果がし

ばしば見受けられます。しかし私に言わせれば本末転倒で、経営者が化学物質対策を重視していないか

ら、人材も体勢も整っていないのではないでしょうか。なので、化学物質対策を重視させるためには、規

制の力という説得力を利用した方がいいのではないか、今のところそういう発想で進めています。現在

出ている中間報告でも、まずリスクアセスメントは限りなく義務化した上で、特別規則についても免除

を欲するのであれば専門家を活用するよう、ハッキリと書いてもらっています。 
 
森 まさに「卵が先か、鶏が先か」ですね。要はニーズが先に動かないと、人材の養成には時間がかかり

ますから、そこには全く手当がなされないと思うので、三柴先生のご指摘の通りだと思います。 
 
三柴 他によろしいでしょうか。本日のメインイベントは以上のとおりで、あとは研究経過報告をお願

いしたいと思います。まずは石﨑先生、お願いいたします。 
 
石﨑 昨年度は作業環境測定評価辺りを中心に検討しましたので、今年度は健康診断に関する規定内容

であるとか、その変遷や適用の実態についての調査を中心に進めていこうという方針でおります。分担

報告書（※以下「石﨑資料」とする）冒頭の「研究要旨」にも書きましたが、作業環境測定はその結果を

労働環境の改善につなげていくことが重要かと思いますが、健康管理の中心となる健康診断においても、

畠中先生も書かれていたとおり、その後の就業上の措置といったことにつなげていくことが重要になり

ます。また、健康診断の結果、それを労働環境の改善につなげるということで、健康管理が作業環境管理
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に相互に影響していくことが重要であると理解しています。また、今回調査の過程で感じたこととして

は、作業環境測定、健康診断のいずれにおいても専門家の参与、そして労働者に結果をフィードバックす

ることが重要であるということです。沿革としては、作業環境測定も技術の展開や医学的知見の進展に

よって発達しているし、本日の会合でも再三話題になっていますが、法令ではなく通達やガイドライン

でカバーされている範囲も非常に広いです。全体的にはそのような内容です。 
具体的な内容については、特に興味深かった点についてお話しつつ、先生方にご相談させていただき

たい点をかいつまんでお話させていただければと思います。 
健康診断の規定内容については先生方もご承知の通りかと思いますが、沿革を概観したときに興味深

いと思ったのは、戦時下において労働力の確保が必要であるにもかかわらず、労働者の健康状態が低下

し、結核が蔓延していたという状況が背景にあったということです。法令上の規定が設けられたのは、工

場危害予防及衛生規則の改正に伴ってのことでしたが、それ以前にも通達的なもので健康診断の実施等

が勧奨されていました。その後、工場法施行規則の中で健康診断の規定が設けられるようになり、そこで

は健康診断の結果の記録の保存や事後措置についても規定がなされていたという点も注目されるべきか

と思います。ここでお尋ねしたかった点としては、工場法施行規則においては、事後措置に当たっては

「医師の意見を聴取したうえで」という規定がありましたが、労基法時代になると事後措置については

労基法の中にも規定が設けられました。しかし、医師の意見聴取に関する規定が欠落しています。これ

は、従前の「工場医」から「医師である衛生管理者」が健康診断を担うことになったことも影響している

のかとも思うのですが、なぜこれが欠落してしまったのかについてご教示いただければと思います。こ

のようにして労基法で規定がなされ、その後安衛法のもとでの安衛則で具体的に規定されていくといっ

た経緯をたどります。これとは別に、特別則において特殊健康診断の規定が順次設けられ、その後安衛法

の中に根拠規定ができるという流れをたどります。 
このほか、定期健康診断については疾病構造の変化によって疾病項目の変更が生じています。当初は

結核の予防が中心的だったのに対し、高齢化社会の進展によって脳心臓疾患の防止が重要になってくる

と、これに応じた項目が追加されていくというところです。背景となった災害についても、そういった疾

病構造の変化等を示すのがよろしいかということで、いくつかの図表を追加しています。石﨑資料１２

０頁掲載の厚生労働白書に示されているように、結核死亡者数が減少し、脳血管疾患が死因の第一位を

占めるようになっていきました。 
また、法学系の先生方にご意見を伺いたいのですが、各規定の私法上の効果に関する問題です。まず、

健康診断の規定に関して実施義務に違反した場合に、そのことが安全配慮義務違反ないし注意義務違反

の内容として参酌されることは、判例においても確認されるところです。これに加えて、この条文に基づ

いて履行請求権が生じるか否かについてですが、健康診断についてはある意味労働者の個人的利益に還

元しうるものなので、これを肯定する考え方も成り立ち得ると思う反面、最初に述べた労働衛生３管理

の一つとして実施されて初めて意味を持つものであることを考えると、個別の紛争の中の権利義務関係

の枠組みで処理することが適切といえるのか、そういう観点から私見としては履行請求権は認められな

いのではないかという感じを持っています。この点ぜひ他の先生方のご意見を伺えれば幸いです。他方、

安衛法第６６条の６に健康診断の結果の通知に関する規定が設けられ、これは労働者が自ら自主的に健

康管理に取り組むことが重要であるということです。この規定における通知については、履行請求権を

認めてもいいのではないかという気もしているところです。この辺りについてもご意見を伺えればと思
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います。 
本プロジェクトの実態調査に基づく適用の実際も適宜追加させていただいています。健康診断関連で

は、やはり定期健康診断を実施していなかったケースが２件ほどあり、各自に任せている、あるいは常時

使用する労働者にあたるか否か確認が必要であるといったことなどが書かれています。 
適用の実際の中で、定期健康診断、特殊健康診断の実施状況に関する統計も挙げていますが、不思議に

感じたのは特殊健康診断の実施率が事業所調査では有機溶剤や特定化学物質については他と比べると低

い数値が出ています。これに対し、労働者調査（個人調査）ではそうでもない数値が出ていまして、他方

石綿の方は数値が低くなっているところです。こうした数値の違いの原因が何であるのか、お考えをお

聞かせいただけると大変ありがたく思います。 
本日の報告は以上のとおりです。ご清聴ありがとうございました。 

 
三柴 ありがとうございます。割と技術的な議論が続いてきましたので、法学的な議論にも踏み込んで

みたいと思います。ちょうど健診関係規定の私法的効果についてお尋ねがありました。ちょうどこの問

題については、鎌田先生が非常に重厚な論稿を発表されていますので、後ほどご意見を伺えればと思い

ます。安衛法規の履行請求の可能性については、高島屋工作所事件で義務の内容を特定できるか、つまり

具体的に何をすればいいのかがハッキリ分かるか否かが問題であることが指摘されています。また、規

定の名宛人が誰で規定の定め方はどうか、といったところからうかがえる制定の趣旨がどうなっている

かも重要な要素となってきます。労働者を後見的に保護する趣旨の規定なのか、労働者に一定の主体的

な関与を求める規定なのか、などといった点が勘案されて決まってくると思います。日本ではまだ基本

的にはこれを肯定した事案は見受けられません。そういう中、この状況を突破するべく執筆されたのが

鎌田先生の論稿です。鎌田先生、ご意見うかがえますでしょうか。 
 
鎌田 貴重な問題提起をありがとうございました。私自身最近は履行請求に関してはあまり議論してい

ませんが、あらためて検討させていただきますと、安衛法第６６条の６所定の健康診断の結果通知につ

いては、石崎さんも履行請求を認めてもいいのではないかというご意見でした。これについては私もあ

まり考えていませんで、今あらためて条文を読んでみると、かなり内容が特定されているので、履行請求

は不可能ではないと思います。ただ、履行請求をする場合には先ほど三柴先生もご指摘されたように、そ

もそも第６６条の６の規定は誰を保護する目的で何のためにこのような通知義務を定めたのかを考えな

ければなりません。なぜこんなことを言うのかというと、労働者にとっては通知義務で満足する話では

なく、通知された後に何を請求するかが本質的な要求になるわけです。それとの関係で通知義務という

ものがどういう位置づけになるのかを考える必要があるのではないかと思います。労働者にとっては通

知されればそれで終わりということではなく、その後に職場の変更や就業制限など様々な要求をすると

思いますが、その履行請求を結び付ける形で検討していくのだろうと思います。ですから、第６６条の６

が労働者の保護を目的としているものと一般的には言われていますが、一連のプロセスの中でどういう

位置づけでこの規定が定められているのか、それが履行請求を考える場合のポイントではないでしょう

か。“義務内容の特定”という点では特定されているので、その点は問題ないと思います。 
それと、そもそも安全配慮義務の履行請求を考える場合に、安衛法の規定で定められた義務の法的性

質をどう捉えるかという大問題があります。つまり、第６６条の６がそのまま私法的効力を持つことを
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前提として履行請求を認めているわけですが、そもそもそうではないという意見もあるわけです。私と

しては、安衛法の規定全てが私法的効力を持つと考えるのは無理があると思うので、安衛法が定める目

的、プロセスなどといったものを考慮したうえで、安衛法上の義務であっても同時に私法的効力を持つ

場合があるのではないかと考えています。ですから、第６６条の６がそういう趣旨であるとすれば、私法

的効力を持っていると言えるものと思います。 
三柴先生の論文を読むと、ドイツ民法第６１８条（使用者の安全配慮義務の規定）のようなものを想定

されているのかもしれませんが、安衛法で定める義務はそのまま私法的効力を持つと考えることができ

るのではないかと立論されています。いわゆる付随義務としての安全配慮義務とは性質の異なるものと

して、私法的効力を持った安衛法上の義務としての安全配慮義務を少し区分けして考えているようです

が、これについては私もそういう考え方はあり得ると思っています。 
 
三柴 今議論している内容について法学系以外の先生に説明しますと、安全配慮義務が何なのかについ

てはご存知かと思いますが、これはたいていの場合労災事故が発生した後に使用者に賠償責任を問うこ

とができるか否かという局面で用いられるものです。しかし鎌田先生はより積極的に、安全配慮義務を

予防のために使うことができないか、つまり未だ被害が生じていないにもかかわらず、使用者に対して

「安全配慮義務を果たせ」という内容の判決を求めることができるかという議論をしているところです。

判例においては、例外的ではあるものの不可能ではないという司法的判断が一般論として出されており、

学説においてはもっと積極的に論じてもいいのではないかという議論もあり、その急先鋒が鎌田先生で

非常にバランスのとれた議論をなさっています。 
安衛法上の健診規定に関して言えば、まず「事業者に健診を実施せよ」と求める局面と、「その結果を

踏まえて医師の意見を聴取せよ」とする局面と、「結果を本人にフィードバックしなさい」という局面で

す。この辺りまでは義務になっています。また、医師から意見を聴いて就業上の措置を講じ、個別の健康

配慮をすることも義務とされています。他方、健診の結果を踏まえて本人へのアドバイスや保健指導を

することは努力義務ということになっています。そういう建て付けです。そもそも健診制度というのは

労働者の関与をどう考えているのか、趣旨としては国民の健康を守るだの、産業の利益を守るだの、どう

いう趣旨で制度設計されているのか、その点についてご意見うかがえますでしょうか。 
 
森 義務の範囲においては高齢者の問題があったように、労働者側の適性を評価しないと健康を保てな

いような要素があるという範囲においては、義務になっているというのが基本だと思います。それにプ

ラスして、個人がその結果を利用しようとするような局面においては、努力義務になっていると解釈し

ています。特殊健診も一般健診も通知義務については安衛法第６６条の６に定められているので、労働

者の知る権利が保護されるべきだという議論があり、しかも自分自身の血液を提供し自分自身のプライ

バシー情報を提供している場合に、その情報が間違って対応される場合もあります。にもかかわらず、本

人に知らされていないということは、プライバシーというものは守ると同時に自分でコントロールする

という要素もあるので、それゆえに一般健診の通知義務が定められたものとを理解していました。 
 
石崎 一般健診も含め自分で健康管理をするという趣旨が通知義務の背景にあるとすると、自分で健康

情報をコントロールして自身が健康を管理するという発想は特殊健診でも一般健診でも同じ・・・ 
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森 コントロールというのは自分で知って自分で動くということだけではなく、事業者が自分に関する

どのような情報を保有しているかという問題が先にあったのではないかということです。 
 
鎌田 大変興味深い問題で、森先生が仰ったように、個人情報保護の観点から第６６条の６が制定され

たということになると、通知の履行請求は難しいかもしれません。履行請求というのは労働者が自らの

利益を守るために認めるというのが本来的な趣旨ですから、事業者が持っている個人情報の管理云々で

あるならば、そういうシステムを構築せよということは言えると思いますが、それを履行請求するのは

難しいと思います。 
 
森 第６６条の６は一般健診も特殊健診も両方含めていますので、特殊健診においては自分がどのよう

に曝露していてどのような職業病に罹患しているのかという要素も含まれていると思います。両方が含

まれている点が議論になると思います。 
 
三柴 特殊健診はもともと作業環境をよくさせるために作られた制度で、一般健診は大ざっぱに言えば

事業者が病気の人を下手に使用させないようにするためです。同時に、本人にも自己管理をきちんとさ

せるようにする趣旨でもあります。 
 
森 日本の特殊健診の場合、最終的には判定の結果仕事をさせないようにすることですから、環境の問

題へのフィードバックだけではありません。 
 
三柴 その趣旨が労働者の何らかの法的権利まで裏付ける趣旨ととることができるか、民事裁判ではそ

ういう問題になると思います。 
 
北岡 定期健康診断における私法上の契約主体は誰と誰か、またそれはどのような契約内容なのかです。

まず考えられるのは事業者と定期健康診断等を実施する医療機関、彼らが健康診断について第三者のた

めにする契約という読み方をするべきでしょうか。健康診断の対象主体は事業者ではなく労働者ですか

ら、第三者のためにする契約にかなり近いものと言えます。私法上の契約において、診断結果が出た場

合、その結果について実施主体は誰に対して報告しなければならないのか。普通に考えると健康診断の

実施主体たる医療機関から事業者ということになりますが、第三者のために実施しているわけですから、

労働者についてどう観念すればいいのかが難しいところです。 
 
石崎 ご指摘のように健康診断を実施するのは外部の医療機関であることが多いので、健康診断の規定

そもののについては履行請求は難しいと感じていました。ただ、通知義務の名宛人は実施機関ではなく、

実施機関が実施した健診の結果が使用者に伝えられ使用者の手元にとどまっている状況を考えた場合

に・・・そうですね・・・健康診断実施義務がなければ通知義務も抽出できない、ということになるので

しょうか。 
 

－1651－



厚労科研安全衛生法学プロジェクト 第 回会議（後半） 
 

286 
 

北岡 通知に関して言えば、場合によっては労働者が受診機関に直接請求できないのかという話になり

ます。私法上の契約から健診結果について通知を受ける権利が第三者としてあるとして、履行請求とい

うより私法上の請求権として生じうるか否かですね。 
 
三柴 原理的には安衛法に基づく民事法上の解釈を構築する際には、健診機関は単なる手足、つまり事

業者の履行補助者ないし履行代行者という位置づけになるはずです。筋論とすれば労使関係の枠組み、

すなわち労働者が使用者に対して請求するという枠組みの中で考えるほかありません。ただし、健診機

関などが絡んできたときに、そこに直接請求できるような解釈論は可能だと思います。 
 
鎌田 大変興味深い議論ですね。北岡さんご指摘の通り、そもそも健康診断の契約関係の構造如何につ

いて安衛法上は議論になりますが、安衛法上の規定が丸ごと安全配慮義務の内容になっているわけでは

ないので、安全配慮義務の内容として通知義務が含まれているのであれば履行請求は可能ではないかと

いう感じで整理すればいいのではないでしょうか。第三者のためにする契約云々は、事業者と健診実施

機関との間の契約に第三者（労働者）のための保護義務が関わってくるかという話だと思いますが、そう

いう考え方もあり得ないわけではないでしょう。安全配慮義務は、労使間の労働契約上の付随義務だか

ら、その点はあまりこだわらなくてもいいのではないかと思います。ただし、事業主が通知するような内

容を保有しているのか否かという問題が出てきます。そうなると、単純に履行請求が認められるかとい

う話になってきます。しかるべき情報を使用者が保有していないのに履行を請求されたとしても、それ

に対応することはできません。情報を保有していないとしても、事業者が健診実施機関に通知せよと要

請することはできますが、そのような状況を想定した話ではないかと思います。 
 
三柴 ありがとうございます。石﨑先生のほうで他に確認しておきたい点はありますか。 
 
石崎 報告の中でも触れましたが、工場法施行規則においては、事後措置に当たっては「医師の意見を聴

取したうえで」という規定がありましたが、労基法時代になると医師の意見聴取に関する規定が欠落し

ています。その背景や理由についてご教示いただければと思います。 
 
三柴 この点畠中先生、唐沢先生いかがでしょうか。 
 
畠中 制定当時の安衛法にもこのような規定はなかったですね。 
 
石崎 なかったです。 
 
畠中 これについては・・・私も答えに迷うところですね。 
 
北岡 単なる思い付きで恐縮ですが、旧労基法時代には衛生管理者が産業医の役割を担っていましたが、

その辺りが影響している可能性はありますか。 
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石崎 私もその点は怪しいなと思っていまして、当時は「産業医」ではなく「医師である衛生管理者」と

称されていました。ただそうだとすれば、「医師である衛生管理者の意見を聴取」云々という規定があっ

てもいいはずなのですが・・・。 
 
北岡 あるいは旧労基法時代に、衛生管理者の職務権限規程や責任規程の中にそのようなルールを読み

込めた可能性はあったでしょうか。 
 
石崎 健康診断を実施する義務は規定されていますが、この点は工場法時代とあまり変わっていません。 

森 「医師である衛生管理者」も現在の産業医と同じように、事業場の規模によって選任されていません

から、一般健診がそれ以外のところにも関わっているのに、そこで意見を聴取しなくてもいいというの

は難しいと思うのですが。 
 
石崎 なるほど、産業医がいない事業場もあるのに・・・ 
 
森 現行の労働安全衛生法でも、指針（健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針、平成

８年１０月１日健康診断結果措置指針公示第１号、最終改正・平成２９年４月１４日健康診断結果措置

指針公示第９号）によれば、「産業医の選任義務のない事業場においては、労働者の健康管理等を行うの

に必要な医学に関する知識を有する医師等から意見を聴くことが適当」であるとされています。 
 
三柴 昔の安衛関係の規定をみていて、医師ではないのに衛生管理者に健診などの権限を付与している

ものは見たことがありません。やはり、健診を行うのは医師です。衛生管理者にからめてというのはある

かもしれませんが、我々が今イメージしているものとは違うかもしれません。 
 
畠中 石﨑先生に一点おうかがいしたいのですが、特定業務健診や海外派遣労働者に対する健診、ある

いは給食従業員の検便など、それらの位置付けについてどのように執筆されていますか。 
 
石崎 規定の内容は説明していますが、位置づけに関してまで十分踏み込んだ検討はまだできていませ

ん。ただ、特定業務従事者の健診については、森先生がすでに特殊健康診断との関係性について指摘され

ていたこともあり、特定業務従事者健診の位置付けがどうなっているかについては説明しています。海

外派遣労働者や給食従事者についてはまだ各位置付けは検討しきれていない状況です。 
 
畠中 一つは健診に要した時間に相当する賃金の問題です。この点についてはいかがでしょうか。 
 
石崎 その問題について現行通達の内容は紹介しています。 
 
畠中 それが適用されるかどうかですね。せっかくこれだけのコンメンタールを執筆されるのであれば、

ぜひ書いておくべき問題ではないかと思います。安衛法施行時に出された局長通達では、健診の受診に
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要した時間についての賃金の支払いについては、労働者一般に対して行われる一般健康診断は一般的な

健康確保を図ることを目的として事業者にその実施義務を課したものであり、業務遂行との関連におい

て行われるものではないので、当然には事業者がこれを負担すべきものではないという内容になってい

ます。要するに、その健診が労働者一般に対して行われる一般健康診断に該当するか否かが重要ではな

いでしょうか。 
 
石崎 そうすると、海外派遣者や給食従事者は・・・ 
 
畠中 それらの方々もそうですし、また、年２回実施される特定業務従事者健診の２回目の健診をどう

するかですね。 
 
石崎 そう言われてみると、確かにその通りですね。労働時間として扱うのが望ましいように思います。

また、森先生が報告書の中で触れられていたように思いますが、そもそも定健康診断自体についても所

定労働時間内に実施すべきではないかという議論をされていて、この点私自身がどう考えるかはまだ固

まっていないために踏み込んだ検討はしていないのですが、仮にそうしたとすると一律に労働時間とい

う扱いになるでしょう。通達の整理を前提とするとしても、畠中先生が仰ったように特定業務従事者に

ついて別途の扱いをすることはあり得るかと思います。 
 
畠中 そうですね。これが局長通達でいう一般健診に入るかどうかという話になるのではないかと思い

ます。 
 
石崎 私も少々性格が違うような気がしまして、これが一般健康診断に含まれることに驚きながら執筆

していました。 
 
畠中 安全衛生法上、一般健康診断の定義は、少なくとも法令上の定義としてはありません。その辺りを

どう理解するかですね。今挙げた３つ、すなわち特定業務健診、海外派遣労働者に対する健診、給食従業

員の検便は、業務関連の健康診断であって、労働者一般に対して広く行われる一般健康診断とは異なる

ものではないかと思います。 
 
石崎 私の理解では、「標的臓器」を念頭に置いた診断かどうかで区分けされているのだろうと思います

が、ただ一般健康診断でも脳心臓疾患の予防などをメインにしているとなると、業務との関連性はグラ

デーションになってくる部分もあるのかもしれません。 
 
畠中 そもそも、昭和１７年以来の一般健康診断、というよりもすべての労働者を対象とした健康診断

は、流れからいえばまず最初は主として結核予防を目的としたものでした。そして、健診項目は昭和２２

年の労働基準法に基づく健康診断に丸ごと引き継がれていますから、その性質は昭和４７年まで継続し

ているわけです。昭和４７年に初めて健診項目として、たとえば業務歴の調査などが追加されています。

ここで初めて労働者健診的な性格がはっきりしてきました。その後健診項目は次々に追加され、今仰っ
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たような成人病対策のようなものも入ってきています。以上のような流れになっていると思います。特

定業務健診はこれとは別で、昭和１７年にすでに規定されていたわけですが、当時は今でいう特殊健診

という位置づけだったと言えるのではないでしょうか。 
 
森 ホルムアルデヒドやエチレンオキシドについては特定業務従事者健診を実施させるようにして、特

殊健診が作れなかったときに苦し紛れに特定業務従事者健診に含めてしまったから、畠中先生が仰るよ

うに、特殊健診と同じだと考えて事業者が労働時間内に実施するものとした方がスッキリしますよね。 
 
石崎 そうですね。 
 
畠中 私もそう思います。この辺り、コンメンタールでどう執筆されるかですね。 
 
三柴 森先生も仰るように、特定健診と特殊健診は統合してしまった方がいいと思います。もしその旨

執筆していただけるようであればお願いいたします。また、医療あるいは産業保健の論理として、イギリ

スには勤労者医療という考え方があって、要するに実地医科の先生が産業に触手を伸ばすという考え方

です。普段の健康管理はかかりつけの医師が行なっていて、そのために職場まで踏み込む必要があると

いう発想で産業保健が成り立っているわけです。それに対し、職域のことは安全衛生の体系の中で労働

法の問題として扱い、その延長で必要とあれば地域の方まで踏み込んで取り組まなければならない。い

ずれの発想を起点とするかは、国によって違いがあります。現在問題になっている感染症予防について

どちらからアプローチするかはその国の歴史と文化によって違いが出るので、その辺りも念頭に置いて

いただければと思います。「勤労者医療」というキーワードでお分かりになると思います。 
では次に阿部（理香）先生、進捗状況のご報告をお願いします。 

 
阿部 簡潔ながら進捗状況を報告させていただきます。私の担当は安衛法第５９条から第６３条までで、

「第六章 労働者の就業に当たつての措置」に関する条項です。第５９条は、労働者を新たに雇い入れた

ときと、作業内容を変更したときに、事業者に安全衛生教育の実施が罰則付きで義務づけた規定です（第

１項、第２項）。同条第３項は一定の危険有害業務について特別教育の実施をこれも罰則付きで義務付け

ています。安全衛生に関わる教育等については、安衛法第５９条から第６３条までの範囲でいうと、初め

てその業務に従事する際の言わば入口の教育が第５９条第１項・第２項のベースにあり、より危険なも

のについては第３項の特別教育を実施しなければいけないことになっています。さらに危険有害の程度

が重大なものについては、有資格者のみが従事できるという就業制限を課す（第６１条）という階層構造

になっているものと理解しています。その上で第５９条との関係で考えていたのが、三柴先生や監督官

の先生方にご相談させていただきましたが、同条第１項・第２項の安全衛生教育について事業者がどこ

までしないといけないのかという点を問題意識として感じていました。先ほども高齢者に対する事業者

の責任の話が出たところですが、より長く働けるよう中高年者の雇用促進が展開される状況の中で、定

年までの間事務職に従事していた労働者が継続雇用された結果、新たな職場として工場等で新たな業務

に就くこともあり得ます。そのような場合に第５９条に基づいて、事業者が安全衛生教育を行うことに

なりますが、労働者が高齢であるとか、あるいは外国人であるとか、そういった労働者の特性に応じた教
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育内容を実施するべきであると考えていましたが、色々と各先生方にご相談させていただいた中で、安

衛則第３５条に教育すべき事項が定められていますが、その態様などについては条文上特に問題にされ

ていません。また、第５９条第１項・第２項が罰則付きで課している安全教育は、事業者が広く実施しな

ければならない入り口の教育であることを考えると、より高度な安全教育を要請することはこの条文で

は難しいかもしれないと考えられます。第５９条に関わることで、労働者の特性に応じた安全衛生教育

を雇入れ時や作業内容変更時の教育内容について執筆できればと思っていましたが、少々厳しいと感じ

ているところです。今のところ検討も十分ではないので、どのようにすべきか考えているところです。 
第６０条と第６０条の２については基本的に加筆修正した部分はなく、第６１条の就業制限に関わる

ところを加筆させていただきました。昨年度の報告書では、就業制限にかかる業務については特に詳し

く書いていなかったのですが、この点については図表を活用し分かりにくい用語は説明書きを参照しな

がら詳しく加筆したいと思います。また、三柴先生からお送りいただいた行政官のアンケート調査結果

をもとに、適用の実際の加筆をしたところです。まず、特別教育と就業制限に関するところで、その関係

性についてですが、第５９条第３項の特別教育に関する規定の名宛人は事業者で、違反に対しては第１

１９条第１号に基づいて刑事罰が科されます。特別教育の実施は事業者の義務になるので、これを受け

ずに業務に就いた労働者が処罰されることはありませんが、このような労働者が他の規定によって処罰

される余地はないのかご指導いただければと思います。 
第６１条第１項の就業制限については、事業者が資格を有しない者に対して安衛令第２０条に定める

１６業務に就かせることを禁止しています。同項にいう「資格を有する者でなければ」とは、事業主、法

人、役員等であっても、当該業務を行うための資格を有することを意味しています。第２項は「前項の規

定により当該業務につくことができる者以外の者は、当該業務を行なつてはならない」ということで、制

限業務に労働者を就かせた事業者だけではなく、制限業務に従事した労働者も処罰の対象になる旨規定

しています。なので、この条文の適用対象の範囲は、第５９条第３項よりも広範であるということは、監

督官の方が示しています。引用の仕方等を含めて改編をしてしまっているので、この辺りご指摘いただ

きたいと思います。適用事例として回答されていたのは、フォークリフトを運転した代表取締役が指導

を受けたことがあるということでした。適用の実際については、送検事例を活用しています。第６１条に

おいては、無資格者の就労のケースが多いです。そのうち代表的な事案を紹介するつもりです。この条文

の適用対象者に関して、監督官の方が、実務上の観点から解釈に争いがある旨書いていた箇所があり、そ

の辺りがよく分からなかった点です。実務上も第１項が適用され、無資格の人を対象業務に就かせた事

業者が処分を受けるケースが圧倒的に多いものの、この条文は無資格者を就労させた事業者のみならず、

就労した当人も対象としているということです。ともあれ、第６１条の適用対象範囲に争いがあるとい

うことを回答されていました。というのも、第１項は「事業者は・・・当該業務に就かせてはならない」

というように規定しているところ、事業者自身が無資格で当該業務に従事した場合に本項が事業者自身

に及ぶか否かが明らかではないということです。実際に、起訴例の中で第１項に基づいて起訴された例

と、第２項に基づいて起訴された例とに分かれていたようです。回答例をみると、事業者自身に及ぶのか

については、解釈が分かれていると書かれています。実務家の先生方の中で運用がバラバラであるとい

う趣旨で書かれているのかと思ったのですが、研究者の中でこの点について主張されている学説をご存

知の方がいらしたらぜひご教示いただきたいと思います。仮に事業者自身が制限業務に無資格のまま就

労した場合の解釈として、第１項が適用されないと解した場合、第２項で処分されることになります。他
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方、事業者が事業者自身を制限業務に就かせた（つまり事業者自身が業務に就いた）場合に、事業者とし

ての責任を第１項に基づいて負うと理解することもできます。回答例としては、第２項で処分するのは

少々問題であると理解されているように読めました。第１項の適用範囲をどう考えるかという問題につ

いては、やはり同項は他者を無資格のまま就労させるという形で他者を危険にさらす趣旨で、第２項よ

りも重い法定刑が科されている。そうすると、事業者本人が制限された業務に就く場合は、自身を危険に

さらすと考えると、他者を危険にさらすことと自分自身を危険にさらすことでは、責任の程度が異なっ

てくると、そのようにも考えました。この辺り、まだ考えがまとまっていないので、この点についてもご

指導いただきたいと思っています。また、回答の反映のさせ方も十分ではないと思われますので、これに

ついてもご教示いただければと思います。 
最後は図表になりますが、第５９条第３項の特別教育と就業制限が、業務によっては階層構造になって

いるものがあるので、横並びで表にまとめたら分かりやすいと思い、試しに作成しました。 
以上、内容の本質的部分、形式的部分についてご指導いただければと思います。 

 
三柴 ありがとうございました。まず事務的な点ですが、図の引用の形式は、私の報告書を参考にしてく

ださい。アクセスした時点の年月日を付し、原典のサイトについてはなるべく丁寧に記述する形をとっ

ているので、ぜひ参考にしてください。内容面としては、阿部さんの報告書は初年度から、あるいは普段

執筆されている論稿などもそうなのかもしれませんが、法律論や労働者の健康論で個別性を重視する、

特に属性に応じた対応を志向していくといった方向性がうかがわれて、非常に興味深いと思います。一

般に事業者は、安全衛生では個別管理をあまりやりたがりませんし、法律で義務付けられるのを嫌がり

ます。なので、そこにチャレンジするという意味で面白いお仕事をされているといつも思っています。今

回いただいた経過報告について、先生方からご意見・ご質問ありましたらお願いいたします。 
 
畠中 よろしいでしょうか。引用されている資料ですが、工場法の保護職工に関する就業制限関係規定

を引用されていたと思いますが、それが沿革的に安全衛生法上の就業制限の源流であるという趣旨で引

用されているとすれば、不要な資料ではないかと思います。工場法の保護職工に関する就業制限関係規

定は、労基法では女子年少者の危険有害業務の就業制限に関する規定に引き継がれておりまして、安全

衛生法制定の際には安衛法に引き継がれないまま労基法に残りましたし、現在も残っています。そうい

う意味では流れが切れていますので、その点ご留意された方がよろしいかと思います。 
 
阿部 ありがとうございます。 
 
三柴 他にいかがでしょうか。阿部さんの方から尋ねたい点はいかがでしょうか。 
 
阿部 場合によっては割愛するかもしれませんが、第５９条の中で高齢者等に対するきめ細かな安全衛

生教育を実施するのは厳しいと考える方が大半なのかという・・・ 
 
三柴 入り口部分では教育で属性を踏まえられるかということですよね。この点どなたかご所見お持ち

でしょうか。教育センターの藤森先生はいかがでしょうか。 
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阿部 藤森先生には個別に質問させていただきまして、やはり厳しいとのお話をいただきました。 
 
三柴 なるほど。藤森先生がそうおっしゃる以上、そう考えざるを得ないですね（笑）。この点について

ほかにお答えできるとすれば、篠原先生、玉泉先生、浅田先生あたりかと思いますので、もしご所見いた

だけるようであれば、後日ＭＬでご回答いただければと思います。 
それでは、そろそろ時間ですので、今回は終了とさせていただきます。本年度もご協力いただきありが

とうございました。 
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＜ヒアリング調査概要①＞ 
 
日時：2020 年 3月 11日午前 10 時～午後 12 時 30 分 
場所：横浜国立大学法学研究棟 
ヒアリング対象者：森山哲（技術士・労働安全コンサルタント、一般社団法人日本労働安

全衛生コンサルタント会神奈川支部長 
参考：森山技術士事務所Webページ<http://www.safeyeng.co.jp/> 
ヒアリング実施者：石﨑由希子（横浜国立大学准教授）、南健悟（日本大学准教授） 
 
＜ヒアリング内容＞ 
 
 労働安全コンサルタント・技術士の資格を取得するに至った契機 
 当初は、化学プラント等や安全装置の設計を行う設計職に就いていたが、その後、営業
部長へと配置転換されたことから、技術を活かして、技術士の資格を取得した。勤務先の
縁で、長岡技術科学大学工学部に学士入学し、後に同大学の機械系修士課程に進学した。
修士課程在学中に技術士として独立したが、原賠において法的知識が必要だと考え、労働
安全コンサルタントの資格を取得しようと決意した。ところが、実際に、条文の多さや法
律学の学習の大変さを認識しつつ、短時間で資格取得を目指して、約 1年で労働安全コン
サルタント資格を取得した。コンサルタント資格の取得は、技術士としての設計指導のた
めに必要な知識でもあり、また、技術士資格とコンサルタント資格が 2割程度関連してい
ると考えた。その後、横浜国立大学環境情報学府（旧工学部）博士課程に進学し、ヒュー
マンエラーに関する論文で博士号を取得した（タイトル「A methodology of risk assessment 
incorporating human error at the workplaces」（Cinii 博士論文検索による））。 
 
 労働安全コンサルタント業務の具体的内容 
 多くのコンサルタントは、必要に迫られて企業に所属しながら、取得する。特に、建設
や土木の資格が、企業内における職務に従事するために必要な会社も多く、さらに、現場
における上長（現場所長等）になるためにも必要な資格となっているという。したがって、
コンサルタントのうち約 8 割～9割程度は企業内の人である。なお、上記の通り、現場工事
に必要なために取得する人が多いことから、その具体的な内容も建設土木が多い。 
 建設・土木におけるコンサルタント業務で一番多いのは、職場巡視である。実際に、職
場巡視を行い、気づきを得て企業へ指導をすることも多い。また、製造の場合には、生産
物（製造物）の種類により現場は大きく異なる。また、建設現場は、同一の現場であった
としても、日々状況が変化する。したがって、自分の得意の現場でないことも多いが、あ
る程度予備知識がないと引き受けられない。コンサルタント業務を行うに当たり、仲間同
士の意見交換や先輩後輩の教育指導を通じて、その知見が広がる。実際、このような意見
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交換の場として、仲間同士の繋がりを作るのが、コンサルタント会の役割といえる。なお、
神奈川支部で約 180 人のメンバーがおり、毎年、10 名程度が加入し、産業医の加入者も多
い。コンサルタントとして独立して仕事をしている者は、会として教育するが、2～3年程
度経験を積まなければ 1人前にはならない。 
 また、コンサルタントの業務として多いのが、安全衛生委員会への出席やそこでのアド
バイスが挙げられる。法律上、義務付けられているわけではないが、専門家としてのアド
バイスを求められたり、他にも安全衛生規程の策定や企業内安全衛生教育、安全大会にお
ける講師を引き受けたりする。 
さらに、コンサルタント会を通じての依頼で、グループ企業内における関連会社への労

働安全に関する監査の一環として、チェック等を行うこともある。より具体的には、大手
企業から 30 者ほどの関連会社や下請企業を見て欲しいと依頼を受け、半日がかりで書類と
現場のチェックを行う。これは、親会社はコンプライアンス上、発注先等を見ておかなけ
ればならないこともあり、その関係で依頼を受けることがある。なお、コンサルタント会
を通じてだけではなく、他にも中央災害防止協会や欧米系の検査会社等に依頼することも
あるようである。 
 他にも、局部排気装置等の設計、製作、施工、メンテナンスに対するチェックを依頼さ
れることもある。また、近年、リスクアセスメントも増えてきて、機械設備を持っている
ところや、建設土木、加えて、社会福祉関係等の第三次産業の事業場の労災発生率が多く、
それらのところで、それぞれの事情に応じたリスクアセスメントについて指導を行う。行
政のパンフレットもあるが、それだけを見て行うことはできないし、依頼先の事情に合わ
せて評価しなければならない。 
 ごく最近では、受動喫煙防止対応の業務を入ってきている。事業者である飲食店から受
動喫煙防止対応についてアドバイスを求められることも増えている。現在、厚生労働省が
予算を有しており、また東京都では 9割程度の補助が出ることから、相談も多い。東京都
の例で言うと、コールセンターの中にいるオペレーターは法的規制についての対応はでき
るが、実際の現場を見なければ受動喫煙防止のためにどうすれば良いかという対応ができ
ないため、コンサルタントとしてのアドバイスが行われる。 
 一般的なコンサルタント業務からは外れるが、個人的に、労災事故原因調査に携わるこ
ともある。担当したものとしては、機械による指先の切断事故の原因調査や粉じん爆発事
故における発火源の調査等を行った。このような職務はコンサルタント会に依頼があり偶
然、知見を有していたことから業務を行った。なお、コンサルタント業務とは全く無関係
ではあるが、個人的に子供の安全・事故調査、消費者事故調の専門員等も行っている。 
 
 コンサルタント業務に関する問題点 
 船会社、農業、漁業といった分野では、労働安全コンサルタントがあまり活躍していな
い。特に、一次産業との関係でコンサルタントの活躍が見られないように思われる。それ
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でも、最近では、農業機械関係で、労働安全コンサルタントが業務を行うようになってい
るが、農林水産省の管轄で現場に出てくれる専門家も地方組織もないというのが現状であ
る。確かに、技術士法では、どの分野でも業務を行うことができるとされているが、労働
安全コンサルタントは労働安全衛生法の中で規定されていることもあり、その活動領域は
狭いように思われる。 
 
 労働安全コンサルタント試験について 
 前述したように、労働安全コンサルタント資格を取得した契機が技術士としての設計指
導のために必要な知識であること、現場では法的知識が必要であると認識したことを挙げ
る。 
先に受験した、技術士試験の場合には、21 部門で専門性が高くなっているが、コンサル

タント試験はかなり大雑把な区分になっている。そして、受験科目にかかわらず、実際に
は他の業務を行えることも疑問である。事実、得意分野でなくともコンサルタントが対応
してしまっている場合もあり、これを職業倫理で対応すべき問題かもしれない。実際、コ
ンサルタント会には倫理規定があり、違反した場合には懲戒処分もあり得るが、あくまで
も任意団体であることから、どこまで機能しているのかも問題となる。コンサルタントを
職業資格とし、業務独占とすることも大事ではないだろうか。 
 さらに現在の受験科目については、第三次産業に対応する分野や農林水産業に対応する
ような分野がないというのも疑問である。しかし、専門を区分すると、専門分野が抜け落
ちてしまう問題ともあるかも知れない（例えば、林業など）。また、コンサルタントがいな
い分野が地域毎に発生してしまうという課題もあろう。 
 なお、指導力やコミュニケーション能力の欠如から口頭試験で不合格となる人も多いが、
今後は、例えば、口頭試験を行うとか、論文試験を課すなどしてよりクォリティを上げる
方法もあるかもしれない。 
 
 会社からのコンサルタントの依頼（継続依頼や新規依頼の割合等） 
 会社から新たにコンサルタントを依頼する契機として、事故があったことなどにより、
コンプライアンス上きちんとしないといけないということで依頼を受けたり、中災防から
依頼が廻ってきたりすることもある。また、社内の安全管理担当者が減少したことを補充
するためにコンサルタントに依頼することもある。他にも、臨検時に、会社の担当者のレ
ベルが低く、行政から勧奨されてコンサルタント会に相談してくるということもある。仕
事量としては増加傾向にあるのではないか。 
 現在、神奈川支部に入ってくる新たな依頼件数は、30 件～40 件程度だが、中には 1人で
対応することは難しいものもある。依頼の多くは単発指導で、継続依頼の割合は１／３で、
会社の予算的なところから、1年の指導だけで良いというところも結構存在する。なお、顧
問先で長いところだと 14 年続けている会社もある。 
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 労災の多い企業、労働安全上問題がある企業の共通点 
 そもそも社内における安全衛生活動の継続性が欠けている企業において労災が多いと感
じている。安全衛生は一度作っても継続しなければ、同じことを繰り返す。継続できなけ
れば知識や経験を持った人もいなくなってしまうため、継続性が重要となる。しかし、労
働安全や労働衛生のレベルが高まり、事故件数が減っても、却ってそれによって安全衛生
に人とお金をさかなくなり、結果的にレベルが低下するという問題もある。結果、労災事
故が発生すると、事故を起こした人が叱責され、退職して終わるだけという状況になって
しまう。 
 ところで、労災事故の発生割合に関して、度数率と呼ばれるものがあるが、度数率では 3
～5というところ。すなわち、100 万労働時間当たり 3～5 回程度の割合で労災事故が発生
している。金沢区には 50人程度の工場が多いが、そこだと大体 3 年に 1 回程度労災事故が
生じている計算になる。3年間で人が大きく入れ替わるので、継続性という観点が問題とな
る。 
 他方で、機械設備や建物の安全性を確保することも重要である。メーカーの問題。日本
では従業員の注意に依存している部分が大きいが、ヨーロッパでは設備や機械の安全性を
高めることによって労災防止を図ろうとしている。実際に、ヨーロッパの印刷機械工場な
どにいくと、工場自体が非常に綺麗で機械自体の安全性が確保されている印象がある。 
 
 特別労働安全衛生改善計画、労働安全衛生改善計画策定のアドバイス 
 近年、安全衛生管理特別指導等事業場が匿名化されたことによって、コンサルタントの
側から見て、どこが指導対象となっているのか分からなくなってきた。その理由として、
個人情報の保護があるのかもしれない。もっとも、神奈川支部に限定すると、コンサルタ
ントを勧奨し、指定事業場を対象とする説明会ではコンサルタント会からの説明も一緒に
させて貰っている。 
 指定事業場は、労働基準監督署一カ所につき、約 2～3件指定され、神奈川県には 12 カ
所の労働基準監督署があることから、約 24～36件程度あるのではないか。コンサルタント
会としては、労働局や労働基準監督署が、過重労働の方に人を割いていることもあって、
安全衛生担当者について人手不足となっている。コンサルタント会からの働きかけなども
あり、事業者からの依頼もある。労働局がアンケート調査を行い、指導書を出す際にコン
サルタントを利用するかを聞いて、事業場が希望することで紹介がなされる場所もある。
行政とコンサルタント会の協働的活動が重要である一方、事業者のコスト意識も依頼され
るかどうかにおいては問題となる。 
 
 コンサルタントの利用促進等について 
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 コンサルタントが事業者に対して 1年指導するだけでも大きく改善する。特越労働安全
衛生改善計画等の策定の際のアドバイスだけではなく、より広くコンサルタントを利用す
る機会を増やしたら良いのにと思うが、他方で、コンサルタント側の能力向上も求められ
る。そこで、コンサルタント会ではフォローアップ講座も行っている。 
 実際、コンサルタント会に依頼され、派遣したコンサルタントが会社と合わずに、交代
することもある。どういう風に話ができるか、というのが能力にかかわる。売れるコンサ
ルタントはいくらでも売れる一方、ダメなコンサルタントには仕事が来ないから、経験が
蓄積されずに、ますますダメになる。コンサルタント会としても、毎月勉強会をし、弁護
士講師にも来て頂いている。 
  
 労働安全衛生に関わる専門職との連携のあり方 
 社会保険労務士との連携も考えられるが、実際に、コンサルタントへの連携希望等はな
い。社会保険労務士は法的知識を持つものの、機械や設備についてまでは詳しくない。も
っとも、社会保険労務がいなければ書類が作成できないということもあるが、これまで社
会保険労務士や行政書士と組んで仕事をするということもない。 
 一方で、労務基準協会（東京都）や神奈川労務安全衛生協会という中災防傘下の団体に
ついては、連携している。また作業環境測定士との連携もある。産業医についても、コン
サルタント会の理事や監事になっている先生もいることから連携はしているが、他方で、
密接に連携しているわけでもない。産業医は現場を知らないことも多く（産業医は安全衛
生委員会への出席義務はあるが、技術的側面について知識を持たない）、実際、コンサルタ
ントである自分（森山氏）と数年一緒に巡視した産業医もいる。他の専門職と強調できる
ものはした方がよいのは当然である。 
 
 その他、労働安全衛生法令について、使いづらい点や改正すべき点についての意見 
労働安全衛生法そのものは、産業界の事故を減らすための細かい規定を書いてある。素

晴らしい法律で、法律があった裏にはそれだけ、事故・死亡者があったということを示し
ているもの。しかし、その繋がりがはっきり分からない。 
条文数が膨大すぎて、実務上使い勝手が悪いと思う。1972 年はイギリスでは、ローベン

ス報告もあり、法律は軽くしようと決めた年だった。日本は反対にそれから条文が膨大に
なっている。法律を大事にしている専門職はともかく、事業者はついていけないし、弁護
士の先生で労働法の中で労働安全衛生法を詳しい人がいない。 
法律で細かく決めてくれ、それだけ守れということになるのが一番ダメだ。実は、それ

すら守っていないのが実情で、事業者としては自分のところに適用される法律が何か分か
っていない。半導体を取り扱っていると、その部分は知っているが、全体は分かっていな
い。また、化学物質をどういう具合に取り扱うかは分かっているものの、それ以上は自分
の仕事ではないというようになっている。何のためにやるのか自分で考えていない。 
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実際の事例として、まじめな顧問先（食品製造業）においてこのような話があった。化
学物質を主に扱う現場ではないが、賞味期限を印字するインクジェットプリンターがあり、
そのプリンターヘッドを 1 週間に 1 回掃除する必要があるが取り外せないため、屋内で洗
浄する。洗浄に使っているのはメチルエチルケトンであったが、使っている量からすると
ギリギリ有機則にひっかかる。もちろん、少量の場合は除外申請をすれば外れるが、除外
申請しなければ、作業主任者の資格とって、局部排気装置（100 万円。毎月の点検も必要で
化学工場と同様の規制がかかることに）をつけなければならない、というのが法の建前で
ある。しかし、実際には、除外申請をやりかけて頓挫しているところ何百箇所もある。労
働基準監督署の方でも基準がよく分かっていないので免除したがらないというところがあ
るためである。そのため、コンサルタントが依頼者に提示できるのは、申請の手間やコス
トをかけて免除申請するか、免除申請しないとしても、行政は取り締まらないがこのまま
放置するか、という選択肢となる。結果として、不法な状態で放置されることになる。あ
るいは、そもそも適用されることにも気付かないケースもある。結局、申請されなければ、
免除はされない。少量の薬品を使っているところでは同様の問題があり、本来はメーカー
が屋外で洗浄できるように取り外せるようにしてくれたらよいのにとも思う。 
ヨーロッパが優れているのは、労働安全衛生法を立ち上げて、すっきりした形に変え、

細かく改正をしなくて良い点である。多くの事故はその当時の技術的な制約によって生じ
るものや時代によって解決するものが多い。しかし、法律で一旦決めると、そのまま残っ
てしまい、柔軟性に乏しい。結果的に、古い構造に対する規制がそのまま残ると技術の発
達を妨げてしまう。結局、法律を守るのが精いっぱいになる。 

EU において安全の規則を一体化しなければという動きもあったが各国ばらばらになっ
ている。ニューアプローチ指令が出され、ヨーロッパで産業機械は安全であるためには、
適用される法律があり、それを充たせば、CE マーキングをつけることになっている。日本
ではマークが複数存在し（SG マーク、安全玩具 ST マーク、電気なら PSE マーク）、複雑
になっている。CEマークをとるためには、EN(ヨーロッパノルム)を充たす必要があり、法
律ではなく規格を決める形を採用した。規格は法律よりも容易に変えられるからである。
そして、その規格を ISO にし、さらに、ISO の 12100 を EN にした。これを取らないと域
内を流通できないようにした。規格を遵守すべきことを法律で強制する形となっている。
規格は 5 年に 1 回見直される。法律が守るようにといっている規格が法律と違うところで
進歩している。一方で、日本では、法律では守りなさいというのがないが、機械の包括的
安全基準に関する指針は通達であり、ISOのドラフト版を翻訳したもので変わっていない。
規格そのものを参照しろとしておけば良いのにもかかわらず、細かく法規制で対応してい
る。安全に関して世界と同じルールで良いのではないか。 
ロボットは産業用ということで工場の中で柵の中に入れて使うということになっている

が、現在、ベルトコンベヤーの隣にロボットを置き、人間とロボットが同時に動けるよう
な形、すなわち、ロボットと協働できるという方向に移行している。にもかかわらず、安

－1664－



1 
 

全基準を緩めようというが方向がおかしいのではないだろうか。 
また、指針の解釈規定でやる、というのはやりすぎではないだろうか。解釈規定が参照

しているのが ISO の 10218 である。やるのであれば、世界と同じレベルにすべきではない
か。他方、安衛則 107 条では、機械の停止に関する措置（鍵を閉める。※OSHA を参照し
たもの）について指針が出たが、現場の事業者から反対もあって、指針をやめたという経
緯もある。機械には鍵かけるようになっていないなどの説明をされたが、鍵はついていな
くても、鍵をかける方法は実際にはある。そのような形で閉めることもできたはず。どう
せやるなら、こういった簡単な機械を使うことを義務付けるべきなのではないだろうか（参
考写真参照）。例えば、この鍵を持っていないと現場に入れないようになっている企業があ
るし、名札のところにこの鍵を置いていけば、確認もできるような形になっている。 
 
 最後に 
現在、一般社団法人安全技術普及会による機械安全講習会の活動も行っており、年に数

回講習会を行っており、機械安全の向上の機会を用意している。また、安全工学会におい
ても倫理教育を行っており、その中で、技術者倫理として、新しいものは基本的には「危
険」であることから、「技術」で抑え込むという発想を知るべきであると伝えている。設計
システムを単に覚えるだけではないことが重要である。 
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（参考写真） 
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＜ヒアリング調査の概要②＞ 

 

日時・場所：2020年 3月 18日 13 時半～14時半＠中央労働災害防止協会本部 9階 

ヒアリング対象者：後藤博俊（一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会顧問、労働

省環境改善室長等歴任） 

ヒアリング実施者：石﨑由希子（横浜国立大学准教授）、南健悟（日本大学准教授）、三柴丈

典（近畿大学教授） 

 

＜ヒアリング内容の概要＞ 

１１  ココンンササルルタタンントトににつついいてて  

・コンサルタントとして新規に業務の依頼を受ける経緯としては、安全衛生管理特別指導事

業場に指定されたタイミングで受けることが多い。従来は、指定の際にコンサルタント会の

各支部に話がいき、そこでクライアントを作ることが多かった。しかし、民主党政権になっ

た頃から、一覧表が示されなくなった。ただし、労働局長は特別安全衛生改善計画の作成に

あたり、コンサルタントの意見を聴くべきことを勧奨できることとの関係で、少なくとも東

京労働局では、指定書の下の方にコンサルタントの勧奨を受けることを指導する旨を記載

している。そのため、指導を受けた会社はこれを契機として個々のコンサルタントに連絡し

てくることもある。 

・各企業が本部又は支部に依頼してくるケースもある。東京支部であれば毎年 100 件程度

である。会員にメールで連絡し、希望者の中から、能力・適性を踏まえた上で案件を割り振

るようにしている。コンサルタント会では倫理規程があり、自信がない領域について受けな

いようにと言っているが、ミスマッチもある。1つの分野の中でも、更に専門領域に分かれ

るため、的確なマッチングは難しい。 

・かつて沼野雄志先生（（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会会長、（公社）日本作業

環境測定協会常任理事等歴任）は、登録時研修で、工場前をうろうろして何をしている会社

か、どのような安全衛生問題があるかを推察して、営業をかけるように仰っていた（が、現

にそうしている人は多くない）。 

・コンサルタントのうち 7 割以上は独立している。また、定年後の人も多い。かつて、

土木分野では在職中の人が多かったが、既に退職している。保健衛生に登録している者

のほとんどは医師である（医師は面接だけで資格を取得できる）。土木と建築は 1 級施

工管理技士が受けに来ることが多い。 

・試験時に選択しなかった領域の助言に携わることもある。例えば、労働衛生工学で登

録しても頼まれることの多くは安全にかかわることである。 

・工学を選択した者の中の半数以上は作業環境測定士も兼ねている。測定士は試験科目

の一部免除があることも影響している。測定士試験の関連法令は衛生管理士の試験より

も易しいのではないかとの印象がある。そこで、測定士試験に合格して、その後、コン
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サルの試験を受けるということがある。 

・作業環境測定士を在職中にやっていて、その後その分野でコンサルタントになったら、

労働衛生コンサルタントの資格をとって仕事の幅を拡げようという者も多い。コンサル

タント個人で高額の測定機器を容易できないということもある。 

・測定士自身が事実上コンサルタントの活動をしている場合もあるが、あまり多くない。

オキュペイショナルハイジニストの制度が創設されたことは、良いことだとは思うが、

一部の熱意ある人に支えられているという印象である。 

・労災の多い企業の共通点はトップの意識が低いということ。トップの意識で変わる部

分がある。例えば、従業員がヒヤリハットの提案を目安箱に出したら、鉛筆を 1本あげ

る、という仕組みで無災害を達成しているところもある。 

 

２２  作作業業環環境境測測定定ににつついいてて  

・四アルキル則はやや特異な経緯でできたが、有機則・鉛則の制定に際しては相当綿密

な調査をし、作業列挙方式で規制した。労働衛生を進めるのは、作業列挙方式であると

の共通した認識があった。特化則は公害問題等、社会の必要に応じて緊急的に策定した

という面がある。新宿柳町の公害問題への対応ということでガソリンを無鉛化する代わ

りに、オクタン値を下げるため、ベンゼンを入れることにしたが、このベンゼンが特化

則の規制対象となったことで、ガソリンの給油の人もこの規制の対象に含まれることに

なってしまった。当時は、特化則の適用除外（2条の 2）の規定もなかった。 

・各特別則を統合しようかという考えがなかった訳ではないが、実際には各則ごとに運

用がなされており難しかった。また、統一してしまうと、特化則のような粗い規制に統

合されてしまうという懸念があった。 

・石綿則が分かれたのは、石綿には建築の解体などで発散するなどの特徴があり、特化

則の中できめ細やかな規制をすることは難しかったためである。 

・特殊健診では、エチレンオキシド、ホルムアルデヒドを製造する業務は職業がん専門家

（会議）委員会で勧告されて作業環境測定の対象となっているが、健診項目がはっきりしな

かったため特殊健診の対象外とされているのではないかと思われる。 

・コークス炉上若しくはコークス炉に接してコークス製造の作業を行う場合の当該作業場

が作業環境測定・健康管理手帳の対象となっているが、特殊健診の対象外となっている理由

はよく分からない。 

・鉛業務において、鉛装置の内部の業務やゴム若しくは合成樹脂の製品、含鉛塗料又は鉛化

合物を含有する絵具、釉(ゆう)薬、農薬、ガラス、接着剤等を製造する工程における鉛等の

溶融、鋳込、粉砕、混合若しくはふるい分け又は被鉛若しくは剥(はく)鉛の業務等が作業環

境測定の対象外とされているのは、あまり発散しないためであるが、それと共に、検知管方

式ではない測定の負担が重いことも影響している。そのため、鉛については年 1回とされて

いる。（なお、検知管方式での測定が求められていた当時は年 4回の測定とされていた）。 
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・都道府県労働局長による作業環境測定の実施その他必要な事項の指示（安衛法 65 条

5項）は健診の命令に合わせて作られたものであるが運用されていない。 

・作業環境測定指針は策定されていない（安衛法 65条 3項）。これについて、役所の怠

慢ではとの批判がされたこともあるが、指針として策定してしまうと科学技術の進歩を

妨げるという面から策定されていない。作業環境測定基準において、「同等以上」の測

定方法を認めているのは、科学技術の進歩によりより良い方法が出てくることが考えら

れるから。国の委員会を作って「指針」を作成しようとしたこともあるが、どこからが

基準でどこからかマニュアルかはっきりしないこともあり、実現しなかった。 

 

３．その他（労働安全衛生法令全般について） 

・今後、自主管理進んでいくのではないかとは思う。 

・かつて安衛法の神様と言われた寺西検事（訟務検事）に言わせれば、「労働安全衛生

規則は皆、ガイドラインだ」ということ。「お前のところは葬式送検だから、略式だか

ら（できる）。正式裁判だったら起訴猶予だぞ。」と言われた。安衛法には災害が発生す

る「おそれがある」場合に措置を講じねばならない等の規定があるが、災害を発生させ

てしまった事業者も、通常、その「おそれがある」と思っていたわけではない。なので、

厳格に罪刑法定主義が問われ、故意性が求められる刑事の正式裁判では持たない。 

・特化則では、がん原性物質について、記録の 30 年保存を求めている。この規定は、

「しなければならない」ではなく「ものとする」とある。これについては、議論をした

ことを覚えている。というのは、30 年保存といったところで、30 年先に保存していな

いことが分かったとして、誰を処罰するのか。担当者は生きてすらいないのではないか、

ということが問題となったからである。処罰の対象がいないなら「努める」で良いので

はとの議論もあったが、「ものとする」とすることで落ち着いた。これは、読む人によ

って、義務規定とも訓示規定とも読める。 

・努力義務と罰則付きでない強行規定の違いについて尋ねられることもある。安全配慮

義務違反等の民事過失責任の判断の際に考慮される程度が変わってくるとしか答えよ

うがない。 

・安全衛生関連法令については、ルールを分かりやすくし、国民に知らしめるというこ

とが重要（だが、難しい）。労働安全衛生法はともかく、特別則はもう少し分かりやす

くできないかと思う。特化則 5・6条や石綿など。 

・また、リスクアセスメントと言いながら、化学物質以外は看過されているように思う。

第 3次産業の災害防止も重要である。 

・コンサルタントの活動領域の拡大という観点からは、計画の届出の場面というよりも、

規制の免除の場面で関与させ、関与していたらノーチェックで通すなどの仕組みも考え

られる。 
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職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保
―労働安全衛生法の場合―

大　藪　俊　志

はじめに

本論文の目的は，労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）に基づく職場の安全衛生管理

に関する規制の執行活動を対象として，規制の実効性確保の仕組みと構造を検討することにあ

る。給付行政とともに行政活動の大部分を占める規制行政に関しては，既に経済学，法学，行

論　文

本論文では，労働安全衛生法に基づく職場の安全衛生管理に関する規制の執行活動
を対象として，規制の実効性確保の仕組みと構造を検討する。規制の分類からみた場
合，職場の安全衛生管理に関する規制は社会的規制の範疇に含まれるが，労働災害の
防止と労働者の健康と安全の確保という規制の目的を達成するため，主として特定行
為の禁止，資格制度，検査検定制度，基準・認証制度などの手段を用い，物的規制（製
造・流通段階と使用段階における機械・器具その他の設備，原材料，建設物，作業環
境の安全・衛生の確保），作業規制（作業自体の安全の確保），人的規制（安全衛生教育，
免許・技能講習などの就業制限による作業従事者の能力を担保）を実施している。ま
た，規制の実効性を確保するため，労働災害防止計画制度，労働者に対する知識の付
与（情報提供），労働者の参加の保障と促進，労働基準監督制度，安全衛生改善計画・
特別安全衛生改善計画，労働安全コンサルタント・労働衛生コンサルタントなどの手
段を用い労働災害の低減に努めてきた。この他，中央労働災害防止協会などの労働災
害防止団体による災害防止活動が，国（行政）が行う監督指導等と相まって事業主に
よる自主的な災害防止活動を促進する体制を構築している。

キーワード：公的規制，社会的規制，規制行政，規制の実効性確保，労働安全衛生法

〔抄　録〕
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職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保（大藪俊志）

政学などの観点から数多くの研究がなされており，本稿で取り上げる社会的規制の分野に関し

ても，規制の理論・体系，規制の手段，規制の経済分析，規制改革などの論点に関する研究が

積み重ねられている（1）。また，規制の実効性確保という論点に関しては，近年，土地利用規制，

建築規制などの分野において多くの事例研究がみられる（2）。このような先行研究に対し，本稿

は職場の安全衛生管理に関する規制の執行活動という比較的狭い領域を対象とした研究となる

が，限られた行政資源のもと様々な規制手段を駆使することにより，人々が社会生活を送るう

えで重大なリスクとなる労働災害の低減に取り組む行政活動を検討することにより，規制行政

のより詳細な実態把握に貢献することとしたい。

以下，本稿の第 1節では，公的規制の概要，規制の実効性を確保するための法的な仕組み，

具体的な規制の手段などを検討する。続く第 2節では，本稿が具体的な検討の対象とする職場

の安全衛生管理に関する規制に関わる法令の体系と規制の実効性確保の仕組みと構造を分析す

る。また第 3節では，規制の実効性確保の実態に関し，労働災害の低減に向けた労働基準監督

制度に基づく監督指導等の状況，労働災害防止団体の取組みに注目する。そのうえで，職場の

労働安全衛生管理に関する規制の実効性確保の取組みと特徴，労働災害の現状と課題をまとめ，

本稿の総括とする。

1．公的規制と規制の実効性確保

〔公的規制〕

「特定の社会を構成する私人，ないし特定の経済を構成する経済主体の行動を，一定の規律

をもって，規制する行為」としての規制は，規制を実施する主体により公的規制（公的機関に

よる規制）と私的規制（私人による規制）に分類される（植草 2000：1）。このうち公的規制は，

「不完全競争，自然独占性，外部性，公共財，非価値材，情報の非対称性等の市場の失敗に対

処する目的で，政府が法的権限をもって経済主体の行動を規制するもの」と理解される（植草

1997：6）。公的規制を広く解する場合，間接規制（政府が設定した経済主体の行動に係るルー

ル違反に対する事後的な規制），直接規制（経済主体が意思決定を行う段階における許認可型

の規制），誘導型規制（課税，補助金など経済的手段による規制），誘引型規制（ヤードスティッ

ク規制，排出権規制など）が含まれる（植草 1997：6-7）。

また，狭義の公的規制とは直接規制を意味するものであり，その目的に応じて経済的規制と

社会的規制に分類されることがある（3）。このうち経済的規制とは，「自然独占や情報偏在が存

在する分野において資源配分非効率の発生の防止と利用者の公平利用の確保を目的として，企

業の参入・退出，価格，サービスの量と質，投資，財務・会計等の行動を許認可等の手段によっ

て規制」することであり，具体的には公益産業（電気，ガス，水道など），通信・放送，運輸，

金融，製造業，建設業，流通などの産業を対象として，参入規制や料金規制を実施する（植草
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2000：24, 36）。

この経済的規制に対し，本稿が検討の対象とする職場の安全衛生管理に関する規制は社会的

規制の範疇に含まれる。一般に社会的規制とは，「外部性，公共財，情報の非対称性，リスク

等によって資源配分効率が歪められ，社会秩序の維持と社会経済の安定性が損なわれる場合に，

これを防止することを目的とし，特に国民の健康・安全の確保，環境の保全・災害の防止」を

主題とする規制と理解される（植草 1997：8-9）。これを広く解すると，社会的規制の範囲には

国土・土地・建物，雇用・労働，教育・文化などの分野が含まれ（経済改革研究会 1993），中

核的な分野を取り上げれば，①健康・衛生の確保（公衆衛生・医療，環境衛生の確保，麻薬等

の規制），②安全の確保（自然災害の防止，産業災害・労働災害の防止，交通事故・火災事故

の防止，製品・サービスの事故の防止），③公害防止・環境保全（公害防止，廃棄物処理，環

境保全）などがその対象範囲となる（植草 1997：13）（4）。

〔規制の実効性を確保するための法的仕組み〕

公的規制に関わる行政活動は規制行政に分類される（5）。規制行政とは，「土地利用規制，営

業規制のように，私人の権利自由に対して制限を加える行政活動であり，それ自体が直接に公

益の実現に寄与する」行政活動を指す（宇賀 2017：83）。規制行政のプロセスの基本的骨格は，

①法律（国民の代表である議会が制定した法律に基づく行政活動の実施。委任立法を含む。），

②行政処分（法令により定められた一般的・抽象的権利義務を具体化し，個別の国民に具体的

な権利義務を生じさせる。），③行政強制（行政処分で課された義務に相手方が従わない場合，

裁判所の力を借りずに行政庁が自力で行政執行を行う。）の 3 段階から構成される（藤田

2013：20, 中原 2018：88-90）。

規制行政における法的仕組みには，許可制，認可制などがある。許可制とは，「ある種の国

民の活動を一般的に禁止したうえで，国民からの申請に基づき審査を行い，一定の要件に合致

する場合，禁止を個別具体的に解除する」法的仕組みであり，認可制は，「法律行為の内容を

行政庁が個別に審査し，当該行政庁が効力を発生させる意思表示が法律行為の効力を補充して

効力を完成させる」法的仕組みを指す（宇賀 2017：86-93, 93-95）。この他にも，規制行政にお

ける主な法的仕組みとして，届出制（国民がある行動をとる前後に行政機関への届出を義務付

ける），下命制（国民に対し一定の作為を命じる），禁止制（国民に対し不作為を命じる）など

が挙げられる（宇賀 2017：102-105）。また，行政上の義務の実効性を確保する方法には，義務

の履行を強制する仕組みと，義務違反に対する制裁を通じて義務履行を促す仕組みがある（宇

賀 2017：219-272, 高橋 2018：166-194）。義務の履行を強制するためには，法律の根拠がある場

合にのみ認められる行政上の強制執行（代執行，強制徴収など）と民事手続による強制の方法

があり，義務違反に対する制裁としては，刑罰，過料，課徴金，制裁的公表などの方法がある

（中原 2018：214-228）。
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職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保（大藪俊志）

〔社会的規制の具体的な手段〕

公的規制のうち，職場の安全衛生管理に関する規制も含まれる社会的規制の具体的な手段を

みると，直接規制には，許可制・認可制などの法的仕組みのもと，①特定行為の禁止・営業活

動の制限，②資格制度，③検査検定制度，④基準・認証制度，⑤その他の方法による規制手段

が存在する（井出 1997：51）。こうした規制手段のうち，①特定行為の禁止・営業活動の制限は，

強い規制（許可，認可，免許，承認，指定，承諾など一般的な禁止を特定の場合に解除し，特

定の権利などを設定する行為），中間の規制（認定，確認，証明，認証，試験，検査，検定，

登録，審査など特定の事実や行為が設定された基準を満たしている否かを審査・判定，公の証

明を行う行為），弱い規制（届出，提出，報告，交付，申告など，一定の事実を行政庁が確認

して受理する行為）に分類される（井出 1997：51-54）。②資格制度は，「製品等の物的なもの

に結びついた技術ではなく，消費者や企業に対して一定の役務を提供する者自体の有する技能

水準を，公的に確認・保証するための仕組み」を意味する（八代・伊藤 2000：250-251）。資格

制度には，業務独占資格（有資格者以外の業務への従事を禁止する），業務必置資格（業務に

係る有資格者を置くことを事業者に義務付ける），名称資格（一定の基準を満たしていること

を公証することで有資格者の資質の向上を図る）の類型が存在する（臨時行政改革推進審議会

事務室 1989, 井出 1997：54-62）。③検査検定制度は，製品などの品質保持，生活の安全，取引

の適正化などの目的のもとに，定期検査，使用前検査，使用後検査などを事業者に義務付ける

制度である（井出 1997：62）。出荷する製品自体の検査を行う制度以外に，製品の設計段階の

み行政庁が検査・確認を行う（製造は事業者の責任により行われる）形式承認制度も含まれる

（八代・伊藤 2000：250）。④基準・認証制度は，「製品の安全性，設備の操業・管理の安全性

を確保する観点から，それらの安全基準を定め，これに合致している旨のマークをつけたもの，

ないしはその検定を受けたものでなければ，販売・利用を禁止する」制度である（井出 1997：

62-67）。守られるべき技術的水準を定めるものが基準（technical regulation）であるのに対し，

基準に適合することを確認する方法・手続を法令等に規定する制度が認証（certification）で

あり，後者には行政が行う認証以外に事業者自身が行う自己確認や第三者による適合性評価

（conformity assessment）も含まれる（八代・伊藤 2000：249-250）。⑤その他の方法による規

制には，契約，協定（代表例として公害防止協定など），申し合わせ，行政指導などがある（井

出 1997：67-71）。

直接規制以外の社会的規制の手段としては，間接規制，誘導型規制と誘引型規制，情報公開

などが挙げられる。間接規制の代表的な事例としては水質汚濁防止法や大気汚染防止法などに

基づく規制システムがあり，基準＋届出＋立ち入り検査＋罰則，損害賠償という組み合わせが

用いられる（井出 1997：71-72）。また，誘導型規制は課徴金や補助金などの制度，誘引型規制

は排出権取引制度やデポジット制度などの経済的手段を用いることにより，規制の目的の達成

を目指すものであり，情報公開では，事業者が供給する財・サービスの情報開示，不当表示の
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禁止などの取組みを通じて，市場の失敗である情報の不完全性（非対称性）に対応することを

意図している（井出 1997：72-79）。

〔規制の実効性を確保するための行政活動〕

政策のプロセスからみた場合，行政が規制の実効性を確保する取組みは政策の執行（実施）

の段階に当たる。規制の執行活動は，①基準設定の段階：抽象的・一般的な法令を具体化した

うえで執行するための枠組み・行動基準を作成するプロセス，②方針決定の段階：一定の時期・

範囲において有限な資源を執行すべき活動内容を決定するプロセス，③基準適用：決定された

基準・方針に基づき個別の規制対象の行動を制御するプロセスの 3段階に分類される（森田

2017：172-173）。この執行活動には，適法性，有効性，効率性という要件が求められるが，他

方で，①法的制約：法令に規制の実効性を確保するために必要な権限が規定されていない場合

など，②予算・資源の制約：規制の執行活動に必要な行政資源（ヒト・モノ・カネ）が不足し

ている場合，③社会状況の複雑さと流動性：社会経済情勢の急速な変化が執行活動を制約する

場合，④規制対象者の利己的行動という制約：規制の執行を回避しようとする対象が多数存在

する場合なども考慮しなければならない（森田 2017：175-176）。

そこで規制行政の執行活動に際しては，①善意の違反者（規制のルールを知らずに違反した

対象者）に対しては規制内容の周知，②利己的な動機により規制を回避しようとする違反者に

対しては罰則に基づく制裁措置，③確信的にルールに反抗する違反者（異議申立者）に対して

は適応戦略（違反行為の黙認，制裁措置からの適用の除外）などの対応をとるなど，違反行為

の類型（動機）やリスクに応じた規制の執行方法が柔軟に選択されることになる（西尾 2000：

34-43）。

2．職場の安全衛生管理に関する規制

〔職場の安全衛生管理に関する法令〕

職場の安全衛生管理に関する規制は安衛法を中核とする法令に基づき実施される（6）。安衛法

は，総則（第 1条～第 5条），労働災害防止計画（第 6条～第 9条），安全衛生管理体制（第

10 条～第 19 条の 3），労働者の危険又は健康障害を防止するための措置（第 20 条～第 36 条），

機械等並びに危険物及び有害物に関する規制（第 37 条～第 58 条），労働者の就業に当たって

の措置（第 59 条～第 63 条），健康の保持増進のための措置（第 64 条～第 71 条），快適な職場

環境形成のための措置（第 71 条の 2～第 71 条の 4），免許等（第 72 条～第 77 条），事業場の

安全又は衛生に関する改善指導等（第 78 条～第 87 条），監督等（第 88 条～第 100 条），雑則（第

101 条～第 115 条），罰則（第 115 条の 2～第 123 条）により構成される。

また，安衛法を中核とする法令の体系は，2本の政令（労働安全衛生法施行令，労働安全衛

生法関係手数料令），3本の特定機械等に係る特別安全衛生規則（ボイラー及び圧力容器安全
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規則，クレーン等安全規則，ゴンドラ安全規則），11 本の特別衛生規則（有機溶剤中毒予防規則，

鉛中毒予防規則，四アルキル鉛中毒予防規則，特定化学物質障害予防規則，高気圧作業安全衛

生規則，電離放射線障害防止規則，酸素欠乏症等防止規則，事務所衛生基準規則，粉じん障害

防止規則，石綿障害予防規則，除染業務等に係る電離放射線障害防止規則），その他 3本の省

令（労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令，機械等検定規則，

労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則）により構成される。

〔安衛法を中核とする法令による規制〕

安衛法の目的は，同法第 1条「労働災害の防止のための危害防止基準の確立，責任体制の明

確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進する

ことにより職場における労働者の安全と健康を確保するとともに，快適な職場環境の形成を促

進すること」と規定されているように，「労働災害の防止」と「労働者の安全と健康の確保」

にある（7）。このような目的を達成するため，安衛法では主に特定行為の禁止，資格制度，検査

検定制度，基準・認証制度などの手段を用い，①物的規制（製造・流通段階と使用段階におい

て，機械・器具その他の設備，原材料，建設物，作業環境の安全・衛生の確保を図る），②作

業規制（作業自体の安全の確保を図る），③人的規制（安全衛生教育，免許・技能講習など就

業制限による作業従事者の能力を担保する）を実施している（畠中 2019：50-51）。

具体的な規制の事例の一部を取り上げると，①物的規制では，特に危険な作業を必要とする

機械（ボイラー，第一種圧力容器，一定のクレーン・デリック・エレベーター，ガイドレール，

ゴンドラなど）を対象とする製造許可制度が定められている（安衛法第 37 条）。②作業規制で

は，例えばクレーンを使用する作業を対象として，玉掛け作業，荷を吊った状態での運転位置

からの離脱の禁止，外れ止め装置の使用，過負荷・傾斜角の制限，定格荷重の表示等，搭乗の

制限，つり荷の下への立ち入り禁止など安全作業に必要な規制が実施されている（クレーン等

安全規則）。③人的規制では，一定の危険な作業を伴う業務（ボイラー・第一種圧力容器に係

る業務，クレーン・デリック・フォークリフトの運転など）を就業制限業務に指定し，有資格

者以外の就業を禁止したうえで（安衛法第 61 条），当該業務に係る免許と技能講習の制度を規

定（安衛法第 72 条～第 77 条）している。

安衛法に基づく規制の主たる義務主体は事業者（事業を行う者で，労働者を使用するものを

いう（安衛法第 2条第 3号））であるが，機械等・危険物・有害物の製造や流通に対する規制，

請負，リース業，労働者派遣事業に係る規制では事業者以外も義務主体となる（8）（畠中 2019：

60-67）。

〔職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保の仕組み〕

職場の安全衛生管理に関する規制は，事業者などの義務主体が法定の労働安全衛生に関する

最低基準を自主的に遵守することを前提としている。そのうえで規制の実効性を確保するため，

（1）労働災害防止計画，（2）労働者に対する知識の付与（情報提供），労働者の参加の保障と
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促進，（3）労働基準監督制度（罰則・送検処分を含む），（4）一般の安全衛生改善計画・特別

安全衛生改善計画，（5）労働安全コンサルタント・労働衛生コンサルタントなどの規制手段が

用いられている（畠中 2019：86）。

以下，それぞれの手段を具体的にみると，（1）労働災害防止計画は，厚生労働大臣が策定す

る「労働災害の防止のための主要な対策に関する事項その他労働災害の防止に関し重要な事項

を定めた計画」（安衛法第 6条）である。その目的は，労働災害の防止に関する主要な施策，

重点を置くべき業種及び労働災害の種類と労働災害の減少目標などを定め，国（行政）が具体

的な施策を講ずるとともに事業者，労働者などの関係者に周知することにより，官民一体となっ

て労働災害の防止対策を総合的・計画的に推進することにある（労務行政研究所 2017：215-

220）。

労働災害の防止に関する国の計画は，「産業災害防止 5か年計画（第 1次）」（1958 年策定）

に始まり，「労働災害防止団体に関する法律」（1964 年制定）に基づく「労働災害防止基本計画」

（5年ごとに策定）と「労働災害防止実施計画」（毎年策定）を経て，現行の「労働災害防止団

体法」（1972 年制定）に基づく「労働災害防止計画」が 5年ごとに策定され，実施されている（労

働調査会 2015：213-217）。

労働災害防止計画の具体的な内容をみると，「第 13 次労働災害防止計画」（計画期間：2018

年度～ 2022 年度）では，重点事項として，①死亡災害の撲滅を目指した対策の推進，②過労

死の防止など労働者の健康確保対策の推進，③就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した

対策の推進，④疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進，⑤化学物質などによる健康障害防

止対策の推進，⑥企業・業界単位での安全衛生の取組みの強化，⑦安全衛生管理組織の強化及

び人材育成の推進，⑧国民全体の安全・健康意識の高揚などを掲げている（厚生労働省

2018b）。さらに重点事項ごとの取組みとして，例えば，①死亡災害の撲滅を目指した対策の

推進では，業種別・災害種別の重点対策分野として，建設業における墜落・転落災害などの防

止，製造業における施設，設備，機械などに起因する災害の防止，林業における伐木などの作

業の安全対策を取り上げ，目標数値（建設業の場合は労働災害による死亡者数を 2022 年まで

に 15％以上減少させることを目標とする）を示したうえで，墜落防止用保護具（フルハーネ

ス型の案全帯）の使用の徹底，2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に関連す

る施設工事における労働災害防止対策の徹底（長時間労働の縮減を含む）など，個別具体的な

取組みを事業者などの関係者に求めている（9）（厚生労働省 2018a）。

この労働災害防止計画に関し，厚生労働大臣は，労働災害の発生状況，労働災害の防止に関

する対策の効果などを考慮して必要があると認めるときは，労働政策審議会の意見を聞いて，

計画を変更しなければならない（安衛法第 7条）。また，厚生労働大臣は，労働災害防止計画

の的確・円滑な実施のため必要があると認めるときは，事業者，事業者の団体のその他の関係

者に対し，労働災害の防止に関する事項について必要な勧告をすることができる（安衛法第 9
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条）。

（2）労働者への知識の付与（情報提供），労働者の参加の保障と促進は，職場の安全衛生管

理の問題に日常的に接している労働者が自発的に労働災害防止対策を講じ，併せて事業者が実

効性のある対策を講じるために必要不可欠な取組みとして重視される（畠中 2019：87-88）。労

働者への知識の付与（情報提供）に係る主な取組みには，安全衛生教育（安衛法第 59 条），法

令等の周知義務（安衛法第 101 条），危険物・有害物の表示義務（安衛法第 57 条）などがある。

具体的にみると，安全衛生教育では，労働者を雇い入れた場合，作業内容を変更した場合，一

定の危険有害業務に就かせる場合に，客観的に業務に必要と認められる教育を事業者が労働者

に対して行うことを義務付けている（労働調査会 2015：688-706）（労務行政研究所 2017：549-

566）。法令等の周知義務では，安衛法を中核とする各種法令（労働安全衛生規則など）に関し，

作業内容，作業態様などを勘案して労働者に分かりやすい内容にまとめたうえで掲示する（備

え付ける）ことや，作業で取り扱う物質の成分，有害性，注意事項などを労働者に周知するこ

とが事業者に対して義務付けられている（労働調査会 2015：996-999）（労務行政研究所 2017：

841-844）。危険物・有害物の表示義務では，爆発性の物，発火性の物，引火性の物，ベンゼン，

ベンゼンを含有する製剤などの表示制度を定めることにより，爆発火災や職業性中毒などを防

ぐことを目的としている（労働調査会 2015：653-661）（労務行政研究所 2017：514-525）。

また，労働者の参加の保障と促進に関しては，法令が定める規制の自主的な履行確保組織と

して事業場に構築が義務付けられる安全衛生管理体制（総括安全衛生管理者，安全管理者，衛

生管理者，安全衛生推進者，産業医など）のなかでも，とりわけ職場の安全衛生に係る審議機

関（安全委員会，衛生委員会，安全衛生委員会など）が行う調査審議，労働者からの意見聴取，

事業者に対する意見の申出がその役割を果たしている（安衛法第 10 条～第 19 条の 3）（畠中

2019：92, 119-169）。

（3）労働基準監督制度は，労働基準法（以下「労基法」という。）に基づき設置される監督

機関の組織であり，労基法や関連法令の施行に関する事務とともに安衛法の施行に関する事務

をも担う（安衛法第 90 条）（10）。安衛法第 10 章では，工事計画の届出と一定の場合における厚

生労働大臣の審査（安衛法第 88 条・第 89 条），労働基準監督官の権限（安衛法第 91 条・第

92 条），産業安全衛生専門官及び労働衛生専門官の権限（安衛法第 93 条・第 94 条），労働衛

生指導医の職務（安衛法第 95 条），厚生労働大臣及び都道府県労働局長の権限（安衛法第 96 条），

労働者の申告（安衛法第 97 条），都道府県労働局長等の使用停止等命令及び緊急措置命令（安

衛法第 98 条・第 99 条），事業者の報告等（安衛法第 100 条）など，同法を施行するために必

要な事項をそれぞれ規定している。

労働基準監督制度の組織は，厚生労働大臣の下に置かれる厚生労働省労働基準局（労働基準

に関する法令の制定・改廃，労働基準監督官の任免，関係政策の企画・立案，都道府県労働局

の指揮監督などを担う）と，47 都道府県に設置される都道府県労働局（管内の労働基準監督
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署の指揮・監督，監督方法の調整などを担う），321 か所に置かれる労働基準監督署（関係法

令の実施に関する事務，臨検，尋問，許可，認定，審査，仲裁など第一線機関としての役割を

担う）により構成される（労基法第 99 条）。

このような監督機関の主な役割の一つに，行政的監督手法（立入検査など）による法令違反

の発見と迅速な是正の実現がある（畠中 2019：59）。そのため，監督機関に配置された労働基

準監督官には，安衛法を施行するため必要があると認めるときは，事業場に立ち入り，関係者

に質問し，帳簿，書類その他の物件を検査し，作業環境測定を行い，検査に必要な限度におい

て無償で製品，原材料若しくは器具を収去することができる（安衛法第 91 条第 1項）。

この監督指導業務には，定期監督（年間計画に基づいて選定された事業場に立ち入る検査），

申告監督（労働者からの申告に基づき実施される），災害調査（労働災害が発生した場合の調

査と再発防止の指導）のパターンが存在する（図 1参照）。

監督指導に際し法令違反が認められる場合にはその是正が事業者に対し求められ（是正勧告

など），重大・悪質な法令違反などに対しては，後述の司法処分（送検）が行われることもある。

また，法令の定める危害防止措置基準に違反している事実が認められる場合には，都道府県

労働局長・労働基準監督署長は，違反した事業者，注文者，機械等の貸与者，建築物の貸与者

図 1　監督指導業務の概要
（出典）厚生労働省（2019）「労働基準監督官採用試験」（file:///C:/Users/ANA21/Documents/2019_
kantokukan_pamphlet.pdf）。
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に対して，作業の全部又は一部の停止，建設物等の全部又は一部の使用停止，変更など必要な

事項を命じることができる（安衛法第 98 条）。この規定は，事後的に刑罰権の行使により処罰

するだけでなく，危険な法令違反の状態を早急に解消することにより，労働災害の発生を未然

に防止することを意図したものである（労働調査会 2015：977-981）（労務行政研究所 2017：

824-827）。また，法令違反の事実が認められない場合においても，労働災害発生の急迫した危

険があり，かつ緊急の必要がある場合には，災害の発生を未然に防止するために，都道府県労

働局長又は労働基準監督署長は，事業者に対し，作業の全部又は一部の停止，建設物等の全部

又は一部の使用停止，その他応急の措置を講ずることを命じることができる（安衛法第 99 条）。

この他，監督機関が実施する労働安全衛生分野の重要な業務に工事計画等の届出制度がある

（安衛法第 88 条・第 89 条・第 89 条の 2）。この制度は，事業者に対し，危険な機械等を設置・

移転する場合，大規模な建設工事を行う場合，一定の建設工事を行う場合において，工事計画

等を事前に届け出ることを義務付け，監督機関（労働基準監督署長など）が審査を行い，必要

と認められる場合には工事などの差し止めや計画の変更を命じる仕組みであり，既に設置され

た工場・設備などを事後に検査する監督指導業務（臨検監督ともいう）と対比して，事前審査・

事前監督とも称される（畠中 2019：101-104）。

さらに監督機関（都道府県労働局長）は，労働災害が発生した場合において再発を防止する

ために必要があると認めるときは，労働災害を発生させた事業者に対し当該事業場の労働災害

防止業務従事者（総括安全衛生管理者など）を指定の講習を受講させることを指示することが

できる（安衛法第 99 条の 2）。同様に都道府県労働局長は，法令に違反して労働災害を発生さ

せた就業制限業務従事者に対しても，労働災害の発生を防止するために指定された講習を受け

るよう指示することができる（安衛法第 99 条の 3）。また，厚生労働大臣，都道府県労働局長，

労働基準監督署長は，法令の施行に必要があると認める場合は，事業者，労働者，機械等貸与

者，建設物貸与者，コンサルタント（後述）に対し，必要な事項を報告させ出頭を命じること

ができる（安衛法第 100 条）。

罰則・送検処分のうち罰則は，法令に基づく規制の履行を最終的に担保するものであり，労

働安全衛生法では，安全衛生管理体制，労働者の危険又は健康障害を防止するための措置，機

械等並びに危険物及び有害物に関する規制，労働者の就業に当たっての措置，健康の保持増進

のための措置などの各規定に罰則が設けられている。罰則に関しては，法に違反した行為者（使

用者）と法人そのものを罰する安衛法第 122 条の両罰規定が重要な役割を果たしている（畠中

2019：115-116）。例えば危険物・有害物の表示義務（安衛法第 57 条）を怠った場合には，使

用者と法人の双方が 6月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処されることになる（安衛法第

119 条）。また，送検処分に関しては，特別の知識経験を有する労働基準監督官が，労働安全

衛生法の規定に違反する罪について，刑事訴訟法の規定に基づく特別司法警察職員としての職

務を行う（安衛法第 92 条）（労働調査会 2015：962-963）（労務行政研究所 2017：812-813）。
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（4）一般の安全衛生改善計画・特別安全衛生改善計画のうち，一般の安全衛生改善計画は，

労働災害の的確な防止のため総合的な改善措置を講ずることが適切とされる事業場に対し，都

道府県労働局長が作成を指示するものである（安衛法第 79 条第 1項）。この安全衛生計画には，

事業場が良好な安全衛生の状態に到達するための具体的な改善手法が記載され，具体的な事項

としては機械・設備装置などの改修，代替，新設などの措置，有害物に係る機械，設備，建物，

施設に関する措置，作業標準の設定と実施のための訓練の方策などがある（労働調査会 2015：

907-909）（労務行政研究所 2017：759-761）。

また，特別安全衛生改善計画は，法令違反に起因する重大な労働災害（死亡災害など）を複

数の事業場で発生させた事業者に対し，厚生労働大臣が事業者の全ての事業場における安全又

は衛生に関する改善計画を作成・提出すべきことを指示するものであり，所要の指示や勧告に

従わない事業者には企業名公表などのペナルティが課される（安衛法第 78 条）（労働調査会

2015：905-907）（労務行政研究所 2017：749-759）。

（5）労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタントは，他人の求めに応じ報酬を得て，

労働者の安全・衛生の水準の向上を図るため，事業場の安全・衛生に関する診断とこれに基づ

く指導を行うことを業とするものである（安衛法第 81 条）（11）。制度の趣旨・目的は，企業外

部の専門家による安全衛生の診断，安全衛生改善計画の作成・変更に関する助言などを通じて，

事業場の労働安全衛生水準の向上を図ることにある（安衛法第 80 条）（労働調査会 2015：911-

924）（労務行政研究所 2017：762-781）。

3．職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保の実態

〔労働基準監督制度と監督指導等の状況〕

職場の安全衛生管理に関する規制は，事業者を始めとする義務主体が法定の労働安全衛生に

関する最低基準を自主的に遵守することを前提としているが，法令違反を未然に防ぎ，違反が

あった場合には速やかな是正を図るため，安衛法に罰則規定（安衛法第 115 条の 2～第 123 条）

を設け，労働基準監督制度に基づく監督指導等を実施することにより規制の実効性を確保しよ

うとしている。そのため労働基準監督官には，事業場への立ち入り調査，関係者に対する質問，

帳簿・書類などの検査，作業環境の測定，製品・原材料・器具の収去を行う権限が付与され，

安衛法の規定に違反する罪に関しては，刑事訴訟法の規定に基づく特別司法警察職員の職務を

担うこととされている（安衛法第 91 条～第 92 条）。

先にみたように，労働基準監督制度を運用する組織体制は，都道県労働局（47），労働基準

監督署（325），労働基準監督官（2,923 名）により構成される（12）。監督指導を含む労働行政の

運営は，厚生労働省が毎年度策定する「地方労働行政運営方針」に基づき，都道府県労働局が

管内の事情を反映した方針を策定し計画的に行われる（厚生労働省 2019a）（13）。例えば神奈川
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労働局の場合，管内の社会経済情勢，雇用情勢，働き方改革や労働条件に関する現状と課題を

踏まえ，労働安全衛生分野に関しては，長時間労働の是正・過重労働による健康障害防止に係

る監督指導等の徹底，過労死防止対策の推進を重点施策として掲げている。特に第 13 次労働

災害防止計画の推進に関連して，建設業における墜落・転落災害などの防止，製造業における

施設・設備・機械等に起因する災害の防止，職場におけるメンタルヘルス対策の推進，就業構

造の変化及び働き方の多様化に対応した取組み（第 3次産業，非正規雇用労働者，外国人労働

者，高年齢労働者などを対象とした労働災害防止対策），化学物質による労働災害防止対策の

推進などを重点項目としている（神奈川労働局 2019）。

また，最近の監督指導等の状況をみると，監督指導の対象となる事業所数は約 428 万事業所，

労働者数は 5,209 万人であるのに対し，年間の監督実施件数は 169,623 件（内訳は定期監督・

災害監督等が 134,617 件，申告監督が 21,944 件，再監督（定期監督・申告監督の際に法違反を

指摘された事業場に対する是正の有無を確認するための監督）が 13,012 件）となっている（厚

生労働省 2018c：21）。詳細をみると，定期監督を実施した事業場のうち，法違反が認められ

たものは 89,972 件（違反率は 66.8%），法違反の内容は，労働時間（31.5％），安全基準（26.3％），

健康診断（21.9％），割増賃金（20.9％），労働条件の明示（15.3％），賃金台帳（11.3％）の順

である。また，労働者を就業させる事業の建設物，寄宿舎・設備，原材料などが安全・衛生に

関する基準に違反すると認められる場合，労働災害を未然に防止するために労働基準監督署長

等が行う使用停止等命令処分等件数は 5,286 件（内訳は，使用停止等処分 5,284 件，緊急措置

命令 2件。業種別では建設業 3,263 件，製造業が 1,707 件で全体の 94.1%。）となっている。こ

の他，司法処分の件数（労働基準監督官が検察庁に送検した件数）は 890 件（内訳は労基法違

反 380 件（42.7％），安衛法違反 497 件（55.8％），最低賃金法違反 13 件（1.5％））とされてい

る（厚生労働省 2018c：22）（14）。

〔労働災害防止団体の取組み〕

労働災害の低減に向けた取組みでは，国（行政）が行う監督指導だけでなく，事業主による

自主的な災害防止活動も必要不可欠である。そのため「労働災害防止団体法」（以下，「災防法」

という。）に基づき，労働災害の防止を目的とする事業主の団体による自主的な活動を促進す

るために，民間法人である「中央労働災害防止協会」が設立（1964 年）されている（15）。

中央労働災害防止協会は，①労働災害防止協会（1号会員：建設業労働災害防止協会，陸上

貨物運送事業災害防止協会，港湾貨物運送事業災害防止協会，林業・木材製造業労働災害防止

協会），②全国的規模の事業主団体（2号会員：日本ガス協会，日本機械工業連合会，日本鉄

鋼連盟，日本自動車工業会，日本民営鉄道協会など 64 団体），③都道府県労働基準協会連合会

等及びこれに順ずる地方別の経営者団体（3号会員：都道府県ごとに設立された労働基準協会，

労働基準連合会など 48 団体），④その他の労働災害防止団体（4号会員：全国労働衛生団体連

合会，日本産業衛生学会，日本クレーン協会，日本ボイラ協会など 19 団体）を正会員として，
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労働災害の防止に関し会員間の連絡・調整を行う組織である（災防法第 11 条第 1項）（16）。

中央労働災害防止協会では，①全国安全週間（毎年 7月に実施）や全国労働衛生週間（毎年

10 月に実施），年末年始無災害運動など職場における安全衛生意識高揚を図る運動の展開，②

企業の安全衛生スタッフの養成事業，③安全・衛生管理士など専門家による診断・技術支援，

リスクアセスメントに関する人材の養成，作業環境測定などの技術サービスの提供，④海外の

動向を含む最新の安全衛生情報の提供，⑤労働災害防止に関わる各種の調査研究，⑥災害ゼロ

を目指すゼロ災運動の展開，⑦快適な職場づくりに向けた研修会・セミナーの開催，講師派遣

などの事業を行っている（災防法第 11 条第 1項・第 2項）（17）。

また，中央労働災害防止協会の正会員のうち，都道府県単位で設立された労働基準協会など

（3号会員）は，都道府県労働局・労働基準監督署や関連する団体と密接な連携を保ちながら，

企業の労働災害防止活動を支援している。例えば神奈川県の場合，県内に所在する企業を会員

とする神奈川労務安全衛生協会（公益社団法人）が，労働局の登録教習機関としてプレス機械

等の作業主任者技能講習や第一種衛生管理者などの免許取得養成講習などを実施している（18）。

また，県内 12 か所にある労働基準監督署ごとに対応する形で設置された支部では，労働局の

行政運営方針や法令などの周知活動，安全週間・衛生週間の推進大会，新入社員安全衛生教育，

職長教育，リスクアセスメント講習など，管内の事業所を対象としたきめ細かな労働災害防止

活動を展開している（19）。

この他，その他の労働災害防止団体（4号会員）では，機械の安全性を確保するための検査・

検定，免許を取得するための技能講習などを行う団体もある。例えば日本クレーン協会では，

クレーンに関する調査研究・企画の整備，厚生労働大臣の登録を受けたクレーン，ゴンドラ，

エレベーターなどの性能検査・型式検定，クレーンなどの運転士免許取得のための実技講習，

各種図書出版など知識の普及活動などを行っている（20）。また，日本ボイラ協会では，厚生労働

大臣の登録を受け，登録性能検査機関としてボイラー・第一種圧力容器を対象とする性能検査

（安衛法第 41 条第 2項）を行うほか，登録個別検定機関として第二種圧力容器，小型ボイラー・

小型圧力容器を対象とする個別検定（安衛法第 44 条）などを実施している（21）。

おわりに

〔職場の安全衛生管理に関する規制の実効性確保の特徴〕

安衛法に基づく職場の安全衛生管理に関する規制の目的は，労働災害の防止と労働者の安全

と健康の確保にある。この目的を達成するため，安衛法では①物的規制（製造・流通段階と使

用段階における機械・器具その他の設備，原材料，建設物，作業環境の安全・衛生の確保），

②作業規制（作業自体の安全の確保），③人的規制（安全衛生教育，免許・技能講習などの就

業制限による作業従事者の能力を担保）を実施している。
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また，このような規制の実効性を確保するため，①労働災害防止計画の制度，②労働者に対

する知識の付与（情報提供），労働者の参加の保障と促進，③労働基準監督制度（罰則・送検

処分を含む），④一般の安全衛生改善計画・特別安全衛生改善計画，⑤労働安全コンサルタン

ト及び労働衛生コンサルタントなどの手段が用いられるほか，中央労働災害防止協会などの労

働災害防止団体による災害防止活動が，国（行政）が行う監督指導と相まって事業主による自

主的な災害防止活動を促進する体制が構築されている。

規制の実効性を確保するための法的仕組みからみれば，職場の安全衛生管理においてリスク

となる要素（危険な作業を必要とする機械や業務など）に対し，特定行為の禁止，資格制度，

検査検定制度，基準・認証制度などの手段が適宜に組み合わされたものとなっている。また，

規制の執行活動では，事業者等の義務主体が法定の労働安全衛生に関する最低基準を自主的に

守ることを前提としつつ，重点施策・項目の提示（労働災害防止計画，地方労働行政運営方針

の策定など），行政的監督手法による法令違反是正の取組み（労働基準監督制度），行政外部の

ネットワークの構築と連携（労働災害防止団体との協力）などを通じて，規制目的の実効性の

確保に努めている。総じて言えば，規制対象の規模（事業者・労働者など）や多様性（機械・

器具，設備，原材料，作業環境など）に対し，行政が用いることのできる資源（組織・権限・

人員・予算）には限界があることを前提とした柔軟な取組みがなされているものといえよう。

〔労働災害の現状と課題〕

こうした職場の安全衛生管理に関する規制とその実効性の確保をめぐる取組みは，これまで

にどのような効果を上げているのか。この点，戦後の日本における労働災害の動向（図 2参照）

をみると，死傷者数は 1961 年に 481,686 人とピークを記録した後，1967 年以降は 30 万人台，

1980 年代は 20 万人台，1990 年代以降は 10 万人台に減少している（倉橋 1997：309-323）（労

務行政研究所 2017：25-30）（中央労働災害防止協会 2019：2）。また，死亡災害をみると，

1960 年代に 6,000 人前後を推移した後，1970 年代には 5,000 人台から 3,000 人台に低下し，

1980 ～ 90 年代は 2,000 人台，2000 年代は 1,000 人台を推移した後，最近では 1,000 人を下回

るようになり長期的にみれば減少傾向を示している（倉橋 1997：309-323）（労務行政研究所

2017：25-30）（中央労働災害防止協会 2019：2）。このように労働災害が減少した理由には，産

業構造の変化，技術革新，企業・業界団体の自主的な労働災害防止対策の推進などの要因が考

えられるが，1972 年の安衛法制定以降 3年間で死亡災害が約 2,000 人減少するなどの著しい変

化もみられ，安衛法を中核とする法令に基づいた職場の安全衛生管理に関する規制が一定の効

果を発揮していることが窺われる。

その一方で，2018 年の労働災害発生状況をみると，死亡者数は 909 人で過去最少となった

ものの，休業 4日以上の死傷者数は 127,329 人となり 3年連続で増加した（厚生労働省 2019）。

労働災害による死傷者数が減少しなくなった要因には，第 3次産業における労働者数の急速な

増加，労働力の高齢化などが挙げられ，これまでとは異なる切り口，視点に基づく対策が必要
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とされている（厚生労働省 2018a）。また，過労死などの過重労働による労働災害（業務にお

ける過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくはこれらの脳血管

疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害を指す）も，近年における労災認定件数が 700 件で推

移するなど依然として深刻な社会問題となっている（表 1参照）（厚生労働省 2018a）。

既にみたように規制の実効性を確保するための行政活動（執行活動）には，法的制約，予算・

資源の制約，社会状況の複雑さと流動性，規制対象者の利己的行動などの制約のもと，適法性，

（出典）厚生労働省（2018a）「第 13 次労働災害防止計画（本文）」（8頁の表 8）。

表 1　脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災認定件数の推移

図 2　労働災害発生状況の推移
（出典）厚生労働省（2019b）「平成 30 年労働災害発生状況」。
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有効性，効率性の要件を満たすことが求められる（森田 2017：175-176）。この点，職場の安全

衛生管理に関する規制は，規制対象となる事業場（と労働者）の規模と比べて，用いることの

できる行政資源（とりわけ労働基準監督制度の組織・人員）に限界があり，また，社会経済情

勢の変化（少子高齢化の進展，経済構造の変化，ライフスタイルの変化，働き方改革など）や

技術革新（新規の設備・機械・化学物質等の導入）などの影響を受けやすい分野といえる。そ

のため，規制の目的（労働災害の防止・労働者の安全と健康の確保）の達成に向け，常に行政

課題の把握に努め，最適な規制手段と規制の実効性の確保を模索するための取組みが今後も求

められている。

〔注〕
（1） 例えば，本稿においても参照した先行研究として，経済学の分野では，社会的規制研究会（編）（1996）

『これからの社会的規制』通商産業調査会，植草益（編）（1997）『社会的規制の経済学』NTT 出版，
植草益（2000）『公的規制の経済学』NTT 出版，八代尚宏（編）（2000）『社会的規制の経済分析』
日本経済新聞社，山本哲三・野村宗訓（編著）（2013）『規制改革 30 講‐厚生経済学的アプローチ』
中央経済社などがある。法学の分野においても多数の先行研究が存在するが，社会的規制の分野に
関する近年の著作として，野口貴公美・幸田雅治（共編著）（2009）『安全・安心の行政法学「いざ」
というとき「何が」できるか？』，平田彩子（2009）『行政法の実施過程‐環境規制の動態と理論‐』
木鐸社，行政上の義務履行を確保するための法的仕組みのあり方を検討した研究として，西津政信・
田村泰俊（2003）「わが国の行政規制の実効性確保のための新たな制度に関する研究」国土交通省
国土交通政策研究所，曽和俊文（2011）『行政法執行システムの法理論』有斐閣などがある。また，
行政学の分野における代表的な研究として，自動車運送事業に対する規制行政の実施過程を検討し
た森田朗（1988）『許認可行政と官僚制』岩波書店，木造建築・軽自動車・電気用品の安全基準の
設定をめぐる規制行政機関の行動と実態を分析した村上裕一（2016）『技術基準と官僚制 変容する
規制空間の中で』岩波書店，日本と EU の化学物質を対象とした規制政策の比較検討を行った早川
有紀（2018）『環境リスク規制の比較政治学‐日本と EU における化学物質政策‐』ミネルヴァ書房，
行政機関間の連携の実態を検討した伊藤正次（編）（2019）『他機関連携の行政学 事例研究による
アプローチ』有斐閣などが挙げられる。

（2） 例えば，土地利用規制に関する事例研究として，伊藤弘基，佐藤遼， 瀬田史彦，城所哲夫（2014）「特
別用途地区による大規模集客施設の立地規制における自治体間の調整実態に関する研究」日本都市
計画学会『都市計画論文集』（49 巻 3 号：657-662），磯崎初仁（2015）「神奈川県における土地利用
調整システムの成立と展開‐「開発抑制方針」はなぜ実効性を持ち得たか‐」中央大学法学部『法
学新報』（121 巻 9・10 号：1-58），建築規制に関する研究として，金振， 馬場健司，田頭直人（2010）

「地方自治体における建築物環境配慮計画書制度の実効性の評価：行政法学的視点に基づく条例お
よび制度運用実態分析を中心に」日本都市計画学会『都市計画論文集』（45 巻 3 号：715-720）など
がある。

（3） ただし，経済的規制と社会的規制の両方の要素を持つ規制（営業免許など）があることには注意を
要する（社会的規制研究会 1996：24-26）。

（4） この他，消費者や労働者の安全・健康の確保，環境の保全，災害の防止等を目的とした規制を社会
的規制とみなす，より限定的な捉え方もある（社会的規制研究会 1996：23-24）。

（5） 規制行政以外の行政活動の類型として，給付行政（私人に対する財，役務，情報などの給付が行政
資源取得の対価ではなく，給付それ自体を目的として行われる場合。サービス行政ともいう。），行
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政資源取得行政（国・自治体が自らの事務を処理するために必要な資金，土地などの取得を目的と
する場合。調達行政ともいう。）がある（宇賀 2017：84）。

（6） 職場の安全衛生管理に関係する法令としては，安衛法とその関係政省令以外に，労働基準法，じん
肺法，労働災害防止団体法，作業環境測定法，船員法，鉱山保安法，国家公務員法，地方公務員法，
家内労働法などが挙げられる。

（7） 安衛法第 2 条第 1 号では，労働災害を「労働者の就業に係る建設物，設備，原材料，ガス，蒸気，
粉じん等により，又は作業行動その他業務に起因して，労働者が負傷し，疾病にかかり，又は死亡
することをいう。」と定義する。

（8） 請負に係る規制では元方事業者，リース業を対象とする規制では機械・建築物等の貸与者が義務主
体となる。また，安衛法第 4 条では，「労働者は，労働災害を防止するため必要な事項を守るほか，
事業者その他の関係者が実施する労働災害の防止に関する措置に協力するよう努めなければならな
い。」として，労働者の遵守義務を定めている（畠中 2019：60-67）。

（9） 第 13 次労働災害防止計画の概要に関し，厚生労働省（2018b）「第 13 次労働災害防止計画（計画の
本文）」，厚生労働省（2018a）「第 13 次労働災害防止計画（計画の概要）」を参照。

（10） 労働基準監督制度は，ILO（国際労働機関）第 81 号条約「工業及び商業における労働監督に関する
条約」（1947 年採択）に規定されているように労働保護法制に必要不可欠な監督機関と位置付けら
れている。日本の労働基準監督制度は工場法（1911 年制定）時代にそのルーツ（1915 年以降の工
場監督官・工場監督官補の制度）があり，労働基準法の制定（1947 年）に伴い，国の直轄機関とし
て法令の周知，違反の指摘，是正指導から送検処分までを担う自己完結性の強い組織として整備さ
れるに至った（畠中 2019：95-97）。

（11） コンサルタントになるためには，厚生労働大臣が行う労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサ
ルタント試験に合格し，それぞれ所定の名簿に一定の事項の登録を行わなければならない（安衛法
第 82 条～第 84 条）。

（12） 労働基準監督官の数は，（厚生労働省 2018c：31）に基づく 2016 年度の定員である。
（13） 厚生労働省が策定した 2019 年度の地方行政運営方針における重点施策は，①働き方改革による労

働環境の整備，生産性向の推進等，②人材確保支援や多様な人材の活躍促進，人材投資の強化，③
労働保険の適用・徴収業務の適切な取組み，④毎月勤労統計調査に係る雇用保険，労災保険給付等
の追加給付，⑤東日本大震災からの復興支援とされている。

（14） 以上，最近の監督指導等の取組み状況に関するデータは，（厚生労働省 2018c）を参照した。
（15） 中央労働災害防止協会の設立経緯に関し，（中央労働災害防止協会 2011）を参照。
（16） 中央労働災害防止協会の会員組織に関し，同協会ホームページ（https://www.jisha.or.jp/about/

kaiin/index.html）を参照（2019 年 11 月 1 日閲覧）。
（17） 中央労働災害防止協会が展開する事業に関し，同協会ホームページ（https://www.jisha.or.jp/

about/service.html）を参照（2019 年 11 月 1 日閲覧）。
（18） 神奈川労務安全衛生協会の概要・活動に関し，同協会ホームページ（http://www.roaneikyo.or.jp/

index.html）を参照（2019 年 11 月 1 日閲覧）。
（19） 神奈川労務安全衛生協会横浜南支部ホームページ（http://www.roaneikyo.or.jp/shibu/yokominami/

index.html）及び同支部の機関紙「よこはまみなみ」（No.208：平成 31 年 4 月号）を参照（2019 年
11 月 1 日閲覧）。

（20） 日本クレーン協会の概要・活動に関し，同協会ホームページ（http://www.cranenet.or.jp/）を参照
（2019 年 11 月 1 日閲覧）。

（21） 日本ボイラ協会の概要・活動に関し，同協会ホームページ（http://www.jbanet.or.jp/）を参照（2019
年 11 月 1 日閲覧）。
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